
令和２年３月 浜田市議会定例会議 

  令和２年度 

当初予算説明資料 
  

 

       
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浜 田 市 

神々や鬼たちが躍動する神話の世界～石見地域で伝承される神楽～

（令和元年 5 月 20 日 日本遺産認定）



  

 

 

 

  

 

 

■国においては、全世代型社会保障制度の構築に向け、消費税増収分を活用した幼児教育・

保育の無償化や社会保障の充実が実施されるなか、当市においても、少子高齢化等の進展

により社会保障関係経費が引き続き高い水準で推移しております。 

 

■こうしたなか、令和２年度地方財政計画では、引き続き地方税が増収となることに加え、

臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税総額も２千９百億円の増（＋１．５％）とな

り、地方の一般財源総額は令和元年度を上回る水準が確保されたところです。 

 

■地方の一般財源総額は確保されたものの、幼児教育・保育の無償化による地方負担の増

加への対応を始め、会計年度任用職員制度施行に伴う期末手当の支給等に要する経費の確

保など新たな負担も生じております。 

 

■このような状況を踏まえ、当市における令和２年度の当初予算の編成においては、限ら

れた財源を最大限有効に活用すべく、各部内において徹底した見直しを行うとともに、「中

期財政計画」に沿った予算編成に努めてまいりました。 

 

■予算編成に当たっては、裁量経費の施策別予算配当において、事務事業評価結果等行財

政改革実施計画の効果額を反映させる一方で、会計年度任用職員制度の施行に伴う期末手

当の支給等に要する経費について所要額を措置し、制度の施行に対応する環境を整えたと

ころです。また、昨年度に引き続き、将来を見据えてより良い浜田市を創りあげるために

必要となる事業の要求枠を設定し、柔軟な発想による事業提案の機会を担保いたしました。 

 

■令和２年度は、城山公園整備や浜田駅前広場整備が終了し、高度衛生管理型荷捌所整備

の事業費が大幅減となりますが、予定されている学校給食費の値上げに対し、激変緩和措

置を講じるなど子育て世代の負担軽減を図るほか、子育て環境の更なる向上に向け、子育

て支援の拠点施設の整備や通学路等の危険個所を計画的に改善する事業に着手いたします。 

 

■このような取組の結果、令和２年度の一般会計予算総額は３５７億２，０００万円とな

り、前年度と比較して、金額で３０億１，０００万円の減、率にして７．８％の減となり

ました。 

 

■今後の財政運営に当たっては、国の地方財政対策を注視しつつ、総合振興計画や総合戦

略の着実な推進を図ってまいります。併せて、将来に責任のある持続可能な財政運営を目

指して、行財政改革実施計画の取組を加速し、財政健全化に努めてまいります。 

令和２年度当初予算の編成概要及び編成方針 

編 成 概 要 
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    令和 2 年度  当 初 予 算 編 成 方 針 

 
 

 

○令和 2 年度予算編成については、少子高齢化等に伴う社会保障関

係経費の増加など厳しい財政状況に適切に対応し、浜田市が目指

す将来像を実現するため、総合振興計画や総合戦略を念頭に置き

つつ、中期財政計画に沿った予算編成を行う。 

 
○施政方針と連動しつつ、確実な財源確保に資するため経常事業に

おいて施策別予算配当を実施する。限られた財源を最大限有効に

活用すべく、各部内において徹底した見直しを行い、優先的に取

組むべき課題への対応を図る。 

 

○市町村合併による国の財政支援措置の縮減額が増加していること

に加え、中期財政計画においても今後収支の悪化が推計されるな

か、予算要求に際しては、行財政改革実施計画の着実な実行はも

とより、既存事業の実績や効果等を十分に検証されたい。 

 
○予算配当等の取りまとめについては、部単位で行うので、各部主

管課は、当方針の趣旨を十分理解し、各課、本庁支所間等の調整

にあたって、特段の努力をお願いする。 

 
    令和元年 10 月 1 日      総務部長 

基 本 的 考 え 方
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◆事業別要求区分及び要求の取扱い 

区       分 要   求 備  考 

経 
 

常 
 

事 
 

業 

1 裁量 2～5 以外の経費 施策別予算
配当 
 

☆「施策別予算配当」 

予算科目の目ごとに予算枠を示し、施

政方針の実現に向け、施策別に必要な

予算配分を行うもの 

2 義務 人件費、公債費、負担

金、積立金、繰出金、

債務負担行為に係る

経費、国県負担金事業

等 

所要額 

 

対象事業は「予算要求区分別事業一

覧」を参考のこと 

臨 
 

時 
 

事 
 

業 

3 

政策 

ソ
フ
ト 

臨時経費かつ全市的

視点から必要と判断

するもの 

所要額 

 

○イベント、計画策定 

ハ
ー
ド 

投資事業 所要額 

 

○対象事業は、サマーレビュー査定に

よること 

○災害復旧費を含めること 

4 

明るい

未来 

(新規･

拡充) 

 

ソ
フ
ト 

抜本的な制度見直し

を前提として取組む

新規事業または既存

事業の拡充 

（令和元年度からの

継続分を含む） 

 

所要額 

 

〇明るい未来枠 

新規要求については、ふるさと寄附（予

算充実分）等の活用を想定 

 

5 

中山間

地対策 
ソ
フ
ト 

まちづくり振興基金、

農業振興基金及び地

域振興基金を活用し

た中山間地域活性化

のための事業 

所要額 

 

○これまで実施してきた「中山間地域

の活性化のための事業」を移管（基

金充当分のみ） 

○自治区設置条例の 1年延長に伴い、

地域振興基金を中山間地域活性化

のための共通事業の財源として活

用することを想定 
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◆予算要求に当たっての留意事項 

①当初予算要求書は、主管課を通じて必要書類とともに 4 部提出のこと 

②当初予算要求書は財務会計システムにより作成することとなるので、操

作方法等の理解に努めること 

③社会保障費や附属機関に要する経費等の同一の法令等に基づいて実施す

る事業については、必ず本庁担当課で取りまとめのうえ予算要求を行う

こと 

④上記以外の事業についても、同一の目的で同一の手法により実施する事

業は、原則として本庁担当課で予算要求を行うこと 

⑤市全体で実施する経費については、十分調整・精査はされていると考え

るが、再度、主管課及び本庁・支所の担当課において、共通ベースとな

る部分の調整・精査を徹底したうえで要求すること 

⑥裁量経費の施策別予算配当額については、消費税率変更の影響が通年ベ

ースとなることを考慮し、所要の調整（会計年度任用職員制度の導入、

事務事業評価結果の反映等）後の数値に対して±0％で調整している（な

お、予算配当額は、行財政改革効果額及びサマーレビューでの調整を踏

まえて設定しており、変更は認めない） 

⑦裁量経費において、施策別予算配当額を遵守し要求されたものについて

は、基本的に要求内容を尊重する（ただし、著しい後年度負担を要する

もの、決算実績と乖離が生じているもの等、財政的見地から問題がある

ものは除く） 

⑧裁量経費の施策別予算配当額は、財政課査定により削減された場合でも、

各部の配当額は担保する 

⑨ふるさと寄附の充当（行革効果分）については、その規模も大きいこと

から⑧の例外として取り扱い、要求時点での充当は見込まないよう注意

すること 

⑩裁量経費において、施策別予算配当額を踏まえたうえでの若干の配当額

の施策間の調整は可能とする 
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⑪義務経費は、人件費の一部（職員給与費、議員報酬等、行政委員報酬等、

退職手当）、返還金、公債費、国県負担金事業、負担金、積立金、繰出金、

債務負担、リース契約、国県等補助事業で単価設定のあるものに限定し

ており、市独自事業や国県等補助事業で限度額設定のみのものは裁量経

費とする 

⑫政策経費（ハード分）については、サマーレビューの査定結果に基づき、

予算要求を行うこと 

⑬自治区事業について、継続して実施する場合は、次のとおり区分を変更

する 

・ハード分：政策経費（ハード分）へ変更 

・ソフト分：裁量経費へ変更 

⑭中山間地対策経費は、中山間地域活性化のための共通事業であること 

 なお、実施に必要となる財源は、地域振興基金等の活用を想定している 

⑮新規事業については、経費の性格を事業別要求区分に照らしたうえで区

分を決定し要求すること 

⑯⑮の決定に当たっては、財政課と十分に事前の調整を行うこと 

⑰事業別要求区分については、サマーレビューで調整済であり、既存事業

の予算要求段階での区分変更は認めない 

⑱予算ヒアリングの日程は、各部単位で調整しているが、ヒアリングは原

則として「課」単位で行うため、部内のヒアリング順については主管課

で調整のうえ、必ず主管課が同席すること 

⑲上記③④の同一の事業について、予算ヒアリングを本庁・支所別々に実

施することがあってはならないので、十分留意すること 

⑳財政サイドのヒアリング出席者は、総務部長、財政課長、係長、予算担

当者を予定している 

㉑財務会計システムによる予算要求書に加えて、所定の予算要求付属資料

（債務負担行為事業明細書、投資的経費説明資料、地域振興基金充当要

求書等）がある場合は、必ず提出すること 
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㉒予算要求付属資料「様式 12 地域振興基金充当要求書」は、必ず防災自

治課の確認を得たうえで、主管課より提出すること 

㉓事業の財源としてふるさと応援基金繰入金（予算充実分）の活用を計画

している場合は、予算要求付属資料「様式 16 ふるさと応援基金充当要

求書（予算充実分）」を作成のうえ、主管課より提出すること 

㉔会計年度任用職員の要求については、必ず人事課と事前協議のうえ要求

し、要求書においては積算基礎欄の数式機能を利用し算出根拠を明らか

にすること（人数、月数等） 

 また、会計年度任用職員制度の導入により、財政負担が増加しているの

で、配置の必要性及び期間を十分精査のうえ、要求すること 

㉕上記㉑㉒㉓㉔の他、ハード事業については位置図、平面図、見積書等、

ソフト事業についてはフロー図等を添付し、ヒアリングの際にはそれを

用いて分かりやすい説明に努めること 

㉖会計年度任用職員制度の導入により、予算計上すべき節等が変更となる

場合があるので、確認のうえ要求を行うこと 

㉗事業予算の分離、統合が必要な場合は、当該事業を担当する本庁・支所

間で十分なすり合わせを行い、主管課を通じて予算の整合を図ること 

㉘監査委員による指摘や市議会予算決算委員会での議論を十分踏まえたう

えで要求を行うこと 

㉙事業予算は目的別に編成するものであり、事業の一部を他部課で実施す

る場合においても当該事業内で予算化し、他部課へは予算の配当替によ

り対応すること 

㉚公共施設の新規整備（取得、既存施設の建替えを含む）については、行

財政改革推進本部会議において内部方針が決定済、または、査定までの

間に決定する予定であることを前提とするものであること 

㉛公共施設の大規模修繕については、公共施設再配置計画、各種施設の長

寿命化計画等を踏まえ、二重投資とならないよう留意すること 
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㉜事務事業評価における外部評価結果については、裁量枠配当において調

整（Ｅ評価：▲100％、Ｄ評価：▲20％ 等）を行っているが、各部裁量

枠全体での調整を認めるものとする 

㉝明るい未来（新規・拡充）経費「明るい未来枠」は、抜本的な制度見直

しを前提として取組む新規事業または既存事業の拡充であって、将来（5

年後、10 年後）を見据えて、より良い浜田市を創りあげるために必要と

なる事業であること 

 なお、明るい未来（新規・拡充）経費「明るい未来枠」のうち、令和 2

年度新規実施に必要となる財源については、ふるさと寄附（予算充実分）

等の活用を想定している 

㉞経常経費の削減によって既存事業の継続を図る現状には限界が近づいて

いることから、各部における自らの創意工夫により負担を軽減しつつ、

既存事業の刷新や歳入確保への注力を要請する 

㉟既存事業については、漫然と前例踏襲の要求を行うのではなく、実施目

的や実施による成果を明らかにし、事業の廃止も含め見直しを行うこと 

㊱限られた財源を最大限有効に活用するために、「何をやる」ではなく「な

ぜやるのか」を考え、より有効な施策として「何ができるのか」を検証

すること 

㊲新規・拡充事業の構築にあたって、特別交付税のルール分として算定さ

れる事項（例：地域おこし協力隊など）がある場合は、要求に際して、

その旨を明示すること 
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◆予算編成日程（予定） 

 

  10 月  1 日（火）    予算編成方針説明会 

              （9時 30 分～：本庁講堂ＡＢＣ） 

               ※テレビ会議システムを使用 

  10 月 25 日（金） 要求書提出期限（4部提出） 

            15：00 まで（締切厳守） 

  10 月 30 日（木）～   財政課ヒアリング(査定)・・・ヒアリング日程表参照 

  12 月 24 日（火）     一次査定内示（予定） 

  12 月 26 日（木）    復活要求書（様式 10）提出期限（締切厳守） 

   1 月  7 日（火）    市長ヒアリング要求書（様式 9）提出期限 

15：00 まで（締切厳守） 

   1 月 中・下旬     市長ヒアリング・市長査定(当初予算決定) 
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◆予算要求・決定の流れ 

 

本庁各課 

       調整 

支所各課 

        調整 

主管課長
（命により部内他課に事

務委任することができる）

財政課（総務部長・財政課長調整） 

連絡・調整・情報交換

庁  議 （1 月中･下旬） 

市長査定 

※同一の法令や例規に基

づく事業については、本

庁担当課で一括要求する

こと。当該事業のヒアリ

ングについても本庁・支

所一括で行うこととする 

予算要求
（10/25） 

一次査定 
（12/24） 

予算配当額の厳守 

事業別要求区分の確認 

所定の予算要求説明資料（各様式）の添付確認 

添付資料（位置図・見積書・フロー図）確認 

- 9 -



予算要求と査定結果

（単位：百万円）

議会 総務部 地域政策部 健康福祉部 市民生活部 産業経済部 都市建設部 消防本部 教育委員会 上下水道部 合計

事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費

要求 27 634 567 1,223 629 777 657 156 1,321 0 5,991

査定 27 626 566 1,208 616 771 656 156 1,317 0 5,944

差引 0 △ 8 △ 1 △ 15 △ 13 △ 6 △ 1 0 △ 4 0 △ 47

要求 173 10,932 249 8,123 2,921 1,574 99 67 622 1,679 26,439

査定 173 10,927 249 8,099 2,919 1,540 93 67 614 1,595 26,275

差引 0 △ 5 0 △ 24 △ 2 △ 34 △ 6 0 △ 8 △ 84 △ 164

要求 0 18 1 6 4 44 91 0 23 0 187

査定 0 18 1 6 4 44 70 0 22 0 165

差引 0 0 0 0 0 0 △ 21 0 △ 1 0 △ 22

要求 25 211 47 94 84 959 1,200 116 441 56 3,232

査定 25 206 47 92 84 951 1,196 116 423 54 3,194

差引 0 △ 5 0 △ 2 0 △ 8 △ 4 0 △ 18 △ 2 △ 38

要求 0 5 0 6 4 27 0 0 1 0 42

査定 0 5 0 5 0 23 0 0 0 0 33

差引 0 0 0 △ 1 △ 4 △ 4 0 0 △ 1 0 △ 9

要求 0 0 0 5 0 103 0 0 1 0 109

査定 0 0 0 5 0 103 0 0 1 0 109

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要求 225 11,800 864 9,456 3,641 3,485 2,047 339 2,410 1,734 36,001

査定 225 11,782 863 9,415 3,623 3,432 2,015 339 2,378 1,649 35,720

差引 0 △ 18 △ 1 △ 41 △ 18 △ 53 △ 32 0 △ 32 △ 85 △ 281

※上記の金額は、四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

中山間地対策

令和2年度当初予算

政策
ハード

合計

裁量

義務

政策
ソフト

明るい未来

- 10 -



○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

1 全員協議会室等空調設備改修事業 25,041 25,041 要求どおり
議会事務局

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 23,700 その他: 0

2 定住対策基金事業 40,948 40,948 要求どおり
政策企画課、
弥栄支所防災
自治課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 40,948

3 関係人口創出拡大事業 2,812 2,812 要求どおり
政策企画課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

4 防災行政無線施設改修事業 5,251 0 予算化見送り
防災安全課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

事業名
予算要求の概要

査定概要

【事業概要】
　全員協議会室等に個別の空調設備を設置することにより、会
議室の環境改善を図る

【主な内容】
　○空調設備改修工事

本庁5階の全員協議会
室、執行部控室、第2委
員会室、第3委員会室に
会議室ごとに調整できる
空調設備を設置するとい
うもの。
このたびの整備が、現状
の設備に比べランニング
コストの低減につながるこ
とを確認し、また、会議室
不足の解消に資すること
を踏まえ、要求どおり予
算化。

【事業概要】
　地域振興基金を活用し、各自治区独自の定住支援事業を行う

【主な内容】
　○弥栄自治区
　　　住みよいむらづくり人材等育成事業　　　　 　500千円
      サービスステーション維持支援補助金      28,198千円
　　　※やさか暮らしサポート事業終了
　　　※住まい支援事業終了
　　　※除雪車オペレーター育成事業終了
　○三隅自治区
　　　まちづくり整備推進事業補助金　　　 　　  3,000千円
　　　定住住宅建築費等補助金　　 　　　　　    4,250千円
　　　コミュニティ施設整備事業補助金　 　　    3,000千円
　　　住宅建築費等補助基金積立金　　　 　　　  2,000千円
　※旭自治区の定住対策基金事業終了

新たに要求のあった「弥
栄自治区サービスステー
ション維持支援補助金」
について、地域振興基金
の活用最終年度となる令
和2年度における新規要
求であるが、サービスス
テーション（給油所）の維
持存続が地域住民の日
常生活に必要不可欠で
ある点を考慮し、要求ど
おり予算化。

【事業概要】
　関係人口と継続的に関わる仕組みをつくり、担い手が不足し
ている地域の活性化に繋げる
　
【主な内容】
　○浜田応援団（仮称）　　   　             　   857千円
　○ガイダンスセミナー　　　    　　　　       1,332千円
　○課題解決型スタディツアー　　　　　           623千円

国の提唱する関係人口
の創出・拡大に向けた取
組を行うもの。
既存事業における類似
の取組と調整を要するな
ど整理すべき点はあるも
のの、人口減少や高齢
化による担い手が不足し
ている現状を鑑み、必要
性を認め、要求どおり予
算化。

【事業概要】
　防災行政無線の安定運営のため老朽化した防災行政無線中継
局舎を建替える

【主な要求内容】
　○二子山中継局舎（金城）建替
　

新規事業で、老朽化して
いる金城防災行政無線
二子山中継局舎を建替
えるもの。
防災行政無線に関して
は、デジタル化の問題を
抱えており、この方向性
が決定した後に予算化
することが妥当と判断し、
現時点での予算化は見
送り。
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○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

事業名
予算要求の概要

査定概要

5 防災ハザードマップ作成事業 16,895 16,895 要求どおり
防災安全課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,895

6 障がい者福祉事務費 5,978 3,336 一部予算化見送り
地域福祉課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

7 障がい児通所給付事業 237,944 237,944
地域福祉課

【特定財源】
　国県支出金: 177,918 地方債: 0 その他: 0

8 子育て世代包括支援センター整備事業 18,266 18,266 要求どおり
子育て支援課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 18,000 その他: 0

【事業概要】
　平成２０年３月に作成した防災ハザードマップ（洪水浸水想
定・土砂災害）について、最新の洪水浸水想定等を反映したも
のに更新する

【主な内容】
　○防災ハザードマップ作成業務委託
　○印刷製本費

現状の防災ハザードマッ
プ（洪水浸水想定・土砂
災害）を最新の洪水浸水
想定等を反映したハザー
ドマップに更新するもの。
大規模な自然災害が多
発する現状において、住
民自らの自助、住民相互
の共助の取組を推進する
うえでも必要な情報であ
るため、要求どおり予算
化。なお、財源について
は、ふるさと応援基金を
活用。

【事業概要】
　障がい者福祉事務に関する経費及び各種団体助成、障がい者
相談に係る経費

【主な内容】
　○手をつなぐ育成会活動費補助　　　　　　 　 　  78千円
　○障がい者雇用優良企業表彰経費　　　　　　　   137千円
　○国民健康保険団体連合会負担金　　　　　　　    44千円
　○強度行動障がい者入居等支援事業補助金　　　   387千円
　○障がい者相談員謝金　　　　　　　　　　　　   172千円
　○障がい者差別解消推進委員会開催経費　　　　   143千円
　○障がい福祉業務総合支援ソフト導入経費　　　   999千円
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　   2,598千円

要求のなかで、障がい者
福祉サービスにおける給
付管理の効率化を目的と
して、新たに業務総合支
援ソフトを導入するととも
に会計年度任用職員（1
人）を雇用し、給付管理
の事務補助を担わせるこ
とについて判断するも
の。
業務効率化に向けたソフ
トの導入については必要
性を認めるものの、会計
年度任用職員の雇用に
ついては、会計年度任用
職員の総数抑制を図る
方針もあることから、人事
当局と職員配置について
調整してもらうこととし、ソ
フト導入に係る経費のみ
を予算化。

要求どおり
【事業概要】
　児童通所サービスの給付により、障がい児の身近な地域での
支援の強化を図る

【主な内容】
　○児童発達支援費　　　　　　 　　　　　　   18,805千円
　○放課後等デイサービス費　　　　　　　　   196,749千円
　○保育所等訪問支援費　　　　　　　　　　　   6,954千円
　○障がい児相談支援費　　　　　　　　　　    12,479千円
　○居宅訪問型児童発達支援費　　　　　　　 　  1,800千円
　○高額障がい児通所給付費　　　　　　　　 　    437千円
　○審査支払手数料　　　　　　　　　　　　 　　  720千円

前年度当初予算額に対
して、60％を超える増額
の要求がなされたもの。
近年、給付費は増加傾
向にあり、令和元年度に
おいても増額補正を行っ
た経緯がある。増加要因
を分析し、今後の給付費
の動向を推計した結果の
要求であることを確認し、
要求どおり予算化。

【事業概要】
　子育て支援センターの老朽化に伴い、市内全域の子育ての拠
点となる施設として浜田市子育て世代包括支援センターの整備
を行う

【主な内容】
　○実施設計委託料等

子育て支援センターの老
朽化に伴い、市内全域の
子育ての拠点となる施設
として、子育て世代包括
支援センターを整備する
もの。
公共施設再配置計画と
の整合を確認し、令和2
年度の設計業務委託に
関しては、要求どおり予
算化。
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○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

事業名
予算要求の概要

査定概要

9 産婦健康診査事業 4,022 4,022 要求どおり
子育て支援課

【特定財源】
　国県支出金: 2,000 地方債: 0 その他: 0

10 地球温暖化対策実行計画推進事業 3,154 0 予算化見送り
環境課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,154

11 農業振興対策事業 3,229 3,229 要求どおり
弥栄支所産業
建設課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

12 緊急自然災害防止対策事業 58,360 58,360 要求どおり
農林振興課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 58,300 その他: 0

【事業概要】
　産後間もない時期の産婦の健康診査に係る費用を助成し、産
後初期段階からの支援を強化することで、より一層の切れ目の
ない子育て支援体制を整備する

【主な内容】
　○産婦健康診査（対象者４００人）　　 　　　  4,000千円
　　　健診回数の増（１回→２回）

産後間もない産婦に対
する健康診査費用の助
成を行い、妊娠期から子
育て期に亘る切れ目のな
い支援体制を強化するた
め、令和元年度において
新規事業として予算措置
したもの。
令和2年度においては、
内容を拡充し、さらなる体
制強化を目指したもの
で、出生数が減少してい
る現状においては、安心
して出産できる環境を整
えることに寄与するものと
判断し、要求どおり予算
化。

【事業概要】
　地球温暖化対策実行計画に基づいた取組を専門家の支援のも
と推進する

【主な要求内容】
　○地球温暖化対策実行計画支援業務委託料　　   1,904千円
　○地球温暖化対策講演会開催経費　　　　　　　   600千円

新規事業で、平成30年
度に策定した地球温暖
化対策実行計画に基づ
いた取組を専門家の支
援のもと推進していくとい
うもの。
必要性は理解するもの
の、まずは内部での体制
づくり、協議を十分詰め
てからと判断し、また事業
内容も精査が必要なこと
もあり、現時点での予算
化は見送り。

【事業概要】
　地域おこし協力隊制度を活用し、中山間地域の農業が抱える
諸課題に対して取組を強化する

【主な内容】
　○地域おこし協力隊　１人 　　                3,079千円

新規事業で、地域おこし
協力隊制度を活用し、中
山間地域の農業が抱え
る諸課題に対して取組を
強化するもの。
4年目以降の雇用、定住
等に関して議論があった
が、連携事業所による支
援が確認されたため、要
求どおり予算化。

【事業概要】
　国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」と
して創設された制度を活用し、土砂災害を防止する治山施設の
うち特に緊急性の高い施設の整備を行い、市民の安全・安心な
生活の確保を図る

【事業期間】
　Ｒ２

【主な内容】
　○測量設計業務委託　　　一式
　○水路施設整備工事　　　一式

未整備となっている治山
施設の流末処理につい
て、水路整備工事を行
い、豪雨災害時に想定さ
れる被害の発生を未然に
防ごうとするもの。
国が進めている「防災・減
災、国土強靭化のための
3か年緊急対策」に合致
するものであり、安心して
暮らせる地域をつくるた
めにも必要性が高いと判
断し、要求どおり予算
化。
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○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

事業名
予算要求の概要

査定概要

13 高度衛生管理型荷捌所移行円滑化事業 25,312 16,875 事業費精査
水産振興課

【特定財源】
　国県支出金: 16,875 地方債: 0 その他: 0

14 水産基盤施設開設イベント事業 3,000 3,000 要求どおり
水産振興課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

15 温泉施設管理費 12,244 12,244 要求どおり
金城支所産業
建設課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 12,244

【事業概要】
　高度衛生管理型荷捌所の開設に先立ち、仲買業者に対し電動
フォークリフトの購入費用の一部を助成することにより、高度
衛生管理型荷捌所への円滑な移行を進め、整備効果の早期発現
を図る

【主な内容】
　○フォークリフト購入補助金　　　　　　　    25,312千円

新規事業で、高度衛生
管理型荷捌所の運用開
始に先立ち、仲買業者が
調達する電動フォークリ
フトの購入費用の一部を
補助することで、一時的
な負担増の軽減を図り、
高度衛生管理型荷捌所
への移行を円滑に進める
もの。
予算編成過程において、
想定していた国庫補助金
の活用が困難であること
が判明したため、事業費
を精査するとともにふるさ
と応援基金を活用するこ
とに変更。また、電動
フォークリフトの購入費用
に対する補助について
は、高度衛生管理型荷
捌所への移行時に限るこ
とを確認。

【事業概要】
　令和２年度に開設予定の高度衛生管理型荷捌所（７号荷捌
所）及び山陰浜田港公設市場について、落成式典等を実施し市
内外に向けて情報発信を行うとともに流通の拡大を図る
　○開設予定月
　　高度衛生管理型荷捌所（７号荷捌所）　令和２年７月
　　山陰浜田港公設市場　　　　　　　　　令和２年１１月

【主な内容】
　○イベント開催経費　　 　　　　　　　　　　  2,201千円
　○イベントＰＲ経費　　　　　　　　 　　　　　  799千円

新規事業で、令和2年度
中に開設を予定する浜
田漁港7号荷捌所、山陰
浜田港公設市場につい
て、落成式典等を実施
し、市内外に向けて2施
設を情報発信するもの。
水産業振興及び浜田漁
港周辺エリアの活性化に
向けた核となる施設であ
り、必要性を認め、要求
どおり予算化。

【事業概要】
　所在地：美又温泉（金城町追原）、
　　　　　湯屋温泉（金城町下来原）、
　　　　　波佐小国温泉（金城町波佐）、
　　　　　旭温泉（旭町木田）
　コインスタンド、ポンプ、タンク等の管理運営に要する経費

【主な内容】
　○維持補修費
　○施設管理費（光熱水費・委託料・土地借上料等）
　○湯屋温泉泉源湯量調査業務委託

要求のなかで、湯屋温泉
の湯量が減少している可
能性があり、その原因を
調査するため、新たに泉
源の湯量調査について
の判断を行うもの。
昨年度の予算編成にお
いては、湯量が減少して
いる根拠が精査されてい
なかったため、予算化を
見送った経緯がある。
昨年度課題となっていた
湯量の減少が数値デー
タで確認できたため、要
求どおり予算化。
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○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

事業名
予算要求の概要

査定概要

16 日本遺産石見神楽保存・継承支援事業 16,000 16,000 要求どおり
観光交流課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,000

17 通学路等緊急安全対策事業 50,000 50,000 要求どおり
維持管理課・
各支所産業建
設課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 50,000

18 通学路安全対策推進事業 1,071 392 事業内容・事業費精査
学校教育課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,071

【事業概要】
　日本遺産に認定された石見神楽の衣装等の更新に係る費用を
助成し、伝統文化の保存・継承を図る

【主な内容】
　○日本遺産石見神楽保存・継承支援事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    16,000千円

新規事業で、市内の神楽
団体が用具の新調又は
更新をするために必要な
経費を補助することで、
団体の保存・継承を促進
し、神楽の観光需要に対
応する体制強化を行うも
の。
対象団体の要件や採択
基準など制度設計に関し
て議論はあったものの、
採択基準の明確化と公
平性を担保することを条
件に要求どおり予算化。
なお、財源については、
ふるさと応援基金を活
用。

【事業概要】
　通学路における危険箇所の改善を行い、子ども達の安心安全
な歩行空間を確保する

【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ４

【主な内容】
　○危険箇所修繕工事　　　一式

新規事業で、各小中学
校の通学路や未就学児
が日常的に集団で移動
する経路のうち、点検に
より危険と判断された箇
所等について安全対策
を行い、安心安全な歩行
空間を確保するもの。
通学路等の安全対策に
ついては、要望が多いこ
とから、3年間で集中的に
対策を行うという内容で
あり、子ども達の安全な
通行を確保するために有
効と判断し、ふるさと応援
基金を活用することによ
り、要求どおり予算化。

【事業概要】
　地域住民が日常生活を送りながら、下校する児童生徒の見守
り活動を行う「ながら見守り」を推進する

【主な要求内容】
　○活動用ベスト等購入費　　　　　　　　　　     994千円
　○啓発用ポスター等作成費　　　　　　　　　    　77千円

新規事業で、地域住民が
日常生活を送りながら、
下校する児童生徒の見
守り活動を行う「ながら見
守り」を推進するための
グッズ等を準備するもの。
児童生徒の安全確保に
向けては、多くの地域の
目が不可欠であり、必要
性は理解するものの、準
備するグッズについては
再検討を要するものと考
え、事業費を精査したう
えで既存事業で予算化。
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○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

事業名
予算要求の概要

査定概要

19 学校支援員配置事業 42,303 42,303 要求どおり
学校教育課

【特定財源】
　国県支出金: 2,664 地方債: 0 その他: 0

20 社会教育施設長寿命化計画策定事業 16,634 16,634 要求どおり
生涯学習課、
文化振興課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

21 移動図書館車整備事業 14,388 0 予算化見送り
生涯学習課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 14,300 その他: 0

【事業概要】
　特別な支援が必要な児童生徒（ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉
症等の障がいを抱える児童生徒等）への対応や学力向上対策の
ため、学校支援員及び学習支援員を配置し、学級運営の円滑化
等を図る

【主な内容】
　○特別な支援を要する児童生徒への対応経費　  39,213千円
　　学校支援員配置　小学校１６校　中学校９校に配置予定
　○学力向上への対応経費                  　   2,070千円
　　県立大学生による学習支援員配置
　○部活動指導員派遣経費　 　　　　　　　　　  1,020千円

要求のなかで、学校支援
員の増員により、特別な
支援を必要とする児童生
徒への対応を強化し、学
級運営の充実を図ること
について判断するもの。
増員により事業費は大幅
に増加することになるもの
の、優先して取組むべき
課題であるとの担当部局
での判断を尊重し、要求
どおり予算化。

【事業概要】
　中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減と予算の
平準化を図りつつ、より良い社会教育環境を確保するため、今
後の施設改修等における指針となる社会教育施設の長寿命化計
画を策定する

【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ３

【主な内容】
　○社会教育施設長寿命化計画策定委託

新規事業で、社会教育
施設に関して、中長期的
な維持管理等に係るトー
タルコストの縮減や予算
の平準化を図るため、個
別施設ごとの長寿命化計
画を策定するもの。
今後の社会教育施設の
維持管理における指針と
なるべき計画であると判
断し、要求どおり予算
化。

【事業概要】
　老朽化した移動図書館ラブック号の更新経費

【主な要求内容】
　○移動図書館ラブック号更新　1台

平成19年度に導入した
移動図書館ラブック号を
更新するもの。
中山間地域を巡回し、多
くの市民に親しまれてい
る存在であるとの認識の
もと、更新の必要性は理
解するものの、サマーレ
ビュー要求時に比べ事
業費が大幅に増えてお
り、その妥当性の確認に
時間を要するため、予算
化を一旦見送り。
仕様を含め整備方針の
再検討を要請。
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○主要施策の予算要求と査定状況 　

（単位：千円）

番号 要求 査定
部局名 事業費 事業費

事業名
予算要求の概要

査定概要

22 歴史文化保存展示施設専門検討事業 5,071 5,071 要求どおり
文化振興課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,071

23 学校給食費激変緩和対策事業 7,292 7,292 要求どおり
教育総務課

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 7,292

【事業概要】
　歴史文化保存展示施設の整備方針案に対する意見等を踏ま
え、具体的検討を進めるための経費

【主な内容】
　○検討組織費用（委員１２人）　　　　　　　 　2,071千円
　○検討組織運営支援業務委託料　　　　　　　　 3,000千円

新規事業で、歴史、美
術、教育等の専門家によ
る検討組織を設置し、歴
史文化保存展示施設に
おける展示内容や施設
の活用方法について検
討を行い、その検討結果
を施設の具体的な整備
内容に反映させようとす
るもの。
専門家による検討組織の
構成、検討スケジュール
等を確認のうえ、ふるさと
応援基金を活用すること
により、要求どおり予算
化。

【事業概要】
　令和２年度に予定している学校給食費の値上げに対して、１
年間限定の激変緩和措置を実施する

【主な内容】
　○学校給食費補助金　　 　                    7,292千円

新規事業で、平成26年4
月に改定して以降据え置
いている学校給食費を6
年ぶりに改定するにあた
り、給食費の引上改定に
伴う額について激変緩和
措置を行い、保護者負担
の軽減を図るもの。
令和2年度に限り激変緩
和措置を講じることを確
認したうえで、ふるさと応
援基金を活用することに
より、要求どおり予算化。
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令和２年度 令和元年度

当初予算額 当初予算額

35,720,000 38,730,000 △ 3,010,000 △ 7.8

国 民 健 康 保 険 6,733,594 6,829,631 △ 96,037 △ 1.4

駐 車 場 事 業 32,622 32,774 △ 152 △ 0.5

公 設 水 産 物 仲 買 売 場 66,002 15,915 50,087 314.7

公 共 下 水 道 事 業 0 698,489 △ 698,489 皆減

農 業 集 落 排 水 事 業 708,982 648,471 60,511 9.3

漁 業 集 落 排 水 事 業 48,639 43,588 5,051 11.6

生 活 排 水 処 理 事 業 55,143 56,412 △ 1,269 △ 2.2

後 期 高 齢 者 医 療 942,918 787,264 155,654 19.8

44,307,900 47,842,544 △ 3,534,644 △ 7.4

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計

令和２年度   浜田市当初予算の概要

１．当初予算総括表

（単位：千円・％）

会 計 名 増 減 伸 率
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２．一般会計予算

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 7,362,226 20.6 7,325,430 18.9 36,796 0.5

（１）市 民 税 2,757,908 7.7 2,880,174 7.4 △ 122,266 △ 4.2

（２）固 定 資 産 税 4,032,540 11.3 3,897,200 10.1 135,340 3.5

（３）軽 自 動 車 税 213,814 0.6 196,340 0.5 17,474 8.9

（４）市 た ば こ 税 354,077 1.0 348,961 0.9 5,116 1.5

（５）入 湯 税 3,887 0.0 2,755 0.0 1,132 41.1

2. 399,011 1.1 384,556 1.0 14,455 3.8

（１）地 方 揮 発 油 譲 与 税 95,407 0.3 96,182 0.2 △ 775 △ 0.8

（２）自 動 車 重 量 譲 与 税 255,270 0.7 261,969 0.7 △ 6,699 △ 2.6

（３）森 林 環 境 譲 与 税 45,044 0.1 21,528 0.1 23,516 109.2

（４）特 別 と ん 譲 与 税 3,290 0.0 4,877 0.0 △ 1,587 △ 32.5

3. 8,490 0.0 18,633 0.0 △ 10,143 △ 54.4

4. 21,126 0.1 19,879 0.1 1,247 6.3

5. 12,097 0.0 18,970 0.0 △ 6,873 △ 36.2

6. 48,736 0.1 0 0.0 48,736 皆増

7. 1,262,314 3.5 1,059,433 2.7 202,881 19.1

8. 13,060 0.0 14,462 0.0 △ 1,402 △ 9.7

0 0.0 31,273 0.1 △ 31,273 皆減

9. 17,299 0.0 8,398 0.0 8,901 106.0

10. 36,291 0.1 83,520 0.2 △ 47,229 △ 56.5

11. 11,690,000 32.7 11,550,000 29.8 140,000 1.2

（１）普 通 交 付 税 10,390,000 29.1 10,250,000 26.5 140,000 1.4

〃（含む臨時財政対策債） 11,140,000 31.2 11,090,000 28.6 50,000 0.5

（２）特 別 交 付 税 1,300,000 3.6 1,300,000 3.4 0 0.0

12. 5,950 0.0 6,192 0.0 △ 242 △ 3.9

13. 288,566 0.8 359,043 0.9 △ 70,477 △ 19.6

14. 529,466 1.5 524,085 1.4 5,381 1.0

15. 4,267,989 11.9 5,709,214 14.7 △ 1,441,225 △ 25.2

16. 2,679,085 7.5 2,554,419 6.6 124,666 4.9

17. 123,846 0.3 249,141 0.6 △ 125,295 △ 50.3

18. 1,006,567 2.8 1,009,587 2.6 △ 3,020 △ 0.3

19. 2,096,619 5.9 2,993,544 7.7 △ 896,925 △ 30.0

（１）財 政 調 整 基 金 774,902 2.2 998,616 2.6 △ 223,714 △ 22.4

（２）減 債 基 金 138,000 0.4 809,055 2.1 △ 671,055 △ 82.9

（３）市有財産有効活用推進基金 43,430 0.1 49,854 0.1 △ 6,424 △ 12.9

（４）市 民 生 活 安 定 化 基 金 107,000 0.3 41,000 0.1 66,000 161.0

（５）地 域 振 興 基 金 269,939 0.8 264,530 0.7 5,409 2.0

（６）ふ る さ と 応 援 基 金 482,217 1.3 402,475 1.0 79,742 19.8

（７）そ の 他 の 基 金 等 281,131 0.8 428,014 1.1 △ 146,883 △ 34.3

20. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

21. 917,361 2.6 955,220 2.5 △ 37,859 △ 4.0

22. 2,933,900 8.2 3,855,000 10.0 △ 921,100 △ 23.9

（１）臨 時 財 政 対 策 債 750,000 2.1 840,000 2.2 △ 90,000 △ 10.7

（２）合 併 特 例 事 業 債 755,600 2.1 1,093,700 2.8 △ 338,100 △ 30.9

（３）過疎・辺地対策事業債 1,131,200 3.2 1,564,000 4.0 △ 432,800 △ 27.7

（４）そ の 他 の 市 債 297,100 0.8 357,300 0.9 △ 60,200 △ 16.8

35,720,000 100.0 38,730,000 100.0 △ 3,010,000 △ 7.8

市 債

歳 入 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

（１）歳入の状況 （単位：千円・％）

科 目
令和２年度 令和元年度

増減 伸率
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当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比

12,324,652 34.5 13,416,051 34.6 △ 1,091,399 △ 8.1

（ １ ） 市 税 7,362,226 20.6 7,325,430 18.9 36,796 0.5

（ ２ ） 分 担 金 及 び 負 担 金 288,566 0.8 359,043 0.9 △ 70,477 △ 19.6

（ ３ ） 使 用 料 及 び 手 数 料 529,466 1.5 524,085 1.4 5,381 1.0

（ ４ ） 財 産 収 入 123,846 0.3 249,141 0.6 △ 125,295 △ 50.3

（ ５ ） 寄 附 金 1,006,567 2.8 1,009,587 2.6 △ 3,020 △ 0.3

（ ６ ） 繰 入 金 2,096,619 5.9 2,993,544 7.7 △ 896,925 △ 30.0

（ ７ ） 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

（ ８ ） 諸 収 入 917,361 2.6 955,220 2.5 △ 37,859 △ 4.0

23,395,348 65.5 25,313,949 65.4 △ 1,918,601 △ 7.6

（ １ ） 地 方 譲 与 税 399,011 1.1 384,556 1.0 14,455 3.8

（ ２ ） 利 子 割 交 付 金 8,490 0.0 18,633 0.0 △ 10,143 △ 54.4

（ ３ ） 配 当 割 交 付 金 21,126 0.1 19,879 0.1 1,247 6.3

（ ４ ） 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 12,097 0.0 18,970 0.0 △ 6,873 △ 36.2

（ ５ ） 法 人 事 業 税 交 付 金 48,736 0.1 0 0.0 48,736 皆増

（ ６ ） 地 方 消 費 税 交 付 金 1,262,314 3.5 1,059,433 2.7 202,881 19.1

（ ７ ） ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 13,060 0.0 14,462 0.0 △ 1,402 △ 9.7

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 31,273 0.1 △ 31,273 皆減

（ ８ ） 環 境 性 能 割 交 付 金 17,299 0.0 8,398 0.0 8,901 106.0

（ ９ ） 地 方 特 例 交 付 金 36,291 0.1 83,520 0.2 △ 47,229 △ 56.5

（１０） 地 方 交 付 税 11,690,000 32.7 11,550,000 29.8 140,000 1.2

（１１） 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,950 0.0 6,192 0.0 △ 242 △ 3.9

（１２） 国 庫 支 出 金 4,267,989 11.9 5,709,214 14.7 △ 1,441,225 △ 25.2

（１３） 県 支 出 金 2,679,085 7.5 2,554,419 6.6 124,666 4.9

（１４） 市 債 2,933,900 8.2 3,855,000 10.0 △ 921,100 △ 23.9

35,720,000 100.0 38,730,000 100.0 △ 3,010,000 △ 7.8

当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比

１． 議 会 費 281,054 0.8 253,521 0.7 27,533 10.9

２． 総 務 費 4,834,861 13.5 4,812,062 12.4 22,799 0.5

３． 民 生 費 11,171,427 31.3 11,217,933 29.0 △ 46,506 △ 0.4

４． 衛 生 費 3,063,029 8.6 3,320,733 8.6 △ 257,704 △ 7.8

５． 労 働 費 30,593 0.1 29,325 0.1 1,268 4.3

６． 農 林 水 産 業 費 2,451,993 6.9 3,864,821 10.0 △ 1,412,828 △ 36.6

７． 商 工 費 887,900 2.5 925,661 2.4 △ 37,761 △ 4.1

８． 土 木 費 2,858,230 8.0 3,268,144 8.4 △ 409,914 △ 12.5

９． 消 防 費 1,382,700 3.9 1,340,696 3.5 42,004 3.1

１０． 教 育 費 3,096,037 8.7 2,842,125 7.3 253,912 8.9

１１． 災 害 復 旧 費 90,000 0.3 622,672 1.6 △ 532,672 △ 85.5

１２． 公 債 費 5,527,176 15.5 6,187,307 16.0 △ 660,131 △ 10.7

１３． 予 備 費 45,000 0.1 45,000 0.1 0 0.0

35,720,000 100.0 38,730,000 100.0 △ 3,010,000 △ 7.8歳 出 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

（３）歳出の目的別状況 （単位：千円・％）

区 分
令和２年度 令和元年度

増減 伸率

１．          自        主        財        源

２．         依        存        財        源

歳 入 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

（２）自主財源、依存財源の状況 （単位：千円・％）

区 分
令和２年度 令和元年度

増減 伸率
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（４）性質別経費の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

１． 19,181,373   53.7 19,467,362   50.3 △285,989   △1.5     

（１） 6,271,846    17.6 5,972,715    15.4 299,131     5.0       

（２） 7,382,429    20.7 7,307,418    18.9 75,011      1.0       

（３） 5,527,098    15.5 6,187,229    16.0 △660,131   △10.7    

うち 元 金 5,224,526    14.6 5,835,699    15.1 △611,173   △10.5    

うち 償 還 利 子 299,790      0.8 347,877      0.9 △48,087    △13.8    

うち 一 時 借 入 金 利 子 2,782        0.0 3,653        0.0 △871       △23.8    

２． 3,386,992    9.5 5,928,804    15.3 △2,541,812 △42.9    

（１） 3,296,992    9.2 5,325,123    13.7 △2,028,131 △38.1    

うち 補 助 事 業 費 1,152,675    3.2 3,287,798    8.5 △2,135,123 △64.9    

うち 単 独 事 業 費 1,930,378    5.4 1,737,808    4.5 192,570 11.1      

うち 県 営 事 業 負 担 金 190,700      0.5 270,617      0.7 △79,917    △29.5    

うち 受 託 事 業 23,239       0.1 28,900       0.1 △5,661     △19.6    

（２） 90,000 0.3 603,681 1.6 △513,681   △85.1    

３． 4,495,826    12.6 4,098,152    10.6 397,674     9.7       

うち
浜田地区広域行政
組 合 負 担 金

696,040      1.9 834,314      2.2 △138,274   △16.6    

うち そ の 他 3,799,786    10.6 3,263,838    8.4 535,948     16.4      

４． 8,655,809    24.2 9,235,682    23.8 △579,873   △6.3     

（１） 4,246,696    11.9 4,471,168    11.5 △224,472   △5.0     

（２） 343,680      1.0 352,735      0.9 △9,055     △2.6     

（３） 629,791      1.8 581,835      1.5 47,956      8.2       

（４） 70,020       0.2 96,609       0.2 △26,589    △27.5    

（５） 3,365,622    9.4 3,733,335    9.6 △367,713   △9.8     

35,720,000   100.0    38,730,000   100.0    △3,010,000 △7.8     

（単位：千円・％）

区 分

令和２年度 令和元年度

増減額 伸率

積 立 金

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

貸 付 金

繰 出 金

歳 出 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

災 害 復 旧 事 業 費

補 助 費 等

そ の 他

物 件 費

維 持 補 修 費
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（５）債務負担行為の状況

事 項 限 度 額

ふ る さ と 体 験 村 管 理 運 営 費 28,407

天 狗 石 農 村 公 園 管 理 運 営 費 1,071

都市計画マスタープラン策定事業 5,900

社会教育施設長寿命化計画策定事業 8,439

歴史文化保存展示施設専門検討事業 5,000

萩 ・ 石 見 空 港 利 用 拡 大
促 進 協 議 会 負 担 金

萩・石見空港利用拡大促進協議会
への負担金に係る萩・石見空港利
用促進に要する額

令 和 3 年 度

期 間

千円

令和3年度から令和5年度まで

令和3年度から令和5年度まで

令 和 3 年 度

令 和 3 年 度

令 和 3 年 度
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（６）地方債の状況

起 債 の 目 的 起債の方法 償 還 の 方 法

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 整 備 事 業
証書借入

又は
証券発行

　　　5.0%以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

借入先の融資条件に
よる。ただし、市財
政の都合により据置
期間及び償還期限を
短縮し、若しくは延
長し、繰上償還を行
い、又は借換えする
ことができる。

庁 舎 整 備 事 業 〃 〃

過 疎 地 域 自 立 促 進 特別 事業 〃 〃

福 祉 施 設 整 備 事 業 〃 〃

火 葬 場 整 備 事 業 〃 〃

一般廃棄物処理施設整備事業 〃 〃

土 地 改 良 事 業 〃 〃

林 道 整 備 事 業 〃 〃

水 産 施 設 整 備 事 業 〃 〃

観 光 施 設 整 備 事 業 〃 〃

道 路 橋 梁 整 備 事 業 〃 〃

自 然 災 害 防 止 事 業 〃 〃

公 園 整 備 事 業 〃 〃

消 防 防 災 施 設 整 備 事 業 〃 〃

教 育 施 設 整 備 事 業 〃 〃

災 害 復 旧 事 業 〃 〃

臨 時 財 政 対 策 債 〃 〃

計

750,000 〃

2,933,900

113,200 〃

407,900 〃

25,600 〃

467,600 〃

67,800 〃

17,000 〃

47,600 〃

395,600 〃

2,500 〃

9,900 〃

66,500 〃

76,700 〃

27,900

221,600 〃

183,400 〃

53,100 〃

限 度 額 利 率

千円
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３．一般会計予算額の推移

当初予算伸率 構成比 構成比

当 初 35,790,000 13,272,788 37.1 22,517,212 62.9

最 終 37,903,129 14,745,995 38.9 23,157,134 61.1

当 初 32,750,000 △ 8.5 11,710,067 35.8 21,039,933 64.2

最 終 35,304,376 14,149,766 40.1 21,154,610 59.9

当 初 32,170,000 △ 1.8 11,635,967 36.2 20,534,033 63.8

最 終 34,241,853 11,381,755 33.2 22,860,098 66.8

当 初 32,980,000 2.5 10,847,128 32.9 22,132,872 67.1

最 終 36,873,024 11,112,691 30.1 25,760,333 69.9

当 初 33,500,000 1.6 10,139,047 30.3 23,360,953 69.7

最 終 39,582,291 12,265,594 31.0 27,316,697 69.0

当 初 36,360,000 8.5 11,533,628 31.7 24,826,372 68.3

最 終 38,419,530 11,905,967 31.0 26,513,563 69.0

当 初 36,300,000 △ 0.2 12,059,895 33.2 24,240,105 66.8

最 終 39,013,079 12,271,391 31.5 26,741,688 68.5

当 初 38,300,000 5.5 12,784,732 33.4 25,515,268 66.6

最 終 39,904,003 12,074,004 30.3 27,829,999 69.7

当 初 39,300,000 2.6 11,907,784 30.3 27,392,216 69.7

最 終 40,565,453 12,043,645 29.7 28,521,808 70.3

当 初 39,516,200 0.6 11,936,783 30.2 27,579,417 69.8

最 終 42,331,216 14,515,502 34.3 27,815,714 65.7

当 初 37,871,000 △ 4.2 12,776,881 33.7 25,094,119 66.3

最終 39,401,708 13,444,425 34.1 25,957,283 65.9

当 初 38,659,313 2.1 13,205,598 34.2 25,453,715 65.8

最終 41,022,815 13,996,340 34.1 27,026,475 65.9

当 初 39,450,000 2.0 13,161,090 33.4 26,288,910 66.6

最終 40,364,095 13,107,399 32.5 27,256,696 67.5

当 初 38,730,000 △ 1.8 13,416,051 34.6 25,313,949 65.4

3月補正後 39,405,566 13,650,939 34.6 25,754,627 65.4

令和２年度 当 初 35,720,000 △ 7.8 12,324,652 34.5 23,395,348 65.5

令和元年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

（単位：千円・％）

年 度 予算総額 自主財源 依存財源

平成１８年度

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

一般会計予算額の推移

当初予算 最終予算

(百万円)
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４．決 算 分 類 比 較 表

（歳    入） (単位：千円・％）  

平成３０年度

決算額 決算見込額  伸 率 予算額  伸 率

1 市 税 7,331,070 7,446,530 1.6 7,362,226 △ 1.1

2 地 方 譲 与 税 351,848 384,556 9.3 399,011 3.8

3 利 子 割 交 付 金 17,889 18,633 4.2 8,490 △ 54.4

4 配 当 割 交 付 金 19,084 19,879 4.2 21,126 6.3

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 16,459 18,970 15.3 12,097 △ 36.2

6 法 人 事 業 税 交 付 金 0 0 0.0 48,736 皆増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,114,861 1,059,433 △ 5.0 1,262,314 19.1

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 18,270 14,462 △ 20.8 13,060 △ 9.7

自 動 車 取 得 税 交 付 金 67,211 31,273 △ 53.5 0 皆減

9 環 境 性 能 割 交 付 金 0 8,398 皆増 17,299 106.0

10 地 方 特 例 交 付 金 24,546 86,051 250.6 36,291 △ 57.8

11 地 方 交 付 税 12,282,520 12,026,451 △ 2.1 11,690,000 △ 2.8

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,611 6,192 △ 6.3 5,950 △ 3.9

13 分 担 金 及 び 負 担 金 445,495 353,860 △ 20.6 288,566 △ 18.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 557,283 526,970 △ 5.4 529,466 0.5

15 国 庫 支 出 金 5,648,083 5,657,409 0.2 4,267,989 △ 24.6

16 県 支 出 金 4,176,875 2,504,123 △ 40.0 2,679,085 7.0

17 財 産 収 入 254,190 215,266 △ 15.3 123,846 △ 42.5

18 寄 附 金 1,472,826 1,369,587 △ 7.0 1,006,567 △ 26.5

19 諸 収 入 1,030,990 1,322,324 28.3 917,361 △ 30.6

20 市 債 4,413,397 3,918,797 △ 11.2 2,933,900 △ 25.1

21 繰 入 金 ・ 繰 越 金 1,955,586 2,416,402 23.6 2,096,620 △ 13.2

歳　入　合　計 41,205,094 39,405,566 △ 4.4 35,720,000 △ 9.4

 （歳      出） (単位：千円・％）  

平成３０年度

決算額 決算見込額 伸 率 予算額 伸 率

1 消 費 的 経 費 21,382,905 22,688,575 6.1 22,740,477 0.2

(1) 人 件 費 5,850,507 5,941,813 1.6 6,271,846 5.6

(2) 物 件 費 4,188,911 4,354,855 4.0 4,246,696 △ 2.5

(3) 維 持 補 修 費 396,566 362,674 △ 8.5 343,680 △ 5.2

(4) 扶 助 ・ 補 助 費 等 10,946,921 12,029,233 9.9 11,878,255 △ 1.3

2 投 資 的 経 費 8,125,518 5,744,488 △ 29.3 3,386,992 △ 41.0

(1) 補 助 事 業 費 4,236,649 3,214,177 △ 24.1 1,152,675 △ 64.1

(2) 単 独 事 業 費 2,060,987 2,145,157 4.1 2,144,317 △ 0.0

(3) 災 害 復 旧 費 1,827,882 385,154 △ 78.9 90,000 △ 76.6

(4) 失 業 対 策 事 業 費

3 公 債 費 5,750,967 6,138,362 6.7 5,527,098 △ 10.0

4 出 資 金 ・ 貸 付 金 ・ 積 立 金 1,779,756 1,148,862 △ 35.4 699,811 △ 39.1

5 繰 出 金 3,578,384 3,685,279 3.0 3,365,622 △ 8.7

6 繰 上 充 用 金

7 繰 越 事 業 費

歳　出　合　計 40,617,530 39,405,566 △ 3.0 35,720,000 △ 9.4

　　　　　　　　　　年 　　 度
　
　　　　　科　　　目

令和元年度 令和２年度

　　　　　　　　　　年 　　 度
　
　　　　　科　　　目

令和元年度 令和２年度
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５．一般会計の概要

34.5%

65.5%

市税

20.6%
分担金及び

負担金

0.8%

使用料及び

手数料

1.5%

繰入金

5.9%

諸収入

2.6%

寄附金等

3.1%

地方譲与税等

5.2%

地方交付税

32.7%

国庫

支出金

11.9%

県

支出金

7.5%

地方債

8.2%

歳 入

令和2年度
当初予算額

357億2,000万円

（注）表示単位未満単純四捨五入のため、
集計が一致しない場合があります

自主財源

依存財源

【主な歳入予算】 【主な歳出予算】
自主財源 12,325 対前年度当初予算比 △ 8.1% 義務的経費 19,181 対前年度当初予算比 △ 1.5%

市税 7,362 〃 0.5% 人件費 6,272 〃 5.0%

繰入金 2,097 〃 △ 30.0% 扶助費 7,382 〃 1.0%

寄附金 1,007 〃 △ 0.3% 公債費 5,527 〃 △ 10.7%

依存財源 23,395 対前年度当初予算比 △ 7.6% 投資的経費 3,387 対前年度当初予算比 △ 42.9%
普通建設補助事業費 1,153 〃 △ 64.9%

普通建設単独事業費 2,144 〃 5.3%

国庫支出金 4,268 〃 △ 25.2% その他経費 13,152 対前年度当初予算比 △ 1.4%
県支出金 2,679 〃 4.9% 物件費 4,247 〃 △ 5.0%

補助費等 4,496 〃 9.7%

繰出金 3,365 〃 △ 9.9%

 （単位：百万円）

地方交付税
（臨時財政対策債含む）

12,440 〃 0.4%

市債
（臨時財政対策債除く）

2,184 〃 △ 27.6%

  （単位：百万円）
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53.7%

9.5%

36.8%

人件費

17.6%

扶助費

20.7%

公債費

15.5%

普通建設

事業費等9.5%

物件費

11.9%

維持補修費

1.0%

補助費等

12.6%

積立金

1.8%

貸付金

0.2％

繰出金

9.4%

令和2年度
当初予算額

357億2,000万円

投資的
経費

その他の
経費

歳 出

（注）表示単位未満単純四捨五入のため、
集計が一致しない場合があります

義務的
経費

＜財政指標＞
                                                                                                      

R2年度 R1年度 差引 R2年度 R1年度 伸率

標準財政規模 203億円 201億円 2億円 計 50,002 52,293 △ 4.4%

財政力指数※ 0.391 0.396 △ 0.005 38,572 41,008 △ 5.9%

経常収支比率 93.7% 94.1% △ 0.4% 計 13,394 14,805 △ 9.5%

実質公債費比率
※ 11.4% 11.0% 0.4% 3,161 3,931 △ 19.6%

（※は３ヶ年度平均） 4,030 4,045 △ 0.4%

（数値は中期財政計画より引用） 187 449 △ 58.4%地域振興基金

        （単位：百万円）

市債残高

基金残高

財政調整基金

減  債  基  金

臨時財政対策債除く
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６．中山間地域の活性化のための共通事業

○事業一覧

1 健康福祉部 巡回人間ドック事業

生活習慣病、がんなどの病気の早期発見、早期治療を目的とした健
診により自分の健康状態を知り、受診者の生活改善を図る
○対象：浜田市に住所を有する２０歳～７４歳の方
　（ただし、加入保険等で人間ドックが受けられない方）

P106 4,912

2 産業経済部
危険木・支障木緊急
除去事業

倒木の恐れがある枯損木を除去することにより、二次災害の発生を防
止し、市民に安全・安心な生活を確保する P124 42,500

3 産業経済部
有害鳥獣被害防止
施設整備事業

有害鳥獣による農作物等の被害を未然に防ぐことを目的とし、侵入防
止柵及び捕獲檻の設置に対して補助する
○防護柵（更新）　５２基

P125 1,500

4 産業経済部 農業振興基金事業

地域特性を活かした農業を推進し、農業を核とした地域振興を図るた
め、平成２７年度までの地域振興基金を活用した各自治区の独自事
業を検証した上で、農地保全に向けた実効性の高い事業を全市事
業として再構築し、地域農業の維持、発展の支援を行う
○サポート経営体等育成支援事業補助金
○畦畔等除草省力化促進事業補助金
○農産物流通改善事業補助金
○原木椎茸生産振興事業補助金
○農業経営体育成支援事業補助金
○土地利用型作物転作推進事業補助金
○担い手規模拡大支援事業補助金
○農業基盤整備補助事業補助金

P132 57,620

5 産業経済部 きのこの里づくり事業

県補助金を活用し、きのこの生産設備の整備を支援し、生産量の増
加及び後継者不足の解消を図る
○負担割合：県１／３　市１／６　農業者１／２

P142 605

6 教育委員会
ふるさと郷育推進事
業

中山間地域における様々な現代的課題に対し、公民館を中心とした
社会教育の手法による課題解決のために実施する地域独自の取り組
みを支援することで、地域コミュニティの再生及び活性化を図る
○中山間地域ふるさと郷育推進事業
　 ※旧公民館プラットフォーム推進事業

P223 1,000

108,137合　　計

中山間地域の活性化のため「まちづくり振興基金」、「地域振興基金」及び「農業振興基金」を取り崩して実施する事業は次のと
おりです。

（単位：千円）

No 担当部 事業名 事業概要
掲載

ページ
R2

充当額
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７．ふるさと寄附金充当事業

○「予算充実分」事業一覧

1 地域政策部
坂根正弘奨学金給
付事業

浜田市名誉市民である株式会社小松製作所顧問 坂根正弘氏のふ
るさと寄附金を原資とする給付型奨学金制度の運営を行う P52 6,325

2 地域政策部
高等学校生徒下宿
費支援事業

下宿等を利用して市内の高等学校に通学する生徒の保護者に対し
て、下宿費の一部を助成する
○下宿費補助（上限20,000円／月）

P54 720

3 地域政策部
地域公共交通確保
対策事業

市内に居住する７０歳以上の住民、重度身体障がい者、重度知的障
がい者及び精神障がい者を対象に、敬老福祉乗車券交付事業を実
施するとともに、市内の高校に通学する一定額以上の通学定期券の
購入者を対象に補助金を交付する
○敬老福祉乗車券交付事業（運転免許自主返納支援を含む）
○通学定期券購入費補助金

P55 77,056

4 総務部
防災ハザードマップ
作成事業

平成２０年３月作成の防災ハザードマップ（洪水浸水想定・土砂災害）
を更新する P64 16,895

5 市民生活部
総合窓口サービス向
上事業

住民が快適に利用できるよう窓口サービスの向上を図る
○おくやみファイル作成経費 P70 415

6 健康福祉部
敬老入浴券贈呈事
業

市内に在住する７０歳以上の高齢者で、１年間介護保険サービス未
利用かつ介護保険料の滞納がない方へ入浴券を贈呈する
○入浴１回につき１枚利用で無料となる入浴券を６枚配付

P88 9,173

7 健康福祉部
乳幼児等健康診査
事業

精度の高い視力検査機器を導入し、３歳児健診等の機会に活用する
ことで、弱視の早期発見を図る
○視力検査機器購入

P102 1,210

8 市民生活部 動物愛護推進事業
猫に対する不妊去勢手術費用を助成して野良猫の増加を抑制する
○猫の不妊去勢手術助成金 P113 1,000

9 産業経済部 農道維持修繕費

草刈報償費単価の増額
〇基本単価　10円　→　20円
〇高齢化率７０％以上地域　10円　→　30円

P138 526

10 産業経済部 林道維持修繕費

草刈報償費単価の増額
〇基本単価　10円　→　20円
〇高齢化率７０％以上地域　10円　→　30円

P144 750

11 産業経済部
高度衛生管理型荷
捌所移行円滑化事
業

高度衛生管理型荷捌所の開設に先立ち、仲買業者に対し電動
フォークリフトの購入費用の一部を助成する

P151 16,875

12 産業経済部
浜田駅周辺イルミ
ネーション事業

浜田駅周辺の街路樹に設置するイルミネーションについて、老朽化し
た箇所にLED電球を補充する P156 748

13 産業経済部
石見神楽国立劇場
公演事業

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催期間中に東京都
内の国立劇場で石見神楽公演を実施する
○実行委員会負担金

P169 3,648

14 産業経済部
第３回全国未成線サ
ミット開催事業

令和２年度に浜田市で開催が決定している第３回全国未成線サミット
の実行委員会に対し開催経費を助成する P170 3,500

15 産業経済部
スマートガイド構築事
業

市内の観光地に、多言語化された音声ガイド等が表示されるＱＲコー
ドを設置する P170 1,851

16 産業経済部
日本遺産石見神楽
保存・継承支援事業

日本遺産に認定された石見神楽の衣装等の更新に係る費用を助成
する P170 16,000

17 都市建設部
県立大学周辺道路
照明灯ＬＥＤ化事業

県立大学周辺に設置している道路照明灯をＬＥＤ化する
P175 3,485

18 都市建設部
危険空き家緊急安全
対策事業

危険な空き家に対して市が安全措置を取ることで、歩行者、車両、及
び隣家の安全を確保する P178 14,266

19 都市建設部
ブロック塀等撤去費
助成事業

コンクリートブロック塀の倒壊による被害を防ぐため、危険ブロック塀
の撤去費に対する助成を行う P179 2,200

ふるさと寄附金を原資として積み立てた「ふるさと応援基金」を取り崩して充当する事業は、次のとおりです。

（単位：千円）

No 担当部 事業名 事業概要
掲載

ページ
R2

充当額
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No 担当部 事業名 事業概要
掲載

ページ
R2

充当額

20 都市建設部 道路維持修繕費

草刈報償費単価の増額
〇基本単価　10円　→　20円
〇高齢化率７０％以上地域　10円　→　30円

P181 16,390

21 都市建設部
カーブミラー緊急対
策事業

市道の見通しの悪い箇所にカーブミラーを設置する
P189 12,000

22 都市建設部
通学路等緊急安全
対策事業

児童・生徒の安全安心な歩行空間を確保するため、通学路等の危険
箇所の改善を行う P189 50,000

23 都市建設部 河川浄化事業

草刈報償費単価の増額
○基本単価　15円　→　20円
○高齢化率７０％以上地域　15円　→　30円

P191 2,428

24 都市建設部 河川維持管理事業

草刈報償費単価の増額
○基本単価　15円　→　20円
○高齢化率７０％以上地域　15円　→　30円

P191 916

25 都市建設部 景観づくり事業

平成２９年度に策定した景観計画に基づき、市民との協働により景観
まちづくりを実施する
○万灯山公園イルミネーション補助金
○景観形成補助金
○万灯山公園イルミネーション増設工事
○浜田駅前広場イルミネーション新設工事

P193 3,239

26 教育委員会
児童生徒安全対策
推進事業

ながら見守り活動を推進するための経費
○配布用啓発グッズ購入
○啓発ポスター等作成

P206 392

27 教育委員会
特別支援・指導推進
事業

特別支援教育の専任職員雇用経費
○専任職員1名 P212 2,846

28 教育委員会
小学校教育振興運
営費

小学校１６校の教育振興に必要な諸経費
○学校図書室用の図書購入 P214 3,200

29 教育委員会
中学校教育振興運
営費

中学校９校の教育振興に必要な諸経費
○学校図書室用の図書購入 P217 1,800

30 教育委員会
歴史文化保存展示
施設専門検討事業

歴史文化保存展示施設の整備方針に対する意見等を踏まえ、具体
的検討を進めるための経費
○検討組織費用
○検討組織運営支援業務委託料

P228 5,071

31 教育委員会
学校給食費激変緩
和対策事業

令和２年度に予定している学校給食費の値上げに対して、１年間限
定の激変緩和措置を実施する P232 7,292

282,217合　　計

 なお、浜田市行財政実施計画で予定しているとおり、上記事業とは別にふるさと寄附金「行革効果分」と
して「ふるさと応援基金」から計200,000千円の繰入金を予算計上しています。（1５事業へ充当）
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１．（議　会　費）　　　 281,054千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

281,054 257,354

(253,521) (253,521)

1 義務 議員報酬及び手当 137,310 137,310

新規
新規

(133,756) (133,756)

　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

2 義務 職員給与費（議会費） 55,943 55,943

(54,984) (54,984)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

3 裁量 議会運営費 27,076 27,076

(25,965) (25,965)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

事業名及び事業概要

議会費

【事業概要】
　議長、副議長、議員の報酬及び手当の支給
　議員数　２４人

【主な内容】
　○月額報酬　（議　　長）450,000円
　　　　　　　（副 議 長）380,000円
　　　　　　　（委 員 長）365,000円
　　　　　　　（副委員長）357,500円
　　　　　　　（議　　員）350,000円
　○期末手当　 ３．２５月

【担当課】
　議会事務局

【事業概要】
　議会運営に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　６人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　議会運営及び各委員会の開催等に係る事務費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,572千円
　○議会だより印刷費（４回）　　　　　　　　　　　　　4,745千円
　○会議録作成費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,093千円
　○政務活動費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,400千円
　○議長交際費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  500千円
　○ケーブルテレビによる議会中継放送委託　　　　　　　1,871千円
　○ペーパーレス会議システム運用費　　　　　　　　　　1,078千円

【担当課】
　議会事務局
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

4 義務 議員共済会給付費負担金 35,684 35,684

(37,196) (37,196)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

5 政策ハード 皆減 全員協議会室放送設備更新事業 0 0

(1,620) (1,620)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

6 政策ハード 新規 全員協議会室等空調設備改修事業 25,041 1,341

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 23,700 その他: 0

281,054 257,354
(253,521) (253,521)

 

議会費合計

【事業概要】
　全員協議会室等に個別の空調設備を設置することにより、会議室の環
境改善を図る

【主な内容】
　○空調設備改修工事

【担当課】
　議会事務局

【事業概要】
　地方議会議員年金制度の廃止に伴う経過措置分の給付費負担金

【主な内容】
　○平成２３年６月１日廃止
　　　令和２年度給付費負担金率
　　　　３５．４／１００　　　　　　　　　　　       35,684千円

【担当課】
　議会事務局
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２．（総　務　費）　　　4,834,861千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

1,189,796 1,159,440

(1,192,969) (1,155,701)

7 義務 特別職給与費 34,331 34,331

(34,582) (34,582)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

8 義務 職員給与費（一般管理費） 1,081,083 1,051,047

(1,091,465) (1,054,517)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 30,036

9 裁量 浜田市表彰事業 806 806

(781) (781)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

10 義務 島根県市町村総合事務組合負担金 2,031 2,031

(2,031) (2,031)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　永年にわたり各分野において市政の推進に貢献された個人、団体の表
彰に係る経費

【主な内容】
　○浜田市表彰記念品料　　　　　　　　　　　　　　　　　681千円

【担当課】
　市長公室

【事業概要】
　島根県市町村総合事務組合の必要経費に対する負担

【主な内容】
　○島根県市町村総合事務組合負担金　　　　　　　　　　2,031千円

【担当課】
　市長公室

【事業概要】
　市長、副市長の給与及び共済費

【主な内容】
　○給料月額　（市　　長）86万円
　　　　　　　（副 市 長）71万円
　○期末手当　　３．２５月

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　一般事務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　１１９人
　○再任用職員　　　２人

【担当課】
　人事課

事業名及び事業概要

一般管理費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

11 裁量 嘱託職員報酬等（監視員・電話交換） 0 0

(46,044) (46,044)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

12 裁量 総合調整事務費 17,628 17,628

(17,462) (17,462)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

13 裁量 市民新年賀会事業 604 284

(604) (284)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 320

14 裁量 会計年度任用職員報酬等（監視員・電話交換） 53,313 53,313

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

整理番号１４　会計年度任用職員報酬等（監視員・電話交換）　に事業
名変更

【事業概要】
　市長、副市長及び自治区長の公務及び組織の総合調整、秘書等に関す
る事務執行に係る経費

【主な内容】
　○市長交際費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
　○官庁速報情報使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　594千円
　○会計年度任用職員（広報及び秘書業務補助）　１人　　2,473千円

【担当課】
　市長公室・各支所防災自治課

【事業概要】
　市民新年賀会の開催に係る経費

【主な内容】
　○会費1,000円（３２０人出席見込）

【担当課】
　市長公室

【事業概要】
　宿日直監視業務及び電話交換業務に係る経費

【主な内容】
　○本庁　　　監視員　　　２人役（５人）
　　　　　　　電話交換　　２人役（２人）
　○金城支所　監視員　　　１人役（３人）
　○旭支所　　監視員　　　１人役（３人）
　○弥栄支所　監視員　　　１人役（３人）
　○三隅支所　監視員　　　２人役（７人）

【担当課】
　総務課・各支所防災自治課

【その他】
　整理番号１１　嘱託職員報酬等（監視員・電話交換）　から事業名変
更
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

133,118 122,991

(106,518) (96,253)

15 裁量 人事管理事務費 13,547 11,410

義務
縮減
縮減

(24,463) (21,939)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,137

16 裁量 職員研修費 8,168 2,292

(8,074) (2,314)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,876

17 義務 人事管理費 16,328 14,514

(15,761) (14,113)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,814

【事業概要】
　人事管理を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係る経費

【主な内容】
　○職員採用試験経費　　　　　　　　　　　　　　　　　1,010千円
　○人事給与システム使用料　　　　　　　　　　　　　　5,148千円
　○ストレスチェックシステム使用料　　　　　　　　　　　368千円
　○県派遣職員等宿舎費　　　　　　　　　　　　　　　　2,640千円
　○人事評価制度管理システム使用料　　　　　　　　    1,359千円
　※人事給与システム改修終了
　※産業医委託料の減

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　職場研修、職場外研修、自己啓発等の充実により、職員の能力開発を
推進し、業務遂行能力を高める

【主な内容】
　○独自研修の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,300千円
　○県自治研修所研修への参加　　　　　　　　　　　　　3,846千円
　○各種専門研修への派遣　　　　　　　　　　　　　　　2,802千円
　○通信教育等への補助　　　　　　　　　　　　　　　　　160千円

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　地方公務員災害補償基金負担金、労働保険料等に係る経費

【主な内容】
　○地方公務員災害補償基金負担金　　　　　　　　　　　5,630千円
　○労働保険料  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,383千円
　○市町村職員互助会負担金　　　　　　　　　　　　　　4,315千円

【担当課】
　人事課

人事管理費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

18 裁量 職員福利厚生費 14,515 14,215

(13,896) (13,563)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 300

19 義務 臨時・非常勤職員社会保険及び労働保険業務委託事業 0 0

(3,043) (3,043)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

20 義務 産休・育休等代替職員費 77,486 77,486

(41,281) (41,281)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

21 義務 会計年度任用職員社会保険及び労働保険業務委託事業 3,074 3,074

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　整理番号２１　会計年度任用職員社会保険及び労働保険業務委託事業
に事業名変更

【事業概要】
　産休・育休等に伴う会計年度任用職員報酬等及び社会保険料等
　
【主な内容】
　○会計年度任用職員報酬等　３０人（３４４月）　　　 62,683千円
　○会計年度任用職員給等　　　１人（　１２月）　　　  3,154千円
　○社会保険料等　　　　　　　　　　　　　　　　　 　11,649千円

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　職員の福利厚生を目的とした、職員健康診断の実施、職員互助会への
交付金の交付等

【主な内容】
　○職員互助会交付金　　　　　　　　　　　　　 　　　 3,915千円
　　　給料総額の１，０００分の１．０及び駐車場補助
　○職員健康診断委託料　　　　　　　　　　　　 　　 　8,957千円

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　会計年度任用職員の社会保険、労働保険に関する事務を社会保険労務
士へ委託する経費

【主な内容】
　○社会保険業務及び労働保険業務委託　　　　　　　　　3,074千円

【担当課】
　人事課

【その他】
　管理番号１９　臨時・非常勤職員社会保険及び労働保険業務委託事業
から事業名変更
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

131,893 124,942

(131,201) (123,753)

22 裁量 行政連絡員報酬等 0 0

(48,657) (48,657)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

23 裁量 広報事業 26,470 23,712

縮減

(27,938) (24,810)

【特定財源】
　国県支出金: 58 地方債: 0 その他: 2,700

24 裁量 情報公開審査会委員費 132 132

(132) (132)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

25 裁量 個人情報保護審査会委員費 132 132

(132) (132)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　浜田市情報公開条例に基づく開示決定等について不服申立てがあった
場合に、情報公開審査会において審議する
　
【主な内容】
　○情報公開審査会委員　５人　　　　　　　　　　　　　　120千円

【担当課】
　総務課

整理番号３２　行政連絡員事務費　に事業名変更

【事業概要】
　「広報はまだ」、「ケーブルテレビによる行政情報番組」等の浜田市
の情報発信に係る経費

【主な内容】
　○広報はまだ発行経費　　　　　　　　　　 　　　　　20,261千円
　○ケーブルテレビによる行政情報放送委託 　 　　　　　4,541千円
　※移動新聞社広告の終了
　
【担当課】
　市長公室・各支所防災自治課

【事業概要】
　浜田市個人情報保護条例に基づく開示決定等について不服申立てが
あった場合に、個人情報保護審査会において審議する

【主な内容】
　○個人情報保護審査会委員　５人　　　　　　　　　　　　120千円

【担当課】
　総務課

文書広報費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

26 裁量 個人情報保護審議会委員費 66 66

(66) (66)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

27 義務 浜田市公式ウェブサイト再構築事業 3,226 2,866

新規

(2,291) (2,291)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 360

28 裁量 総務事務費 43,202 39,369

(43,279) (39,468)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,833

29 裁量 法令文書事務費 8,195 8,195

縮減

(8,574) (8,065)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　公文書発送に伴う郵便料及び電話料等の行政運営上の必要経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　２人　　　　　　　　　　　　　  5,151千円
　○郵便料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,452千円
　○情報通信料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,056千円

【担当課】
　総務課・各支所防災自治課

【事業概要】
　法制・文書事務に係る事務費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,598千円
　○例規データベースシステム管理運営業務委託料　　　　3,121千円
　※文書管理システムサーバ移設作業委託（三隅支所）の終了
　
【担当課】
　総務課・各支所防災自治課

【事業概要】
　浜田市個人情報保護条例に基づき適正かつ円滑な運営の推進に関する
重要事項を個人情報保護審議会において審議する

【主な内容】
　○個人情報保護審議会委員　５人　　　　　　　　　　　　 60千円

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　浜田市公式ウェブサイトの維持管理に係る経費

【主な内容】
　○浜田市公式ウェブサイト保守・運用経費　　　　　　　2,208千円
　○常時ＳＳＬ化対応委託料                            1,018千円

【担当課】
　政策企画課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

30 政策ソフト 市勢要覧発行事業 1,294 1,294

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

31 裁量 行政不服審査会委員費 132 132

(132) (132)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

32 裁量 行政連絡員事務費 48,544 48,544

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

33 裁量 新規 リスクマネジメント対策事業 500 500

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　行政処分に不服申立てがあった場合に、行政不服審査会において審議
する

【主な内容】
　○行政不服審査会委員　５人　　　　　　　　　　　　　　120千円

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　市勢要覧の増刷を行う

【主な内容】
　○市勢要覧の印刷　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,294千円

【担当課】
　市長公室

【事業概要】
　町内を単位として行政連絡員を委嘱し、広報等文書の配布、災害時の
報告など行政の円滑な運営を図る

【主な内容】
　○行政連絡員　５７９人（見込）
　○行政連絡員報償金
　　　均等割　4,000円／月
　　　世帯割　70円×世帯数／月

【担当課】
　総務課・各支所防災自治課

【その他】
　整理番号２２　行政連絡員報酬等　から事業名変更

【事業概要】
　市民又は市の利益に直接影響を与える重大案件が発生した場合に、速
やかに弁護士が対応できる環境を整える

【主な内容】
　○弁護士委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　総務課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

65,288 59,497

(8,843) (3,866)

34 裁量 財政管理事務費 3,846 3,846

(3,866) (3,866)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

35 義務 減債基金積立金 61,442 55,651

(4,977) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,791

14,898 14,897

(15,740) (15,739)

36 裁量 会計管理事務費 7,938 7,937

(7,966) (7,965)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1

37 裁量 契約管理事務費 6,960 6,960

(7,774) (7,774)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　契約管理、財務書類作成を円滑に遂行することを目的とした事務執行
に係る経費

【主な内容】
　○財務書類関連委託料等　　　　　　　　　　　　　　　6,212千円
　○その他契約管理に係る経費　　　　　　　　　　　　  　748千円

【担当課】
　契約管理課

【事業概要】
　他基金の廃止により生じた残余金、金融機関等の預金利息等を減債基
金に積み立てる

【主な内容】
　○公設水産物仲買売場財政調整基金の廃止に伴う積替   55,651千円
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,791千円

【担当課】
　財政課

【事業概要】
　予算編成、財政に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事
務執行に係る経費

【主な内容】
　○財務会計システム使用料　　　　　　　　　　　　　　2,672千円
　○起債管理システム保守委託料　　　　　　　　　　　　　 80千円

【担当課】
　財政課

【事業概要】
　会計事務、公金管理を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係
る経費

【主な内容】
　○公金収納手数料（コンビニ収納手数料含む）　　　　　7,367千円
　○公金総合保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　  106千円

【担当課】
　会計課

財政管理費

会計管理費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

474,199 220,117

(432,621) (212,945)

38 裁量 庁舎等維持管理費 135,184 129,997

(135,890) (126,832)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,187

39 裁量 財産管理事務費 80,612 80,210

(80,239) (79,381)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 402

40 義務 財政調整基金積立金 5,134 0

(6,010) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,134

41 義務 土地開発基金繰出金 1,000 0

(2,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,000

【事業概要】
　本庁及び支所庁舎等の維持管理経費

【主な内容】
　○庁舎等光熱水費　　　　　　　　　　　　　　　　　 48,874千円
　○管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 70,739千円
　　　環境衛生、エレベーター、冷暖房設備、電気機械、消防設備等
　
【担当課】
　行財政改革推進課・各支所防災自治課

財産管理費

【事業概要】
　市有財産の維持管理を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係
る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,494千円
　○建物共済分担金　　　　　　　　　　　　　　　 　　 9,414千円
　○公用車保険料　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 6,305千円
　○公用車等燃料費　　　　　　　　　　　　　　　 　　 8,304千円
　○修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　3,810千円
　○公用車等借上料　　　　　　　　　　　　　　　 　　19,707千円
　○維持工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円
　○カラープリンタ購入費

【担当課】
　行財政改革推進課・各支所防災自治課

【事業概要】
　金融機関等の預金利息等を土地開発基金に積み立てる

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円

【担当課】
　行財政改革推進課

【事業概要】
　金融機関等の預金利息を財政調整基金に積み立てる

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,134千円

【担当課】
　財政課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

42 裁量 指定管理者選定委員会費 248 248

(160) (160)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

43 裁量 市有財産有効活用推進事業 43,430 0

(49,854) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 43,430

44 裁量 住宅団地維持管理費 1,712 1,712

(2,012) (2,012)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

45 政策ハード 旭支所庁舎複合化事業 157,750 5,450

(127,094) (3,094)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 152,300 その他: 0

【事業概要】
　旭支所庁舎の耐震化を行うとともに、旭センター内の図書館及び社会
福祉協議会旭支所並びに旭保健センター内の今市公民館を旭支所庁舎に
移設し、施設の複合化を図る

【事業期間】
　Ｈ３０～Ｒ２

【主な内容】
　○耐震改修工事
　○施設複合化工事
　○支障設備移設工事
　
【担当課】
　行財政改革推進課・旭支所防災自治課

【事業概要】
　指定管理者選定委員会の開催に係る経費

【主な内容】
　○指定管理者選定委員会委員　１０人　　　　　　　　　　144千円
　
【担当課】
　行財政改革推進課

【事業概要】
　遊休財産の処分・貸付等、有効活用を推進する

【主な内容】
　○鑑定手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　○測量登記委託料等　　　　　　　　　　　　　　　　　4,614千円
　○施設譲渡に伴う修繕、遊休財産等の解体及び売却に係る工事等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 37,316千円
【担当課】
　行財政改革推進課

【事業概要】
　住宅団地の維持管理に係る経費

【主な内容】
　○住宅団地除草委託等

【担当課】
　旭支所防災自治課・三隅支所防災自治課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）
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46 義務 市有財産有効活用推進基金積立金 523 0

(533) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 523

47 義務 市民生活安定化基金積立金 506 0

(463) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 506

48 政策ハード 庁舎等改修事業 48,100 2,500

(28,366) (1,466)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 45,600 その他: 0

1,839,962 385,544
(1,838,372) (412,196)

49 義務 地域振興基金積立金 6,222 0

(6,911) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6,222

【事業概要】
　庁舎の安全性向上及び来庁者の利便性向上のため庁舎の改修等を行う

【主な内容】
　○本庁舎電話交換機更新
　○本庁舎非常放送アンプ更新
　○北分庁舎給水設備改修
　○弥栄支所庁舎電気工作物更新
　
【担当課】
　行財政改革推進課・弥栄支所防災自治課

【事業概要】
　金融機関等の預金利息等を市有財産有効活用推進基金に積み立てる

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　523千円
　
【担当課】
　行財政改革推進課

【事業概要】
　金融機関等の預金利息等を市民生活安定化基金に積み立てる

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　506千円
　
【担当課】
　財政課

【事業概要】
　貸付金、金融機関等の利息等を地域振興基金に積み立てる

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　606千円
　○貸付金等積立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,616千円

【担当課】
　財政課

企画費
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50 裁量 地域振興事務費 2,836 2,835

(2,903) (2,902)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1

51 裁量 行政運営効率化推進事業 406 406

(498) (498)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

52 義務 浜田地区広域行政組合負担金 37,530 37,530

(38,505) (38,505)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

53 裁量 地域づくり振興事業 22,500 13,000

(23,650) (13,050)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 9,500 その他: 0

【事業概要】
　地域振興に関する各事業を遂行するための事務経費

【主な内容】
　○高等学校スポーツ文化活動激励金　　　　　　　　　　1,500千円
　○協議会等負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　515千円
　○島根大学「浜田学」開講支援補助金                    150千円
　
【担当課】
　まちづくり推進課・各支所防災自治課

【事業概要】
　町内会等が行う集会所や防犯灯、防犯カメラの整備に係る費用の一部
を助成するとともに、自主防災組織の防災体制整備を行うことで、地域
活動の促進と安全で安心な住みよい地域づくりを推進する

【主な内容】
　○集会所施設、関連設備等整備事業　　　　　　　　　  8,000千円
　　　集会所施設の新築若しくは改修、関連設備の改修、施設新築のた
　　　めの用地取得に要する直接経費の一部を補助
　○防犯灯設置事業　　　　　　　　　　　　　　　　　  9,500千円
　　　防犯灯設置に要する経費を補助（１基当たり5万円を限度、ただ
　　　し、ポール設置を含む場合は8万円を限度とする）
　○自主防災組織育成事業　　　　　　　　　　　　　　　3,000千円
　○防犯カメラ設置事業　　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
　　　防犯カメラ設置に係る経費の一部を補助（１基当たり20万円を限
　　　度）

【担当課】
　まちづくり推進課・各支所防災自治課

【事業概要】
　浜田地区広域行政組合に支払う負担金

【主な内容】
　○総務費負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　 　37,517千円
　○企画費負担金　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 13千円

【担当課】
　政策企画課

【事業概要】
　浜田市行財政改革推進委員会の開催に係る経費

【主な内容】
　○浜田市行財政改革推進委員会委員　１８人　　　　　　　288千円
　○外部評価委員（行政評価）　　　　　６人　　　　　　　 72千円

【担当課】
　行財政改革推進課
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54 裁量 コミュニティ助成事業 7,500 0

(7,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 7,500

55 裁量 市民協働活性化支援事業 2,000 2,000

(2,000) (2,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

56 裁量 男女共同参画推進事業 867 867

縮減

(963) (963)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

57 義務 電子申請受付システム整備事業 553 553

(548) (548)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　（一財）自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、市内の
コミュニティ組織に対して補助金を交付することで地域コミュニティの
活性化を図る

【主な内容】
　○コミュニティ助成事業補助金　　　　　　　　　　　  7,500千円
　　限度額：2,500千円（１団体）

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　市民団体が実施する社会貢献・人材育成・芸術文化振興に関する事業
に対する補助（営利目的又は経常的な事業は補助対象外）

【主な内容】
　○市民協働活性化支援事業補助金　　　　　　　　　　　2,000千円
　　　補助率：１／２　限度額：200千円（１団体）

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　浜田市男女共同参画推進計画に基づき、さらなる男女共同参画社会の
実現を図る

【主な内容】
　○浜田女性ネットワークの活動支援　　　　　　　　　　　600千円
　○男女共同参画推進委員会運営費　　　　　　　　　　　　129千円

【担当課】
　人権同和教育啓発センター

【事業概要】
　島根県下全市町村で共同運用するインターネットを利用した電子申請
受付サービスアウトソーシング経費負担金

【主な内容】
　○電子申請等受付システム共同アウトソーシング経費負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　553千円

【担当課】
　総務課
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58 裁量 ふるさとメール配信事業 660 660

(654) (654)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

59 裁量 ひゃこるネットみすみ運営事業 105,026 10,669

(102,734) (8,676)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 94,357

60 義務 電源立地促進対策交付金事業修繕、維持補修基金積立金 9 0

(117) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 9

61 義務 路線バス利用促進事業 133,730 124,757

(154,788) (145,371)

【特定財源】
　国県支出金: 8,973 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　報道機関の「ふるさとメール配信」を利用して、電子メールを媒体と
して浜田市からのメッセージやイベント案内等の地域情報発信サービス
を行う

【主な内容】
　○ふるさとメール配信委託料　　　　　　　　　　　　　　660千円
　　　会員数　６０３人　（令和元年１２月末現在）

【担当課】
　市長公室

【事業概要】
　行政情報の提供、行政広報、まちの話題などを提供する（三隅）

【主な内容】
　○地デジ・ＢＳ・ＣＳ放送の再送信　　　　　　　　　  9,818千円
　○インターネットサービスの提供　　　　　　　　　　 27,800千円
　○機器・施設維持管理費　　　　　　　　　　　　　　 36,672千円
　○電柱共架料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,686千円
　○番組制作委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　 15,400千円

【担当課】
　三隅支所防災自治課

【事業概要】
　金融機関等の預金利息を電源立地促進対策交付金事業修繕、維持補修
基金に積み立てる（三隅）

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9千円

【担当課】
　三隅支所防災自治課

【事業概要】
　生活交通バス路線の維持・確保のため、乗合バス事業者に対し、運行
費等の一部を補助する（２事業者　１２路線　５４系統）

【主な内容】
　○運行費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　129,499千円
　○合理化促進補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,231千円
　
【担当課】
　まちづくり推進課
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62 裁量 企画事務費 4,100 4,099

(2,493) (2,492)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1

63 裁量 市民憲章普及啓発事業 300 300

(300) (300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

64 裁量 生活改善センター管理事業 463 463

縮減

(873) (424)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

65 義務 まちづくり振興基金積立金 4,665 0

(4,610) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,665

【事業概要】
　生活改善センター等の修繕及び消防設備の保守点検等の経費

【主な内容】
　○消防設備保守点検委託料等　　　　　　　　　　　　　　243千円
　※都川高齢者活動促進センター外灯等修繕終了

【担当課】
　旭支所防災自治課

【事業概要】
　総合振興計画、電源立地地域の振興等、水産振興及びＩＣＴ利活用に
関する事務経費

【主な内容】
　○総合振興計画審議会開催経費等　　　　　　　　        924千円
　○過疎協議会等負担金　　　　　　　　　　　　　        392千円
　○関係者協議等旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　584千円
　○公衆用無線ＬＡＮ維持費　　　　　　　　　　        2,200千円

【担当課】
　政策企画課・関連施設支援室

【事業概要】
　市民憲章の市民への普及啓発を進めるための経費

【主な内容】
　○浜田市市民憲章推進協議会補助金　　　　　　　　　　　300千円
　
【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　寄附金、金融機関等の預金利息等をまちづくり振興基金に積み立てる

【主な内容】
　○寄附金、預金利息等積立

【担当課】
　財政課
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66 裁量 地域協議会運営事業 3,964 3,964

(3,964) (3,964)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

67 義務 統合型ＧＩＳ管理事業 2,706 2,706

(2,682) (2,682)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

68 自治区ハード 皆減 地区拠点集会施設整備事業 0 0

(14,266) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

69 裁量 生活路線バス運行事業 49,396 40,980

縮減

(49,957) (41,420)

【特定財源】
　国県支出金: 3,635 地方債: 0 その他: 4,781

【事業概要】
　地域協議会運営等に係る経費

【主な内容】
　○地域協議会委員　各自治区１５人　　　　　　　　　　3,546千円

【担当課】
　まちづくり推進課・各支所防災自治課

【事業概要】
　平成２７年度に更新したクラウド方式の統合型ＧＩＳの保守及び更新
に係る経費

【主な内容】
　○統合型ＧＩＳ保守・移行委託料

【担当課】
　総務課

　

【事業概要】
　地域における交通手段を確保するため、有償による生活路線バスを運
行する

【主な内容】
　○運行管理委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　 36,361千円
　　　金城（４系統）
　　　旭　（３系統）
　　　弥栄（１系統）
　　　三隅（１２系統）
　※ドライブレコーダー設置終了

【担当課】
　まちづくり推進課・各支所防災自治課
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70 裁量 新交通システム運営事業 16,023 90

(15,294) (55)

【特定財源】
　国県支出金: 2,033 地方債: 13,900 その他: 0

71 裁量 自治会活動等支援事業 7,644 7,644

(7,702) (7,702)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

72 義務 ＣＡＴＶ施設維持管理事業 25,268 0

縮減

(29,594) (5,049)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 25,268

【事業概要】
　交通空白地域の交通を確保するため運行する予約型乗合タクシーの運
行経費及び自治会が実施する輸送活動に対する支援

【主な内容】
　○予約型乗合タクシー運行経費　　　　　　　　　 　　14,577千円
　　　三階長見地区
　　　美川地区
　　　金城地区
　　　旭地区
　　　弥栄地区
　○自治会輸送活動支援　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円
　　　羽原地区（事業主体：羽原自治会）
　　　大麻地区（事業主体：西村１町内会）
　　　井野地区（事業主体：まちづくり推進委員会ＩＮＯ）

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　町内会・自治会の活動を支援するための自治会活動保険への加入経費

【主な内容】
　○補償内容
　　　賠償責任保険　　　　　　　　 1億円
　　　普通傷害保険　死亡　　 　1,000万円
  　　　　　　　　  入院日額 　　　5千円
　　     　         通院日額 　　2.5千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　公設民営エリアのケーブルテレビ施設の維持管理費

【主な内容】
　○ケーブルテレビ施設等保守業務委託　　　  　　　　　8,000千円
　○電柱及び電柱設置用地使用料　　　　　　　　　　　 12,839千円
　○減債基金積立金　　                                4,192千円
　※ケーブルテレビ設備光化に向けた概略設計完了

【担当課】
　政策企画課
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73 裁量 定住相談事業 3,714 3,714

(3,451) (3,451)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

74 裁量 定住対策基金事業 40,948 0

新規

縮減
縮減
縮減

縮減

(32,874) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 40,948

75 裁量 交通対策事務費 1,222 1,131

(1,254) (1,164)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 91

【事業概要】
　Ｕ・Ｉターン希望者の住居や雇用等に関する相談の受付をはじめ、市
内への定住に結び付く施策を実施する

【主な内容】
　○定住相談員　１人　　　　　　　　　　　　　　　　　2,494千円
　○定住フェア参加経費　　　　　　　　　　　　　　　　　382千円
　○定住相談会参加経費　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円
　
【担当課】
　政策企画課・弥栄支所防災自治課

【事業概要】
　地域公共交通会議の開催及び交通関連施設（駅舎やバス待合所）の維
持管理等に係る経費

【主な内容】
　○地域公共交通会議運営経費　　　　　　　　　　　　　　 81千円
　○地域公共交通活性化協議会補助金　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　地域振興基金を活用し、各自治区独自の定住支援事業を行う

【主な内容】
　○弥栄自治区
　　　住みよいむらづくり人材等育成事業　　　　　　 　　 500千円
      サービスステーション維持支援補助金             28,198千円
　　　（※詳細はＰ２４１の新規事業等実施に伴う説明シート参照）
　　　※やさか暮らしサポート事業終了
　　　※住まい支援事業終了
　　　※除雪車オペレーター育成事業終了
　○三隅自治区
　　　まちづくり整備推進事業補助金　　　　　　　 　　 3,000千円
　　　定住住宅建築費等補助金　　　　　　　　　　　 　 4,250千円
　　　コミュニティ施設整備事業補助金　　　　　　　 　 3,000千円
　　　住宅建築費等補助基金積立金　　　　　　　　　　　2,000千円
　※旭自治区の定住対策基金事業終了

【担当課】
　弥栄支所防災自治課・三隅支所防災自治課
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76 裁量 地域間交流事業 1,692 1,692

(1,737) (1,737)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

77 政策ハード 三隅ＣＡＴＶ機器整備事業 26,588 7,199

新規
新規

(10,300) (300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 7,500 その他: 11,889

78 裁量 まちづくり総合交付金事業 110,106 63,606

(111,188) (71,088)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 46,500 その他: 0

【事業概要】
　当市とゆかりのある国内都市との交流に係る経費

【主な内容】
　○知音都市交流　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　450千円
　　「カチューシャの唄」が縁となった４市での人的交流を図る
　　　島村抱月／浜田市　　　　松井須磨子／長野県長野市
　　　中山晋平／長野県中野市　相馬御風／新潟県糸魚川市
　○広島県熊野町交流　                                   68千円
　　熊野筆と石州半紙の交流を目的に、熊野町筆まつりと三隅フェス
　　ティバルで出展を行う
　○三重県松阪市交流　                                  354千円
　　初代浜田藩主ゆかりの地である松阪市と交流を図る
　　松阪市からの交流団体に対する補助　１泊2,000円／人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上限：20万円／団体）
　○邑南町交流
　　邑南町との「食」を通じた観光・文化交流事業　　　　　820千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　国・県道の整備に伴うケーブル線の支障移転工事、伝送路機器等の更
新に係る経費

【主な内容】
　○伝送路補償移転費　　　　　　　　　　　　　　　　 10,000千円
　○幹線延長を伴う一時利用者への引込等　　　　　　　　2,300千円
　○伝送路機器等購入費                                4,389千円
　○第２チャンネル新設経費　　　　　　　　　　　　　　8,000千円

　　（※詳細はＰ２４２の新規事業等実施に伴う説明シート参照）
　
【担当課】
　三隅支所防災自治課

【事業概要】
　自主的な活動を行う地区まちづくり推進委員会等に対し、活動に要す
る経費の一部を補助することにより、住民主体のまちづくりの推進を図
る

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,452千円
　○まちづくり総合交付金　　　　　　　　　　　　　　107,298千円

【担当課】
　まちづくり推進課・各支所防災自治課
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79 裁量 まちづくり組織支援事業 500 500

(500) (500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

80 義務 ふるさと寄附促進事業 1,001,859 0

(1,001,615) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,001,859

81 裁量 坂根正弘奨学金給付事業 6,325 0

(6,805) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6,325

82 裁量 男女の出会い創出事業 1,356 956

(1,366) (966)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 400

【事業概要】
　各自治会・町内会の上部組織である連合自治協議会の円滑な運営に資
することを目的とし補助金を交付する

【主な内容】
　○連合自治会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　まちづくり推進課・各支所防災自治課

【事業概要】
　ふるさと寄附金の促進に係る事業費及び基金への積立金

【主な内容】
　○会計年度任用職員　４人 　　　　　　　　　　　　   6,778千円
　○ふるさと寄附特産品代　                          400,000千円
　○事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　134,077千円
　○基金積立金　　　　　　　                        461,004千円

【担当課】
　ふるさと寄附推進室

【事業概要】
　浜田市名誉市民である株式会社小松製作所顧問 坂根正弘氏のふるさ
と寄附金を原資とする給付型奨学金制度の運営を行う

【主な内容】
　○大学生奨学金（１１人分）　　　                    6,250千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　結婚意識の向上及び出会いの場の創出などを行う団体への支援を行う

【主な内容】
　○婚活イベント開催委託料　　　　　　　　　　　　　　　887千円
　○出会い応援事業実施団体補助金　　　　　　　　　　　　400千円

【担当課】
　政策企画課
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83 裁量 協働推進事業 524 524

(999) (999)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

84 裁量 はまだ暮らし応援事業 6,687 4,373

縮減

(16,621) (10,953)

【特定財源】
　国県支出金: 2,314 地方債: 0 その他: 0

85 裁量 浜田で学ぶ学生支援事業 1,822 1,822

縮減

(2,180) (2,180)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

86 義務 自治区長報酬及び手当 26,558 26,558

(26,532) (26,532)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　Ｕ・Iターン者の増加を目指し、都市部からインターンシップによる
受け入れや、浜田市に定着するための支援を行う

【主な内容】
　○浜田市定住促進のためのシングルペアレント就労人材育成事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  4,294千円
　○移住定住支援業務委託料　　　　　　　　　　　　　　2,200千円
　　　浜田ｄｅしごとインターンシップ事業、来浜者の現地案内等

【担当課】
　政策企画課

【事業概要】
　まちづくりフォーラムの開催、人材育成研修等の市民ニーズに応じた
まちづくりに関する幅広い事業を実施し、市民と行政の協働の推進を図
る

【主な内容】
　○まちづくりフォーラム等人材育成事業　　　　　　　　　483千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　卒業後の定住に結びつけることを目的に、新入生に浜田の主要施設を
紹介し、魅力をＰＲするツアーを実施する

【主な内容】
　○浜田探索ツアー経費　　　　　　　　　　　　　　　　1,822千円
　※新入生に対するバスカード配布の終了

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　自治区長の給与及び共済費

【主な内容】
　○給料月額　　36万円
　○期末手当　　３．２５月

【担当課】
　政策企画課
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87 裁量 高等学校生徒下宿費支援事業 720 0

(1,200) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 720

88 裁量 はまだ暮らし住まい支援事業 15,166 14,666

縮減

(15,001) (14,501)

【特定財源】
　国県支出金: 500 地方債: 0 その他: 0

89 裁量 中山間地域対策調査研究事業 469 469

(493) (493)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

90 政策ハード ＣＡＴＶ中継局舎設備増設事業 20,479 79

新規
縮減

(24,177) (77)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 20,400 その他: 0

【事業概要】
　石見ケーブルビジョン（株）が平成３０年度に開始したインターネッ
ト新サービスを公設民営エリア（旭町及び弥栄町）に拡張するための機
器整備を行う
　
【主な内容】
　○ＣＡＴＶ中継局舎設備増設作業委託料（弥栄）
　※ＣＡＴＶ中継局舎設備増設作業委託料（旭）終了

【担当課】
　政策企画課

【事業概要】
　定住人口増加を目的として、空き家バンク制度の利用を促進するとと
もに、空き家の改修や片付けに要する費用を補助する
　
【主な内容】
　○会計年度任用職員（空き家バンク担当）　１人　　　　2,520千円
　○空き家バンク経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　646千円
　○はまだ暮らし住まい支援補助　　　　　　　　　　　 12,000千円
　　空き家片付け補助　　補助率２／３　上限　5万円
　　空き家改修補助　　　補助率２／３　上限 30万円
　　　　　　　　　　　　ＵＩターン者等に20万円上乗せ
　　※多世代同居改修補助の終了

【担当課】
　政策企画課

【事業概要】
　中山間地域対策の推進のため、先進的な事例の調査・研究を行う
　
【主な内容】
　○先進地視察等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　413千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　市内の高等学校の存続発展や、県外からの転入による若年層人口の増
加を目的として、下宿等を利用して市内の高等学校に通学する生徒の保
護者に対して、下宿費の一部を助成する
　
【主な内容】
　○下宿費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  720千円
　　　下宿費のうち、45,000円／月を超える額を補助
　　　　（上限20,000円／月）

【担当課】
　まちづくり推進課
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91 裁量 地域公共交通確保対策事業 132,627 0

(106,573) (0)

　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 132,627

92 裁量 わくわく浜田生活実現支援事業 2,000 500

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,500 地方債: 0 その他: 0

93 裁量 まちづくり推進条例検討委員会費 1,420 1,420

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　東京圏から浜田市へ移住し、島根県が指定するマッチングサイトに登
録された特定の企業に就業する者を対象に、移住に係る経費を助成する
　
【主な内容】
　○わくわく浜田生活実現支援補助金　　　              2,000千円
　　限度額：1,000千円（２人以上世帯）
              600千円（単身世帯）

【担当課】
　政策企画課

【事業概要】
　市内に居住する７０歳以上の住民、重度身体障がい者、重度知的障が
い者及び精神障がい者を対象に、敬老福祉乗車券交付事業を実施すると
ともに、市内の高校に通学する一定額以上の通学定期券の購入者を対象
に補助金を交付する
　○敬老福祉乗車券交付事業
　　＜高齢者対象＞
　　　・通常交付分
　　　　１冊3,000円分の乗車券を１０冊まで半額で販売
　　　　（ただし、浜田駅から半径８ｋｍ以上の地域の居住者は１５
　　　　　冊まで）
　　　・運転免許自主返納等支援事業分
　　　　乗車券を５冊無料交付
　　＜障がい者対象＞
　　　・１冊3,000円分の乗車券を５冊まで無料交付
　　　　（ただし、人工透析を受ける必要がある者で、通院距離が
　　　　　２ｋｍ以上の場合には距離に応じて最大４５冊まで）
　○通学定期券購入費補助
　　　市内の高校への通学定期購入費のうち15,000円／月を超える額を
　　　補助

【主な内容】
　○敬老福祉乗車券交付事業　　　　　　　        　　131,727千円
　○通学定期券購入費補助金　　　　　　　　            　900千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　浜田市協働のまちづくり推進に関する条例検討委員会等の活動費
　
【主な内容】
　○浜田市協働のまちづくり推進に関する条例検討委員会
                                    ２２人              792千円
　○コミュニティセンター化検討部会  １２人              288千円

【担当課】
　政策企画課・まちづくり推進課

【特定財源】
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94 裁量 新規 関係人口創出拡大事業 2,812 2,812

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

214,502 211,095

(282,109) (280,847)

95 裁量 情報管理事務費 19,137 18,997

(22,418) (21,156)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 140

96 義務 機器賃借料・保守料等 5,707 5,707

拡充

(4,863) (4,863)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　情報システムを効率的かつ安定的に運用することを目的とした事務執
行に係る経費

【主な内容】
　○機器等更新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 16,339千円
　　情報系クライアントＰＣ　１３０台
　　情報系プリンタ更新　　　　１０台
　　Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｏｆｆｉｃｅ　２０１９　Ｐｒｏ
　　　　　　　　　　　　　　１３０ライセンス

【担当課】
　総務課

電子計算費

【事業概要】
　電算処理に必要な機器の賃借及び保守委託に係る経費

【主な内容】
　○機器保守委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,107千円
　○システム借上料等　　　　　　　　　　　　　　　　　3,314千円
　　　電算室空調設備更新による増

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　関係人口と継続的に関わる仕組みをつくり、担い手が不足している地
域の活性化に繋げる
　
【主な内容】
　○浜田応援団（仮称）　　　　　　　　　　            　857千円
　○ガイダンスセミナー　　　      　　　　　　　　    1,332千円
　○課題解決型スタディツアー　　　　　　　              623千円

　　（※詳細はＰ２４３の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　政策企画課

- 56 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

97 義務 基幹系システム次世代化事業 97,681 97,681

縮減

(145,636) (145,636)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

98 義務 住基ネット機器更改事業 4,612 4,612

(4,152) (4,152)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

99 義務 基幹系業務システム更新事業 12,742 9,475

縮減
縮減

(22,983) (22,983)

【特定財源】
　国県支出金: 3,267 地方債: 0 その他: 0

100 義務 情報ネットワークシステム再構築事業 74,623 74,623

縮減
縮減

(82,057) (82,057)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　保守期限を満了する各種情報ネットワークシステムの更新やセキュリ
ティの強化を行う

【主な内容】
　○庁内ネットワーク機器更新関係リース料等　　　　　 44,008千円
　○自治体情報システム強靭性向上モデル対応           29,411千円
　※機器保守委託の終了
　※Ｗｉｎｄｏｗｓ７アップグレード対応の終了

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　住民基本台帳ネットワークシステムの機器を更新する経費

【主な内容】
　○機器等借上料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,612千円

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　現在稼働中の基幹系住民情報システム及び令和３年１月に更新予定の
基幹系住民情報システムに係る経費

【主な内容】
　○基幹系情報システム保守委託料                     60,605千円
　○システム等借上料　　　　　　　　　　　　　　　　 18,948千円
　　　※再リース期間のため減
　○システム等使用料　　　　　　　　　　　　　　　　 18,128千円

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　保守期限を満了する各種基幹システムの更新及び番号法に対応するた
めの改修等を行う

【主な内容】
  ○機器保守委託料　　　　　　　　　　　　　　　　 　 3,553千円
　○基幹系業務システム機器更新関係リース料　　　　　  3,000千円
　※基幹系業務システム機器更新関係委託の終了
  ※新元号対応業務の終了

【担当課】
　総務課
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3,569 3,322

(3,535) (3,355)

101 裁量 消費者行政推進事業 3,569 3,322

(3,535) (3,355)

【特定財源】
　国県支出金: 247 地方債: 0 その他: 0

821 821

(792) (792)

102 義務 公平委員会費 821 821

(792) (792)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

3,857 3,857

(3,737) (3,737)

103 裁量 交通安全対策事務費 564 564

拡充

(314) (314)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

104 裁量 交通指導員配置事業 2,105 2,105

(2,223) (2,223)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

公平委員会費

【事業概要】
　消費生活相談窓口の充実を図るとともに、島根県の消費者行政推進事
業補助金を活用し、高齢者を狙った消費者トラブルへの対策を強化する

【主な内容】
　○消費者問題研究協議会への活動補助　　　　　　　　　　630千円
　○消費者安全確保地域協議会運営経費　　　　　　　　　　120千円
　○消費者相談委託（本庁週５回）　　　　　　　　　　　2,317千円
　○相談員等研修参加経費　　　　　　　　　　　　　　　　188千円
　○消費者問題出前講座開催経費　　　　　　　　　　　　　 35千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　交通安全対策に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務
執行に係る経費

【主な内容】
　○交通安全対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 64千円
　○島根県交通安全県民大会開催経費　           　　　　 500千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　交通指導員への謝金及び装備品の支給等

【主な内容】
　○交通指導員　２５人　　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　○交通指導員装備品購入費　　　　　　　　　　　　　　　473千円

【担当課】
　防災安全課

消費者対策費

交通安全対策費

【事業概要】
　公平委員報酬及び公平委員会事務費

【主な内容】
　○公平委員会委員　３人　　　　　　　　　　　　　　　　549千円

【担当課】
　公平委員会
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105 裁量 交通安全対策協議会助成事業 1,188 1,188

(1,200) (1,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1,345 1,345

(1,465) (1,465)

106 義務 恩給及び退職年金 1,345 1,345

(1,465) (1,465)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

20,433 19,815
(18,709) (18,045)

107 裁量 国際交流事務費 173 173

(167) (167)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

108 裁量 浜田国際交流協会助成事業 3,109 3,109

(2,660) (2,660)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　広域的に多くの人が参加できる事業に取り組み、地域の国際理解促進
に貢献している浜田国際交流協会への助成

【主な内容】
　○浜田国際交流協会補助金　　　　　　　　　　　　　　3,109千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　国際交流推進に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務
執行に係る経費

【主な内容】
　○海外からの来浜者対応経費　　　　　　　　　　　　　　 50千円

【担当課】
　観光交流課

恩給及び退職年金費

国際交流費

【事業概要】
　交通安全対策協議会への補助

【主な内容】
　○交通安全対策協議会補助金　　　　　　　　　　　　　1,188千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　市町村共済組合法ができるまでに退職した職員が受ける恩給及び旧恩
給組合負担金の支払

【主な内容】
　○遺族年金（扶助料）　１人　　　　　　　　　　　　　　945千円
　○旧那賀郡恩給組合負担金　　　　　　　　　　　　　　　400千円

【担当課】
　人事課
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109 裁量 海外友好都市交流推進事業 1,554 1,554

拡充

(800) (800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

110 裁量 外国青年招致事業（ＣＩＲ） 14,979 14,361

(14,965) (14,301)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 618

111 裁量 ブータン王国友好交流事業 618 618

(117) (117)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

6,472 6,472

(6,542) (6,542)

112 裁量 大学を核としたまちづくり推進事業 3,312 3,312

縮減

(3,388) (3,388)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　島根県立大学、リハビリテーションカレッジ島根、浜田ビューティー
カレッジ、浜田医療センター附属看護学校及び浜田准看護学校と市民団
体との交流事業への補助

【主な内容】
　○市民交流促進事業補助金　　　　　　　　　　　　　　1,250千円
　　　補助率：３／４　限度額：5万円（１事業）
　○島根県立大学共同研究委託　　　　　　　　　　　　　2,000千円
　※オープンキャンパス浜田紹介ツアー終了

【担当課】
　まちづくり推進課

大学推進費

【事業概要】
　ブータン王国と平成２５年３月２０日に締結した協力協定書に基づ
き、交流事業を推進する

【主な内容】
　○美術交流事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　618千円
    中学校交流事業再開による増

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　諸外国との相互理解の増進、国際化の推進に資することを目的とし、
国際交流員を招致する

【主な内容】
　○国際交流員（中国１人、英語圏１人、ベトナム１人） 14,979千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　友好都市との交流事業及び海外の友好都市等との交流を行う団体に対
する助成を行う

【主な内容】
　○訪問事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  454千円
　○海外友好都市交流推進事業補助金　　　　　　　　　　1,100千円
　  浜田日中友好協会友好交流訪問事業の増

【担当課】
　観光交流課
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113 裁量 県立大学等支援事業 806 806

拡充

(800) (800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

114 義務 県立大学支援協議会助成事業 554 554

(554) (554)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

115 裁量 留学生支援事業 1,800 1,800

(1,800) (1,800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

65,727 46,211
(54,861) (48,424)

116 裁量 防災会議費 290 290

(337) (337)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　島根県立大学「海遊祭」、リハビリテーションカレッジ島根「学園
祭」及び浜田ビューティーカレッジ「グランドコンテスト」に対する補
助等

【主な内容】
　○島根県立大学「海遊祭」補助金　　　　　　　　　　　　600千円
　○リハビリテーションカレッジ島根「学園祭」補助金　　　200千円
　○浜田ビューティーカレッジ「グランドコンテスト」浜田市長賞
　　　　　　　　　　　　　                                6千円

【担当課】
　まちづくり推進課

【事業概要】
　島根県立大学支援協議会への負担金

【主な内容】
　○県立大学支援協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　554千円
　　　構成：県西部の４市５町

【担当課】
　まちづくり推進課

防災諸費

【事業概要】
　防災会議や各自治区地区防災連絡協議会の開催経費

【主な内容】
　○浜田市防災会議開催経費　　　　　　　　　　　　　　 　36千円
　○金城地区防災連絡協議会開催経費　　　　　　　　　　   97千円
　○旭地区防災連絡協議会開催経費　　　　　　　　　　　　 77千円
　○弥栄地区防災連絡協議会開催経費　　　　　　　　　　　 27千円
　○三隅地区防災連絡協議会開催経費　　　　　　　　　　　 53千円

【担当課】
　防災安全課・各支所防災自治課

【事業概要】
　島根県立大学に通う私費外国人留学生に対して、浜田国際交流協会を
通じて奨学金助成を行う

【主な内容】
　○留学生支援事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　1,800千円
　　　奨学生：３人　月額：5万円

【担当課】
　まちづくり推進課
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117 裁量 防災事務費 2,211 2,201

(1,910) (1,900)

【特定財源】
　国県支出金: 10 地方債: 0 その他: 0

118 裁量 防災無線等施設維持管理費 27,039 26,828

(26,870) (26,741)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 211

119 裁量 河川管理施設維持管理費 2,207 7

(2,105) (7)

【特定財源】
　国県支出金: 2,200 地方債: 0 その他: 0

120 裁量 防災訓練事務費 1,232 1,232

(1,302) (1,302)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　各河川の樋門管理を地元消防団へ委託

【主な内容】
　○管理数
　　　浜田川：３樋門　高佐川：１樋門　下府川：１５樋門
　　　三隅川：１水門、６樋門　田原川：２樋門　周布川：２樋門

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　災害に強いまちづくりを推進することを目的とした事務執行に係る経
費

【主な内容】
　○県総合防災情報システム負担金　　　　　　　　　　　  428千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　防災行政無線、山崩れ発生予知装置、防災防犯メール等の維持管理に
係る事務費

【主な内容】
　○修繕料（防災行政無線、山崩れ発生予知装置等）　　　2,500千円
　○情報通信料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,859千円
 　　 防災行政無線、山崩れ発生予知装置、防災防犯メール、河川カメ
　　　ラ等
　○管理委託料　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　15,638千円
　　　防災行政無線、山崩れ発生予知装置等
　○超高密度気象観測システム利用料　　　　　　　　　　　608千円

【担当課】
　防災安全課・各支所防災自治課

【事業概要】
　各種訓練により市民及び職員の防災意識の高揚を図り、災害時の活動
内容の確認を行う

【主な内容】
　○浜田市総合防災訓練（市民参加型）

【担当課】
　防災安全課
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121 裁量 備蓄物資配置事業 3,300 3,300

(2,800) (2,800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

122 裁量 国民保護事務費 95 95

(100) (100)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

123 裁量 地域安全まちづくり事業 6,070 5,870

縮減

(8,817) (8,617)

【特定財源】
　国県支出金: 200 地方債: 0 その他: 0

124 政策ハード 皆減 防災行政無線屋外拡声子局増設事業 0 0

(4,014) (14)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

125 裁量 災害時連絡体制確保事業 1,195 1,195

縮減

(1,424) (1,424)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　防犯カメラ設置運用、米軍機飛行騒音対策要請活動、自主防災組織設
立支援等により、安全で安心な地域社会の実現を目指す

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　3,999千円
　○防犯カメラ（１９台）維持管理費　　　　　　　　　　1,383千円
　※安全安心まちづくり推進大会開催経費の減（隔年開催）

【担当課】
　防災安全課

　

【事業概要】
　災害時において、固定電話等が不通となった場合の本庁・支所・消防
本部等の連絡体制の確保や現場職員との情報共有を図る

【主な内容】
　○ＩＰ無線機　２８台　　　　　　　　　 　　　　　　 1,033千円
　　　※リース期間満了
　○公用スマートフォン、タブレット通信料　　　　　　　　162千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　国民保護協議会の運営を円滑に遂行することを目的とした事務執行に
係る経費

【主な内容】
　○国民保護協議会運営費　　　　　　　　　　　　　　　　 95千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　物資の更新及び分散備蓄の計画的実施

【主な内容】
　○更新備蓄物資（毛布・食糧品等）購入　　　　　　　　2,300千円
　○備蓄資機材（発電機・投光器等）購入　　　　　　　　1,000千円

【担当課】
　防災安全課
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126 裁量 水防隊連絡体制確保事業 641 641

(877) (877)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

127 明るい未来 防災まちづくり推進事業 4,552 4,552

(4,305) (4,305)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

128 政策ソフト 新規 防災ハザードマップ作成事業 16,895 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,895

6,066 6,066

(5,671) (5,671)

129 裁量 入札管理事務費 2,554 2,554

(2,326) (2,326)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

入札管理費

【事業概要】
　建設工事、コンサルタント等の請負契約に係る競争入札を実施するた
めの事務費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,369千円
　○工事実績情報システム及び業務実績情報システム利用料 　22千円

【担当課】
　契約管理課

【事業概要】
　平成２０年３月に作成した防災ハザードマップ（洪水浸水想定・土砂
災害）について、最新の洪水浸水想定等を反映したものに更新する

【主な内容】
　○防災ハザードマップ作成業務委託
　○印刷製本費

　　（※詳細はＰ２４４の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　自主防災組織未組織の町内会等に対して、より一層の啓発活動を行う
とともに組織化に係る必要経費の補助を行う

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,452千円
　○自主防災組織組織化支援補助金　　　　　　　　　　　2,000千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　災害時における水防隊（消防団）組織内の通信連絡手段を確保する

【主な内容】
　○無線機通信料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　204千円
　○無線機借上料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  437千円

【担当課】
　防災安全課
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事業
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一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

130 義務 電子入札システム運営負担金 3,512 3,512

(3,345) (3,345)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

47,420 47,420
(47,489) (47,489)

131 義務 市税等過誤納還付金 40,000 40,000

(40,000) (40,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

132 義務 石見法律相談センター助成事業 770 770

(769) (769)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

133 裁量 浜田市防犯協会負担金 6,650 6,650

(6,720) (6,720)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　地域住民の法的サービス確保のために設置された石見法律相談セン
ターへ運営費を助成する

【主な内容】
　○石見法律相談センター負担金　　　　　　　　　　　　　770千円

【担当課】
　総務課

【事業概要】
　税額更正等に伴う過誤納金の還付金及び還付加算金

【主な内容】
　○市税等過誤納還付金　　　　　　　　　　　　　　　 40,000千円

【担当課】
　税務課・資産税課

諸費

【事業概要】
　青色防犯パトロール隊などの地域安全活動の支援を行っている浜田市
防犯協会への会費

【主な内容】
　○浜田市防犯協会会費　　　　　　　　　　　　　　　　6,650千円

【担当課】
　防災安全課

【事業概要】
　島根県が開発し、県内市町が共同利用している電子入札システムの運
営負担金

【主な内容】
　○電子調達システム運用費負担金　　　　　　　　　　　2,387千円
　○電子調達システム開発費負担金　　　　　　　　　　　1,125千円

【担当課】
　契約管理課
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220,975 135,892

(214,226) (128,543)

134 義務 職員給与費（税務総務費） 211,226 126,143

(202,762) (117,079)

【特定財源】
　国県支出金: 78,766 地方債: 0 その他: 6,317

135 義務 固定資産評価審査委員会費 260 260

(244) (244)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

136 義務 申告支援システム運営費 9,159 9,159

縮減

(9,421) (9,421)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

137 義務 地方税共通納税システム対応事業 330 330

縮減

(1,799) (1,799)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　令和元年１０月から全国の地方自治体で運用開始した地方税共通納税
システムの運用に係る経費

【主な内容】
　○地方税共通納税システム使用料　　　　　　　　　　　  330千円
　※基幹系システム改修完了

【担当課】
　税務課

税務総務費

【事業概要】
　円滑な申告による市民サービスの向上と迅速で正確な賦課事務を行う
ための申告支援システムに係る運営経費

【主な内容】
　○申告支援システム保守料　　　　　　　　　　　　　　4,141千円
　○申告支援システム使用料　　　　　　　　　　　　　　4,763千円
　○確定申告データｅ－Ｔａｘ電子送信対応経費等　　　　　255千円
　※新元号対応システム改修完了

【担当課】
　税務課

【事業概要】
　税務総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２９人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　固定資産評価審査委員会開催に係る経費

【主な内容】
　○固定資産評価審査委員会委員報酬　３人　　　　　　　　 72千円

【担当課】
　総務課
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97,521 93,215

(132,792) (128,801)

138 義務 職員給与費（賦課徴収費） 34,158 34,158

(43,355) (43,355)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

139 裁量 賦課事務費 27,011 22,905

(27,763) (23,972)

【特定財源】
　国県支出金: 3,983 地方債: 0 その他: 123

140 裁量 徴収事務費 11,595 11,395

(11,208) (11,008)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 200

141 裁量 固定資産評価基盤整備事業 16,229 16,229

縮減

(24,995) (24,995)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

賦課徴収費

【事業概要】
　市税等の賦課徴収に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　５人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　市税等の徴収を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　４人　　　　　　　　　　　　　　8,569千円
　　　うち、徴収指導員　１人
　○研修等旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　268千円
　○その他滞納整理に係る経費　　　　　　　　　　　　　2,758千円

【担当課】
　税務課

【事業概要】
　固定資産税の令和３年度評価替えに向け、不動産鑑定士に委託して路
線価のバランス検証や比準表見直し等を検討するとともに、地番図デー
タの異動更新を行い土地・家屋の評価に活用する

【主な内容】
　○会計年度任用職員　３人　　　　　　　　　　　　　　7,793千円
　○固定資産評価基盤整備事業委託
　○地番図異動更新委託
　※土地異動判読業務委託完了
　
【担当課】
　資産税課

【事業概要】
　市税の賦課に関する事務執行に係る経費

【主な内容】
　○固定資産税の賦課に係る経費　　　　　　　　　　　　6,134千円
　○市民税の賦課に係る経費　　　　　　　　　　　　　 12,790千円
　○その他諸税の賦課に係る経費　　　　　　　　　　　　8,087千円

【担当課】
　税務課・資産税課
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142 義務 固定資産管理システム運営費 4,513 4,513

(5,050) (5,050)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

143 裁量 不動産鑑定事業 4,015 4,015

縮減

(20,421) (20,421)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

195,461 127,638
(159,005) (117,426)

144 義務 職員給与費（戸籍住民基本台帳費） 125,933 124,910

(116,327) (114,726)

【特定財源】
　国県支出金: 958 地方債: 0 その他: 65

145 裁量 戸籍住民基本台帳事務費 12,001 0

(12,062) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 12,001

【事業概要】
　固定資産税の令和３年度評価替えに向け、適正な路線価格等を算定す
るための業務委託を行う

【主な内容】
　○路線価評価支援業務委託料
　※標準地不動産鑑定委託料の減

【担当課】
　資産税課

【事業概要】
　戸籍住民基本台帳に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１５人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　固定資産税の賦課に必要な機器借上料及びシステム保守委託料

【主な内容】
　○土地評価システム保守委託料及び機器借上料　　　　　2,741千円
　○家屋評価システム保守委託料及び機器借上料　　　　　1,772千円

【担当課】
　資産税課

戸籍住民基本台帳費

【事業概要】
　戸籍や住民記録の管理、戸籍謄抄本、住民票、印鑑登録証明等の発行
に係る事務費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　４人　　　　　　　　　　　　　　8,355千円
　○ＦＡＸ等の情報通信料　                            　998千円
　
【担当課】
　総合窓口課
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146 義務 戸籍事務電算化事業 15,055 0

新規

(12,167) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 2,800 地方債: 0 その他: 12,255

147 義務 旅券交付事務費 133 0

(135) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 133 地方債: 0 その他: 0

148 義務 証明書コンビニ交付事業 3,253 2,728

(3,139) (2,700)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 525

149 義務 個人番号カード交付事業 38,671 0

拡充

(14,644) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 38,616 地方債: 0 その他: 55

【事業概要】
　戸籍システム・戸籍副本システムの保守経費等

【主な内容】
　○戸籍システム保守委託（副本システムを含む）      　3,056千円
　○審査・解説集・先例全文データ更新・使用料（４台分）外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,001千円
　○戸籍システム関係リース料（１２カ月分）　　　　　　6,545千円
　○戸籍システム改修委託

【担当課】
　総合窓口課

【事業概要】
　個人番号カード交付事務に係る経費

【主な内容】
　○個人番号カード関連事務負担金                     32,265千円
　○会計年度任用職員　２人　　　　　　　　　　　　　　5,495千円

【担当課】
　総合窓口課

【事業概要】
　一般旅券の発給事務経費

【主な内容】
　○交付窓口端末本体リース料　                           93千円

【担当課】
　総合窓口課

【事業概要】
　住基カードまたは個人番号カードを利用し、指定のコンビニで各種証
明書（住民票、印鑑登録証明、所得・課税証明）を交付する
　○利用できる店舗
　　　マルチコピー機が設置してある全国のセブン-イレブン、
　　　ローソン（ローソン・ポプラ含む）、ファミリーマート
　○証明発行手数料　１通200円

【主な内容】
　○コンビニ交付事業運営負担金                        2,728千円
　○コンビニ交付手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　367千円

【担当課】
　総合窓口課
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150 明るい未来 総合窓口サービス向上事業 415 0

縮減

(531) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 415

20,772 20,770

(21,550) (21,548)

151 義務 選挙管理委員報酬 1,191 1,191

(1,191) (1,191)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

152 義務 職員給与費（選挙管理委員会費） 18,807 18,807

(19,581) (19,581)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

153 裁量 選挙管理委員会事務局費 774 772

(778) (776)

【特定財源】
　国県支出金: 2 地方債: 0 その他: 0

選挙管理委員会費

【事業概要】
　選挙事務及び委員会に関する各事業を円滑に遂行することを目的とし
た事務執行に係る経費

【主な内容】
　○選挙管理委員会事務経費　　　　　　　　　　　　　　　272千円

【担当課】
　選挙管理委員会事務局

【事業概要】
　選挙管理委員会に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　選挙管理委員会委員に支払う委員報酬

【主な内容】
　○選挙管理委員会委員　４人　　　　　　　　　　　　　1,191千円

【担当課】
　選挙管理委員会事務局

【事業概要】
　住民サービス向上のため窓口体制の充実を図る

【主な内容】
　○おくやみファイル作成経費　　　　　　　　　　　　　　415千円
　※多言語音声翻訳機購入終了
　
【担当課】
　総合窓口課
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120 120

(120) (120)

154 裁量 常時啓発事業 120 120

新規

(120) (120)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

0 0

(25,210) (0)

155 政策ソフト 皆減 県知事・県議会議員選挙費 0 0

(25,210) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

0 0

(45,398) (0)

156 政策ソフト 皆減 参議院議員選挙費 0 0

(45,398) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

14,336 14,176

(16,204) (16,044)

157 義務 職員給与費（統計調査総務費） 13,342 13,342

(15,210) (15,210)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

158 裁量 統計調査事務費 994 834

(994) (834)

【特定財源】
　国県支出金: 50 地方債: 0 その他: 110

【事業概要】
　統計調査に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務執行
に係る経費

【主な内容】
　○常任統計調査員　４０人　　　　　　　　　　　　　　　284千円

【担当課】
　総務課

選挙常時啓発費

【事業概要】
　選挙啓発ポスターコンクールの開催等により選挙啓発を行う

【主な内容】
　○選挙啓発ポスターコンクール開催経費　　　　　　　　　 81千円
　○新有権者への啓発ハガキ郵便料　　　　　　　　　　　　 32千円

【担当課】
　選挙管理委員会事務局

県知事・県議会議員選挙費

【事業概要】
　統計調査総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課

　

参議院議員選挙費

　

統計調査総務費
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32,604 0

(14,085) (0)

159 裁量 国基幹統計調査費 32,604 0

(14,085) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 32,604 地方債: 0 その他: 0

33,706 33,706

(32,298) (32,298)

160 義務 監査委員報酬 1,227 1,227

(1,227) (1,227)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

161 義務 職員給与費（監査委員費） 31,083 31,083

(27,555) (27,555)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

162 裁量 監査委員事務局費 1,396 1,396

縮減

(3,516) (3,516)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

4,834,861 2,859,369

(4,812,062) (2,881,600)
総務費合計

監査委員費

【事業概要】
　監査委員事務局の運営に係る経費

【主な内容】
　○研修等経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　749千円
　○弁護士委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 95千円
　※再任用職員の配置による会計年度任用職員報酬等の減

【担当課】
　監査委員事務局

【事業概要】
　監査に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　３人
　○再任用職員　１人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　監査委員に支払う委員報酬

【主な内容】
　○監査委員　２人　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,227千円

【担当課】
　監査委員事務局

【事業概要】
　統計法に基づく統計調査の実施に係る経費

【主な内容】
　令和２年度統計調査
　○学校基本調査　　　　　（調査期日：令和２年５月１日）
　○工業統計調査　　　　　（調査期日：令和２年６月１日）
　○国勢調査　　　　　　　（調査期日：令和２年１０月１日）
　
【担当課】
　総務課

基幹統計調査費
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３．（民　生　費）　　　11,171,427千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

1,047,992 628,103

(1,068,991) (645,612)

163 裁量 民生委員推薦会委員費 192 192

(417) (397)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

164 義務 職員給与費（社会福祉総務費） 280,881 105,590

(311,996) (132,582)

【特定財源】
　国県支出金: 246 地方債: 0 その他: 175,045

165 裁量 社会福祉総務事務費 3,380 3,253

拡充

(1,697) (1,667)

【特定財源】
　国県支出金: 127 地方債: 0 その他: 0

166 裁量 民生委員活動費 11,728 11,728

(11,728) (11,728)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

事業名及び事業概要

社会福祉総務費

【事業概要】
　民生委員を推薦するために市町村に設置する民生委員推薦会の運営経
費

【主な内容】
　○推薦会委員　１４人

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　民生児童委員・主任児童委員の活動経費の支給及び民生児童委員協議
会の活動費助成

【主な内容】
　○民生児童委員・主任児童委員活動費　１９５人　　　　7,683千円
　○民生児童委員協議会補助　　　　　　　　　　　　　　4,035千円

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　社会福祉事務に関する経費

【主な内容】
　○健康福祉フェスティバル運営委託料　　　　　　　　　1,056千円
　○避難行動要支援者名簿に係る費用　　　　　　　　　　1,020千円
　　システム更新に係る経費の増

【担当課】
　地域福祉課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　社会福祉総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　３２人
　○再任用職員　　３人

【担当課】
　人事課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

167 裁量 社会福祉協議会助成事業 92,057 92,057

(91,439) (91,439)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

168 裁量 行旅死亡人対策費 449 0

(476) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 449

169 裁量 漂流物対策費 90 89

(90) (89)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1

170 義務 国民健康保険特別会計繰出金 650,282 414,620

(645,491) (407,167)

【特定財源】
　国県支出金: 235,662 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　国民健康保険（事業勘定・直診勘定）の運営に伴う一般会計繰出金

【主な内容】
　○国民健康保険特別会計繰出金　　　　　　　　　　　650,282千円
　　保険基盤安定制度、出産育児一時金、財政安定化支援事業、国民健
　　康保険事務費、人件費、県単福祉事業カット分等に係る繰出金

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　地域福祉の推進を図ることを目的とする社会福祉協議会への助成

【主な内容】
　○人件費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 92,057千円

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　水難救護法に基づく漂流物の廃棄処分に要する経費

【主な内容】
　○漂流物の廃棄処分経費　　　　　　　　　　　　　　　 　90千円

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　行旅死亡人（身元不明死体）の火葬等経費

【主な内容】
　○行旅死亡人火葬等経費　　　　　　　　　　　　　　　　449千円

【担当課】
　地域福祉課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

171 裁量 地域福祉まるごと支援推進事業 8,160 0

拡充

(4,877) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 8,160

172 裁量 保健医療福祉協議会費 342 342

(332) (332)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

173 裁量 自死予防対策事業 431 232

(448) (211)

【特定財源】
　国県支出金: 199 地方債: 0 その他: 0

26,150 17,987

(29,653) (21,738)

174 義務 職員給与費（国民年金費） 22,266 17,987

(26,961) (21,738)

【特定財源】
　国県支出金: 4,279 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　総合的な自死予防対策及びひきこもり対策を実施する

【主な内容】
　○自死対策に関する経費　　　　　　　　　　　　　　　　382千円
　　　講演会等開催、啓発資材等購入
　○ひきこもり対策に関する経費　　　　　　　　　　　　　 49千円
　　　啓発資材等購入

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　保健・医療・福祉に関する各種計画の策定及びその計画に基づく事業
実施に関する事項の調査・審議を行う協議会の開催経費

【主な内容】
　○保健医療福祉協議会委員　２０人
　○年３回開催予定

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　社会福祉法第４条に規定する地域福祉の推進を図るため、社会福祉協
議会をはじめとした各種団体の事業を支援する

【主な内容】
　○各種団体への助成等　　　　　　　　　　　　　　　　　390千円
　　浜田地区保護司会補助　他
　○地域福祉推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　7,264千円
　　福祉バス運行事業
　　総合相談事業
　　ボランティアセンター運営事業
　○戦没者追悼式実施委託料　　　　　　　　　　　　　　　506千円

【担当課】
　地域福祉課

国民年金費

【事業概要】
　国民年金に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　３人

【担当課】
　人事課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

175 裁量 国民年金事務費 3,884 0

新規

(2,692) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 3,884 地方債: 0 その他: 0

2,087,448 565,632

(1,997,478) (538,686)

176 裁量 精神障がい者通院交通費助成事業 846 846

(942) (942)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

177 裁量 障がい者はつらつ生活支援事業 1,399 0

(1,613) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,399

178 裁量 透析患者通院費助成事業 3,202 3,202

(3,516) (3,516)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　人工透析療法を受けている患者に対し、治療のための通院に要する交
通費の一部を助成する

【主な内容】
　○透析患者通院費助成金　　　　　　　　　　　　 　   3,202千円
　○対象者：自宅から片道２ｋｍ以上の医療機関に通院する方で、敬老
　　　　　　福祉乗車券の交付を受けていない方
　○助成額：１／２助成（月20,000円を限度）
　
【担当課】
　地域福祉課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　家庭において移送が困難な高齢者及び重度心身障がい者に対して、福
祉車両を運行し外出支援を行う

【主な内容】
　○障がい者移送サービス事業（旭）　　　　　　 　 　  1,399千円
　　通院等目的に月２回を上限（委託先：(福)社会福祉協議会）

【担当課】
　旭支所市民福祉課

【事業概要】
　精神障がい者の通院に要する交通費を助成することにより、患者の負
担軽減を図る

【主な内容】
　○精神障がい者通院助成費　　　　　　　　　　　　　　　846千円
　○対象者：自宅から片道２ｋｍ以上の医療機関に通院する方で、敬
　　　　　　老福祉乗車券の交付を受けていない方
　○助成額：１／２助成（月20,000円を限度）
　
【担当課】
　地域福祉課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　国民年金業務に係る法定受託事務（協力・連携事務）経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,520千円
　○法定受託事務経費（旅費・需用費・役務費等）　　　　　517千円
　○年金生活者支援給付金支給業務システム改修委託　　　　847千円

【担当課】
　保険年金課

障がい者福祉費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

179 義務 身体障がい者更生医療給付事業 64,508 16,244

(70,668) (17,784)

【特定財源】
　国県支出金: 48,264 地方債: 0 その他: 0

180 義務 身体障がい者（児）補装具給付事業 13,939 3,486

(13,556) (3,389)

【特定財源】
　国県支出金: 10,453 地方債: 0 その他: 0

181 裁量 ストマ用装具助成事業 219 219

(183) (183)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

182 義務 特別障がい者手当等給付事業 54,120 13,647

(58,630) (14,775)

【特定財源】
　国県支出金: 40,473 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　身体障がいの程度を軽減または障がいを除去するために、人工関節置
換、ペースメーカー埋め込み、人工透析等の医療費の一部を支給する

【主な内容】
　○身体障がい者更生医療給付費　　　　　　　　　　　 64,352千円
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　身体障がい者（児）の日常生活や社会生活の向上を図るため、その失
われた身体機能を補うための用具（補装具）の交付及び修理を行う

【主な内容】
　○身体障がい者（児）補装具給付費　　　　　　　　　 13,579千円
　　補聴器・車イス・電動車イス
　　重度障がい者用意思伝達装置　他
　○身体障がい者（児）補装具貸与費　　　　　　　　　　　360千円
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　重度の障がいがあるため、日常生活で常時特別の介護を必要とする方
に対して手当を支給する

【主な内容】
　○特別障害者手当　　　　　　　　　　　　　　　　　 50,592千円
　　在宅の２０歳以上で、重度の障がいにより特別の介護を要する方
　○障害児福祉手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,663千円
　　在宅の２０歳未満で、重度の障がいにより常時介護を要する方
　○経過的福祉手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　710千円
　　昭和６１年３月３１日現在で２０歳以上で、福祉手当を受給し、特
　　別障害者手当、特別障害給付金、障害基礎年金の支給要件に該当し
　　ない方
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　膀胱・直腸機能障がい者に対し、ストマ用装具を購入する際の費用を
助成する

【主な内容】
　○ストマ用装具助成金　　　　　　　　　　　　　　　　　219千円
　○自己負担額（購入金額の１割）の１／２を助成

【担当課】
　地域福祉課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

183 裁量 精神保健医療事業 4,168 4,168

(4,356) (4,356)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

184 裁量 障がい者福祉事務費 3,336 3,336

新規

(2,031) (2,031)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

185 裁量 障がい者自立支援給付審査会運営事業 5,157 5,157

(4,819) (4,819)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　障がい者福祉事務に関する経費及び各種団体助成、障がい者相談に係
る経費

【主な内容】
　○手をつなぐ育成会活動費補助　　　　　　　　　　　 　　78千円
　○障がい者雇用優良企業表彰経費　　　　　　　　　　　　137千円
　○国民健康保険団体連合会負担金　　　　　　　　　　　　 44千円
　○強度行動障がい者入居等支援事業補助金　　　　　　　　387千円
　○障がい者相談員謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　172千円
　○障がい者差別解消推進委員会開催経費　　　　　　　　　143千円
　○障がい福祉業務総合支援ソフト導入経費　　　　　　　　935千円

【担当課】
　地域福祉課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　障がい者自立支援給付の申請に伴う障がい支援区分の認定審査・判定
を行う審査会の開催経費

【主な内容】
　○審査会開催経費　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,050千円
　○認定調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  4,107千円
　
【担当課】
　地域福祉課
　

【事業概要】
　自立支援医療（精神）の支給決定を受けた方のうち、市町村民税非課
税世帯の方を対象に医療費の助成を行う

【主な内容】
　○精神障がい者医療費　　　　　　　　　　　　　　　　4,168千円
　○１月あたり精神通院医療費自己負担額の１／２を助成

【担当課】
　地域福祉課・各支所市民福祉課
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186 義務 障がい者介護給付事業 994,520 250,892

(1,021,229) (257,570)

【特定財源】
　国県支出金: 743,628 地方債: 0 その他: 0

187 義務 障がい者訓練等給付事業 605,036 151,259

(575,270) (143,818)

【特定財源】
　国県支出金: 453,777 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　障害者総合支援法の障がい福祉サービス費のうち、訓練等給付サービ
スに係る扶助費

【主な内容】
　○グループホーム費　　　　　　　　　　　　　　  　240,847千円
　○就労継続支援費　　　　　　　　　　　　　　　　  341,719千円
　○自立訓練費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6,006千円
　○就労移行支援費　　　　　　　　　　　　　　　　　  9,525千円
　○宿泊型自立訓練費　　　　　　　　　　　　　　　　　2,700千円
　○自立生活援助費　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,100千円
　○就労定着支援費　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,139千円
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　障害者総合支援法の障がい福祉サービス費のうち、介護給付サービス
に係る扶助費

【主な内容】
　○居宅介護費　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　41,384千円
　○行動援護費　　　　　                             31,517千円
　○療養介護費　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　85,078千円
　○療養介護医療費　　　　　　　　　　　　　　 　　　22,770千円
　○生活介護費　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 566,652千円
　○短期入所費　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　26,894千円
　○施設入所支援費　　　　　　　　　　　　 　　　　 171,259千円
　○高額福祉サービス費　　　　　　　　　　　   　　　   129千円
　○同行援護費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  5,187千円
　○計画相談支援費　　　　　　　　　　　　　   　　　35,496千円
　○地域移行支援費　　　　　　　　　　　　 　　　 　  3,448千円
　○地域定着支援費　　　                              　137千円
　○重度訪問介護費　                                    351千円
  ○介護保険サービス利用者負担軽減費　　　　　　　　　1,202千円
　○審査支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,016千円
　
【担当課】
　地域福祉課
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188 裁量 地域生活支援事業 80,667 39,498

(77,124) (38,402)

【特定財源】
　国県支出金: 41,168 地方債: 0 その他: 1

189 裁量 障がい者社会参加促進事業 4,549 1,813

(5,178) (2,345)

【特定財源】
　国県支出金: 2,736 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　障害者総合支援法による市町村事業（任意）

【主な内容】
　○障がい者スポーツ大会事業　　　　　　　　　　　　　　204千円
　　委託先：浜田市障がい者スポーツ大会実行委員会
　○スポーツ教室開催事業　　　　　　　　　　　　　　　1,486千円
　　水泳教室　　　　　　委託先：（公財）浜田市教育文化振興事業団
　　音楽セラピー教室　　委託先：障害児を持つ親の会すぎな会
　　スポーツ教室　　　　委託先：浜田市教育研究会特別支援教育部会
　　スケート教室　　　　委託先：浜っ子作業所
　○生活訓練事業（料理教室）　　　　　　　　　　　　　　255千円
　　委託先：島根県西部視聴覚障害者情報センター
　○点字・声の広報等発行事業　　　　　　　　　　　　　　281千円
　　委託先：島根県西部視聴覚障害者情報センター
　○自動車運転免許取得・改造助成事業　　　　　　　　　　500千円
　○身体障がい者移動補助用具購入費等補助　　　　　　　　400千円
　○障がい者社会参加促進事業　　　　　　　　　 　　　 1,423千円
　　浜田市身体障害者福祉協会へ補助
　
【担当課】
　地域福祉課

　○居住サポート事業　　　　　　　　　　　　　        1,336千円
　　委託先：(医)清和会
　○精神障がい者家族会支援事業　　　　　　　　　　　　　 42千円
　○障がい者差別解消条例啓発事業　　　　　　　　　　　　400千円
　任意事業
　○日中一時支援事業　　　　　　　　　　　　　       13,249千円
　　障がい者ショートステイ（日中一時預かり）事業
　その他
　○小児慢性特定疾患日常生活用具給付事業                339千円
　　母子保健医療対策等総合支援事業により実施

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　障害者総合支援法における障がい者の生活を支援する市町村事業

【主な内容】
　必須事業
　○相談支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 15,360千円
　　委託先：陽だまり、(福)ぴゅあ、らいふ、島根整肢学園
　○手話通訳・要約筆記事業　　　　　　　　　　　　　  6,935千円
　　委託先：(福)社会福祉協議会
　○日常生活用具給付事業　　　　　　　　　　　　　 　13,213千円
　　ストマ、人工内耳等への支援
　○移動支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,484千円
　　障がい者に対する外出支援事業（１４事業所で実施）
　○地域活動支援センター事業　　　　　　　　　　　　 11,800千円
　　オアシス、浜っ子作業所、てくてく
　○基幹相談支援センター運営事業　　　　　　　　　　　2,913千円
　　委託先：（福）島根整肢学園
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190 義務 障がい児通所給付事業 237,944 60,026

(147,895) (37,335)

【特定財源】
　国県支出金: 177,918 地方債: 0 その他: 0

191 裁量 軽度難聴児補聴器購入費助成事業 200 100

(200) (100)

【特定財源】
　国県支出金: 100 地方債: 0 その他: 0

192 義務 障がい者雇用促進費 7,760 7,760

(6,650) (6,650)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

193 義務 育成医療費支給事業 2,544 645

(2,608) (661)

【特定財源】
　国県支出金: 1,899 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、法定雇用率の達成並び
に就労支援を目的とし、障がい者雇用の推進を図る

【主な内容】
　○会計年度任用職員（就労支援員）　１人　　　　　　　2,598千円
　○会計年度任用職員（障がい者）　　３人　　　　　　　5,162千円
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　身体障がい者補装具給付制度の対象とならない軽度難聴児に対し、補
聴器購入費用の一部を助成する

【主な内容】
　○軽度難聴児補聴器購入費　　　　　　　　　　　　　　　200千円
　○対象者：１８歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない方で
　　　　　　補聴器の装用の必要が認められる方
　○助成額：補聴器購入費と基準額のいずれか低い額の２／３助成
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　身体に障がいのある児童または、治療を行わなければ将来障がいを残
すと認められる疾患がある児童に対し、身体障がいの程度を軽減または
障がいを除去するために、人工関節置換、ペースメーカー埋め込み、人
工透析等の医療費の一部を支給する

【主な内容】
　○育成医療給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　  2,532千円

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　児童通所サービスの給付により、障がい児の身近な地域での支援の強
化を図る

【主な内容】
　○児童発達支援費　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,805千円
　○放課後等デイサービス費　　　　　　　　　　　　　196,749千円
　○保育所等訪問支援費　　　　　　　　　　　　　　　　6,954千円
　○障がい児相談支援費　　　　　　　　　　　　　　　 12,479千円
　○居宅訪問型児童発達支援費　　　　　　　　　　　　　1,800千円
　○高額障がい児通所給付費　　　　　　　　　　　　　　  437千円
　○審査支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　720千円

【担当課】
　地域福祉課
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194 政策ハード 皆減 障がい児療育等支援施設改修事業 0 0

(1,010) (10)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

195 義務 新規 障がい福祉システム管理事業 484 484

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

196 政策ソフト 新規 障がい福祉計画等策定事業 2,850 2,850

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1,891,372 1,640,347

(1,889,266) (1,658,578)

197 裁量 老人福祉事務費 3,966 3,904

(3,107) (3,107)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 62

老人福祉費

【事業概要】
　老人福祉事務に関する経費、並びに金城老人福祉センターの施設管理
経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,576千円
　○金城老人福祉センター管理経費　　　　　　　　　　　　 90千円
　○日常生活用具給付　　　　　　　　　　　　　　　　　　127千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

　

【事業概要】
　障がい福祉システムの運用・保守管理経費（令和３年３月以降分）

【主な内容】
　○システム保守業務委託　　　　　　　　　　　　　　　  292千円
　○システム機器借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　192千円

【担当課】
　地域福祉課

【その他】
　整理番号９９　基幹系業務システム更新事業　から一部移行

【事業概要】
　障害者総合支援法第８８条の規定に基づく障がい福祉計画及び児童福
祉法第３３条の２０の規定に基づく障がい児福祉計画の策定経費

【主な内容】
　○計画策定業務委託料等　　　　　　　　　　　　　　　2,850千円

【担当課】
　地域福祉課

- 82 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

198 義務 老人保護措置費 413,354 321,074

(407,361) (316,535)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 92,280

199 義務 総合福祉センター管理事業 35,219 35,219

縮減

(38,887) (38,887)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

200 裁量 介護認定事務費 25,015 25,015

(23,892) (23,892)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

201 義務 浜田地区広域行政組合負担金 1,177,996 1,177,996

(1,189,809) (1,189,809)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　所在地：野原町
　総合福祉センターの管理運営経費

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　 　33,679千円
　　　指定管理者：(福)社会福祉協議会（Ｈ２９～Ｒ３）
　○施設修繕、備品購入　　　　　　　　　　　　　　　　1,350千円
　※電話交換機設備更新終了

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　おおむね６５歳以上で家庭環境上及び経済上の理由のため、日常生活
を営むことに支障がある人を養護老人ホームに措置する

【主な内容】
　○養護老人ホーム措置費　　　　　　　　　　　　　　412,110千円
　○措置施設：松風園、寿光苑、長寿苑、ミレ岡見、かんなび園
　　　　　　　皆生エスポワール、博愛園

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　広域行政組合が行う介護保険事業に係る負担金

【主な内容】
　○低所得者保険料軽減負担金　　　　　　　　　　　　 25,952千円
　○管理費負担金　　　　                            150,140千円
　　　人件費、認定審査、事務費分
　○給付費負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　932,091千円
　　　保険給付費
　○地域支援事業負担金　　　　　　　　　　　　　　　 69,813千円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　市町村事務として行う要介護認定調査業務に係る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　７人　　　　　　　　　　　　　 18,814千円
　　　うち、認定調査員　６人
　○介護認定調査委託料　　　　　　　　　　　　　　　  5,855千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課
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202 義務 高齢者生活福祉センター管理費 15,233 15,233

縮減

(19,107) (15,407)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

203 裁量 憩の家・福祉センター維持管理費 4,515 3,990

(4,168) (3,686)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 525

204 義務 職員給与費（老人福祉費） 14,854 14,854

(15,418) (15,418)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

205 裁量 長寿者褒章事業 2,520 2,520

(2,523) (2,523)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　敬老の日に合わせて長寿者に記念品等を贈呈する

【主な内容】
　○長寿者記念品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,124千円
　○令和元年度配布実績　６０３人
　○地区敬老会経費

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　老人福祉に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課

【事業内容】
　所在地：弥栄町木都賀
　憩いの家及び老人福祉センターの施設維持管理及び休日（土・日・祝
日）利用者応対に係る経費

【主な内容】
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                  4,515千円

【担当課】
　弥栄支所市民福祉課

【事業概要】
　所在地：金城町下来原
　高齢者生活福祉センターの管理運営経費

【主な内容】
　○高齢者生活福祉センター
　　　指定管理者：(福)社会福祉協議会（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　 14,533千円
　○修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　700千円
　※屋根板金部葺き替え工事終了

【担当課】
　金城支所市民福祉課
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206 裁量 緊急通報体制整備事業 3,529 0

(3,628) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,529

207 裁量 高齢者福祉サービス事業 31,464 30,845

縮減

(33,385) (32,766)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 619

208 裁量 高齢者クラブ連合会助成事業 3,900 2,340

(4,000) (2,200)

【特定財源】
　国県支出金: 1,560 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　高齢者クラブ連合会の事業に対して補助を行い、高齢者の交流、生き
がいづくりを推進するとともに健康増進を図る

【主な内容】
　○高齢者クラブ連合会活動費補助金　　　　　　　　　　3,900千円
　　活動推進事業（解散クラブ対策）
　　健康づくり・介護予防支援事業（シニアスポーツ大会等）
　　地域支え合い事業（子ども見守り活動、安否確認活動等）
　　若手高齢者組織化活動支援事業（組織委員会の設置）

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　虚弱高齢者及び要介護者を対象に在宅サービスを提供し、住み慣れた
地域での在宅生活の継続を支援する

【主な内容】
　○家族介護者教室開催・交流事業　　　　　　　　　　　1,002千円
　○成年後見制度利用支援事業　　　　　　　　　　　　  4,210千円
　○配食サービス事業　　　　　　　                   14,600千円
　○シルバーハウジング事業　　　　                    7,062千円
　　緑ヶ丘住宅（県営１０戸・市営２０戸）
　　片庭住宅　（県営１５戸）、長浜西住宅（市営１８戸）
　○家族介護用品支給事業　　　　　                    4,398千円
　○住宅改修支援補助　　　　　　　                   　  60千円
　○認知症サポーター養成　　　　　                   　 132千円
　※家族介護慰労金の減（対象者の皆減）
　
【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　高齢者のみの世帯等に緊急通報装置を設置し、センター方式・協力員
配置による緊急通報体制を維持する経費

【主な内容】
　○緊急通報体制整備委託料　　　　　　　　　　　　　　3,529千円
　　自己負担金　一律５００円／月

【担当課】
　健康医療対策課
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209 義務 やすらぎの家管理運営事業 703 703

(1,199) (1,199)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

210 義務 皆減 三隅老人福祉センター管理事業 0 0

(8,894) (8,894)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

211 裁量 地域包括支援センター運営事業 34,741 95

(34,379) (189)

【特定財源】
　国県支出金: 285 地方債: 0 その他: 34,361

212 裁量 介護人材確保・定着対策事業 1,500 1,500

(1,500) (1,500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　介護保険事業所が行う人材確保・定着対策に対する支援を行う

【主な内容】
　○介護人材確保支援金　　　　　　　　　　　　　　　　1,300千円
　　事業者が採用者に支度金（就職準備金）を支給し、３か月継続して
　　雇用した場合に支給した支度金の１／２を補助する
　　※１人あたり上限10万円
　　　　（Ｕ・Ｉターン者は補助率２／３で上限20万円）
　○研修経費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 200千円
　　事業者が新規に雇用した者に対して、採用日から１年の間において
　　実施した研修の費用を補助する
　　※１事業所あたり10万円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　社会福祉士、保健師、主任ケアマネージャーを配置し、高齢者の生活
に関する総合相談、サービス調整機能等を担う

【主な内容】
　○総合相談や高齢者虐待、権利擁護への対応
　○介護予防計画作成（要支援認定者が対象）
　○地域の包括的な支援体制整備
　○会計年度任用職員（ケアマネージャー等）　３人　　  8,598千円
　○市民後見推進事業（県３／４）　　　　　　　　　　　　380千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

　

【事業概要】
　あさひやすらぎの家の管理運営経費

【主な内容】
　○あさひやすらぎの家
　　　所在地：旭町本郷
　　　指定管理者：(福)旭福祉会（Ｒ１～Ｒ４）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　503千円
　○修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　旭支所市民福祉課
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213 裁量 在宅介護支援事業 4,500 2,250

(4,800) (2,550)

【特定財源】
　国県支出金: 2,250 地方債: 0 その他: 0

214 政策ハード 総合福祉センター施設整備事業 17,501 1

(8,316) (16)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 17,500 その他: 0

215 裁量 包括的支援事業 41,184 0

拡充

(35,608) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 41,184

【事業概要】
　所在地：野原町
　平成８年に開設した総合福祉センターの老朽化に伴う屋根防水塗装に
係る経費

【事業期間】
　Ｒ２

【主な内容】
　○屋根防水塗装工事

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　地域支援事業を充実するため、「生活支援体制整備」、「認知症施策
推進」、「在宅医療・介護連携推進」及び「地域ケア会議推進」の４事
業を実施し、地域包括ケアシステムの構築を推進する

【主な内容】
　○生活支援体制整備事業　　　　　　　　　　　　　　 31,320千円
　○認知症施策推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　6,017千円
　　　チームオレンジ関係経費を新規計上
　○在宅医療・介護連携推進事業　　　　　　　　　　　　3,762千円
　○地域ケア会議推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　 85千円
　
【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、在宅で介
護している家族に対する慰労金の支給や、訪問看護サービスの利用拡大
のための助成を行う

【主な内容】
　○在宅介護慰労金　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　　慰労金：30,000円／年
　　対象者：在宅で要介護４・５の高齢者を主に介護している家族
　　要　件：過去１年間で概ね半分（１８０日）以上を在宅で介護
　　　　　　介護者、要介護者とも市内在住
　　　　　　介護者は住民税非課税世帯
　　　　　　家族介護慰労金との併給は不可
　○訪問看護ステーション支援事業（県３／４）　　　　　3,000千円
　　助成内容：条件不利地域への訪問看護（各事業所からの移動時間
　　　　　　　が３０分以上）を実施する事業所に対して１件あたり
　　　　　　　1,000円を助成する

【担当課】
　健康医療対策課

- 87 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

216 裁量 介護予防・日常生活支援総合事業 45,697 0

新規

(40,138) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 45,697

217 裁量 敬老入浴券贈呈事業 9,173 0

(9,147) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 9,173

218 裁量 介護予防教室開設準備経費等支援事業 2,000 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,000

【事業概要】
　将来的に単身高齢者、認知症高齢者等のさらなる増加が予想されるな
か、介護予防要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を可能とする
ため、地域の支え合いの体制づくりを推進し、地域の実情に応じた生活
支援・介護予防サービス等の充実を図る

【主な内容】
　○会計年度任用職員　８人　　　　　　　　　　　　　 20,933千円
　　　うち、保健師・看護師　５人
　　　　　　ケアマネージャー　３人
　○介護予防ケアマネジメント委託料　　　　　　　　 　17,091千円
　○食生活改善事業委託料　　　　　　　　 　　　　 　　　746千円
　○介護予防普及啓発事業委託料　　　　　　　　　　　　3,130千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　介護予防に資する教室を開設する者に対して、その開設費用の一部を
補助することにより、質の高い介護予防サービスを提供するための体制
整備を支援し、もって高齢者の自立支援、介護予防及び認知症の重度化
予防の充実を図る

【主な内容】
　○介護予防教室開設準備経費等支援事業補助金　　 　 　2,000千円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　市内に在住する７０歳以上の高齢者で、１年間介護保険サービス未利
用かつ介護保険料の滞納がない方へ入浴券を贈呈することで、高齢者の
さらなる健康意識の高揚を図る

【主な内容】
　○敬老入浴券利用料　　　　　　　　　　　　　　 　 　8,250千円
　○対象者：浜田市内に住所を有する満７０歳以上で、前年中に介護
　　　　　　保険サービスを利用していない者
　　　　　　（介護保険料の滞納が無い者に限る）
　○入浴券：入浴１回につき１枚利用で無料
　○贈呈枚数（１人あたり）：６枚
　○敬老入浴券使用者名簿作成委託料　　　　　　　　　　　 22千円

【担当課】
　健康医療対策課
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219 政策ソフト 新規 高齢者福祉計画策定事業 2,808 2,808

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

195,017 77,694

(194,456) (74,887)

220 義務 福祉医療給付事業 195,017 77,694

(194,456) (74,887)

【特定財源】
　国県支出金: 76,924 地方債: 0 その他: 40,399

8,358 7,599

(6,934) (6,081)

221 裁量 人権啓発推進事業 5,844 5,486

(5,527) (5,169)

【特定財源】
　国県支出金: 358 地方債: 0 その他: 0

人権啓発費

【事業概要】
　市民啓発による人権尊重のまちづくりを目指し、人権啓発を推進する

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,572千円
　○人権啓発関係団体への補助　　　　　　　　　　　　　1,455千円
　○生活相談員活動事業　　　　　　　　　　　　　　　　　478千円

【担当課】
　人権同和教育啓発センター

福祉医療費

【事業概要】
　島根県の補助制度を活用し、重度障がい者、ひとり親家庭等の医療費
の自己負担額を軽減し、健康の保持と生活の安定を図る

【主な内容】
　○福祉医療給付費　　　　　　　　　　　　　　　　　191,651千円
　○審査支払手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　  2,632千円
　○助成内容：医療費負担割合　１割
　○自己負担限度額
　　（市町村民税課税区分）
　　　　入院：20,000円／月　通院： 6,000円／月
　　（市町村民税非課税区分）
　　　　入院： 2,000円／月　通院： 1,000円／月
　　（２０歳未満障がい児（者））
　　　　入院： 2,000円／月　通院： 1,000円／月

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　老人福祉法第２０条の８の規定に基づく、高齢者福祉計画の策定経費

【主な内容】
　○高齢者福祉計画策定業務委託料等　　　　　　　　　　2,808千円

【担当課】
　健康医療対策課
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222 裁量 人権尊重のまちづくり推進事業 1,914 1,513

拡充

(1,407) (912)

【特定財源】
　国県支出金: 401 地方債: 0 その他: 0

223 政策ソフト 新規 人権及び男女共同参画計画策定事業 600 600

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1,092,929 906,167

(1,038,453) (878,957)

224 義務 後期高齢者医療制度事業 825,592 822,082

(810,131) (806,703)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,510

225 義務 後期高齢者医療特別会計繰出金 267,337 84,085

(228,322) (72,254)

【特定財源】
　国県支出金: 183,252 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　後期高齢者医療事業運営に係る一般会計繰出金

【主な内容】
　○事務費繰出金　　　　                             23,189千円
　○保険基盤安定繰出金　                            244,148千円
　　（県負担分：183,111千円）

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　県内市町村が加入する島根県後期高齢者医療広域連合への事務費負担
金、療養給付費負担金及び広域連合の補助金を活用し実施する脳ドック
検査に係る経費

【主な内容】
　○事務費負担金　　　　　　　　　　　　　　         41,184千円
　○療養給付費負担金　　　　　　　　　　　　        780,862千円
　○脳ドック委託料　　　　　　　　　　　　          　3,510千円
　
【担当課】
　保険年金課

後期高齢者医療費

【事業概要】
　浜田市人権教育・啓発推進基本計画及び浜田市男女共同参画推進計画
を改定するための市民意識調査を行う

【主な内容】
　○市民アンケート調査経費                             600千円
　
【担当課】
　人権同和教育啓発センター

【事業概要】
　浜田市の目指す、一人ひとりが大切にされる人権尊重のまちづくりを
積極的に推進する

【主な内容】
　○「人権尊重のまちづくり推進大会」開催経費（隔年）    658千円
　○市民啓発用人権啓発リーフレットの作製、配付　　　　　587千円
　○浜田人権擁護委員協議会補助金　　　　　　　　　　　　464千円
　
【担当課】
　人権同和教育啓発センター
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606,805 317,289

(608,479) (349,418)

226 義務 職員給与費（児童福祉総務費） 80,664 80,664

(76,392) (75,916)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

227 裁量 放課後児童クラブ設置事業 209,552 46,913

(154,784) (30,897)

【特定財源】
　国県支出金: 93,802 地方債: 0 その他: 68,837

228 裁量 皆減 ちびっこ広場管理事業 0 0

(173) (173)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

229 裁量 ファミリー・サポート・センター運営事業 8,734 3,908

(5,999) (1,983)

【特定財源】
　国県支出金: 4,772 地方債: 0 その他: 54

【事業概要】
　育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人が会員になり、会
員相互で一時的に子どもを預かるシステム

【主な内容】
　○ファミリー・サポート・センター運営経費　　　　　　8,734千円
　○おねがい会員：４１３人　　まかせて会員：１７１人
　　どっちも会員：　５７人
　　（令和２年１月現在）

【担当課】
　子育て支援課

児童福祉総務費

整理番号５９３　公園管理費　に統合

【事業概要】
　保護者が就労等により放課後不在の家庭の小学校１～６年生の児童を
預かり、生活の指導を行う

【主な内容】
　○全２０クラブ（直営１４クラブ、委託６クラブ）
　　　令和２年１０月から、ふたば学級を委託化
　　浜田：１４箇所　　　　　　　　　　　　　　　　　144,882千円
　　金城：　２箇所                                   18,705千円
　　旭　：　１箇所                                   14,067千円
　　弥栄：　１箇所                                    8,657千円
　　三隅：　２箇所                                   23,241千円

【担当課】
　子育て支援課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　児童福祉総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１１人

【担当課】
　人事課

ファミリーサポートセンター事業
研修会 [テーマ：救急法］
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230 義務 児童扶養手当支給事業 227,395 151,718

(296,823) (198,000)

【特定財源】
　国県支出金: 75,677 地方債: 0 その他: 0

231 裁量 児童福祉総務事務費 6,245 6,125

縮減

縮減
縮減
縮減

(18,040) (13,916)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 120

232 裁量 次世代育成支援事業 15,385 9,708

縮減

(14,338) (7,796)

【特定財源】
　国県支出金: 4,117 地方債: 0 その他: 1,560

【事業概要】
　１８歳未満及び１８歳に到達して年度末までの間にある児童を養育し
ているひとり親家庭に対する手当
　※心身におおむね中度以上の障がいがある場合は、２０歳に到達する
まで支給

【主な内容】
　○児童扶養手当給付費　　　　　　　　　　　　　　　227,032千円
　○対象見込：４６４人
　○42,910円／月～10,120円／月
　○２人目　　：10,140円／月～5,070円／月加算
　○３人目以降：6,080円／月～3,040円／月加算
　○支給回数　６回／年

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　子ども・子育て支援事業計画に基づき、子育て支援事業を推進する

【主な内容】
　○こんにちは赤ちゃん事業　　　　　　　　　　　　　　6,964千円
　○子育て短期支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　124千円
　○子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業　　　　　2,036千円
　○子育て応援隊事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　223千円
　○子育て異世代交流事業　　　　　　　　　　　　　　　1,904千円
　○要保護児童対策地域協議会費　　　　　　　　　　　　　 92千円
　○養育支援訪問事業　　　　　　　　　　　　　　　　　1,745千円
　○歯の健康教室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,449千円
　○子どもの生活習慣づくり事業　　　　　　　　　　　　　231千円
　○すくすくプラス事業　　　　　　　　　　　　　　　　　600千円
　○家庭療育支援講座　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17千円
　※健康管理システム母子保健副本登録委託の終了

【担当課】
　子育て支援課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　児童福祉事務に関する経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,547千円
　　　人数の減（３人→１人）
　○保育研修補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　400千円
　※のびのび仲良し交流会補助の終了
　※児童扶養手当システム改修の終了
　※保育料積算システム改修の終了
　
【担当課】
　子育て支援課・各支所市民福祉課
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233 裁量 放課後児童居場所づくり推進事業 300 300

(300) (300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

234 裁量 子育て支援センター運営事業 9,554 3,689

(7,844) (2,595)

【特定財源】
　国県支出金: 5,802 地方債: 0 その他: 63

235 裁量 地域子育て支援拠点事業 20,315 6,773

(19,819) (6,609)

【特定財源】
　国県支出金: 13,542 地方債: 0 その他: 0

236 政策ソフト 皆減 子ども・子育て支援事業計画策定事業 0 0

(4,226) (4,226)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

【事業概要】
　少子化や核家族化の進行等に対応するため、地域施設（園舎、園庭）
を利用した地域子育て支援機能の充実を図る

【主な内容】
　○地域子育て支援拠点事業委託料　　　　　　　　　　 20,315千円
　　一般型（５日型）　　：２園（日脚保育園、
　　　　　　　　　　　　　　　　子育て支援センターおひさま）
　　一般型（３～４日型）：１園（あさひ子ども園）
　
【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　子育て支援センターの管理運営に係る経費及び育児相談等の子育て支
援に係る事業の経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　４人　　　　　　　　　　　　　　5,959千円
　○育児相談、食育講座、交流事業や研修会等経費　　　　3,595千円

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　放課後児童クラブを設置していない小学校の児童を対象に、放課後の
居場所を確保し、留守家庭児童の安全確保や生活指導を行う

【主な内容】
　○運営補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
　　１箇所あたり基準額：30万円
　　受入児童２人以降加算措置：児童１人につき15万円
　○対象校：波佐小
　
【担当課】
　子育て支援課
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237 裁量 保育士修学資金貸付事業 5,640 5,640

(5,640) (5,640)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

238 裁量 子育て世代包括支援センター事業 4,755 1,585

(4,101) (1,367)

【特定財源】
　国県支出金: 3,170 地方債: 0 その他: 0

239 政策ハード 新規 子育て世代包括支援センター整備事業 18,266 266

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 18,000 その他: 0

【事業概要】
　子育て支援センターの老朽化に伴い、市内全域の子育ての拠点となる
施設として浜田市子育て世代包括支援センターの整備を行う

【主な内容】
　○実施設計委託料等

　　（※詳細はＰ２４５の新規事業等実施に伴う説明シート参照）
　
【担当課】
　子育て支援課
　

【事業概要】
　島根県の保育士修学資金貸付事業の応募者及び貸付決定者に対し、市
独自の加算貸付等を行い、市内保育施設における保育士の人材確保を図
る

【主な内容】
　○県貸付制度の加算貸付（１年目）　　　　　　　　　　1,440千円
　　対象者：浜田市出身者で県貸付決定者
　　貸付限度額：20,000円／月（県貸付限度額50,000円／月に加算）
　○県貸付制度の加算貸付（２年目）　　　　　　　　　　　960千円
　　対象者：Ｒ１貸付決定者（４人）
　　貸付限度額：１年目と同額
　○市独自貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,240千円
　　対象者：浜田市出身者で県貸付応募者で要件を満たしたが決定と
　　　　　　ならなかった方
　　貸付限度額：30,000円／月
　※３年間市内の保育施設等従事で返還免除

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　安心して妊娠・出産・育児ができ、子どもが健やかに成長することが
できる地域づくりを目的に、妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目の
ない支援体制を整備する

【主な内容】
　○会計年度任用職員　２人　　　　　　　　　　　　　　4,502千円
　
【担当課】
　子育て支援課
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3,342,282 832,232

(3,479,196) (874,587)

240 義務 児童手当支給事業 734,294 111,184

(749,791) (114,282)

【特定財源】
　国県支出金: 623,110 地方債: 0 その他: 0

241 義務 私立保育所保育事業 2,416,180 635,695

(2,377,846) (678,816)

【特定財源】
　国県支出金: 1,699,298 地方債: 0 その他: 81,187

児童措置費

【事業概要】
　中学校修了までの児童を対象に児童手当を支給する
　費用負担については、国、地方、事業主が負担し、国と地方の費用負
担は国：地方＝２：１となる

【主な内容】
　○児童手当費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　733,570千円
　　３歳未満　　　　　１人につき月額　15,000円
　　３歳以上小学校修了前（第１、２子）10,000円
　　　　　　　　　　　　（第３子以降）15,000円
　　中学生　　　　　　　　　　　　　　10,000円
　　所得制限限度額以上（特例給付）
　　　　　　　　　　　１人につき月額　 5,000円
　○支給月　６月、１０月、２月

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　保育を必要とする乳幼児を入所させた認可保育所等に対して運営費等
を交付し、乳幼児の福祉の増進を図る

【主な内容】
　○認可保育所等運営費　　　　　　　　　　　　　　1,845,696千円
　　浜田自治区：１３箇所（ちどり・浜田ひかり・聖バルナバ
　　　　　　　　　　　　　美川・周布・つくし・れんげ・あおい
　　　　　　　　　　　　　みのり・ちどり第２・うみかぜ
　　　　　　　　　　　　　上府・みのり第２）
　　金城自治区：　４箇所（今福・くもぎ・波佐・おぐに）
　　弥栄自治区：　２箇所（安城・杵束）
　　三隅自治区：　３箇所（三保・三隅・岡見）
　　広域措置分：１０箇所（認定こども園保育認定含む）
　○認定こども園（保育部）施設型給付費　　　　　　　570,484千円
　　浜田自治区：日脚保育園・こくふ子ども園・みなと子ども園
　　　　　　　　ながさわ子ども園（新規）
　　旭自治区　：あさひ子ども園

【担当課】
　子育て支援課
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242 裁量 私立保育所運営費助成事業 33,122 33,122

(33,122) (33,122)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

243 裁量 特別保育事業 70,090 35,380

(63,271) (30,356)

縮減

【特定財源】
　国県支出金: 33,840 地方債: 0 その他: 870

【事業概要】
　認可私立保育所の運営に要する費用の一部を補助することにより、職
員の資質向上や保育環境の充実を図る

【主な内容】
　○対象園数：２７園
　　均等割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,710千円
　　定員割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,765千円
　　小規模保育所加算　　　　　　　　　　　　　　　　  2,000千円
　　保育料収納協力加算                                  647千円

【担当課】
　子育て支援課

　○民間保育所運営対策事業　　　　　　　　　　　　　　7,986千円
　　入所児童数の減少によって運営に支障をきたしている認可私立保育
　　所に対し、運営費の一部を補助する
　　対象施設：５園
　○地域活動事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,496千円
　　地域の子育て施設として、地域の方々と交流事業を行う
　　実施予定園数：１０園
　※児童の健康・安全・備蓄推進対策事業の減
　○保育体制強化事業　　　　　　　　　　　　　　　　 18,000千円
　　保育士の負担軽減を目的として、保育士資格を有しない者を配置す
　　る費用の一部を補助する
　　実施予定園数：１５園

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　就労と育児の両立を支援するため、地域の実情を踏まえ、一時保育、
休日保育及び地域の子育て支援等を実施する

【主な内容】
　○休日保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,149千円
　　保護者の就労等により、休日に保育を必要とする児童の保育を行う
　　実施施設：子育て支援センター
　○保育所障がい児受入促進事業　　　　　　　　　　　　1,029千円
　　障がい児の受入のために必要な保育所環境整備を行う
　　実施予定園数：１園
　○一時保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9,918千円
　　保護者の育児疲れや急病、就労形態の多様化等による一時的な保育
　　需要に対応する
　　　実施予定園数：２７園
　○障がい児保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　 28,512千円
　　集団保育が可能で日々通所できる障がい児の保育処遇の向上を図る
　　実施予定園数：１４園
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244 裁量 第３子以降保育料軽減事業 4,528 829

(8,382) (3,887)

【特定財源】
　国県支出金: 3,699 地方債: 0 その他: 0

245 政策ハード 私立保育所施設整備補助事業 56,293 53

(220,630) (46)

【特定財源】
　国県支出金: 38,640 地方債: 17,600 その他: 0

246 裁量 保育所入所受入促進事業 15,790 8,302

(15,856) (8,224)

【特定財源】
　国県支出金: 7,488 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　職場復帰保護者の入所待ち児童の受入対策として、各保育所での０歳
児の年度途中受入体制確保に対し、人件費相当額の助成を行う

【主な内容】
　○入所受入保育士配置助成　　　　　　　　　　　　 　14,976千円
　○主任保育士事務加算助成　    　　　　　　　　 　　 　814千円

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　認可保育所整備に対し「社会福祉法人の助成に関する条例」等に基づ
く助成を行う

【主な内容】
　○私立保育所施設整備補助金　                       56,293千円
　　改　　　築：上府保育園
　　増　改　築：みなと子ども園
　　補　助　率：保育所、保育所部分　国５．５／１０、市１／４
　　　　　　　　幼稚園部分　国１／２、市１／４

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　認可外保育施設及び認定こども園に入所する第３子以降の保育料を
１／２または２／３補助することにより、保護者の経済的負担軽減を
図り、安心して子どもを生み育てる環境づくりを推進する

【主な内容】
　○第３子以降保育料補助　　　　 　　　　　　　　　　 4,528千円
　　認可外保育施設:１園　認定こども園：５園
　※幼児教育無償化の影響による減

【担当課】
　子育て支援課
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247 裁量 幼稚園型一時預かり事業 2,000 668

(2,000) (668)

【特定財源】
　国県支出金: 1,332 地方債: 0 その他: 0

248 裁量 病後児保育室運営事業 9,985 6,999

(8,298) (5,186)

【特定財源】
　国県支出金: 2,886 地方債: 0 その他: 100

22,396 7,466

(13,050) (4,897)

249 義務 母子生活支援施設措置事業 6,470 1,652

(4,828) (1,275)

【特定財源】
　国県支出金: 4,818 地方債: 0 その他: 0

250 裁量 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 2,608 441

(2,296) (392)

【特定財源】
　国県支出金: 2,167 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　保護が必要な母子を母子生活支援施設へ入所させることで、生活指
導・助言を行い、児童の健全育成と入所世帯の自立支援を図る

【主な内容】
　○児童入所施設措置費　　　　　　　　　　　　　　　  6,425千円

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づくひとり親家庭の経済的自立の
助成と生活意欲の助長を図ることを目的とした貸付制度の貸付事務経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,598千円

【担当課】
　子育て支援課

母子福祉費

【事業概要】
　子ども・子育て支援制度の適用を受ける教育・保育施設に通所する園
児を対象とした一時預かり（延長預かり）事業に対し補助を行う

【主な内容】
　○一時預かり事業（幼稚園型）補助金　　　　　　　　  2,000千円
　○実施施設：夕日ヶ丘聖母幼稚園
　○補助単価：園児１人あたり日額
　　　　　　　　　　　　400円（利用時間８時間未満）
　　　　　　　　　　　　800円（利用時間８時間以上）
　　　　　　　　　　　　※利用時間により別途加算あり
　○補助率：国１／３、県１／３、市１／３

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　病気の回復期にある乳児、幼児又は児童を一時的に預かる場を提供す
る

【主な内容】
　○会計年度任用職員（看護師・保育士）　９人　　　　　9,188千円

【担当課】
　子育て支援課
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251 裁量 母子父子等福祉推進事業 2,858 2,758

(2,464) (2,364)

【特定財源】
　国県支出金: 100 地方債: 0 その他: 0

252 義務 母子父子家庭自立支援給付金事業 10,460 2,615

拡充

拡充

(3,462) (866)

【特定財源】
　国県支出金: 7,845 地方債: 0 その他: 0

97,320 75,490

(101,220) (83,331)

253 義務 職員給与費（生活保護総務費） 59,055 59,055

(66,683) (66,683)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

254 裁量 生活保護事務費 9,030 9,030

(9,545) (9,545)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　生活保護総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　７人

【担当課】
　人事課

生活保護総務費

【事業概要】
　母子家庭の母又は父子家庭の父の資格取得・能力開発を支援すること
により、母子家庭及び父子家庭の就業・自立を促進する

【主な内容】
　○自立支援教育訓練給付金　　　　　　　　　　　　　　1,000千円
　　　対象教育講座受講経費の６０％を支給
　　　年支給額：12千円～200千円
　　　　※修学年数最高４年
　○高等技能訓練促進費　　　　　　　　　　　　　　　  9,460千円
　　給付予定者：７人（すべて市民税非課税世帯）
　　支　給　額：市民税課税世帯　　70,500円／月
　　　　　　　　市民税非課税世帯　100,000円／月
　　　　　　　　ただし、修業最終年は40,000円／月を加算

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　生活保護の新規申請に伴う調査やケースワーカーの専門知識の習得に
係る経費

【主な内容】
　○新規申請調査費用等　　　　　　　　　　　　　　　　1,227千円
　○社会福祉主事資格取得経費　　　　　　　　　　　　　　341千円
　○生活保護システム運用経費　　　　　　　　　　　　　4,660千円

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　母子・父子自立支援員の配置や母子会支援等を行い、ひとり親家庭の
支援を行う

【主な内容】
　○会計年度任用職員
　　（母子・父子自立支援プログラム策定員）　１人　　　2,572千円
　○母子会事業補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　子育て支援課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

255 義務 生活困窮者自立促進支援事業 20,052 5,593

(17,967) (5,306)

【特定財源】
　国県支出金: 14,459 地方債: 0 その他: 0

256 義務 被保護者就労支援事業 2,707 692

(2,391) (613)

【特定財源】
　国県支出金: 2,015 地方債: 0 その他: 0

257 裁量 生活保護適正化事業 6,476 1,120

(4,634) (1,184)

【特定財源】
　国県支出金: 5,356 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　生活困窮者の自立支援策を強化するため、本人の状況に応じた包括的
かつ継続的な相談支援を行うとともに、必要に応じて家計相談や就労準
備支援等を行う

【主な内容】
　○委託先：（福）社会福祉協議会
　　　自立相談支援事業　                             12,500千円
　　　就労準備支援事業　                              3,547千円
　　　家計改善支援事業　                              3,393千円
　○住居確保給付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　612千円
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　被保護世帯の自立支援を行うとともに生活保護の適正化を図る経費

【主な内容】
　○診療報酬明細書点検等充実事業　　　　　　　　　　　2,483千円
　　　（会計年度任用職員配置　１人）
　○医療扶助適正実施推進事業　　　　　　　　　　　　　2,709千円
　　　（会計年度任用職員配置　１人）
　○関係職員等研修・啓発事業　　　　　　　　　　　　　　 96千円
　○効果分析業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　1,188千円
　
【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　生活保護受給者が生活保護からの脱却を図ることを目的に、就労支援
員による対象者の能力に応じた就労支援を行う

【主な内容】
　○会計年度任用職員（就労支援員）　１人　　　　　　　2,572千円
　
【担当課】
　地域福祉課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

753,357 161,805

(790,756) (173,585)

258 義務 扶助費 753,357 161,805

(790,756) (173,585)

【特定財源】
　国県支出金: 591,550 地方債: 0 その他: 2

1 0

(1) (0)

259 義務 災害救助費 1 0

(1) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1 地方債: 0 その他: 0

11,171,427 5,237,811
(11,217,933) (5,310,357)

【事業概要】
　災害により、死亡した方の遺族に対する災害弔慰金及び精神または身
体に著しい障がいを受けた方に対する災害障害見舞金を支給する

【主な内容】
　○災害弔慰金、災害障害見舞金　県３／４

【担当課】
　地域福祉課

扶助費

【事業概要】
　生活保護法に基づき、生活に困窮する方に対し、最低限度の生活を保
障するとともに、その自立を助長するための経費

【主な内容】
　○対象見込：３７５世帯、４５４人
　　生活扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　168,969千円
　　住宅扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 58,233千円
　　教育扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,999千円
　　介護扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22,853千円
　　医療扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　443,986千円
　　出産扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　965千円
　　生業扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　852千円
　　葬祭扶助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　485千円
　　就労自立給付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円
　　進学準備給付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
　　施設事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 52,945千円
　○長期生活支援資金制度　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　　　生活保護を必要とする評価額500万円以上の居住用不動産を有す
　　　る６５歳以上の高齢者世帯に対し、評価額の７割を上限に県社会
　　　福祉協議会が生活資金の貸付を行う
　○旅費困窮者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 70千円

【担当課】
　地域福祉課

民生費合計

災害救助費
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４．（衛　生　費）　　　3,063,029千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

434,890 330,184

(481,673) (336,761)

260 義務 職員給与費（保健衛生総務費） 259,474 258,695

(291,493) (283,100)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 779

261 裁量 保健衛生総務事務費 8,119 7,979

(7,473) (7,288)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 140

262 裁量 保健センター管理費 1,794 1,393

(1,345) (1,345)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 401

263 裁量 乳幼児等健康診査事業 10,436 8,855

新規

(9,738) (9,161)

【特定財源】
　国県支出金: 371 地方債: 0 その他: 1,210

事業名及び事業概要

保健衛生総務費

【事業概要】
　保健衛生総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　３３人
　○再任用職員　２人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　保健衛生事務に関する経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員（栄養師）　１人　　　　　　　　　2,726千円
　○保険料・旅費等総務経費　　　　　　　　　　　　　　　605千円
　○健康管理システム運用経費　　　　　　　　　　　　　4,788千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　所在地：旭町今市、三隅町向野田
　保健センターの管理運営経費

【主な内容】
　○光熱水費、修繕料等施設管理経費　                  1,794千円

【担当課】
　旭支所市民福祉課・三隅支所市民福祉課

【事業概要】
　乳児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診を実施し、乳幼児の健康問
題の早期発見、子育て相談に応じる

【主な内容】
　○乳児一般健康診査等　　                            3,389千円
　○乳幼児等健診・すこやか健診・保育所・幼稚園巡回訪問等経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,123千円
　○新生児聴覚検査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　714千円
　○視力検査機器購入　　　　　　　　　　　　　　　　　1,210千円

【担当課】
　子育て支援課・各支所市民福祉課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

264 裁量 食生活改善推進員育成事業 515 350

(318) (220)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 165

265 裁量 安心お産応援事業 46,366 19,633

(49,977) (19,440)

【特定財源】
　国県支出金: 3,385 地方債: 0 その他: 23,348

266 裁量 地域医療連携事業 16,521 0

縮減

(19,373) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,750 地方債: 0 その他: 14,771

【事業概要】
　健康づくり活動の一環として食に関する地域リーダーを育成し、市民
自らが取り組む健康づくり活動を支援する

【主な内容】
　○食生活改善推進員研修費                  　          295千円
　○養成講座開催経費（２年に１回開催）　　　　　　　　　220千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　お産応援システム体制等総合的な支援により安心して妊娠、出産でき
る環境づくりを構築する

【主な内容】
　○妊婦健康診査　　　　                             35,983千円
　　　健康診査の公費負担（１４回）
　○一般不妊治療費助成　                              3,500千円
　○特定不妊治療費助成　　　　　　　　　　　　　　　　2,700千円
　○不育治療費助成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円
　○産後ケア事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　2,711千円
　○産前産後家事支援サポーター派遣事業委託料　　　　　　 73千円
　○妊婦歯科健診委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　462千円

【担当課】
　子育て支援課

【その他】
　整理番号２６３　乳幼児等健康診査事業　から一部移行

【事業概要】
　浜田医療センターと医師会の連携による地域医療体制の確立に向けた
医療従事者の育成支援等の経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員（事務職）　１人　　　　　　　　　2,542千円
　○医療従事者の育成に向けた支援　　　　　　　        2,967千円
　　　研修医宿舎維持経費、地域医療夏季セミナー開催
　　　小中学校での地域医療学習の実施　他
　○看護職員育成体制安定化に向けた支援　　　　        1,940千円
　　　准看護学生修学資金、看護実習費補助
　○地域医療に対する啓発活動　　　　　　　　　        　250千円
　　　地域医療支援協議会負担金
　○医療従事者等の充実　　　　　　　　　　　　 　　　 3,622千円
　　　後期研修医の受入
　○産婦人科分野の研究委託　　　　　　　　　          5,200千円
　　　研究委託先：島根大学・山口大学
　※研修指定病院の支援の終了
　　　浜田医療センターに対する初期臨床研修にかかる経費の補助
　
【担当課】
　健康医療対策課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

267 裁量 がん検診事業 40,788 0

(43,729) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 504 地方債: 0 その他: 40,284

268 義務 リハビリテーションカレッジ島根支援事業 21,946 21,946

(10,980) (4,320)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

269 裁量 ＰＥＴ－ＣＴがん検診助成事業 1,500 0

(1,800) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 1,500 その他: 0

【事業概要】
　がんの早期発見の重要性の観点から、効果的・効率的な受診や重点的
な受診勧奨を行い、がんによる死亡率の低減を図るとともに、がんに関
する普及啓発を行う

【主な内容】
　検診委託料・検診負担金
　○対策型がん検診
　　・胃がん検診　　　（受診見込：１，０９０人）　    7,429千円
　　・子宮頸がん検診　（受診見込：　　９００人）      6,788千円
　　・肺がん検診　　　（受診見込：２，７５０人）　    3,081千円
　　・大腸がん検診　　（受診見込：４，０００人）      4,160千円
　　・乳がん検診　　　（受診見込：１，５００人）　    9,851千円
　○任意がん検診
　　・前立腺がん検診　（受診見込：１，８００人）      6,462千円
　　・胃がんリスク検査（受診見込：　　１１８人）　　　  131千円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　入学者増加対策としてリハビリテーションカレッジ島根が実施する事
業費の一部を助成する

【主な内容】
　○入学金助成　200,000円×５０人分                  10,000千円
　　（入学金返戻額の２／３を助成）
　○実習費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,290千円
　○奨学金返還免除補助金　　　　　　　　　　　　　　  4,656千円
　
【担当課】
　まちづくり推進課・関連施設支援室・三隅支所市民福祉課

【事業概要】
　浜田医療センターに設置されているＰＥＴ－ＣＴによるがん検診受
診者に対し助成を行う

【主な内容】
　○ＰＥＴ－ＣＴがん検診助成金                        1,500千円
　　　助成内容：30,000円（自己負担額95,000円のうち）
　　　対象者：５０人

【担当課】
　健康医療対策課

- 104 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

270 裁量 子宮頸がんウイルス検査助成事業 6,206 6

(6,548) (48)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 6,200 その他: 0

271 裁量 骨髄バンクドナー支援事業 280 280

(280) (280)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

272 裁量 ストップ・ザ生活習慣病対策事業 3,291 3,281

(3,316) (3,312)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10

【事業概要】
　子宮頸がん検診の実施に合わせて、ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ
ウイルス）検査を自己負担なしで受けられるように費用の助成を行い、
子宮頸がんの早期発見を図る

【主な内容】
　○ＨＰＶウイルス検査委託料                          6,206千円
　　受診見込：１，２２０人

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業のドナー候補
者が円滑に骨髄等が提供できるよう支援を行う

【主な内容】
　○骨髄バンクドナー支援助成金                          280千円
　　助成内容：入通院１日あたり20,000円（上限７日間）
　　対象者：骨髄バンクのドナーとなり骨髄等を提供した者
　　　　　　（浜田市に住所を有することが要件）

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　がん、脳卒中、糖尿病をはじめとする生活習慣病予防のために、生涯
を通じた活動と市民との協働による健康づくりの総合的な推進を図る

【主な内容】
　○脳卒中、糖尿病等の発症予防と重症化予防対策　　　  　909千円
　○食育の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　368千円
　○関係機関・団体との協働による健康づくり活動の推進　2,014千円
　　　すこやか員・三隅保健委員・食生活改善推進員に係る経費等

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

273 裁量 健康増進事業 7,574 4,598

(7,956) (4,746)

【特定財源】
　国県支出金: 2,950 地方債: 0 その他: 26

274 自治区ハード 皆減 保健センター改修事業 0 0

(15,771) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

275 中山間地対策 巡回人間ドック事業 4,912 0

(5,775) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,912

276 自治区ソフト 皆減 健康な地域づくり保健委員交流拡大育成事業 0 0

(1,300) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

277 明るい未来 産婦健康診査事業 4,022 2,022

拡充

(2,022) (1,022)

【特定財源】
　国県支出金: 2,000 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　産後間もない時期の産婦の健康診査に係る費用を助成し、産後初期段
階からの支援を強化することで、より一層の切れ目のない子育て支援体
制を整備する

【主な内容】
　○産婦健康診査（対象者４００人）　　　　　　 　　　 4,000千円
　　　健診回数の増（１回→２回）

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　健康増進法に基づき、４０歳以上の市民に対して健康の保持増進を図
る

【主な内容】
　○健康診査費                                        3,833千円
　○健康教育                                          1,838千円
　○健康相談                                          1,725千円
　○訪問指導                                             98千円
　○健康手帳作成                                         80千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

　

【事業概要】
　生活習慣病、がんなどの早期発見、早期治療を目的とした巡回人間
ドックの実施

【主な内容】
　○巡回人間ドック委託料等　　　　　　　　　　　 　　 4,912千円

【担当課】
　健康医療対策課・各支所市民福祉課

整理番号２７２　ストップ・ザ生活習慣病対策事業　に統合

- 106 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費
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（前年度）

事業名及び事業概要

278 明るい未来 はまだ健康チャレンジ事業 1,146 1,146

縮減

(2,479) (2,479)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

216,420 180,278

(201,183) (169,931)

279 義務 予防接種健康被害障害年金等給付事業 5,929 1,484

(5,872) (1,470)

【特定財源】
　国県支出金: 4,445 地方債: 0 その他: 0

280 裁量 任意予防接種事業 8,292 92

(9,056) (56)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 8,200 その他: 0

感染症予防費

【事業概要】
　予防接種による健康被害の救済を図るための障害年金等の支給

【主な内容】
　○予防接種健康被害障害年金・介護加算・医療手当      5,929千円
　　対象者：１人

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　「運動の推進」「食育の推進」「社会参加」を柱とした、ポイント制
度を運用し、健康実態の調査研究を進めるとともに、健康寿命の延伸を
図る

【主な内容】
　○記録用紙印刷製本費等　　　　　　　　　　　　　　　　596千円
　○賞品用商品券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　550千円
　※パート職員の減

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　ワクチン接種による発症予防効果や重症化予防効果の高いおたふくか
ぜ・インフルエンザ・風しんの予防接種費用の一部助成

【主な内容】
　○おたふくかぜワクチン接種費用助成　 　　　   　　　1,480千円
　　対象者：１歳児（接種見込３７０人）
　　助成額：4,000円
　○インフルエンザワクチン接種費用助成　  　　 　　　 5,880千円
　　対象者：１歳児～小学生（接種見込５，８８０人）
　　助成額：1,000円／回（上限２回）
　○風しんワクチン接種費用助成　　　　　　　　　　　　　240千円
　　対象者：妊娠を希望する女性、その同居者（妊娠中を含む）、
　　　　　　風しん抗体価の低い妊婦の同居者
　　　　　　（接種見込９０人）
　　助成額：ＭＲ4,000円、風しん2,000円

【担当課】
　健康医療対策課
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281 裁量 感染症予防事業 4,285 4,285

(4,025) (4,025)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

282 裁量 定期（乳幼児等）予防接種事業 128,122 128,122

新規

(127,755) (127,755)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

283 義務 定期（高齢者等）予防接種事業 57,910 39,001

(54,475) (36,625)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 18,909

【事業概要】
　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき、
結核検診や新型インフルエンザ対策等を実施する

【主な内容】
　○結核検査委託料等                                  4,285千円
　　対象者：６５歳以上（受診見込２，３００人）

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　予防接種法に基づき、乳幼児等に予防接種を実施する

【主な内容】
　○４種混合　　　（接種見込：１，４８０人）　　　 　21,620千円
　○ＤＴ　　　　　（接種見込：　　３７０人）　　　　　2,450千円
　○不活化ポリオ　（接種見込：　　　　１人）　　　　　　 13千円
　○ＭＲ　　　　　（接種見込：　　７６０人）　　　　 10,133千円
　○日本脳炎　　　（接種見込：１，９２０人）　　　　 17,673千円
　○ＢＣＧ　　　　（接種見込：　　３７０人）　　　　　3,990千円
　○ヒブ　　　　　（接種見込：１，４８０人）　　　　 17,745千円
　○小児用肺炎球菌（接種見込：１，４８０人）　　　　 22,791千円
　○ＨＰＶ　　　　（接種見込：　　　１５人）　　　　    278千円
　○水痘　　　　　（接種見込：　　６７０人）　　　    8,328千円
　○Ｂ型肝炎　　　（接種見込：１，１１０人）　　　　 10,977千円
　○ロタ　　　　　（接種見込：　　５００人）　　　　　8,236千円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　予防接種法に基づき、高齢者等に予防接種を実施する

【主な内容】
　○高齢者インフルエンザ予防接種               　　　51,499千円
　　接種見込：１１，３５０人
　○成人用肺炎球菌予防接種　　　　　　　　　　　　　  6,411千円
　　接種見込：７２０人
　
【担当課】
　健康医療対策課
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284 裁量 定期（風しん追加的対策）予防接種事業 11,882 7,294

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 4,588 地方債: 0 その他: 0

164,350 57,976

(167,741) (60,192)

285 義務 乳幼児医療費助成事業 96,279 56,406

(100,097) (58,672)

【特定財源】
　国県支出金: 35,922 地方債: 0 その他: 3,951

286 裁量 児童医療費助成事業 61,848 0

(61,852) (58)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 57,000 その他: 4,848

【事業概要】
　予防接種法に基づき、抗体検査・予防接種を実施する

【主な内容】
　○風しん抗体検査　　　　　　　               　　　 9,212千円
　　抗体検査実施見込：１，２５０人
　○風しん予防接種　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,670千円
　　接種見込：２６０人
　
【担当課】
　健康医療対策課

乳幼児等医療費

【事業概要】
　島根県の補助制度を活用し、乳幼児等の健全な育成を促すため、医療
費の助成を行う

【主な内容】
　○医療費助成　     　　　                          92,559千円
　○審査支払手数料                                    3,496千円
　○助成対象：小学校就学前の乳幼児の入通院、中学校卒業後から２０
　　　　　　　歳未満までの者の慢性呼吸器疾患等１６疾患群による入
　　　　　　　院
　○自己負担額：無料（自己負担額を市が独自支援）
　
【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　乳幼児医療費助成事業の対象年齢を市独自に拡大し、子育て世帯の更
なる負担軽減を図る

【主な内容】
　○医療費助成　                                     59,177千円
　○審査支払手数料                                    2,241千円
　○助成対象：小学校１年生から中学校３年生までの児童及び生徒
　○助成内容：医療費負担割合　３割
　○自己負担限度額　入院：2,000円／月　通院：1,000円／月

【担当課】
　保険年金課
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287 義務 未熟児養育医療事業 6,223 1,570

(5,792) (1,462)

【特定財源】
　国県支出金: 4,653 地方債: 0 その他: 0

734,258 610,513

(775,576) (720,570)

288 裁量 環境衛生事業 10,054 0

(7,589) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,054

289 裁量 狂犬病予防対策事業 1,101 0

(1,199) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,101

【事業概要】
　未熟児養育医療の認定及び給付に係る経費

【主な内容】
　○未熟児養育医療費                                  6,204千円
　○助成対象：市内に住所を有する満１歳未満の未熟児であり医師が
　　　　　　　入院治療を必要と認めた者
　○自己負担額　無料（自己負担額を市が独自支援）

【担当課】
　保険年金課

環境衛生費

【事業概要】
　犬の登録、狂犬病予防接種を実施するとともに、適正飼育のための意
識啓発を行う

【主な内容】
　○狂犬病予防注射獣医師会委託料　　　　　　　　　　　　 49千円
　○狂犬病予防注射済票交付等委託料　　　　　　　　　　　490千円
　○狂犬病予防集合注射受付事務補助委託料　　　　　　　　 62千円

【担当課】
　環境課・各支所市民福祉課

【事業概要】
　環境衛生・公衆衛生に係る業務を行い、快適な生活環境の維持を図る

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,494千円
　○側溝等消毒事業委託料　                            6,677千円
　○食品衛生協会補助金　　　　　                        130千円

【担当課】
　環境課

【その他】
　整理番号３２０　ごみ処理対策事業　から一部移行
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290 義務 水道事業会計繰出金 670,118 563,118

(710,939) (669,939)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 107,000

291 裁量 環境アダプトプログラム推進事業 308 308

(308) (308)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

292 裁量 飲料水安定確保対策事業 8,000 6,000

縮減

(8,000) (8,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,000

【事業概要】
　水道整備に係る企業債償還金等に対する一般会計繰出金

【主な内容】
　水道事業会計繰出金
　○上水道事業にかかる起債償還分                　　 97,954千円
　○簡易水道事業にかかる起債償還分              　　277,861千円
　○水道企業職員児童手当分　　　                      2,000千円
　○未普及地域設備更新分　　　　                      2,000千円
　○未普及地域設備維持管理費分                       11,500千円
　○他会計経費負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　4,000千円
　○料金改定激変緩和分　　　　　　　　　　　　　　　107,000千円
　○高料金対策分　　　　　　　　　　　　　　　　　　167,803千円

【担当課】
　上下水道部管理課

【事業概要】
　ボランティアによる公共の場所（公園・広場等）の清掃美化活動を支
援する

【主な内容】
　○花苗・清掃用具購入費　                              219千円
　○ボランティア清掃保険料　                             89千円
　　　登録数：３１団体（令和２年１月現在）

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　水道整備・拡張計画のない地域等において、安定した飲料水の確保を
図るため、飲用井戸等の設置または設備更新等に係る経費の一部を補助
する

【主な内容】
　○全市適用事業
　　　新設に対する補助 　　                            6,000千円
　　　　補助率：４／５
　　　　３戸分　１戸あたり上限2,000千円補助（全市適用）
　○三隅自治区適用事業
　　　施設の長寿命化につながる機器の更新　　　　　　　 1,000千円
　　　　補助率：４／５（上限250千円）
　　　高齢者世帯が実施する機器の修繕　　　　　　　　　 1,000千円
　　　　補助率：４／５（上限200千円）

【担当課】
　環境課
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293 義務 生活排水処理事業特別会計繰出金 37,733 37,733

(38,906) (38,906)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

294 裁量 総合福祉センター浴場開放事業 1,398 1,398

(1,368) (1,368)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

295 裁量 もったいない推進事業 889 889

縮減

(1,229) (879)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

296 裁量 地球温暖化対策支援事業 2,800 1,000

拡充

(1,800) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,800 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　生活排水処理事業運営に係る一般会計繰出金

【主な内容】
　○生活排水処理事業特別会計繰出金　                 37,733千円

【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　自宅に入浴設備のない家庭に対して入浴機会の確保を図る
  ○場所：総合福祉センター
  ○開設：火・木・土曜日
  ○時間：火・木曜日　　１６時～１８時
　　　　　土曜日　　　　１２時～１８時

【主な内容】
　○浴場管理業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　731千円
　○浴場施設使用料　　                                  667千円

【担当課】
　地域福祉課

【事業概要】
　浜田市地球温暖化対策実行計画に基づく地域の実情に応じた温暖化対
策経費

【主な内容】
　○はまだエコライフ推進隊活動補助金　                　800千円
　　＜エコライフ推進隊の活動内容＞
　　　グリーンカーテン普及促進、マイバッグ持参運動等
　※地球温暖化対策研修会開催経費の減

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　島根県の補助制度を活用し、住宅用太陽光発電システム、太陽熱利用
設備及び蓄電池設備を設置する個人、事業者に対し助成を行う

【主な内容】
　○住宅用太陽光発電システム設置者への補助金　　　　　　400千円
　　　１件限度額　10,000円×４ｋｗ
　○太陽熱利用設備設置者への補助金　　　　　　　　　　　900千円
　　　補助率：設置費用の１／２以内（上限30万円）
　○蓄電池設備設置事業補助金　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　　　１件限度額　100,000円
　　　※令和２年度からは蓄電池設備の単独設置についても補助対象
　　　　とする（市単独補助）

【担当課】
　環境課
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297 裁量 皆減 電気自動車急速充電器管理事業 0 0

(1,170) (1,170)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

298 自治区ソフト 皆減 三隅自治区飲料水等供給施設維持対策事業 0 0

(2,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

299 裁量 動物愛護推進事業 1,107 67

(1,068) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,040

300 裁量 中国自然歩道管理事業 750 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 750 地方債: 0 その他: 0

57,503 39,556

(55,927) (38,446)

301 裁量 環境審議会費 546 546

(463) (463)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

整理番号２９２　飲料水安定確保対策事業　に統合

【事業概要】
　中国自然歩道及びその附帯施設の快適な利用を促進するための管理委
託経費

【主な内容】
　○中国自然歩道管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　750千円

【担当課】
　環境課

【その他】
　商工費　整理番号４８０　中国自然歩道管理事業　から移行

公害対策費

【事業概要】
　市長の諮問に応じ、環境保全に関する基本的事項について調査・審議
を行う

【主な内容】
　○委員　１９人　                                      390千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　飼い猫等に対する不妊去勢手術費用を助成し、野良猫の増加を抑制す
ることで野良猫問題の低減を図り、住民の快適な住宅環境を保持する

【主な内容】
　○動物愛護教室開催経費　　　　　　　　　　　　　　　　 38千円
　○猫の不妊去勢手術助成金　　　　　　　　　　　　　　1,000千円
　　　１件あたり上限 5,000円を補助

【担当課】
　環境課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

302 裁量 公害対策事業 333 333

(352) (352)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

303 政策ハード 合併処理浄化槽設置助成事業 53,922 35,975

拡充

(52,521) (35,040)

【特定財源】
　国県支出金: 17,947 地方債: 0 その他: 0

304 裁量 生活排水対策推進事業 1,082 1,082

(1,081) (1,081)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

305 裁量 自動車騒音常時監視事業 1,620 1,620

(1,510) (1,510)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　水質・騒音・振動・悪臭などの公害対策に係る検査等の経費

【主な内容】
　○各種公害調査手数料　                                300千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　公共用水域の生活排水対策のため、合併浄化槽の普及を図る

【主な内容】
　○合併処理浄化槽設置補助金                         53,843千円
　　５人槽　：１００基　７人槽：２３基　１０人槽：４基
　　１１人槽以上：６基
　※集合住宅、建売住宅、単独浄化槽からの転換にかかる宅内配管工事
　　費及び単独浄化槽の撤去費用を補助対象として追加

【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　生活排水による水質汚濁の状況を把握するため、河川の水質状況の監
視を行う

【主な内容】
　○河川水質検査委託（市内４３箇所）

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　騒音規制法に基づき、自動車騒音の２４時間監視、道路交通情勢の把
握、周辺地域の面的評価を行う

【主な内容】
　○自動車騒音常時監視業務委託
　　　測定地点：１箇所、評価地点：２箇所

【担当課】
　環境課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

71,990 34,824

(105,216) (34,962)

306 義務 火葬場管理運営費 42,928 33,038

裁量

(42,412) (32,662)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 9,890

307 裁量 霊園管理運営費 13,251 0

(7,862) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 13,251

308 政策ハード 火葬場大規模改修事業 15,811 1,786

縮減
縮減

(54,942) (2,300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 9,900 その他: 4,125

霊園・火葬場費

【事業概要】
　所在地：港町、旭町今市、弥栄町木都賀、三隅町西河内
　火葬場業務の委託及び火葬場施設の維持管理に係る経費
　
【主な内容】
　○指定管理委託料
　　　浜田・弥栄：(有)ライフサポート(Ｈ３０～Ｒ４)　 26,594千円
　　　旭  　　　：(有)旭運送        (Ｈ３０～Ｒ４) 　 3,991千円
　　　三隅　　　：(資)三隅霊奉苑    (Ｈ３０～Ｒ４) 　 9,483千円
　○施設等維持修繕工事　　　　　　　　　　　　　　　　2,860千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　所在地：港町、三隅町西河内
　火葬場設備の改修に係る経費
　
【主な内容】
　○浜田市火葬場内装改修工事
　○浜田市火葬場炉内セラミック張替工事（３炉）
　○三隅火葬場通風設備改修工事
　※浜田市火葬場外部建具改修工事完了
　※三隅火葬場火葬炉改修工事完了

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　市が管理する霊園の永続性の確保と安定的な運営を図る
　竹迫霊園（６３２区画）、笠柄霊園（１３７区画）
　三隅霊園（１５２区画）

【主な内容】
　○植栽管理等委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　7,919千円
　○霊園基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,704千円

【担当課】
　環境課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

10,000 0

(10,289) (289)

309 裁量 休日診療所管理運営費 10,000 0

(10,289) (289)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,000

81,231 80,765

(72,490) (72,034)

310 裁量 環境清掃対策審議会費 280 280

(280) (280)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

311 義務 職員給与費（清掃総務費） 62,815 62,815

(57,705) (57,705)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

312 裁量 清掃管理事務費 18,136 17,670

政策ソフト 新規

(14,505) (14,049)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 466

休日診療所管理費

【事業概要】
　休日における初期救急患者に対して応急的な
診療を行う休日応急診療所の開設等経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員（看護師・事務員）　２人　　　　　1,893千円
　○医薬材料費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　858千円
　○休日診療所医師診療委託料　　　　　　　            5,810千円
　○休日診療所院外薬局委託料　　　　　　　　　　　　　　690千円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　市長の諮問に応じ、廃棄物処理、資源再生等について調査研究・審議
を行う

【主な内容】
　○委員　１０人                                        240千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　ごみの適正排出、減量化及び収集業務等に係る事務経費

【主な内容】
　○ごみ収集カレンダー作製
　○ごみ袋配達、動物死体回収に係る業務委託
　○一般廃棄物処理基本計画策定業務委託

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　清掃総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　７人
　○再任用職員　１人

【担当課】
　人事課

清掃総務費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

1,137,796 952,117

(1,288,783) (1,095,325)

313 義務 浜田地区広域行政組合負担金 658,510 658,510

(795,809) (795,809)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

314 裁量 不燃ごみ処理場管理運営費 31,026 5,630

(32,554) (2,856)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 25,396

315 政策ハード 不燃ごみ処理場改修事業 25,635 1,635

新規

(22,154) (54)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 24,000 その他: 0

316 義務 資源ごみ収集事業 55,241 55,234

(54,522) (54,508)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 7

塵芥処理費

【事業概要】
　ごみ処理事業に係る負担金

【主な内容】
　○可燃ごみ処理事業に係る負担金                    658,510千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　所在地：生湯町
　不燃ごみ処理場の管理運営に係る経費

【主な内容】
　○光熱水費                                    　　  9,060千円
　○施設保守点検等委託料　　　　　　　　　　　　　　　7,964千円
　○維持補修費（修繕費等）　　　　　　　　　　　　　　3,720千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　所在地：生湯町
　不燃ごみ処理場の設備の改修に係る経費

【主な内容】
　○浸出水処理施設補修工事（汚泥脱水機整備等）
　○粗大ごみ処理施設補修工事（破砕機ライナー交換等）
　○トラックスケール読取機更新工事

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　浜田自治区の資源ごみの収集業務に係る経費

【主な内容】
　○資源ごみ収集業務委託料　                  　　 　55,241千円
　　　収集品目：缶、古紙、びん、ペット・プラ

【担当課】
　環境課
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事業名及び事業概要

317 義務 不燃ごみ収集事業 13,651 13,651

(13,527) (13,527)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

318 裁量 埋立処分地施設管理費 4,746 0

(6,041) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,746

319 義務 職員給与費（塵芥処理費） 42,344 42,344

(47,096) (47,096)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

320 裁量 ごみ処理対策事業 207,803 92,805

新規

(209,043) (99,037)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 114,998

【事業概要】
　浜田自治区の不燃ごみの収集業務に係る経費

【主な内容】
　○不燃ごみ収集業務委託料                           13,651千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　所在地：生湯町
　埋立処分地施設の管理運営に係る経費

【主な内容】
　○光熱水費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,020千円
　○水質検査等委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　2,984千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　塵芥処理に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　４人
　○再任用職員　２人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　ごみ袋の作製・販売、ごみ収集及び不法投棄防止対策等に係る経費

【主な内容】
　○ごみ袋作製委託
　○ごみ収集業務委託
　○ボランティアごみ袋作製委託

【担当課】
　環境課・各支所市民福祉課
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（前年度）
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321 裁量 資源ごみ処理事業 98,840 82,308

(97,971) (82,272)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,532

322 政策ハード 皆減 塵芥車更新事業 0 0

(10,066) (166)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

154,591 87,575

(161,855) (95,058)

323 裁量 公衆便所等清掃事業 1,834 1,834

(1,974) (1,974)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

324 裁量 浜田浄苑管理運営費 71,842 47,326

(71,457) (46,860)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 24,516

し尿処理費

【事業概要】
　資源ごみの再資源化により、ごみの減量化、資源の有効活用、埋立処
分の減量化を図る

【主な内容】
　○容器包装資源ごみ処理委託
　○廃食用油回収委託
　
【担当課】
　環境課

【事業概要】
　市内公衆便所の清掃管理等に係る経費
　６箇所：浜田１　金城３　弥栄２
　　　　（栄町・雲城・波佐・小国・長安・杵束）

【主な内容】
　○公衆便所等清掃業務委託料　　　　　　　　　　　　　　861千円
　○浄化槽維持管理委託料　　　　                        230千円
　○朝日町・紺屋町トイレ維持管理謝礼                    150千円

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　所在地：治和町
　し尿処理施設の管理運営に係る経費

【主な内容】
　○燃料費                        　　　　　　   　　 4,003千円
　○光熱水費                                  　　　 31,776千円
　○施設保守点検等委託料　　　　　　　　　　　　　　 12,616千円

【担当課】
　環境課
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325 政策ハード 浜田浄苑環境整備事業 42,515 15

(42,262) (62)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 42,500 その他: 0

326 義務 職員給与費（し尿処理費） 38,400 38,400

(46,162) (46,162)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

3,063,029 2,373,788

(3,320,733) (2,623,568)

【事業概要】
　所在地：治和町
　し尿処理施設の設備の改修に係る経費

【主な内容】
　○設備機器整備工事（し尿前処理設備整備等）
　○焼却炉補修工事
　○破砕機部品取替工事

【担当課】
　環境課

【事業概要】
　し尿処理に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　４人
　○再任用職員　１人

【担当課】
　人事課

衛生費合計
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５．（労　働　費）　　30,593千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

23,500 4,085

(23,600) (4,185)

327 裁量 浜田地区労働者福祉協議会助成事業 200 200

(300) (300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

328 義務 島根県西部勤労者共済会助成事業 13,300 3,885

(13,300) (3,885)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 9,415

329 裁量 勤労者福祉預託金 10,000 0

(10,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,000

事業名及び事業概要

労働諸費

【事業概要】
　勤労者の福利厚生活動に対する助成

【主な内容】
　○助成事業補助金　                                  　200千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　中小企業の福利厚生事業を展開する（一財）島根県西部勤労者共済会
に対する運営費補助金
　○島根県西部全市町が加盟
　　　令和２年１月１日現在　 　 会員数　  ７，５２１名
　　　　　　　　　　　　　　　  事業所数　７９９事業所

【主な内容】
　○運営費補助金　　                                 13,300千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　勤労者福祉向上融資制度への預託金

【主な内容】
　○勤労者福祉対策事業資金　　　　　　　　　　　　　 10,000千円

【担当課】
　商工労働課

- 121 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

7,093 6,913

(5,725) (5,545)

330 裁量 勤労青少年ホーム管理運営費 7,093 6,913

(5,725) (5,545)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 180

30,593 10,998

(29,325) (9,730)
労働費合計

勤労青少年ホーム費

【事業概要】
　勤労青少年福祉の増進を図ることを目的として開館した勤労青少年
ホームの維持管理経費
　館長：商工労働課長が兼務
　管理人　１人　パートタイム職員　２人
　開館時間　月、水～土　１３：００～２２：００
　　　　　　日 　　 　　　９：００～１７：００
　閉館日　　毎週火曜日　祝日　年末年始
　年間利用人数　１９，４４８人（平成３０年度実績）

【主な内容】
　○会計年度任用職員　３人          　　　            4,888千円
　○その他管理費 　　　                             　2,205千円

【担当課】
　商工労働課
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６．（農林水産業費）　　　2,451,993千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

40,882 27,347

(43,172) (29,276)

331 義務 農業委員会委員報酬 9,574 9,574

(9,574) (9,574)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

332 義務 職員給与費（農業委員会費） 17,221 14,653

(19,695) (17,078)

【特定財源】
　国県支出金: 2,568 地方債: 0 その他: 0

333 裁量 農業委員会事務局費 14,087 3,120

(13,903) (2,624)

【特定財源】
　国県支出金: 10,634 地方債: 0 その他: 333

231,572 188,873

(238,183) (195,406)

334 義務 職員給与費（農業総務費） 180,023 180,023

(184,467) (184,467)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

事業名及び事業概要

農業委員会費

【事業概要】
　農業委員会委員に対する報酬
　○農業委員　１９人
　○農地利用最適化推進委員　１８人

【主な内容】
　○委員報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9,574千円

【担当課】
　農業委員会事務局

【事業概要】
　農業委員会に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　農業に関する法律に基づく農地問題の公正円滑な処置、農地の利用増
進、行政庁からの諮問に対し答申等を行うための事務執行に係る経費

【主な内容】
　○機構集積支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　2,013千円
　○農地利用最適化事業費　　　　　　　　　　　　　　　8,621千円
　　農地利用状況調査手当（活動実績・成果実績）

【担当課】
　農業委員会事務局

農業総務費

【事業概要】
　農業総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　２１人
　○再任用職員　　４人

【担当課】
　人事課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

335 裁量 農業総務事務費 4,302 4,276

縮減

(6,313) (6,287)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 26

336 義務 農業制度資金利子補給事業 347 174

(503) (252)

【特定財源】
　国県支出金: 173 地方債: 0 その他: 0

337 裁量 振興作物産地づくりサポート事業 4,400 4,400

(4,400) (4,400)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

338 中山間地対策 危険木・支障木緊急除去事業 42,500 0

(42,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 42,500

【事業概要】
　農業経営の改善を図り、事業の近代化を推進するため、民間資金の融
資を受けた農業者に対し利子補給を行う

【主な内容】
　○農業制度資金利子補給　既決分　１５件　　　　　　　　347千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　地域における振興作物の生産を推進し、出荷量の増大と農家所得の向
上を図る

【主な内容】
　○振興作物産地づくり補助金　　　　　　　　　　　　　4,400千円
 
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農業に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係
る経費

【主な内容】
　○農道台帳管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　568千円
　○協議会等負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　734千円
　※嘱託職員の減

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　倒木の恐れがある枯損木を除去することにより、二次災害の発生を防
止し、市民の安全・安心な生活の確保を図る

【主な内容】
　○危険木・支障木除去委託　　　　　　　　　　 　　　42,500千円

【担当課】
　農林振興課・維持管理課・各支所産業建設課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

572,277 151,901

(594,811) (152,522)

339 裁量 有害鳥獣被害防止施設整備事業 4,560 3,060

中山間地対策

(4,560) (3,060)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,500

340 義務 中山間地域等直接支払事業 222,191 55,077

(203,307) (50,285)

【特定財源】
　国県支出金: 167,114 地方債: 0 その他: 0

341 義務 特産品展示販売センタ－管理費 10,136 7,644

縮減

(24,904) (7,068)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,492

農業振興費

【事業概要】
　有害鳥獣による農作物等の被害を未然に防ぐことを目的とし、侵入防
止柵及び捕獲檻の設置に対して補助する
　○補助率：１／２
（限度額：防護柵5万円・捕獲檻8万円・防護柵更新3万円）

【主な内容】
　○防護柵・捕獲檻等設置費補助金
　　　設置予定基数　防護柵（新規）　５２基　　　　　　2,600千円
　　　　　　　　　　捕獲檻　　　　　　５基　　　　　　  400千円
　　　　　　　　　　防護柵（更新）　５２基　　　　　　1,560千円
　※上記事業費のうち、農業振興基金繰入金充当額1,500千円分は中山
　　間地対策区分とする

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農用地の持つ国土保全等の多面的機能を確保するとともに、条件不利
地における耕作を支援し、中山間地域における農業生産活動の維持を図
る
　○負担割合：国１／２　県１／４　市１／４
　○集落協定締結（浜田１８、金城２７、旭３３、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　弥栄３、三隅１４）
　○個別協定締結（浜田１、金城１、旭３、弥栄６）

【主な内容】
　○直接支払交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　219,876千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　所在地：三隅町折居
　特産品展示販売センターの管理運営に要する経費

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,709千円
　　　指定管理者：（有）ゆうひパーク三隅（Ｈ２９～Ｒ３）
　※外壁等改修工事の完了

【担当課】
　三隅支所産業建設課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

342 義務 ふるさと体験村維持管理事業 1,400 1,400

(1,557) (1,557)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

343 裁量 棚田保全事業 206 206

(206) (206)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

344 裁量 有害鳥獣捕獲事業 12,041 12,035

(12,138) (12,128)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6

345 裁量 農村公園等維持管理費 4,512 0

(6,086) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,512

【事業概要】
　所在地：三隅町室谷
　室谷遊歩道の維持管理費

【主な内容】
　○遊歩道の管理委託　　　　　　　　　　　　　　　 　 　206千円

【担当課】
　三隅支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：弥栄町三里
　ふるさと体験村の管理運営に要する経費
　※令和３年４月指定管理制度による運営開始予定

【主な内容】
　○施設の維持管理費　　　　　　　　　　　　　　　　  1,400千円
　
【担当課】
　弥栄支所産業建設課

【事業概要】
　農林作物等に被害を与える有害鳥獣の捕獲に対する助成等を行い、農
作物被害の抑制を図る

【主な内容】
　○有害鳥獣捕獲事業補助金　　　　　　　　　　　　 　11,379千円
　○浜田市有害鳥獣捕獲対策協議会委員謝金　　　　　　 　　84千円
 
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農村公園等に係る施設維持管理費

【主な内容】
　○維持管理費（浄化槽維持管理・清掃・除草等）　　　　3,369千円
　○維持補修費（修繕費）　　　　　  　 　　　　　　 　　564千円
　
【担当課】
　各支所産業建設課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

346 裁量 農業振興対策費補助事業 48,668 0

縮減

(34,709) (2,829)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 48,668

347 裁量 農業研修集会施設等維持管理費 2,750 2,716

(2,719) (2,682)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 34

348 裁量 浜田市農林業支援センター運営費 4,104 4,104

(3,719) (3,719)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　農業生産額の減少傾向が続く中、地域特性を活かした農業を推進し、
農業を核とした地域活性化を図る
　○弥栄・三隅
　※旭分は完了
　
【主な内容】
　○弥栄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  42,668千円
　　　農業用機械施設等整備事業補助金
　　　除草省力化対策事業補助金
　　　獣肉加工処理施設補助金
　　　※地域おこし協力隊任期満了による減
　○三隅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,000千円
　　　農業用機械等整備補助金（営農組織）　 ２／３補助
　　　農業用機械等整備補助金（農業者）　　 １／３補助
　　　有害鳥獣被害防止対策事業補助金　 　　１／２補助

【担当課】
　弥栄支所産業建設課・三隅支所産業建設課

【事業概要】
　農業研修集会施設等に係る施設維持管理費

【主な内容】
　○天狗石農村交流センター
　　　指定管理者：市木地区自治会（Ｈ３０～Ｒ２）
　　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　 　 357千円
　○維持管理委託料（浄化槽維持管理、設備保守点検等）　　577千円

【担当課】
　金城支所産業建設課・旭支所産業建設課・三隅支所産業建設課

【事業概要】
　農林業を取り巻く諸問題の解決と新たな農業施策の展開を図る浜田市
農林業支援センターの運営に要する経費
　○島根県、浜田市、ＪＡが連携して農林業への支援を実施

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,520千円
　○センター運営事務費　　　　　　　　　　　　　　　　1,584千円

【担当課】
　農林振興課
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349 裁量 農林水産振興がんばる地域応援総合事業（農業） 9,666 0

(11,097) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 9,666 地方債: 0 その他: 0

350 裁量 ふるさと農業研修生育成事業 18,133 10,213

(16,387) (9,107)

【特定財源】
　国県支出金: 2,160 地方債: 0 その他: 5,760

351 義務 縁の里地域振興施設管理費 368 368

(366) (366)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

352 裁量 新開団地維持管理事業 2,042 0

(2,042) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,042

【事業概要】
　地域が主体となって行う戦略的で多彩な取組等に対する助成

【主な内容】
　○新規就農総合支援　　　　　　　　　　　　　　　　  3,000千円
　　　事業内容：自営就農開始支援
　○地域提案戦略支援　　　　　　　　　　　　　　　　  6,666千円
　　　事業内容：小規模基盤・施設等整備
　
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農業後継者不足の解消及び定住促進を図ることを目的に、Ｕ・Ｉター
ン希望者等を受け入れ、就農に関する研修を実施する

【主な内容】
　○研修経費助成金　　　　　　　　　　　　　　　 　　16,817千円
　　　１年目：８人　２年目：２人　３年目：１人

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　所在地：金城町波佐
　縁の里（地域振興施設）の管理運営に要する経費

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　368千円
　　　指定管理者：特定非営利活動法人えにしの里（Ｈ３１～Ｒ３）

【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：金城町七条・下来原
　新開団地の維持管理に要する経費

【主な内容】
　○除草業務委託
　○有害鳥獣対策防護柵設置

【担当課】
　金城支所産業建設課
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353 裁量 農業再生協議会事業 4,731 0

(4,747) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 4,731 地方債: 0 その他: 0

354 裁量 地産地消推進事業 313 313

(301) (301)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

355 裁量 有害鳥獣緊急対策事業 7,740 500

(7,740) (500)

【特定財源】
　国県支出金: 7,240 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　戦略作物の生産振興や米の需給調整の推進、担い手の育成等を行う農
業再生協議会に対する助成

【主な内容】
　○経営所得安定対策等推進事業助成　　　　　　　　　　4,731千円
　
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　地元産品に対する市民の関心を高めるため、浜田産の農作物を使った
調理教室等を実施するとともに、地元産品を扱う産直市をＰＲし、地産
地消の推進を図る
　
【主な内容】
　○地産地消推進講座事業　　　　　　　　　　　　　　　　128千円
　○消費者交流会事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　100千円
　○商品開発にかかる試験費用　　　　　　　　　　　　　　 76千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　国の交付金事業を活用し、鳥獣被害対策事業及び捕獲事業を行い、有
害鳥獣による農林作物等の被害を軽減する
　○有害鳥獣捕獲事業の上乗せ事業
　　　イノシシ・シカ（成獣・食肉利用有り）　9,000円／頭
　　　イノシシ・シカ（焼却施設への搬入）　　8,000円／頭
　　　イノシシ・シカ（成獣・食肉利用無し）　7,000円／頭
　　　サル（成獣）　　　　　　　　　　　　　8,000円／頭
　　　イノシシ・サル・シカ（幼獣）　　　　　1,000円／頭
　　　ヌートリア・アライグマ　　　　　　　　1,000円／頭
　　　カラス・カワウ　　　　　　　　　　　　　200円／羽
　○期間：Ｈ２４～Ｒ２

【主な内容】
　○有害鳥獣捕獲事業補助金　　　　　　　　　　　　  　7,240千円
　○浜田市有害鳥獣捕獲対策協議会負担金　　　　　　 　　 500千円

【担当課】
　農林振興課
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356 裁量 「元気な浜田」農産物振興プロジェクト事業 18,883 11,720

(62,982) (20,811)

【特定財源】
　国県支出金: 7,163 地方債: 0 その他: 0

357 裁量 農地中間管理事業 10,381 190

(5,366) (190)

【特定財源】
　国県支出金: 7,700 地方債: 0 その他: 2,491

358 政策ハード 皆減 農業拠点施設整備補助事業 0 0

(20,100) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

359 義務 多面的機能支払交付金事業 92,698 22,942

(88,928) (22,020)

【特定財源】
　国県支出金: 69,756 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　農業産出額１億円以上の浜田市の顔となる農作物を振興することで、
農家所得の確保と農業意欲の高揚を図り、地域農業の持続的発展を目指
す
　○期間：Ｈ２６～Ｒ３

【主な内容】
　○振興作物耕作施設整備補助　　　　　　　　　　　　 14,151千円
　　　大粒ぶどうリースハウス整備支援　他
　○実証圃設置・管理補助　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
　○新植・補植・ジョイント栽培導入補助　　　　　　　　2,600千円
　○生産技術向上・販売促進事業補助　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農地中間管理機構の委託を受け、地域の担い手へ農地の集約化を図
り、耕作放棄地化を防ぐとともに、農業経営の効率化を推進する

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,572千円
　○機構集積協力金　　　  　　　　　　　　　　　　　　3,700千円
　○担い手支援協力金　　　　　　　　　　　　　　　　　4,000千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農業・農村が有する多面的機能の維持・向上を目指し、農業者のみな
らず、地域住民をはじめとした多様な主体が参加する農村地域の振興、
地域づくりの実践を図る
　○負担割合：国１／２、県１／４、市１／４
　○取組組織数：浜田１０　金城８　旭５　弥栄１　三隅８

【主な内容】
　○多面的機能支払交付金　　　　　　　　　　　　 　　91,531千円

【担当課】
　農林振興課
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360 裁量 産直市生産拡大支援事業 2,700 2,700

(2,700) (2,700)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

361 義務 環境保全型農業直接支払交付金事業 5,061 1,216

(3,129) (734)

【特定財源】
　国県支出金: 3,845 地方債: 0 その他: 0

362 裁量 棚田保全活動助成事業 450 0

(450) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 450

363 義務 木田暮らしの学校管理事業 1,068 1,068

(1,059) (1,059)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　地産地消の拠点である産直市において、季節作物の出荷量の調整のた
めに農業協同組合が実施する営農コーディネーター配置事業に要する経
費の一部を補助する
　○補助率：１／２
　○期間：Ｈ３０～Ｒ２

【主な内容】
　○営農コーディネーター配置事業補助金　　　  　　　　2,700千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農業者が行う地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動
への取り組みを支援する
　○負担割合：国１／２、県１／４、市１／４

【主な内容】
　○環境保全型農業直接支払交付金　　　　　　　　　　　4,862千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　所在地：旭町木田
　木田暮らしの学校の管理運営経費

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　968千円
　　　指定管理者：木田地区振興協議会（Ｒ１～Ｒ５）
　○修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100千円

【担当課】
　旭支所産業建設課

【事業概要】
　室谷の棚田保全の一環として、地域が行う「棚田祭り」を支援する

【主な内容】
　○活動補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　450千円

【担当課】
　三隅支所産業建設課
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364 中山間地対策 農業振興基金事業 57,620 0

(44,753) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 57,620

365 義務 農業振興基金積立金 209 0

(246) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 209

366 裁量 認定農業者等育成支援事業 8,000 8,000

(7,600) (7,600)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　認定農業者等で５年以内に生産量の増加または規模拡大を図ることが
見込まれる者（法人）に対し、機械・施設整備及び販売力強化に対する
支援を行うことにより、地域農業の担い手を確保・育成し、地域農業の
発展を図る

【主な内容】
　○認定農業者等育成支援補助金　　　　　　　　　　　　8,000千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　地域特性を活かした農業を推進し、農業を核とした地域振興を図るた
め、平成２７年度までの地域振興基金を活用した各自治区の独自事業を
検証した上で、農地保全に向けた実効性の高い事業を全市事業として再
構築し、地域農業の維持、発展の支援を行う

【主な内容】
　○サポート経営体等育成支援事業補助金　　　　　　　  7,905千円
　○畦畔等除草省力化促進事業補助金　　　　　　　　　　7,540千円
　○農産物流通改善事業補助金　　　　　　　　　　　　　　500千円
　○原木椎茸生産振興事業補助金　　　　　　　　　　　　6,550千円
　○農業経営体育成支援事業補助金　　　　　　　　　　　5,000千円
　○土地利用型作物転作推進事業補助金　　　　　　　　　3,000千円
　○担い手規模拡大支援事業補助金　　　　　　　　　　　7,000千円
　○農業基盤整備補助事業補助金　　　　　　　　　　　 20,125千円
　
【担当課】
　農林振興課・各支所産業建設課

【事業概要】
　金融機関等の預金利息を農業振興基金に積み立てる

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  209千円

【担当課】
　農林振興課
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367 裁量 新規就農者育成支援事業 3,200 3,200

(3,600) (3,600)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

368 義務 農業次世代人材投資事業 8,250 0

(10,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 8,250 地方債: 0 その他: 0

369 裁量 元谷団地維持管理事業 703 0

(813) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 703

370 自治区ソフト 皆減 地域提案型農業総合対策事業 0 0

(6,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

【事業概要】
　新規就農してから５年以内の者で５年後の所得目標を達成できる見込
みのある者に対し、機械・施設整備及び販売力強化に対する支援を行う
ことにより、地域農業の担い手を確保・育成し、地域農業の発展を図る

【主な内容】
　○新規就農者育成支援補助金　　　　　　　　　　　　　3,200千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　就農初期段階の青年新規就農者に対し、給付金を給付し、就農意欲の
喚起と就農後の早期経営安定化を図り、就農者の規模拡大を目指す
　○就農後５年目までの認定新規就農者等（５０歳未満）
　　　交付金額：150万円／年
　　　　　　　（夫婦ともに就農する場合は夫婦合わせて１．５人分）
　　　負担割合：国１０／１０

【主な内容】
　○農業次世代人材投資補助金　　　　　　　　　　　　  8,250千円
　
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　所在地：金城町今福
　元谷団地の維持管理に要する経費

【主な内容】
　○受水槽清掃業務委託

【担当課】
　農林振興課
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371 裁量 新規 農業振興対策事業 3,229 3,229

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

372 裁量 新規 元谷団地誘致農業経営体支援事業 6,264 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6,264

27,674 822

(40,026) (822)

373 裁量 畜産振興事務費 822 822

(822) (822)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

374 裁量 家畜導入資金貸付金 2,500 0

(2,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,500

【事業概要】
　地域おこし協力隊制度を活用し、中山間地域の農業が抱える諸課題に
対して取組を強化する

【主な内容】
　○地域おこし協力隊　１人 　　　　　　               3,079千円

【担当課】
　弥栄支所産業建設課

【事業概要】
　元谷団地に誘致した創業初期の農業経営体に対し、償却資産（ハウ
ス）の固定資産税相当額の支援を行うことにより、地域産業の安定的な
経営を支援する

【主な内容】
　○農業経営体支援補助金　　　               　　　　 6,264千円

　　（※詳細はＰ２４６の新規事業実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　畜産業振興及び家畜伝染病予防等を目的とした事務執行に係る経費

【主な内容】
　○人工授精補助、家畜自衛防疫補助等　　　　　　　　　　554千円
　○家畜共進会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　肉用牛繁殖経営農家に対して、購入に要する費用の貸付けを行い、肉
用牛の増頭および農家の子牛生産拡大を図る

【主な内容】
　○家畜導入資金貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　2,500千円

【担当課】
　農林振興課

畜産業費
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375 裁量 農林水産振興がんばる地域応援総合事業（畜産） 352 0

(704) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 352 地方債: 0 その他: 0

376 政策ソフト 優良乳用牛導入支援事業 24,000 0

(36,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 24,000

202,056 9,229

(210,518) (14,391)

377 裁量 土地改良事業事務費 1,154 1,154

縮減

(3,311) (3,311)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

378 裁量 土地基盤整備事業 2,565 2,565

(2,565) (2,565)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　国県補助対象外の小規模な土地基盤整備事業を実施する農家等への助
成

【主な内容】
　○土地基盤整備事業補助金　　　　　　　　　　　　　　2,565千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　土地改良事業を円滑に推進することを目的とした事務執行に係る経費

【主な内容】
　○島根県土地改良事業団体連合会賦課金　　　　　　　　　480千円
　※嘱託職員の減

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　三隅町地内において酪農牧場を経営し、新たに５００頭以上の乳用牛
を導入し、年間３，０００ｔ以上の牛乳生産を計画する認定農業者が、
国内市場における優良乳用牛（初妊牛）を購入する経費の一部を助成す
る
　○１頭あたり基準額580千円を超えた額の１／２を補助
　　（ただし、１頭あたり300千円を上限とする）

【主な内容】
　○優良乳用牛導入支援補助金

【担当課】
　農林振興課

土地改良事業費

【事業概要】
　放牧牛の所有が困難な集落営農組織等が、集落放牧を行うために必要
な費用を助成する

【主な内容】
　○水田を活用した畜産担い手育成強化事業
　　　放牧牛バンク登録推奨事業　50千円／頭
　　　お試し放牧実践推奨事業　　51千円／頭

【担当課】
　農林振興課
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379 政策ハード 県事業負担金（農道） 25,500 1,300

縮減

(33,000) (1,700)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 24,200 その他: 0

380 政策ハード 特定中山間保全整備事業 147 0

(147) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 147

381 政策ハード 皆減 櫟田原（西・東）農道整備事業 0 0

(15,000) (800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

382 政策ハード 農地有効利用支援整備事業 10,275 175

(10,275) (175)

【特定財源】
　国県支出金: 5,000 地方債: 2,100 その他: 3,000

　

【事業概要】
　受益面積が５ｈａ未満の農地や農業用水利施設等の簡易な整備を行う
　○負担割合：県５０％　市２０％　地元３０％

【主な内容】
　○農業用用排水施設　　（浜田１件、旭１件、三隅１件）
　○暗渠排水　　　　　　（金城１件、弥栄１件）
　
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　国立研究開発法人「森林研究・整備機構」が行う邑智西部地区（江津
市桜江町、邑南町、旭町）整備事業費負担金（旭）
　○農用地６団地（２０ｈａ）、ため池１箇所、用排水路８箇所

【事業期間】
　Ｈ２４～Ｒ８

【主な内容】
　○事業負担金　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　147千円

【担当課】
　旭支所産業建設課

【事業概要】
　農道開設に係る負担金

【主な内容】
　○田原農道整備事業　　　　　　　　　　（浜田）　　　8,000千円
　○横山農道整備事業　　　　　　　　　　（浜田）　　 11,000千円
　○新開佐野農道整備事業　　　　　（浜田・金城）　　　6,000千円
　○笹目原農道整備事業　　　　　　　　  （弥栄）　　　　500千円
　※はまだ中央農道整備の完了

【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号３９０　地域防災減災事業（笹目原農道）　を統合
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383 政策ハード 農業基盤整備促進事業 10,275 275

(20,250) (250)

【特定財源】
　国県支出金: 7,000 地方債: 0 その他: 3,000

384 政策ハード 中山間地域総合整備事業（浜田東部） 52,500 3,000

(75,000) (5,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 32,000 その他: 17,500

385 政策ハード 県事業負担金（農業基盤整備） 1,000 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,000

【事業概要】
　戦略作物の生産や経営規模の拡大を図る経営体の農地の乾田化及び水
利施設の老朽化等の課題にきめ細かく対応し、農業の体質強化と安全な
地域づくりを推進する
　○負担割合：国５５％、県１５％、地元３０％

【主な内容】
　○暗渠排水整備
　
【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　平成２７年度から県営事業で実施する中山間地域総合整備事業（浜田
東部）に係る負担金

【事業期間】
　Ｈ２７～Ｒ５

【主な内容】
　○農業用用排水施設整備　　　（浜田 １件）
　○ほ場整備　　　　　　　　　（浜田 １件）
　○暗渠排水施設整備　　　　　（浜田 １件）

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　所在地：弥栄町安城地区・杵束地区
　農業基盤整備に係る県営事業負担金

【事業期間】
　Ｒ１～Ｒ１０　Ａ＝６０ｈａ

【主な内容】
　○調査設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 1,000千円
　
【担当課】
　農林振興課
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386 政策ハード 農地耕作条件改善事業 20,550 550

(10,270) (270)

【特定財源】
　国県支出金: 14,000 地方債: 0 その他: 6,000

387 政策ハード 農業水路等長寿命化防災減災事業 78,090 210

新規

(40,700) (320)

【特定財源】
　国県支出金: 60,000 地方債: 3,400 その他: 14,480

49,922 31,841

(48,916) (38,261)

388 裁量 農道維持修繕費 28,422 27,741

(33,896) (33,241)

【特定財源】
　国県支出金: 155 地方債: 0 その他: 526

【事業概要】
　決壊の恐れのあるため池の改修又は廃止や、老朽化した農業用水利施
設の改修を行い効率的な農業経営の実現を図る
　○ため池改修
　　　負担割合：国５５％、県２５％、市１９％、地元１％
　○ため池廃止
　　　負担割合：国１００％
　○水利施設改修
　　　負担割合：国５５％、県１５％、地元３０％

【主な内容】
　○ため池改修（河村ため池）
　○ため池廃止（原田ため池）
　○水利施設改修（戸川地区、今田地区）

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　農道の維持管理経費
　○浜田市管理農道　４．０ｍ未満　　２５，７８６ｍ
　　　　　　　　　　４．０ｍ以上　  ９６，５３８ｍ
　　　　　　　　　　合　計　　 　 １２２，３２４ｍ

【主な内容】
　○農道草刈除草業務委託　　　　　　　　　　　　　 　11,880千円
  ○農道維持修繕・工事費　　　　　　　　　　　　　　  7,593千円
　○草刈等報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　976千円

【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号３９１　緊急農道施設適正管理推進事業　に一部移行

【事業概要】
　所在地：下有福町
　農地中間管理機構による農地集積を前提として、農業基盤整備を行い
効率的な農業経営の実現を図る
　○負担割合：国５５％、県１５％、地元３０％
　
【主な内容】
　○区画整理
　○土層改良
　○農業用用排水施設整備
　○農作業道整備
　
【担当課】
　農林振興課

農道維持費
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389 政策ソフト 農道長寿命化計画策定事業 4,800 2,400

(4,750) (4,750)

【特定財源】
　国県支出金: 2,400 地方債: 0 その他: 0

390 政策ハード 皆減 地域防災減災事業（笹目原農道） 0 0

(10,270) (270)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

391 政策ハード 新規 緊急農道施設適正管理推進事業 16,700 1,700

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 15,000 その他: 0

397,035 397,035

(381,590) (381,590)

392 義務 農業集落排水事業特別会計繰出金 397,035 397,035

(381,590) (381,590)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

農業集落排水費

【事業概要】
　農道の機能維持と維持費用の最小化及び平準化を図るため、令和２年
度までに策定が求められている農道施設（橋梁・トンネル）の個別長寿
命化計画を策定する
　○対象施設：橋梁２４箇所、トンネル３箇所
　○負担割合：県営創設施設（橋梁１１箇所、トンネル３箇所）
　　　　　　　　国５０％、県２５％、市２５％
　　　　　　　団体営創設施設（橋梁１３箇所）
　　　　　　　　国５０％、市５０％

【事業期間】
　Ｈ３０～Ｒ２

【主な内容】
　○団体営創設施設調査計画委託料　　　　　　　　　　　4,800千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　緊急的に整備が必要な農道について長寿命化工事を行い、通行の安全
確保を図る
　
【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ３

【主な内容】
　○舗装工事　　　　　　　　Ａ＝７００㎡
　○法面補強工事　　　　　　Ｌ＝２００ｍ
　○交通安全施設整備工事　　Ｌ＝２００ｍ
　○トンネル照明整備工事　　３２基

【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号３８８　農道維持修繕費　から一部移行

　整理番号３７９　県事業負担金（農道）　に統合

【事業概要】
　農業集落排水事業運営に係る一般会計繰出金

【主な内容】
　○農業集落排水事業特別会計繰出金　　　　　　　　　397,035千円

【担当課】
　下水道課
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159,324 68,039

(95,118) (45,763)

393 裁量 林業振興事務費 10,188 10,188

(12,055) (12,055)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

394 裁量 林業推進事業 670 0

(1,170) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 670

395 裁量 森林総合利用施設管理費 354 354

(1,200) (1,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

396 政策ハード 公社造林事業 23,239 0

(25,513) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 23,239

林業振興費

【事業概要】
　林業活性化のための助成事業

【主な内容】
　○枯損木伐倒（弥栄）　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円
　○林業研究補助金（三隅）　　　　　　　　　　　　　　　170千円
　
【担当課】
　弥栄支所産業建設課・三隅支所産業建設課

【事業概要】
　林業に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係
る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　２人　　　　　　　　　　　　　　5,040千円
　○市行造林内巡視及び作業指導報償金　                  912千円
　○森林土木協会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　2,067千円

【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号３９８　団体営造林事業　を統合

【事業概要】
　分収造林契約に基づく保育事業（除伐、間伐等）

【主な内容】
　○公社造林事業委託　　　　　　　　　　　　　　　　 22,776千円

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　森林総合利用施設に係る施設維持管理費

【主な内容】
　○三階山森林公園管理費　　　　　　　　　　　　　　　　254千円
　　　所在地：三階町
　○森の公民館管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　100千円
　　　所在地：金城町久佐

【担当課】
　農林振興課
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397 裁量 森林整備地域活動支援事業 6,300 1,575

(6,300) (1,575)

【特定財源】
　国県支出金: 4,725 地方債: 0 その他: 0

398 政策ハード 皆減 団体営造林事業 0 0

(1,409) (25)

【特定財源】

　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

399 裁量 林地残材有効活用・地域活性化支援事業 4,200 4,200

(4,200) (4,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

400 裁量 堂床山森林公園再生整備事業 2,530 0

(1,760) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,530

401 裁量 林道台帳整備事業 1,552 1,552

(1,584) (1,584)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　森林施業の実施に必要な森林境界の明確化等地域活動の支援

【主な内容】
　○森林整備地域活動支援交付金　　　　　　　　 　　　 6,300千円
　　　交付金　国１／２　県１／４　市１／４
　　　事務費　国１０／１０

【担当課】
　農林振興課

　整理番号３９３　林業振興事務費　に統合

【事業概要】
　林道台帳を整備することにより、災害発生時の迅速な対応や平時の適
切な維持管理に活用する

【主な内容】
　○林道台帳整備委託

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　つつじ園の一部や病害虫被害により消失した箇所に広葉樹を新植する
とともに、整理伐採や作業路の開設などを行い、適切な森林整備を推進
する

【主な内容】
　○下刈業務委託

【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　森林所有者による林地残材の搬出に必要な作業路の開設と搬出を助成
する
　○搬出助成については地域通貨で交付

【主な内容】
　○作業路開設費助成金　（1,000円／ｍ）　　　　　　   2,400千円
  ○搬出費助成金　　　　（3,000円／ｔ）　　　　　   　1,500千円
　○ポータブルウィンチ助成金　　（100,000円／台）　 　　300千円

【担当課】
　農林振興課
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402 中山間地対策 きのこの里づくり事業 1,815 0

(7,674) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,210 地方債: 0 その他: 605

403 裁量 皆減 浜田産広葉樹活用推進事業 0 0

(3,020) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

404 自治区ソフト 皆減 市行造林マスタープラン作成事業 0 0

(4,109) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

405 裁量 豊かな森づくり推進事業 48,629 48,623

(25,124) (25,124)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6

406 政策ソフト 新規 全国植樹祭・全国林業後継者大会運営事業 1,487 1,487

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

【事業概要】
　県補助金を活用し、きのこの生産設備の整備を支援し、生産量の増加
及び後継者不足の解消を図る
　○負担割合：県１／３　市１／６　農業者１／２

【主な内容】
　○きのこの里づくり事業費補助金

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　令和２年５月に開催される全国林業者後継者大会及び第７１回全国植
樹祭のサテライト会場運営に係る経費
　
【主な内容】
　○イベント出演者報償金　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
　○林業後継者大会記念品　　　　　　　　　　　　　　　　880千円

　　（※詳細はＰ２４７の新規事業実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　令和元年度から創設された森林環境譲与税を活用し、森林整備、市産
木材の利用促進、林業従事者の人材育成等を行い、持続可能な森林経営
と地域林業の発展を目指す

【主な内容】
　○森林経営管理事業　　　　　　　　　　　　　　　　 12,588千円
　○市産木材利用促進事業　　　　　　　　　　　　　    9,300千円
　○人材育成事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,640千円
　○森林環境教育普及啓発事業　　　　　　　　　　　　　　488千円
　○基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,613千円
　
【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号４７８　地域産業担い手育成支援事業　から一部移行
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407 政策ハード 新規 緊急自然災害防止対策事業 58,360 60

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 58,300 その他: 0

19,683 4,876

(16,034) (4,953)

408 政策ハード 公有林整備事業 19,683 4,876

(16,034) (4,953)

【特定財源】
　国県支出金: 9,107 地方債: 0 その他: 5,700

87,484 27,759

(50,596) (26,396)

409 義務 職員給与費（林道新設費） 26,259 26,259

(25,196) (25,196)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

410 政策ハード 県事業負担金（林道） 28,400 1,500

(23,400) (1,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 26,900 その他: 0

公有林整備事業費

【事業概要】
　国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」として創設
された制度を活用し、土砂災害を防止する治山施設のうち特に緊急性の
高い施設の整備を行い、市民の安全・安心な生活の確保を図る

【事業期間】
　Ｒ２

【主な内容】
　○測量設計業務委託　　　一式
　○水路施設整備工事　　　一式

　　（※詳細はＰ２４８の新規事業実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　林道新設に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　４人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　市有林・市行造林に必要な施策を実施する

【主な内容】
　○公有林整備推進事業委託（浜田・金城・旭・弥栄・三隅）
　　（下刈り、間伐、新植等）

【担当課】
　農林振興課

林道新設費

【事業概要】
　林道開設に係る負担金

【主な内容】
　○林道足尾線開設事業　　 　　　　　　 （ 旭 ）　　 15,000千円
　○広域基幹林道金城弥栄線整備事業　    （金城）　    2,520千円
　○広域基幹林道金城弥栄線整備事業　    （弥栄） 　　 5,880千円
　○広域基幹林道三隅線整備事業　        （三隅）　 　 5,000千円

【担当課】
　農林振興課
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411 政策ハード 県営広域基幹林道整備事業 2,000 0

(2,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,000

412 政策ハード 新規 林道小熊谷線改良事業 30,825 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 15,000 地方債: 0 その他: 15,825

40,787 31,537

(39,312) (34,462)

413 裁量 林道維持修繕費 28,087 27,337

(31,112) (30,362)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 750

【事業概要】
　所在地：弥栄町木都賀
　小熊集落の生活道路として利用されている当該路線について、法面崩
壊の恐れがある危険個所の対策工事を行い、交通の安全確保を図る

【事業期間】
　Ｒ２

【主な内容】
　○測量設計業務委託　　　一式
　○法面対策工事　　　　　一式

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　大規模林道の用地買収に係る島根県からの受託事業

【主な内容】
　○弥栄地区：用地取得、立木補償　　　　　　　　　　  2,000千円

【担当課】
　弥栄支所産業建設課

林道維持費

【事業概要】
　林道の維持管理経費
　○浜田市管理林道　４．０ｍ未満　　３３，７８４ｍ
　　　　　　　　　　４．０ｍ以上　１４１，９２７ｍ
　　　　　　　　　　合　計 　　 　１７５，７１１ｍ

【主な内容】
　○林道草刈清掃業務委託　　　　　　　　　　　　　　 18,975千円
  ○林道維持修繕・工事費　　　　　　　　　　　　　　  5,786千円
　○草刈等報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,377千円

【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号４１５　緊急林道施設適正管理推進事業　に一部移行
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414 政策ソフト 林道長寿命化計画策定事業 7,200 3,600

(8,200) (4,100)

【特定財源】
　国県支出金: 3,600 地方債: 0 その他: 0

415 政策ハード 新規 緊急林道施設適正管理推進事業 5,500 600

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 4,900 その他: 0

5,141 181

(5,141) (181)

416 政策ハード 林地崩壊防止事業 5,141 181

(5,141) (181)

【特定財源】
　国県支出金: 1,500 地方債: 2,800 その他: 660

【事業概要】
　林道の機能維持と維持費用の最小化及び平準化を図るため、令和２年
度までに策定が求められている林道施設（橋梁・トンネル）の個別長寿
命化計画を策定する
　○対象施設：橋梁１５箇所、トンネル１箇所
　○負担割合：国５０％、市５０％
　
【事業期間】
　Ｒ１～Ｒ２

【主な内容】
　○個別計画策定委託

【担当課】
　農林振興課

林地崩壊防止事業費

【事業概要】
　豪雨や台風等の災害発生時に、被災した林地の応急的な対応を図る

【主な内容】
　○測量設計　一式
　○復旧工事　一式

【担当課】
　農林振興課

【事業概要】
　緊急的に整備が必要な林道について長寿命化工事を行い、通行の安全
確保を図る
　
【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ３

【主な内容】
　○舗装工事　　　　　　　　Ａ＝４００㎡
　○法面補強工事　　　　　　Ｌ＝１００ｍ
　○交通安全施設整備工事　　Ｌ＝１５０ｍ
　
【担当課】
　農林振興課

【その他】
　整理番号４１３　林道維持修繕費　から一部移行
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24,592 16,241

(25,067) (18,093)

417 義務 職員給与費（水産業総務費） 15,257 15,257

(17,164) (17,164)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

418 裁量 水産総務事務費 2,440 984

(1,499) (929)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,456

419 裁量 緑地管理費 6,895 0

(6,404) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6,895

467,613 74,193

(1,901,308) (44,150)

420 義務 職員給与費（水産業振興費） 10,169 10,169

(17,824) (1,324)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

水産業総務費

【事業概要】
　県管理漁港及び市管理漁港の漁港区域内に整備された公園等の管理費

【主な内容】
　○国府・下府海岸緑地管理費　　　　　　　　　　　　　6,200千円
　　　　　　　　　　　　　所在地：国分町・下府町
　○公衆トイレ清掃・管理費　　　　　　　　　　　　　　　245千円
　　　　　　　　　　　　　所在地：三隅町

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　水産業に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務執行に
係る経費

【主な内容】
　○協議会等負担金（浜田漁港を美しくする会負担金等）　　460千円
　○その他事務費（旅費、需用費等）　　　　　　　　　　1,980千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　水産総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課

水産業振興費

【事業概要】
　水産業振興に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１人

【担当課】
　人事課
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421 裁量 水産振興事務費 8,003 8,003

(7,599) (7,599)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

422 裁量 漁業近代化資金利子補給事業 188 188

(188) (188)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

423 裁量 ＢＢ大鍋フェスティバル助成事業 2,850 2,850

(2,850) (2,850)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

424 義務 栽培漁業事業化促進事業 1,424 1,424

(1,431) (1,431)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

425 裁量 皆減 漁業経営安定資金貸付金 0 0

(416) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　新船建造等の漁業近代化に係る借入金金利の利子補給
　（１％の利子補給）

【主な内容】
　○利子補給金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　188千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　関係団体との意見交換、協議等事務費

【主な内容】
　○会計年任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　　2,520千円
　○浜田市水産業振興協会補助金　　　　　　　　　　　　3,331千円
　○協議会等負担金（島根県水産振興協会負担金等）　　  　926千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　中間育成・放流の実施に係る負担金

【主な内容】
　○島根県水産振興協会（強い水産業づくり交付金事業）負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,424千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　ＢＢ大鍋フェスティバル開催経費への助成
　○開催日（予定）　　１１月上旬
　○開催場所　　　　　未定
　○事業主体　　　　　ＢＢ大鍋フェスティバル実行委員会

【主な内容】
　○ＢＢ大鍋フェスティバル補助金　　　                2,850千円

【担当課】
　水産振興課

　

- 147 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

426 裁量 漁業振興対策補助事業 2,360 2,360

(2,360) (2,360)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

427 義務 漁村・漁業振興センタ－維持管理費 547 0

(542) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 547

428 裁量 浜田漁港活用推進事業 397 397

(535) (535)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

429 裁量 若者漁業者確保支援事業 6,480 6,480

(6,480) (6,480)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　所在地：三隅町岡見
　岡見漁業振興会館（旧三隅町漁協）の維持管理費

【主な内容】
　○維持補修費　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　405千円
　○施設管理費（消防設備点検委託料等）　　　 　　 　　　 91千円
　○岡見漁業振興会館
　　　指定管理者：須津青浦地区自治会（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　 　　51千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　淡水魚の放流・育成による内水面の振興を図ることを目的とした漁協
への助成

【主な内容】
　○稚魚放流補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,360千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　地元船以外の漁業者に対し、浜田漁港への水揚げを要望する誘致活動
経費

【主な内容】
　○誘致活動経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　397千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　新卒または卒業後３年以内の漁業希望者を新規漁業者として雇用し、
漁業技術等の研修を実施する漁業経営体に対し、研修費用等を助成する
　○実施主体：漁業協同組合ＪＦしまね浜田支所
　○期間　　：Ｈ２３～Ｒ３

【主な内容】
　○若者漁業者確保支援事業補助金　　　　　　　　　　　6,480千円
　　　実施予定人数　５人

【担当課】
　水産振興課
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430 裁量 ふるさと漁業研修生育成事業 1,152 1,152

拡充

(2,304) (2,304)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

431 裁量 水産資源確保対策事業 1,634 1,634

(1,634) (1,634)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

432 裁量 「山陰浜田港」水産物ブランド化推進事業 3,111 3,111

(4,221) (4,221)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　Ｕ・Ｉターン希望者を新規漁業者として雇用し、漁業技術等の研修を
実施する漁業経営体に対し、研修に必要な経費等を助成する
　○期間：Ｈ２４～Ｒ２

【主な内容】
　○研修費用等の助成　　　　　　　　　　　　　　　　  1,152千円
　　　新規受入予定人数　１人
　　　定置網漁業を対象として追加

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　「山陰浜田港」をＰＲするため、「浜田港四季のお魚」や「どんちっ
ち」ブランドを通じ、浜田漁港で水揚げされる漁獲物の認知度を高め、
浜田産魚の消費拡大を図る

【主な内容】
　○「山陰浜田港」ＰＲ補助金　　　　　　　　　　   　 1,958千円
　○水産ブランド推進事業補助金　　　　　　　　　　　　　962千円
　
【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　浜田漁港における磯資源の確保や増殖を図るため、漁業者自らの栽培
漁業及び資源管理型漁業への取り組みを定着させることを目的として、
アワビ稚貝・稚ウニの放流に対して助成を行う
　○事業主体：漁業協同組合ＪＦしまね浜田支所
　○対象経費：アワビ稚貝購入経費
　　　　　　　稚ウニ購入経費
　○補助率　：３／４
　○放流地区：浜田地区、長浜地区、国府地区、津摩地区
　○期間　　：Ｈ２５～Ｒ３

【主な内容】
　○稚貝、稚ウニ購入助成　　　　　　　　　　　　  　　1,634千円

【担当課】
　水産振興課
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433 政策ハード 高度衛生管理型荷捌所整備事業 88,353 55

(1,862,000) (8,900)

【特定財源】
　国県支出金: 56,098 地方債: 32,200 その他: 0

政策ハード 皆減 支弁人件費 0 0

(△16,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

434 裁量 水産多面的機能発揮対策事業 565 565

(572) (572)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

435 裁量 浜田地域まき網漁業構造改革円滑化事業 296 296

(417) (417)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

436 政策ハード 皆減 アユ種苗生産供給拠点整備支援事業 0 0

(3,137) (37)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

437 明るい未来 皆減 浜田漁港活性化計画策定事業 0 0

(3,298) (3,298)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

【事業概要】
　漁業構造改革の取り組みの準備段階として行う中古船の購入及び設備
改修等に伴う資金について、金融機関で融資を受けた経営体に対して、
借入金金利の利子補給を行う

【主な内容】
　○浜田地域まき網漁業構造改革円滑化事業補助金　　　　　296千円

【担当課】
　水産振興課

　

【事業概要】
　水産業が有する環境保全、漁村文化の継承などの多面的機能の発揮に
資する地域の活動を支援することにより、水産業の活性化を図る
　○負担割合：国７０％、県１５％、市１５％

【主な内容】
　○水産多面的機能発揮対策事業負担金　　　　　　　　　　565千円
　　海岸漂着物等処理、河川ヨシ抜取等の環境保全、安全確保

【担当課】
　水産振興課

　

【事業概要】
　所在地：原井町
　浜田漁港に高度衛生管理型荷捌所を整備し、生産・流通機能の強化及
び水産物の衛生管理の高度化に取り組み、産地競争力の強化を図る

【事業期間】
　Ｈ２８～Ｒ４

【主な内容】
　○４号既存荷捌所解体工事
　○４号荷捌所道路側溝移設工事
　○４号荷捌所道路補償工事
　○４号荷捌所排水圧送管移設工事

【担当課】
　水産振興課
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438 政策ハード 山陰浜田港公設市場整備事業 316,270 28,570

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 287,700 その他: 0

439 裁量 山陰浜田港公設市場開設準備事業 625 625

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

440 裁量 新規 高度衛生管理型荷捌所管理運営費 3,114 3,114

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

441 政策ハード 新規 高度衛生管理型荷捌所移行円滑化事業 16,875 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,875

【事業概要】
　高度衛生管理型荷捌所の開設に先立ち、仲買業者に対し電動フォーク
リフトの購入費用の一部を助成することにより、高度衛生管理型荷捌所
への円滑な移行を進め、整備効果の早期発現を図る

【主な内容】
　○フォークリフト購入補助金　　　　　　　　　　　　 16,875千円
　
   （※詳細はＰ２４９の新規事業実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　老朽化した公設水産物仲買売場を旧しまねお魚センターに移設し、衛
生化された新たな施設に改修することにより、水産業の活性化を図ると
ともに、浜田漁協周辺エリアの賑わい創出につなげる

【主な内容】
　○商業棟改修工事
　○仲買棟改修工事及び仲買棟増設工事
　○外構工事等
　○備品購入費

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　令和２年７月に開設予定の高度衛生管理型荷捌所（７号荷捌所）の維
持管理に関する経費

【主な内容】
　○土地占用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,914千円
　○修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　山陰浜田港公設市場の開設に向け取得した旧しまねお魚センターの維
持管理に関する経費

【主な内容】
　○光熱水費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　110千円
　○浄化槽保守点検業務委託　　　　　　　　　　　　　　　176千円
　○電気保安業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　154千円

【担当課】
　水産振興課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

442 裁量 新規 山陰浜田港公設市場管理運営費 200 200

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

443 政策ソフト 新規 水産基盤施設開設イベント事業 3,000 3,000

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

93,120 17,420

(145,351) (21,151)

444 義務 職員給与費（漁港管理費） 13,276 13,276

(15,575) (15,575)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

漁港管理費

【事業概要】
　漁港管理に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　１人
　○再任用職員　１人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　令和２年１１月に開設予定の山陰浜田港公設市場の維持管理に関する
経費

【主な内容】
　○修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　令和２年度に開設予定の高度衛生管理型荷捌所（７号荷捌所）及び山
陰浜田港公設市場について、落成式典等を実施し市内外に向けて情報発
信を行うとともに流通の拡大を図る
　○開設予定月
　　高度衛生管理型荷捌所（７号荷捌所）　令和２年７月
　　山陰浜田港公設市場　　　　　　　　　令和２年１１月

【主な内容】
　○イベント開催経費　　　　　　　　　　　　　　　　　2,201千円
　○イベントＰＲ経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　799千円

   （※詳細はＰ２５０の新規事業実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　水産振興課
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445 裁量 漁港管理事務費 2,344 2,344

(2,476) (2,476)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

446 政策ハード 県事業負担金（漁港） 77,500 1,800

(125,000) (2,900)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 75,700 その他: 0

447 政策ハード 皆減 漁港機能保全事業 0 0

(2,300) (200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

32,831 32,831

(29,678) (29,678)

448 義務 漁業集落排水事業特別会計繰出金 32,831 32,831

(29,678) (29,678)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

2,451,993 1,080,125

(3,864,821) (1,037,095)

【事業概要】
　漁業集落排水事業運営に係る一般会計繰出金

【主な内容】
　○漁業集落排水事業特別会計繰出金　　　　　　　　 　32,831千円

【担当課】
　下水道課

農林水産業費合計

　

【事業概要】
　浜田漁港共同浄化施設における各種設備の改修工事に係る県営事業負
担金
　○負担割合：（国庫補助事業）国１／２　県１／４　市１／４
　　　　　　　（県単独事業）　県１／２　市１／２

【事業期間】
　Ｈ２９～Ｒ８

【主な内容】
　○浜田漁港水産物供給基盤機能保全事業負担金　　 　　25,000千円
  ○浜田漁港県単漁港局部改良事業負担金　　　　　　　 10,000千円
　○浜田漁港共同浄化施設機能強化負担金　　　　　　　 42,500千円

【担当課】
　水産振興課

漁業集落排水費

【事業概要】
　市が管理する漁港の維持管理経費、漁港管理に関する諸経費

【主な内容】
　○維持管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,466千円
　　　津摩漁港　　　　所在地：津摩町・治和町
　　　折居漁港　　　　所在地：折居町・西村町
　　　福浦漁港　　　　所在地：三隅町西河内
　　　古湊漁港　　　　所在地：三隅町古市場
　　　今浦漁港　　　　所在地：三隅町折居
　○各協議会等負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　878千円
　
【担当課】
　水産振興課
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７．（商　工　費）　　　　887,900千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

311,607 311,607

(353,816) (349,316)

449 義務 職員給与費（商工総務費） 300,325 300,325

(339,820) (339,820)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

450 裁量 商工総務事務費 8,004 8,004

(8,046) (8,046)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

451 義務 工業用水道事業会計繰出金 278 278

(319) (319)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

452 裁量 みすみフェスティバル開催事業 3,000 3,000

(5,631) (1,131)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　工業用水道事業会計運営に係る一般会計繰出金

【主な内容】
　○工業用水道事業会計繰出金　　　　　　　　　　　 　 　278千円

【担当課】
　上下水道部管理課

【事業概要】
　１１月に開催するみすみフェスティバルの開催経費（三隅）

【主な内容】
　○みすみフェスティバル開催事業補助金　　　　　　　　3,000千円

【担当課】
　三隅支所産業建設課

事業名及び事業概要

商工総務費

【事業概要】
　商工総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　３６人
　○再任用職員　　１人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　商工に関する各事業を円滑に遂行することを目的とした事務執行に係
る経費

【主な内容】
　○萩・石見空港利用拡大促進協議会負担金　　　　　　　6,930千円

【担当課】
　商工労働課
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事業
区分

前年
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事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

341,606 245,748

(294,678) (181,787)

453 裁量 商工業振興事務費 3,214 3,214

(3,078) (3,078)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

454 裁量 小規模事業指導費助成事業 27,831 27,831

(27,447) (27,447)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

455 義務 浜田港振興会負担金 30,932 30,932

(35,576) (35,576)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

456 裁量 中小企業振興預託金 40,000 0

縮減

(65,693) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 40,000

【事業概要】
　中小企業振興融資制度への預託金

【主な内容】
　○島根県小規模企業育成資金　　　　　　　　　　　　 20,000千円
　○浜田市中小企業特別融資資金　　　　　　　　　　　 20,000千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　浜田商工会議所及び石央商工会が行う小規模事業指導事業に対する補
助
　○補助率：１／４

【主な内容】
　○浜田商工会議所に対する補助金　　　　　           10,649千円
　○石央商工会に対する補助金　　　　　　　           17,182千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　浜田港振興会への負担金
　○広報宣伝、ポートセールス、コンテナ航路利用促進助成、
　　管理運営費等

【主な内容】
　○浜田港振興会負担金　　　　　　　　　　　　　　　 30,932千円
　
【担当課】
　産業振興課

【事業概要】
　商工業の振興に係る諸経費

【主な内容】
　○産業まつり開催補助金
　　　国府商工まつり　　　　　　　　　　　（浜田）　　　300千円
　　　さざんか祭り                        （金城）　　  900千円
　　　旭ふる里まつり　　　　　　　　　　　（ 旭 ）  　　730千円
　　　弥栄産業まつり　                  　（弥栄）　    680千円

【担当課】
　商工労働課・金城支所産業建設課・旭支所産業建設課・弥栄支所産業
建設課

【その他】
　整理番号４７０　食による賑わい創出事業　を統合

商工業振興費
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457 裁量 浜田市商業活性化支援事業 15,585 8,793

(15,930) (8,965)

【特定財源】
　国県支出金: 6,792 地方債: 0 その他: 0

458 裁量 皆減 創業者支援資金助成事業 0 0

(500) (500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

459 裁量 皆減 住宅関連経済対策事業 0 0

(2,400) (2,400)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

460 裁量 産業振興パワーアップ事業 13,492 492

(13,630) (13,630)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 13,000 その他: 0

461 裁量 浜田駅周辺イルミネーション事業 2,022 1,274

拡充

(723) (723)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 748

【事業概要】
　浜田駅周辺のイルミネーションを実施することで、街なかの賑わいと
市民に憩い・癒しを提供する
　○点灯時期：令和２年１１月下旬～令和３年１月中旬（予定）
　○点灯場所：県道浜田停車場線歩道上

【主な内容】
　○イルミネーション設置及びＬＥＤ電球更新　　　　　  2,022千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　浜田産品の販路拡大を図るため、はまだ産業振興機構の運営やビジネ
スフェア出店経費の補助等を行う
　
【主な内容】
　○はまだ産業振興機構運営補助金（商品開発、販路拡大等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,796千円
　○石見の国特産品総覧会実行委員会負担金　　　　　　　　100千円
　○ビジネスフェア中四国開催経費　　　　　　　　　　　　674千円

【担当課】
　産業振興課（はまだ産業振興機構）

　

　整理番号４６９　起業家支援プロジェクト事業　に統合

【事業概要】
　商店街等が実施する商業の活性化事業や、創業・事業承継を行う方に
対して必要な経費の一部を助成する

【主な内容】
　○まちなか賑わい創出イベント事業費補助金　　　　　　2,000千円
　　　紺屋町商店街振興組合　 ：土曜夜市・秋まつり等開催事業
　　　浜田駅前銀天街協同組合 ：どんちっち神楽フェスタ開催事業
　　　殿町商店街振興組合　　 ：殿町夏まつり等開催事業
　　　朝日町商店街振興組合   ：えびす祭開催事業
　　　新町商店街振興組合　   ：土曜夜市開催事業
　　　浜田駅北フェスティバル実行委員会
　　　　         　　　　　  ：浜田駅北フェスティバル開催事業

　○商業支援事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　 13,585千円
　　　家賃補助　補助率：１／２
　　　改修補助　補助率：１／２

【担当課】
　商工労働課
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462 裁量 島根あさひ社会復帰促進センターＰＦＩ事業者支援事業 5,000 5,000

縮減

(5,500) (5,500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

463 義務 企業立地奨励事業 111,036 111,036

(36,407) (36,407)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

464 裁量 石州半紙後継者育成支援事業 1,320 0

縮減

(6,410) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,320

465 裁量 移動販売支援事業 1,000 0

(1,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,000

【事業概要】
　高齢者等の買い物困難者の安定した日常生活の実現、安否確認、地産
地消の推進を図ることを目的として、自宅訪問を中心とした移動販売に
対して、経費の一部を補助する（旭）

【主な内容】
　○移動販売支援事業補助金　　　　　　　　　　　　　　1,000千円

【担当課】
　旭支所産業建設課

【事業概要】
　石州半紙の生産基盤確保を図ることを目的とし、紙漉き研修生を受け
入れ、研修にかかる経費を支援する

【主な内容】
　○ＵＩターンのための産業体験事業補助金　　　　　　　1,320千円
　　※後継者指導委託料の減

【担当課】
　三隅支所防災自治課

【事業概要】
　市内で企業立地して新たに事業を展開する企業に対し、奨励金を交付
することにより、産業の振興及び雇用機会の拡大を図る
　○交付対象者：３企業

【主な内容】
　○施設設備取得奨励金　　　　　　　　　　　　　　　100,000千円
　○家賃等補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　880千円
　○通信費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　156千円
　○雇用促進奨励金　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,000千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　島根あさひ社会復帰促進センターの運営における「地域との共生」に
基づいて、島根あさひソーシャルサポート（株）が行う事業に要する費
用の一部を補助し、地域の活性化を図る

【主な内容】
　○食材・物品購入等補助金　　　　　　　　　　　　　　5,000千円

【担当課】
　商工労働課
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466 義務 石州瓦販路開拓支援事業 400 400

(400) (400)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

467 裁量 石州半紙等原材料確保対策事業 5,618 846

(2,608) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,772

468 裁量 港湾活用促進事業 4,656 4,656

(4,379) (4,379)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　石州半紙等の原材料の確保対策を支援することにより、生産基盤の向
上及び良質な石州半紙等の生産の安定化を図る
　○期間：Ｈ２６～Ｒ２

【主な内容】
　○原材料確保対策補助金　　　　　　　　　　　　　　　5,618千円

【担当課】
　三隅支所産業建設課

【事業概要】
　港湾関係機関と連携し、浜田港の利用促進、地域産品の海外販路開拓
に取り組み、地域経済の活性化を図る

【主な内容】
　○浜田港振興会事務局長の配置（会計年度任用職員１人）3,314千円
　○ポートセールス、海外販路開拓等　　　　　　　　　　1,342千円

【担当課】
　産業振興課

【事業概要】
　島根県や大田市・江津市、石州瓦工業組合と連携して、石州瓦の販路
開拓コーディネーター等を配置することにより、販路拡大や販売体制の
充実を図る
　○負担割合　県：１／３　関係市：１／３　石州瓦工業組合：１／３
　　　関係市生産割負担割合　浜田市：１０％
　　　　　　　　　　　　　　大田市：４５％
　　　　　　　　　　　　　　江津市：４５％

【主な内容】
　○石州瓦販路開拓支援事業補助金                   　   400千円

【担当課】
　商工労働課
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一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

469 裁量 起業家支援プロジェクト事業 4,602 4,602

(4,082) (4,082)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

470 裁量 皆減 食による賑わい創出事業 0 0

(173) (173)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

471 裁量 元気な浜田情報発信事業 496 496

(665) (665)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

472 裁量 小規模事業者支援事業 500 0

縮減

(3,572) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 500

【事業概要】
　起業・創業を支援し、新たな働き場の創出を図るとともに、地域資源
の活用や地域課題を解決する手法を学び実践に繋げることで地域活性化
を図る

【主な内容】
　○創業支援セミナー開催支援補助金　　　　　　　　　　3,102千円
　○起業支援補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　800千円
　　　申請者が女性の場合（補助率：１／２　限度額：300千円）
　　　申請者が男性の場合（補助率：１／２　限度額：200千円）
　○インキュベーションルーム入居補助金　　　　　　　　　100千円
　○利子補給金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　600千円

【担当課】
　商工労働課

【その他】
　整理番号４５８　創業者支援資金助成事業　を統合

　整理番号４５３　商工業振興事務費　に統合

【事業概要】
　浜田市の観光、定住、企業の魅力や雇用等の情報発信を行うサイトを
運営する

【主な内容】
　○インターネットサイト管理委託・使用料　　　　　　　　496千円
　　（ＨａｍａｄａＤｉａｒｙ・浜田よりんさいと）

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　地域の原動力となる小規模事業者の持続的な経営、地域内消費の拡大
に対する取り組みを支援し、地域全体の活性化を図る

【主な内容】
　○商工事業者支援事業補助金（弥栄）　　　　　　　　  　500千円
　　補助率：２／３　補助対象事業費上限額：750千円
　※小規模事業者再生支援事業補助金（旭）の終了

【担当課】
　弥栄支所産業建設課
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473 裁量 ＢＵＹ浜田推進事業 846 756

(816) (756)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 90

474 裁量 活力あるもの・ひとづくり支援事業 7,000 7,000

(7,800) (7,800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

475 裁量 広島プロジェクト推進事業 19,153 19,117

(19,264) (19,181)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 36

【事業概要】
　市内の意欲ある中小企業者が行う経営の安定化に向けた事業活動に対
する助成を行い、事業の拡大・雇用の促進を図る

【主な内容】
　○活力あるもの・ひとづくり支援事業補助金　　　　　　7,000千円
　（補助金交付事務は浜田商工会議所及び石央商工会が行う）
　　補助率　　　：１／２
　　補助対象事業：商品研究開発事業
　　　　　　　　　特許権等取得事業
　　　　　　　　　ＨＡＣＣＰ導入支援事業
　　　　　　　　　販路開拓事業
　　　　　　　　　職場環境整備事業
　　　　　　　　　人材育成支援事業
　　　　　　　　　プロジェクト連携支援事業
　
【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　浜田産品の購買促進として「ＢＵＹ浜田」を推進するため、浜田産品
を販売する店舗等へ啓発資材の提供等の支援を行う

【主な内容】
　○啓発資材作成費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　268千円
　○ＢＵＹ浜田昼市会場設営費　　　　　　　　　　　　　　500千円
　
【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　広島をターゲットとした販路開拓、ポートセールス、企業誘致、交流
人口の拡大等に取り組む

【主な内容】
　○会計年度任用職員　３人　　　　　　　　　　　　　　7,599千円
　○事務所及び職員宿舎借上料　　　　　　　　　　　　　4,507千円
　○その他事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,047千円

【担当課】
　広島事務所
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476 裁量 萩・石見空港利用促進対策事業 27,618 18

縮減

(26,536) (36)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 27,600 その他: 0

477 明るい未来 後継者等人材育成支援事業 15,440 15,440

(4,586) (4,586)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

478 明るい未来 地域産業担い手育成支援事業 3,845 3,845

(5,503) (5,503)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　地域おこし協力隊制度を活用し、後継者不在の事業所とのマッチング
や旅館・飲食店で不足している料理人の育成を通じて事業承継の推進を
図る

【主な内容】
　○地域おこし協力隊　４人　　　　　　　　　　　　　　9,600千円
　○地域おこし協力隊活動支援事業補助金　　　　　　　　5,840千円
　
【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　東京線２便化維持に向けた、萩・石見空港の更なる利用促進を図るた
め、浜田市独自の利用費補助を実施する

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,520千円
　○萩・石見空港利用促進補助金　　　　　　　　　　　 24,686千円
　　補助金については、浜田市共通商品券で交付
　　６５歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　　3,000円助成
　　６５歳以上・サポーター企業　　　　　　　　　5,000円助成
　　小中高修学旅行　　　　　　　　　　　　　　　6,000円助成
　　大学・専門学生（保護者が浜田市内在住）　　　3,000円助成
　　※片道利用者は上記の１／２の金額を補助

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　水産業の地域産業関連事業所で地域おこし協力隊を雇用し、技術向上
を目指した人材育成を行い、生産性の維持向上や担い手の確保を図る

【主な内容】
　○地域おこし協力隊　１人　　　　　　　　　　　　　　3,845千円

【担当課】
　水産振興課

【その他】
　整理番号４０５　豊かな森づくり推進事業　に一部移行
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220,802 134,842

(260,143) (178,011)

479 義務 旭温泉あさひ荘管理事業 7,266 7,266

(10,479) (10,479)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

480 裁量 皆減 中国自然歩道管理事業 0 0

(750) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

481 裁量 観光振興事業 13,706 13,705

(13,822) (13,821)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1

482 裁量 美又温泉会館運営費 15,008 2,625

(14,511) (2,198)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 12,383

  衛生費　整理番号３００　中国自然歩道管理事業　へ移行

【事業概要】
　観光客誘致のための県外でのＰＲ経費及び市内でのイベント開催経
費、各種団体への負担金等

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,547千円
　○旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,013千円
　○島根県観光連盟等各団体負担金　　　　　　　　　　　1,379千円
　○観光振興イベント開催補助金　　　　　　　　　　　　3,777千円
　　　美又温泉まつり、弥栄ふるさとまつり等
　○クルーズ関連経費　　　　　　　　　　　　　　　　　2,080千円
　
【担当課】
　観光交流課・各支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：金城町追原
　美又温泉会館の管理運営に要する経費

【主な内容】
　○管理運営委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,263千円
　○維持補修費　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　500千円
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）　　　　　　　　　7,245千円

【担当課】
　金城支所産業建設課

観光費

【事業概要】
　所在地：旭町木田
　旭温泉「あさひ荘」の管理運営に要する経費

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,266千円
　　　指定管理者：（株）はまだ温泉プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｒ１～Ｒ３）

【担当課】
　旭支所産業建設課
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483 裁量 温泉施設管理費 12,244 0

新規

(7,481) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 12,244

484 裁量 観光施設維持管理費 14,948 14,495

縮減

(17,336) (16,375)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 453

485 裁量 観光協会助成事業 36,776 36,776

(35,412) (35,412)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　観光客の誘客及び観光案内、市民サロン運営等に係る補助金

【主な内容】
　○浜田市観光協会補助金
　　　事務補助分　　　　　　　　　　　　　　　 　　　20,420千円
　　　事業補助分　　　　　　　　　　　　　 　　　　　16,356千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　市内観光地の清掃等委託料、公衆便所等の清掃作業委託料、光熱水費
等の維持管理費

【主な内容】
　○波佐地場産業技術研修センター
　　　指定管理者：社会福祉法人いわみ福祉会（Ｒ１～Ｒ３）
　　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　 　 　  699千円
　○市内観光地清掃等委託料　　　　　　　　　　　 　　 2,966千円
　　（折居海水浴場、旭温泉公園、堂床山森林公園外）
　○公衆便所等清掃作業委託料　　　　　　　　　      　5,773千円
　　（国府海水浴場・石見畳ヶ浦周辺地区、生湯海水浴場、城山公園、
　　　瀬戸ヶ島、外ノ浦）
　○どんちっち神楽時計保守点検委託料　　　　　　　　　　264千円
　○施設修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,437千円
　※臨時職員の減

【担当課】
　観光交流課・金城支所産業建設課・旭支所産業建設課・三隅支所産業
建設課

【事業概要】
　所在地：美又温泉（金城町追原）、湯屋温泉（金城町下来原）、
　　　　　波佐小国温泉（金城町波佐）、旭温泉（旭町木田）
　コインスタンド、ポンプ、タンク等の管理運営に要する経費

【主な内容】
　○維持補修費
　○施設管理費（光熱水費・委託料・土地借上料等）
　○湯屋温泉泉源湯量調査業務委託

【担当課】
　金城支所産業建設課・旭支所産業建設課
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486 裁量 石見神楽振興事業 3,546 0

(3,447) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,546

487 義務 ライディングパーク管理事業 22,753 22,753

(22,663) (22,663)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

488 裁量 自然公園清掃活動助成事業 380 380

(380) (380)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

489 裁量 浜田市特産品協会助成事業 200 200

(200) (200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　国府海岸一帯の清掃活動を積極的に行っている地元団体に対する補助

【主な内容】
　○自然公園清掃活動事業補助金　　　　　　　　　　　　　380千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　所在地：金城町久佐
　かなぎウェスタンライディングパーク施設の管理運営に要する経費

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　 　20,953千円
　　　指定管理者：社会福祉法人いわみ福祉会（Ｈ２８～Ｒ２）
　○施設修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,800千円

【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　市内の特産品の販売促進、商品開発を推進するための助成

【主な内容】
　○特産品協会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　商工労働課

【事業概要】
　浜田市の観光資源である石見神楽をＰＲすることを通じて交流人口の
拡大を目指す

【主な内容】
　○神楽大会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,200千円
　○石見神楽出張上演経費　　　　　　　　　　　　　　　　774千円
　○石見神楽県外ＰＲ経費　　　　　　　　　　　　　　　1,067千円

【担当課】
　観光交流課
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490 裁量 美又温泉国民保養センター運営費 1,000 1,000

縮減

(10,174) (3,911)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

491 裁量 和紙の郷運営事業 17,763 15,963

(14,947) (12,274)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,800

492 裁量 リフレパークきんたの里運営費 3,350 3,350

新規

(1,000) (1,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

493 裁量 浜田の五地想ものがたり推進事業 1,200 1,200

(1,200) (1,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　浜田の旬のごちそうを「はまごち」と銘打ち、「食」の魅力による誘
客の促進を目指す

【主な内容】
　○浜田の五地想ものがたり推進協議会負担金　　　　　　1,200千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　所在地：金城町七条
　リフレパークきんたの里の管理運営に要する経費
　○指定管理者制度
　　　指定管理者：（株）かいげつ（Ｒ１～Ｒ３）

【主な内容】
　○維持補修費　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　1,000千円
　○女湯フェンス修繕工事

【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：金城町追原
　美又温泉国民保養センターの管理運営に要する経費

【主な内容】
　○維持補修費　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　1,000千円
　※管理運営経費の減（利用料金制による指定管理者制度に移行）

【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：三隅町古市場
　国の重要無形文化財である「石州半紙」の伝承等を目的として整備し
た和紙の郷の管理運営に要する経費
　
【主な内容】
　○会計年度任用職員　７人（管理運営・普及支援担当　７人）
　　館長は三隅支所長が兼務　　　　　　　　　　　　　 11,336千円
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）　　　　　　　　　2,411千円
　
【担当課】
　三隅支所防災自治課
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494 裁量 温泉審議会委員費 157 157

(157) (157)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

495 裁量 合宿等誘致事業 5,187 5,187

(5,844) (5,844)

　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

496 裁量 石見神楽定期公演推進事業 3,757 0

(10,187) (0)

縮減

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,757

【事業概要】
　夜神楽定期公演を年間を通して行い、「石見神楽のまち」としてのイ
メージアップを図り、観光客の増加を目指す

【主な内容】
　○石見神楽定期公演事業補助金

【事業概要】
　スポーツや文化活動での合宿を実施する団体に対し、宿泊費の一部を
助成し、交流人口の拡大と宿泊客の増を図る
　○助成額：１名あたり1千円／泊
　　　ウェルカムチケット活用団体については１名あたり500円／泊を
　　　追加助成

【主な内容】
　○合宿等誘致促進助成金　　　　　　　　　　　　　　　5,000千円

【担当課】
　観光交流課

　※石見神楽定期公演拠点施設整備事業補助金の終了
　
【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　浜田市の附属機関として温泉審議会を設置し、温泉供給料金等の妥当
性について審議する

【主な内容】
　○温泉審議会委員　１１人　　　　　　　　　　　　　　　132千円

【担当課】
　観光交流課

ウェルカムチケットとは・・・
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497 自治区ハード 皆減 リフレパークきんたの里改修事業 0 0

(11,375) (11,375)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

498 裁量 広浜鉄道今福線観光資源活用事業 717 717

(782) (782)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

499 裁量 ヨシタケコーヒー観光資源活用支援事業 388 388

(504) (504)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

500 裁量 千畳苑運営事業 2,753 2,753

(3,088) (3,088)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

【事業概要】
　（公社）土木学会選奨土木遺産にも認定された構造物を含む広浜鉄道
今福線を浜田の貴重な観光資源と捉え、定期的、継続的に観光客が訪れ
る環境の整備を行う

【主な内容】
　○支障木伐採委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　168千円
　○実働組織活動支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　300千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　所在地：浜田市下府町
　国民宿舎千畳苑の管理運営に要する経費
　○指定管理者制度
　　　指定管理者：（株）かいげつ（Ｈ３０～Ｒ４）

【主な内容】
　○維持補修費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,700千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　ヨシタケコーヒーが新たな食の魅力、観光素材として十分に活用され
るような基盤づくりを行い、世界で初めて缶コーヒーを作り上げた三浦
義武氏生誕の地である浜田市を積極的にＰＲして交流人口の拡大を図る

【主な内容】
　○ヨシタケコーヒー認証経費　　　　　　　　　　　　　　159千円
　○友の会支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　119千円

【担当課】
　観光交流課
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501 政策ハード 千畳苑改修事業 21,000 0

(10,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 21,000

502 裁量 山陰浜田港マリン大橋リレーマラソン開催支援事業 900 900

(900) (900)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

503 政策ソフト 皆減 浜田開府４００年記念イベント事業 0 0

(32,627) (29,627)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

504 裁量 皆減 ユネスコ和紙ブランド推進連携事業 0 0

(2,364) (1,254)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

505 自治区ハード 皆減 ライディングパーク改修事業 0 0

(9,720) (20)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

506 裁量 北前船寄港地活用推進事業 984 984

(711) (711)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　整理番号４６０　産業振興パワーアップ事業　に統合

　

　

【事業概要】
　日本遺産に認定された外ノ浦を活用し、観光誘客を図る

【主な内容】
　○北前船日本遺産推進協議会負担金　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　国民宿舎千畳苑の改修に係る経費

【主な内容】
　○客室空調設備改修　外
 
【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　第６回山陰浜田港マリン大橋リレーマラソンの運営経費の一部を助成
する

【主な内容】
　○リレーマラソン実行委員会補助金　　　　　　　　　　　900千円

【担当課】
　観光交流課
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507 裁量 金城自治区観光客誘致推進事業 3,277 0

(3,041) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,277

508 政策ハード 皆減 広浜鉄道今福線観光基盤整備事業 0 0

(5,205) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

509 明るい未来 ブルーツーリズム推進事業 4,000 4,000

(3,836) (3,836)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

510 政策ハード 皆減 会津屋八右衛門碑整備事業 0 0

(3,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

511 政策ハード 皆減 駅鈴モニュメント整備事業 0 0

(3,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

512 裁量 石見神楽国立劇場公演事業 3,648 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,648

　

【事業概要】
　こくふブルーツーリズム研究会と地域おこし協力隊が連携し、クルー
ジングをはじめとした体験メニュー作成や体験活動を実施し、交流人口
の拡大と地域活性化を図る

【主な内容】
　○地域おこし協力隊　１人　　　　　　　　　　　　　　4,000千円

【担当課】
　観光交流課

　

【事業概要】
　金城自治区内の観光事業者間や地元団体と連携し、新規のイベントや
企画商品の開発を行い、観光振興及び地域振興を推進する

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,520千円

【担当課】
　金城支所産業建設課

　

【事業概要】
　東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催期間中に東
京都内の国立劇場で石見神楽公演を実施し、石見神楽の魅力を国内外に
発信することにより、神楽団体の活性化やインバウンド対策を含む観光
振興を図る

【主な内容】
　○実行委員会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　3,360千円

【担当課】
　観光交流課
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513 政策ソフト 新規 第３回全国未成線サミット開催事業 3,500 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,500

514 裁量 新規 スマートガイド構築事業 1,851 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,851

515 裁量 新規 日本遺産石見神楽保存・継承支援事業 16,000 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,000

516 政策ハード 新規 美又温泉国民保養センター改修事業 2,543 43

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 2,500 その他: 0

【事業概要】
　美又温泉国民保養センターの改修に係る経費

【主な内容】
　○大広間空調設備改修　外
　
【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　令和２年度に浜田市で開催が決定している第３回全国未成線サミット
の実行委員会に対し開催経費を助成し、全国の関係団体と交流を深め交
流人口の拡大と地域活性化を図る

【主な内容】
　○開催支援補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,500千円

　　（※詳細はＰ２５１の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　市内の観光地に、多言語化された音声ガイド等が表示されるＱＲコー
ドを設置することにより、観光ボランティアガイド不在時の観光案内や
外国観光客の対応を充足し、観光客の増加を図る

【主な内容】
　○システム構築委託料

　　（※詳細はＰ２５２の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　観光交流課

【事業概要】
　日本遺産に認定された石見神楽の衣装等の更新に係る費用を助成し、
伝統文化の保存・継承を図る

【主な内容】
　○日本遺産石見神楽保存・継承支援事業補助金　　　　 16,000千円
　
　　（※詳細はＰ２５３の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　観光交流課
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10,566 10,425

(10,854) (10,704)

517 裁量 雇用対策事務費 249 249

(417) (417)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

518 裁量 浜田市シルバー人材センター助成事業 9,800 9,800

(9,800) (9,800)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

519 裁量 中小企業雇用情報発信事業 517 376

(637) (487)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 141

3,319 3,319

(6,170) (6,170)

520 裁量 企業誘致対策事務費 691 691

縮減

(3,483) (3,483)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

雇用対策費

【事業概要】
　若年労働者の地元定着、雇用環境の向上等を関係団体と連携して推進
する

【主な内容】
　○浜田・江津地区雇用推進協議会負担金　　　　　　　　　180千円
　○無料職業紹介所運営経費　　　　　　　　　　　　　　　 48千円

【担当課】
　商工労働課

企業誘致対策費

【事業概要】
　（公社）浜田市シルバー人材センターの運営補助を行い、高齢者に就
労の場を確保し、社会参加による生きがい活動の充実を図る

【主な内容】
　○（公社）浜田市シルバー人材センター運営補助金 　   9,800千円

【担当課】
　健康医療対策課

【事業概要】
　地域経済の活性化と雇用の場を確保するため、企業誘致促進活動を実
施する

【主な内容】
　○島根県企業誘致対策協議会負担金　　　　　　　　　　　162千円
　○島根あさひ社会復帰促進センター地内除草作業委託　　　200千円
　※石央物流団地第２期開発事業用地の概略設計の終了

【担当課】
　商工労働課・旭支所産業建設課

【事業概要】
　雇用の確保を図るため、市内企業の求人情報や業務内容等の情報を浜
田市雇用情報サイト「働こう＠浜田」に掲載し情報発信を行う

【主な内容】
　○雇用情報サイト運営委託（保守料・新規企業取材費）　　517千円
　
【担当課】
　商工労働課
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521 裁量 浜田市人会事業 2,628 2,628

(2,687) (2,687)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

887,900 705,941

(925,661) (725,988)
商工費合計

【事業概要】
　関東、関西、広島における情報収集、企業誘致、浜田市のＰＲを円滑
に行うための浜田市出身者において組織する会に対する助成等

【主な内容】
　○浜田　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　800千円
　○金城　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100千円
　○旭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円
　○弥栄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
　○三隅　　　　　　　　　                      　　　　200千円

【担当課】
　商工労働課・各支所産業建設課
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８．（土　木　費）　　　2,858,230千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

608,627 492,844

(582,511) (459,150)

522 義務 職員給与費（土木総務費） 347,027 346,912

(366,643) (366,583)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 115

523 裁量 土木総務事務費 33,716 29,100

(33,669) (29,394)

【特定財源】
　国県支出金: 2,550 地方債: 0 その他: 2,066

524 政策ハード 地籍調査事業 101,382 27,132

(112,576) (30,114)

【特定財源】
　国県支出金: 74,250 地方債: 0 その他: 0

土木総務費

事業名及び事業概要

【事業概要】
　地籍調査に係る経費
　負担割合：国１／２　県１／４　市１／４

【主な内容】
　○浜田自治区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 16,444千円
　　黒川町５　黒川町６　黒川町７
　　長浜町６　横山町２　原井町１
　
　○金城自治区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 29,468千円
　　入野５－１　入野５－２　追原４－１
　
　○弥栄自治区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 43,440千円
　　門田１　門田２
　
　○三隅自治区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,944千円
　　西河内３

【担当課】
　地籍調査課

【事業概要】
　土木総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　３７人
　○再任用職員　１１人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　道路、橋梁、河川等の円滑な管理に係る経費

【主な内容】
　○道路台帳更新委託料　　　　　　　　　　　　　 　　 8,359千円
　○道路照明灯等維持修繕費　　　　　　　　　　　　 　14,720千円
　○島根県土木協会負担金　　　　　　　　　　　　 　 　　824千円
　○土砂災害特別警戒区域内住宅補強支援補助金　　　　　5,100千円
　
【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課
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525 義務 大長見ダム管理事業 4,608 4,608

(6,471) (6,471)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

526 裁量 重富バスストップ管理費 992 992

(807) (807)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

527 裁量 国県道推進事務費 1,482 1,482

(1,482) (1,482)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　治水、灌漑用水、水道用水確保のための多目的ダムとして建設された
大長見ダムの管理費負担金（管理費の３．４％相当額）

【主な内容】
　○大長見ダム管理費負担金　　　　　　　　　　　　　　4,608千円

【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　所在地：旭町重富
　旭町重富バスストップに係る管理費

【主な内容】
　○重富バスストップ管理費　　　　　　　　　　　　　　　992千円

【担当課】
　旭支所産業建設課

【事業概要】
　山陰自動車道早期建設及び県道改良促進に係る要望活動経費、各種道
路関係同盟会等負担金

【主な内容】
　○浜田益田間高規格道路建設促進期成同盟会負担金　　　　300千円
　○山陰自動車道（安来～益田）建設促進期成同盟会負担金　194千円
　○浜田益田間主要地方道改良促進同盟会負担金　　　　　　 15千円
　○島根県西部高速道路利用促進協議会負担金　　　　　　  234千円

【担当課】
　建設企画課
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528 裁量 浜田駅関連施設管理費 12,337 7,320

(12,431) (7,320)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,017

529 裁量 公共土木施設整備事業 40,598 12,298

(44,179) (13,979)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 28,300 その他: 0

530 政策ハード 県立大学周辺道路照明灯ＬＥＤ化事業 3,485 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,485

【事業概要】
　県立大学周辺に設置している道路照明灯をＬＥＤ化し、夜間の交通安
全と維持管理経費の節減を図る

【主な内容】
　○照明灯ＬＥＤ化工事

【担当課】
　維持管理課

【事業概要】
　市民生活に密接した道路・公園・河川等の公共施設を集中的に整備し
安全安心な公共施設を確保する

【主な内容】
　○河川堆積土砂撤去委託　一式
　○維持修繕工事　　　　　一式

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

【事業概要】
　浜田駅関連施設の維持管理費

【主な内容】
　○管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,417千円
　○維持修繕費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,660千円

【担当課】
　維持管理課
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531 政策ハード 公共残土等処理場整備事業 58,000 58,000

(3,000) (3,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

532 政策ハード 皆減 清水野原線道路照明灯ＬＥＤ化事業 0 0

(1,253) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

533 政策ハード 新規 道路・公園照明灯ＬＥＤ化改修事業 5,000 5,000

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

82,708 22,368

(72,271) (26,478)

534 裁量 建築指導総務費 3,700 1,200

(2,638) (138)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,500

【事業概要】
　所在地：三隅町向野田
　公共工事に伴い発生する大量の残土に対応するため、処理場の整備を
行う

【主な内容】
　○測量設計業務委託料　一式
　○用地買収　　　　　　Ａ＝１７２，４００㎡

【担当課】
　建設整備課

【事業概要】
　道路・公園に使用されている水銀照明灯の製造・輸入中止に伴いＬＥ
Ｄ照明灯への更新を計画的に行う

【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ１０

【主な内容】
　○道路・公園照明灯ＬＥＤ化工事　一式

　　（※詳細はＰ２５４の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

建築指導費

【事業概要】
　建築確認や完了検査等に係る経費（限定特定行政庁事務）

【主な内容】
　○指定道路台帳システム保守委託料等　　　　　　　　　1,551千円
　○全国建築審査会協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　9千円
　○日本建築行政会議負担金　　　　　　　　　　　　　　　 50千円

【担当課】
　建築住宅課
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535 裁量 狭あい道路拡幅整備事業 4,800 2,400

(7,200) (3,960)

【特定財源】
　国県支出金: 2,400 地方債: 0 その他: 0

536 裁量 緑と花の沿道推進事業 300 300

(300) (300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

537 裁量 建築物耐震改修促進事業 19,600 4,900

(19,600) (4,900)

【特定財源】
　国県支出金: 14,700 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　都市計画区域内の狭あい市道（４ｍ未満）で建築行為時に無償提供を
受けた道路後退用地を拡幅整備する
　○分筆及び登記に要する経費の助成　限度額：200千円
　○コンクリートブロック塀等の除去に要する経費の助成 7,500円／ｍ
　○板塀、フェンス等の除去に要する経費の助成　2,300円／ｍ　外

【主な内容】
　○狭あい道路拡幅整備工事　　　　　　　　　　　　　　4,000千円
　○狭あい道路拡幅整備事業補助金　　　　　　　　　　　　800千円

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　地震による建築物の被害等を未然に防止するため、昭和５６年５月３
１日以前に着工された木造で階数が２以下の住宅の所有者等が実施する
耐震改修等に対する補助
　○耐震診断事業　　　　補助率：　　９／１０　　限度額： 60千円
　○補強計画策定事業　　補助率：　　　２／３　　限度額：400千円
　○耐震改修事業　　　　補助率：２３／１００　　限度額：800千円
　○解体助成事業　　　　補助率：２３／１００　　限度額：400千円

【事業期間】
　Ｈ２１～Ｒ３（事業期間を延長）

【主な内容】
　○木造住宅耐震化等促進事業補助金　　　　　　　　　 19,600千円
　
【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　都市計画区域の用途地域内において公道沿いに生垣等を設置し、また
は植栽が眺望できるように公道沿いのブロック塀等を除去したものに対
する補助
　○限度額：100千円

【主な内容】
　○緑と花の沿道推進事業補助金　　　　　　　　　　　　　300千円

【担当課】
　建築住宅課
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538 裁量 住宅リフォーム助成事業 7,818 4,300

(7,818) (4,300)

【特定財源】
　国県支出金: 3,518 地方債: 0 その他: 0

539 裁量 危険空き家対策事業 12,576 4,326

(12,486) (6,572)

【特定財源】
　国県支出金: 8,250 地方債: 0 その他: 0

540 裁量 危険空き家緊急安全対策事業 14,766 500

新規

(1,000) (1,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 14,266

【事業概要】
　生活環境に深刻な影響を及ぼしている特定空家等に対して略式代執行
及び緊急安全措置を行うことで、周辺住民の危険な状態を解消し、安全
で安心して暮らせるまちづくりを目指す
　
【主な内容】
  ○緊急安全措置　　　　　１戸
　○略式代執行（真光町）　１棟

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　適正に管理されず、防災上周囲に対して危険性の高い空き家の除却を
促進し、居住環境の向上を図る
　○除去促進事業（危険空き家除却に対する助成）
　　補助率：４／１０　限度額：500千円
　○空き家対策事業（土地及び建物の寄付を受け、市が除却を行う）
　○空家等対策協議会（協議会委員　１１人）

【事業期間】
　Ｈ２４～Ｒ３（事業期間を延長）

【主な内容】
　○危険空き家除却促進事業補助金　　　　　　　　 　  10,000千円
　○危険空き家の除却工事　　　　　　　　　　　　　　　2,500千円
　○空家等対策協議会経費　　　　　　　　　　　　　　　　 76千円

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　市民の生活環境の向上、空き家の増加の抑制及び住宅関連産業の振興
を図るため、市内の施工業者を利用して既存住宅のリフォーム工事を行
う者に対し、その費用の一部を助成する
　○補助率：１／１０　限度額：200千円

【事業期間】
　Ｈ２３～Ｒ２（事業期間を延長）

【主な内容】
　○住宅リフォーム助成事業補助金　　　　　　　　　 　 7,818千円

【担当課】
　建築住宅課
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541 裁量 がけ地近接等危険住宅移転事業 8,202 2,051

(8,029) (2,008)

【特定財源】
　国県支出金: 6,151 地方債: 0 その他: 0

542 裁量 ブロック塀等撤去費助成事業 3,200 250

(1,000) (250)

【特定財源】
　国県支出金: 750 地方債: 0 その他: 2,200

543 政策ハード 耐震対策緊急促進事業 7,746 2,141

(12,200) (3,050)

【特定財源】
　国県支出金: 5,605 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　通学路の安全確保を図るため、危険性のある通学路沿いのブロック塀
の撤去等を行う者に対し、その費用の一部を助成する
　
【主な内容】
　○ブロック塀等撤去費補助　　１６件　　　　　　　　　3,200千円
　
【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　地震による建築物の倒壊等による被害発生を防止するため、民間の通
行障害既存耐震不適格建築物について、その耐震対策に要する費用の一
部を助成する
　
【主な内容】
　○耐震診断補助　　２件　　　　　　　　　　　　　　  4,080千円
　○耐震改修等補助　１件　　　　　　　　　　　　　　  3,666千円

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　がけの崩壊により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域におい
て、危険住宅の移転等を行う住民に対し、費用の一部を助成する
　
【主な内容】
　○がけ地近接等危険住宅移転事業補助金　　　　　　　　8,202千円

【担当課】
　建築住宅課

出典：パンフレット「地震からわが家を守ろう」日本建築防災協会

国土交通省ホームページ
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52,088 26,414

(47,520) (25,780)

544 裁量 道路橋梁総務事務費 9,920 9,920

(13,335) (13,335)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

545 政策ハード 県事業負担金（建設） 4,300 200

(5,917) (317)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 3,200 その他: 900

546 裁量 市道測量登記事業 1,783 1,783

(1,783) (1,783)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

547 裁量 金城スマートＩＣ２４時間化事業 1,485 1,485

(1,485) (1,485)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　所在地：金城町今福
　２４時間開設後の利用状況等の実態把握を行う

【主な内容】
　○金城スマートＩＣ利用促進事業補助金　　　　　 　　1,485千円

【担当課】
　金城支所産業建設課

【事業概要】
　道路橋梁に関する維持管理事務費

【主な内容】
　○道路パトロール経費　　　　　　　　　　　　　　　  7,199千円
　○道路賠償責任保険料　　　　　　　　　　　　　　　　2,053千円
　○橋梁アセットマネジメントシステム委託料　　　　　　　660千円

【担当課】
　維持管理課

【事業概要】
　県道改良及び急傾斜地の崩壊防止に係る負担金

【主な内容】
　○急傾斜地崩壊対策事業負担金　４箇所　　　　　　 　 4,300千円
　　上今明地区（三隅町井野）
　　白砂地区（三隅町折居）
　　高佐地区（高佐町）
　　須津地区（三隅町岡見）
　
【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　未登記市道の登記に要する経費

【主な内容】
　○測量登記委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,783千円
　
【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

道路橋梁総務費
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548 義務 橋梁等長寿命化調査点検事業 29,600 12,726

(20,000) (8,560)

【特定財源】
　国県支出金: 16,874 地方債: 0 その他: 0

549 政策ハード 三隅益田道路建設附帯事業 5,000 300

(5,000) (300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 4,700 その他: 0

221,334 202,444

(239,821) (199,395)

550 裁量 道路維持修繕費 161,334 144,944

(157,761) (141,801)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 16,390

【事業概要】
　市道を常時良好な状態に保ち、安全で快適に通行できるよう維持修繕
し、市民生活や経済活動に支障を及ぼさないよう努める

【主な内容】
　○道路清掃・草刈作業報償金　　　　　　　　　　　 　31,950千円
　○道路維持修繕補修費　　　　　　　　　　　　　 　　69,219千円
　○草刈作業委託料　　　　　　　　　　　　　　　 　　21,800千円
　
【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

道路維持費

【事業概要】
　所在地：三隅町古市場
　国土交通省が施工する三隅益田道路建設工事に伴う附帯事業

【主な内容】
　○建設附帯工事

【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　全市の橋梁について、年間２００橋梁程度を５年１サイクルとして定
期点検調査を実施し、トンネルについても同様に定期点検調査を実施す
る（社会資本整備総合交付金事業）

【主な内容】
　○定期点検調査業務委託

【担当課】
　維持管理課
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551 政策ソフト 除雪事業 60,000 57,500

(60,000) (57,500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,500

552 自治区ハード 皆減 除雪車等整備事業 0 0

(22,060) (94)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

742,830 53,052

(1,137,536) (133,572)

553 義務 職員給与費（道路新設改良費） 46,302 44,672

(49,005) (44,589)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 1,630 その他: 0

道路新設改良費

【事業概要】
　道路新設改良に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　７人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　積雪時における交通路の確保を図るとともに、住民生活の安定に寄与
することを目的とする除雪作業

【主な内容】
　○除雪車等維持修繕費　　　　　　　　　　　　　　　 12,855千円
　○除雪作業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　 　38,216千円
　○除雪車借上料　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　800千円

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課
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554 政策ハード 生活道路整備事業 40,000 2,000

(80,000) (4,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 38,000 その他: 0

555 政策ハード 白砂１号線改良事業 21,000 0

(31,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 10,400 地方債: 10,600 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 400 0

(△600) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: △ 400 その他: 0

【事業概要】
　所在地：三隅町折居
　地域住民の利便性向上と通行上の安全確保を図ることを目的に、今浦
地区を周回する路線の拡幅等を行う（社会資本整備総合交付金事業）
　○Ｌ＝１，４００ｍ、Ｗ＝５．０ｍ

【事業期間】
　Ｈ１８～Ｒ５

【主な内容】
　○測量設計業務委託　　一式
　○道路改良工事　　　Ｌ＝８０ｍ
　
【担当課】
　建設整備課

　

【事業概要】
　地域住民の利便性向上を図ることを目的に生活に密着した市道につい
て、小規模ながら実効性のある部分的な拡幅や突角剪除等を実施する

【主な内容】
　○浜田　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,100千円
　　西浜田６７号線生活道路整備工事外　Ｌ＝２６０ｍ
　
　○金城　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6,300千円
　　下来原２７号線生活道路整備工事　　Ｌ＝１００ｍ

　○旭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 5,200千円
　　木田１０号線道路改良工事　　　　　Ｌ＝６５ｍ
　
　○弥栄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  8,200千円
　　門田線拡幅改良工事　　　　　　　　Ｌ＝５０ｍ
　
　○三隅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 3,200千円
　　白砂２７号線道路改良工事

【担当課】
　建設整備課
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556 政策ハード 谷線道路改良事業 10,500 300

(26,250) (750)

【特定財源】
　国県支出金: 5,200 地方債: 5,000 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 200 △ 200

(△500) (△500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

557 政策ハード ふるさとかいてき道整備事業 55,000 2,800

(100,000) (5,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 52,200 その他: 0

【事業概要】
　所在地：国分町　外
　損傷の著しい市道の舗装について、計画的に舗装補修を行う
　
【主な内容】
　○舗装補修工事　　　　　　　　　　　　         　  53,530千円
　　国府２４６号線（浜田）　　Ｌ＝　　２００ｍ
　　下府上府線（浜田）　　　　Ｌ＝　　　５０ｍ
　　浜田３０３号線（浜田）　　Ｌ＝　　　６０ｍ
　　浜田３５１号線（浜田）　　Ｌ＝　　　２０ｍ
　　今井迫長見線（浜田）　　　Ｌ＝　　４４０ｍ
　　周布２６号線（浜田）　　　Ｌ＝　　　６０ｍ
　　下来原２５号線（金城）　　Ｌ＝　　５００ｍ
　　木田５号線（旭）　　　　　Ｌ＝　　７００ｍ
　　大宝線（弥栄）　　　　　　Ｌ＝　　８６０ｍ
　　安城９５号線（弥栄）　　　Ｌ＝　　８５０ｍ
　　田野原線（弥栄）　　　　　Ｌ＝　　５００ｍ
　　井野１０２号線（三隅）　　Ｌ＝　　６００ｍ
　　三隅４６号線（三隅）　　　Ｌ＝　　　７０ｍ

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：弥栄町木都賀
　地域住民の利便性向上と通行上の安全確保を図ることを目的に、地元
住民に密着した路線の改良を行う（社会資本整備総合交付金事業）
　○Ｌ＝３４８ｍ、Ｗ＝５．０ｍ

【事業期間】
　Ｈ２５～Ｒ２

【主な内容】
　○道路改良工事　　　　Ｌ＝２００ｍ

【担当課】
　建設整備課
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558 政策ハード 側溝整備事業 25,000 1,300

(85,617) (4,317)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 23,700 その他: 0

559 政策ハード 皆減 狭小市道回転場等緊急設置事業 0 0

(12,000) (600)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

560 政策ハード 戸地線改良事業 21,000 0

(70,140) (40)

【特定財源】
　国県支出金: 10,400 地方債: 10,600 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 400 0

(△1,336) (△40)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: △ 400 その他: 0

【事業概要】
　所在地：旭町重富
　当該路線は重富地区と都川地区を結ぶ重要アクセス道路となっている
が、幅員が狭く線形も粗悪であることから通行や離合が困難であるため
道路改良工事を行い、アクセス道路としての利便性の向上を図る（社会
資本整備総合交付金事業）
　○Ｌ＝１，４００ｍ、Ｗ＝７．０ｍ

【事業期間】
　Ｈ２５～Ｒ９

【主な内容】
　○測量設計業務委託　　一式

【担当課】
　建設整備課

　

　

　

【事業概要】
　所在地：長沢町、松原町　外
　市道の排水機能向上と環境整備を図るため、計画的に側溝整備を行う

【主な内容】
　○側溝整備工事及び移転補償　　　　　　　　　　　　 24,358千円
　　浜田５７号線（浜田）　　　　Ｌ＝　４０ｍ
　　浜田１１６号線（浜田）　　　Ｌ＝　１２ｍ
　　浜田１４８号線（浜田）　　　Ｌ＝　３０ｍ
　　浜田１９７号線（浜田）　　　Ｌ＝　３０ｍ
　　浜田３１６号線（浜田）　    Ｌ＝　４０ｍ
　　長沢外ノ浦線（浜田）　　　　Ｌ＝　５０ｍ
　　大社橋片庭町線（浜田）　　　Ｌ＝　５０ｍ
　　七条３８号線（金城）　　　　Ｌ＝　５０ｍ
　　柏尾谷線（旭）　　　　　　　Ｌ＝　１０ｍ
　　木都賀５８号線（弥栄）　　　Ｌ＝１００ｍ
　　三保４５号線（三隅）　　　　Ｌ＝　５０ｍ
　　古湊向野田線（三隅）　　　　Ｌ＝　１５ｍ

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課
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561 政策ハード 皆減 長沢下府線通学路整備事業 0 0

(42,000) (20)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

政策ハード 皆減 支弁人件費 0 0

(△800) (△20)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

562 政策ハード 浜田駅周辺整備事業 437,600 10,180

(260,850) (69,530)

【特定財源】
　国県支出金: 234,520 地方債: 192,900 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 8,200 △ 8,200

(△3,700) (△3,700)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

563 政策ハード 地域支援道路等整備事業 28,578 0

(50,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 28,578

【事業概要】
　君市踏切を含む市道には歩道がなく、また車両のすれ違いが出来ない
ことにより、通学生や歩行者にとって危険な状況となっているため、２
車線道路や歩道を整備し、住民の通行の安全確保を図る（社会資本整備
総合交付金事業）

【事業期間】
　Ｈ２７～Ｒ３

【主な内容】
　○ＪＲ構内委託工事　　一式
　○用地買収　　　　　　Ａ＝６２５㎡
　○建物移転補償　　　　一式
　○道路工事　　　　　　一式
　
【担当課】
　建設整備課

　

【事業概要】
　所在地：三隅町
　小規模ながらも地域住民の要望が強い道路工事等を実施し、地域住民
が快適に過ごせる道路環境を整備する

【事業期間】
　Ｈ２８～Ｒ２（事業期間を延長）

【主な内容】
　○局部改良、防草対策、側溝整備　　　　　　　一式

【担当課】
　三隅支所産業建設課
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564 政策ハード 今福有福線道路改良事業 31,500 0

(73,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 15,000 地方債: 16,500 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 600 0

(△1,400) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: △ 600 その他: 0

565 自治区ハード 皆減 今福１０１号線外道路新設事業 0 0

(3,500) (200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

566 政策ハード 道路ストック災害防除事業 21,100 600

(52,500) (1,400)

【特定財源】
　国県支出金: 10,400 地方債: 10,100 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 400 △ 400

(△1,000) (△1,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

567 政策ハード 皆減 櫟田原中央線道路改良事業 0 0

(5,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　所在地：金城町追原、入野
　主要地方道田所国府線から美又公民館へアクセスする路線の拡幅等を
行い、地域住民の通行上の安全確保を図る（道整備交付金事業）
　○Ｌ＝５００ｍ、Ｗ＝７．０ｍ

【事業期間】
　Ｈ２８～Ｒ４

【主な内容】
　○道路改良工事　　　　Ｌ＝２３０ｍ

【担当課】
　建設整備課

　

　

【事業概要】
　所在地：殿町、生湯町　外
　平成２７年度までの「道路ストック総点検事業」で危険度が高いと確
認された市道路線の破損を計画的に修繕し、交通の安全確保を図る（社
会資本整備総合交付金事業）
　※道路ストックとは…これまでに整備してきた道路構造物のこと
　　（例：道路舗装、法面、擁壁、橋梁、トンネル、
　　　　　道路附属物（照明、標識、横断歩道橋）など）

【事業期間】
　Ｈ２８～Ｒ８

【主な内容】
　○測量設計業務委託　　一式（浜田２７４号線　外）
　○災害防除工事　　　　一式（浜田１４号線　外）
　
【担当課】
　維持管理課
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568 政策ハード 皆減 浜田駅前広場整備事業 0 0

(162,724) (8,224)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

569 自治区ハード 皆減 今福２０号線災害防除事業 0 0

(17,010) (486)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

自治区ハード 皆減 支弁人件費 0 0

(△324) (△324)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

570 政策ハード 井野３７号線道路改良事業 15,750 70

(21,000) (60)

【特定財源】
　国県支出金: 8,580 地方債: 7,100 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 300 △ 70

(△400) (△60)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: △ 230 その他: 0

571 政策ハード 皆減 外ノ浦湾周辺道路整備計画策定事業 0 0

(5,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

118,374 25,614

(47,574) (25,354)

572 義務 職員給与費（交通安全対策事業費） 5,474 5,474

(5,274) (5,274)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

【事業概要】
　所在地：三隅町井野、室谷
　県道一の瀬折居線の改良工事に伴い井野地区と室谷地区を結ぶ生活道
路を整備し、地域住民の通行上の安全確保を図る（社会資本整備総合交
付金事業）
　○Ｌ＝６２０ｍ、Ｗ＝５．０ｍ

【事業期間】
　Ｈ３０～Ｒ８

【主な内容】
　○道路改良工事　　　　Ｌ＝１００ｍ

【担当課】
　建設整備課

　

　

　

　

【事業概要】
　交通安全対策に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１人

【担当課】
　人事課

交通安全対策事業費
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573 政策ハード 交通安全施設整備事業 20,000 20,000

(20,000) (20,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

574 政策ハード 歩道整備事業 31,500 740

(10,500) (280)

【特定財源】
　国県支出金: 17,160 地方債: 13,600 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 600 △ 600

(△200) (△200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

575 政策ハード カーブミラー緊急対策事業 12,000 0

(12,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 12,000

576 政策ハード 新規 通学路等緊急安全対策事業 50,000 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 50,000

【事業概要】
　市道の見通しの悪い箇所にカーブミラーを設置し、安全な道路環境の
向上を図る

【主な内容】
　○カーブミラー設置工事　Ｎ＝３５基

【担当課】
　維持管理課

【事業概要】
　通学路における危険箇所の改善を行い、子ども達の安心安全な歩行空
間を確保する

【主な内容】
　○危険箇所修繕工事　　　一式

　（※詳細はＰ２５５の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

【事業概要】
　所在地：熱田町
　学校施設周辺の歩道整備が必要な路線に計画的に歩道を整備すること
で、通学者と地域住民の通行上の安全確保を図る（社会資本整備総合交
付金事業）
　○西浜田１３０号線歩道整備　　　Ｌ＝１９０ｍ

【主な内容】
　○歩道整備工事
　　西浜田１３０号線歩道整備工事　Ｌ＝　４０ｍ
　
【担当課】
　建設整備課

　

【事業概要】
　通行の安全を確保するために、ガードレールや区画線等の交通安全施
設を整備する

【主な内容】
　○交通安全施設整備工事　一式　　　　　　　　　　 　19,000千円

【担当課】
　維持管理課・旭支所産業建設課・三隅支所産業建設課
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11,313 11,313

(11,313) (11,313)

577 裁量 公共排水路整備事業 11,313 11,313

(11,313) (11,313)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

61,800 280

(61,800) (280)

578 政策ハード 橋梁長寿命化改修事業 63,000 1,480

(63,000) (1,480)

【特定財源】
　国県支出金: 34,320 地方債: 27,200 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 1,200 △ 1,200

(△1,200) (△1,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

34,975 18,521

(35,046) (17,980)

579 裁量 河川ダム推進事務費 1,304 1,304

新規

(505) (505)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

橋梁新設改良費

【事業概要】
　橋梁長寿命化修繕計画に基づき、補修が必要な橋梁について計画的に
補修工事を実施する（社会資本整備総合交付金事業）

【主な内容】
　○浜田　　治和橋　外
　
【担当課】
　維持管理課

　

河川総務費

【事業概要】
　ダム事業推進に係る国・県に対する要望活動及び協議に係る経費

【主な内容】
　○ダム対策協議会助成金　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
　○矢原川ダム建設促進期成同盟会負担金　　　　　　　　　100千円
　○浜田川総合開発事業完成式負担金　　　　　　　　　　　800千円

【担当課】
　建設企画課

公共水路整備費

【事業概要】
　民生の安定を図るための公共的な小河川や水路の整備を実施する

【主な内容】
　○公共排水路修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　1,263千円
　○公共排水路清掃委託料　　　　　　　　　　　　　　　4,700千円
　○公共排水路維持補修工事　　　　　　　　　　　　　　5,000千円

【担当課】
　維持管理課
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580 裁量 河川浄化事業 26,221 10,683

(27,300) (11,150)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 15,538

581 裁量 河川維持管理事業 7,450 6,534

(7,241) (6,325)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 916

0 0

(20,000) (1,000)

582 政策ハード 皆減 恩地川河川整備事業 0 0

(20,000) (1,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　県管理河川の草刈・清掃等による河川周辺の環境整備
　負担割合：県１／２　市１／２
　○３７河川予定
　　唐鐘川、下府川、浜田川、周布川、家古屋川、長田川、八戸川、
　　本郷川、三隅川、岡見川、矢原川等

【主な内容】
　○草刈報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,045千円
　○清掃委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,176千円

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

【事業概要】
　浜田市管理河川の草刈・清掃等による河川周辺の環境整備
　○６３河川予定
　　治和川、鈴井川、折居川、追原川、金田川、坂本川、戸地川、
　　門田川、小坂川、松原川、今明川等

【主な内容】
　○草刈報償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,688千円
　○清掃委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　700千円
　○河川維持工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　800千円

【担当課】
　維持管理課・各支所産業建設課

河川整備事業費
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5,000 250

(10,000) (400)

583 政策ハード 自然災害防止事業 5,000 250

(10,000) (400)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 3,500 その他: 1,250

1,901 1,901

(630) (630)

584 裁量 港湾振興事務費 1,901 1,901

新規

(630) (630)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

142,481 138,664

(80,476) (76,627)

585 裁量 都市計画審議会委員費 195 195

(195) (195)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

自然災害防止事業費

都市計画総務費

【事業概要】
　都市計画法に基づく都市計画決定等についての審議を行う
　○審議会委員　１７人

【主な内容】
　○審議会委員報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　168千円

【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　浜田港の整備促進に係る経費

【主な内容】
　○整備促進要望活動費　　　　　　　　　　　　　　　　　171千円
　○日本港湾協会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円
　○港湾都市協議会総会開催市負担金　　　　　　　　　　1,500千円

【担当課】
　建設企画課

港湾振興費

【事業概要】
　崩壊等の災害を予防し、また、災害の拡大を防止するため、住居に隣
接している自然崖に防災工事を実施する

【主な内容】
　○宅地自然災害防止工事　　　　　　　　　　 　　　　 5,000千円

【担当課】
　建設整備課
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586 義務 職員給与費（都市計画総務費） 13,509 13,509

(15,052) (15,052)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

587 裁量 都市計画総務事務費 578 0

(610) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 578

588 裁量 景観づくり事業 3,239 0

拡充
拡充

(3,239) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,239

【事業概要】
　都市計画関係事務に係る経費及び各種協議会等負担金

【主な内容】
　○都市計画協会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　133千円
　○中国地方都市美協議会負担金 　　　　　　　　　　　　　14千円
　
【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　平成２９年度に策定した景観計画に基づき、市民との協働により景観
まちづくりを実施する
　○審議会委員　１１人

【主な内容】
　○万灯山公園イルミネーション補助金　　　　　　　　　　500千円
　○審議会委員報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　198千円
　○景観形成補助金
　　補助率：１／２　　限度額：1,000千円
　○万灯山公園イルミネーション増設工事
　○浜田駅前広場イルミネーション新設工事
　
【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　都市計画総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課
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589 政策ソフト 都市計画マスタープラン策定事業 6,600 6,600

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

590 裁量 統合型ＧＩＳ更新事業 118,360 118,360

(61,380) (61,380)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

200 200

(200) (200)

591 裁量 都市下水路維持修繕費 200 200

(200) (200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

111,017 77,783

(276,220) (79,197)

592 義務 職員給与費（公園費） 16,451 16,451

(15,393) (15,393)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

都市下水路費

【事業概要】
　都市下水路の維持管理を行い、下水路周辺の環境整備を図る

【主な内容】
　○都市下水路清掃委託料　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　維持管理課

公園費

【事業概要】
　公園の維持管理に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　航空写真データ、地形図データの修正を行い、統合型ＧＩＳを更新す
ることで、固定資産税評価替え等の円滑な業務推進を図る

【事業期間】
　Ｒ１～Ｒ２

【主な内容】
　○統合型ＧＩＳ更新業務委託

【担当課】
　建設企画課

【事業概要】
　平成２４年度に策定した当該計画について、現状を踏まえて見直しを
行い、今後の都市づくりの指針とする

【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ３

【主な内容】
　○都市計画マスタープラン策定業務委託料

【担当課】
　建設企画課
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593 裁量 公園管理費 62,166 60,932

(61,338) (60,459)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,234

594 政策ハード 県事業負担金（公園） 1,500 100

(8,300) (500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 1,400 その他: 0

595 政策ハード 公園施設長寿命化対策支援事業 31,500 900

(31,500) (900)

【特定財源】
　国県支出金: 15,000 地方債: 15,600 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 600 △ 600

(△600) (△600)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化した都市公園施設の更新を行
う（社会資本整備総合交付金事業）

【主な内容】
　○遊具等公園施設更新工事　一式

【担当課】
　維持管理課

　

【事業概要】
　公園（海のみえる文化公園、御部ダム周辺公園、三隅中央公園、田の
浦公園、第二浜田ダム周辺緑地等）の維持管理費

【主な内容】
　○公園遊具等施設修繕料　　　　　　　　　　　　 　 　1,190千円
　○公園管理等委託料　　　　　　　　　　　　　　　 　46,724千円

【担当課】
　維持管理課

【事業概要】
　島根県が施工する石見海浜公園整備事業に係る負担金
　市負担率：事業費の１０／１００（Ａゾーン、Ｂゾーン、Ｃゾーン）
　　　　　　事業費の５／１００（Ｄゾーン）

【主な内容】
　○石見海浜公園整備事業負担金　　　　　　　　　　　  1,500千円

【担当課】
　建設企画課
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596 政策ハード 皆減 城山公園整備事業 0 0

(110,289) (45)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

597 政策ハード 皆減 身近な公園整備事業 0 0

(50,000) (2,500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

456,627 456,627

(430,954) (430,954)

598 義務 皆減 公共下水道事業特別会計繰出金 0 0

(430,954) (430,954)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

599 義務 新規 公共下水道事業会計繰出金 456,627 456,627

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

206,955 44,187

(214,272) (49,863)

600 義務 職員給与費（住宅管理費） 8,120 8,120

(8,524) (8,524)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

601 裁量 公営住宅管理事務費 2,236 1,586

(2,527) (1,974)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 650

　

【事業概要】
　住宅管理に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　公営住宅に係る管理事務費

【主な内容】
　○日本住宅協会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　 18千円
　○住宅委員会委員謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　 60千円
  ○災害特別住宅譲渡補助金　　　　　　　　　　　　　　1,321千円

【担当課】
　建築住宅課

公共下水道費

【事業概要】
　公共下水道事業会計運営に係る一般会計繰出金

【主な内容】
　公共下水道事業会計繰出金
　○減価償却費及び資産減耗費にかかる補助分　　　　　181,216千円
　○建設改良事業にかかる起債償還分　　　　　　　　　141,522千円
　○運営に対する補助分　　　　　　　　　　　　　　　133,889千円

【担当課】
　下水道課

住宅管理費
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602 義務 一般住宅管理事務費 743 0

(756) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 743

603 裁量 公営住宅維持修繕費 9,374 0

(6,252) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 2,500 地方債: 0 その他: 6,874

604 裁量 一般住宅維持修繕費 5,721 0

(5,721) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,721

【事業概要】
　老朽化した一般住宅に係る維持修繕費用

【主な内容】
　○一般住宅修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　  5,054千円
　○浄化槽維持管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　  110千円
　○消防用設備等点検委託料　　　　　　　　　　　　　　 　60千円
　○駐車場修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　一般住宅に係る管理事務費

【主な内容】
　○土地借上料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21千円
　○定住住宅利子補給金　　　　　　　　　　　　　　　　　103千円

【担当課】
　建築住宅課・弥栄支所産業建設課

【事業概要】
　老朽化した公営住宅に係る維持修繕費用

【主な内容】
　○公営住宅修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,388千円
　○駐車場修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　316千円
　
【担当課】
　建築住宅課
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605 義務 公営住宅等管理委託事業 50,731 0

(50,556) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 50,731

606 政策ハード 市営住宅改修事業 11,331 11,331

(10,000) (10,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

607 政策ハード 公営住宅等長寿命化改修事業 41,000 21,115

(56,000) (29,365)

【特定財源】
　国県支出金: 19,885 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　公営住宅法の適用を受ける市営住宅（公営住宅）を管理代行制度で、
公営住宅法の適用を受けない一般市営住宅等を指定管理者制度で管理委
託を行い、住民サービスの向上、管理の効率化、経費の節減等を図る

【主な内容】
　○管理代行制度
　　公営住宅
　　管理代行者：島根県住宅供給公社（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　管理代行委託料　　　　　　　　　　　 37,066千円

　○指定管理者制度
　　黒川改良住宅
　　指定管理者：島根県住宅供給公社（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　6,917千円
　
　　一般市営住宅、特定公共賃貸住宅、地域定住住宅、
　　弥栄若者定住化住宅（金城・旭・弥栄）
　　指定管理者：（有）中田工務店（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　5,749千円
　
　　集団移転住宅、若者住宅（三隅）
　　指定管理者：（株）コムサ（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　999千円

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　公営住宅等の有効活用のために策定した浜田市公営住宅等長寿命化計
画に基づき、改修工事を行う

【主な内容】
　○住宅外壁改修工事（上府住宅１号棟、石原住宅１号棟）

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　老朽化した市営住宅の一部改修工事等を実施する

【主な内容】
　○工事請負費
　　給湯設備等更新工事
　　火災報知器等設備更新工事
　○日脚住宅合併浄化施設改修費負担金
　
【担当課】
　建築住宅課
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608 政策ソフト 公営住宅長寿命化計画策定事業 3,700 2,035

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,665 地方債: 0 その他: 0

609 裁量 雇用促進住宅管理事業 67,000 0

(67,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 67,000

610 義務 住宅管理共同利用システム負担金 6,999 0

(6,936) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6,999

2,858,230 1,572,462

(3,268,144) (1,538,173)

【事業概要】
　島根県住宅供給公社が中心となり、平成２９年度から県内自治体で共
同運用を開始した住宅管理システムの利用料

【主な内容】
　○住宅管理システム利用料

【担当課】
　建築住宅課

土木費合計

【事業概要】
　平成２３年４月から市が管理を始めた雇用促進住宅の大規模修繕経費
及び減債基金積立金
　○小福井団地、内田団地、国府団地、金城団地

【主な内容】
　○施設修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　10,000千円
　○減債基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　　　 57,000千円

【担当課】
　建築住宅課

【事業概要】
　平成２３年度に策定した公営住宅長寿命化計画（計画期間：平成２３
年度～令和２年度）について見直しを行い、今後の公営住宅の計画的な
修繕等の指針とする

【主な内容】
　○公営住宅長寿命化計画策定委託

【担当課】
　建築住宅課
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９．（消　防　費）　　　1,382,700千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

1,139,042 1,123,855

(1,128,816) (1,103,319)

611 義務 職員給与費（常備消防費） 1,043,902 1,032,273

(1,042,619) (1,024,801)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 11,629

612 裁量 常備消防事務運営費 66,341 64,583

新規
縮減

(60,346) (55,167)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,758

613 裁量 消防職員管理費 7,337 5,537

(6,342) (3,842)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,800

事業名及び事業概要

常備消防費

【事業概要】
　常備消防に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１２５人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　消防本部・消防署（３署４出張所）の消防救急業務を遂行するための
経費

【主な内容】
　○施設維持管理費（光熱水費、修繕料外）　　　　　　 17,033千円
　○位置情報通知システム等情報通信料　　　　　　　　　5,335千円
　○水難捜索経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　145千円
　○消防救急デジタル無線維持管理委託料等　　　　　　　5,219千円
　○墜落制止器具等購入及び防火服更新　　　　　　　　　7,986千円
　※半自動式除細動器更新完了

【担当課】
　消防総務課・予防課・警防課・通信指令課・各消防署

【事業概要】
　消防の任務を遂行するために必要となる知識及び技術の習得・体力の
練成のための研修費

【主な内容】
　○研修旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,843千円
　○消防学校入校負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　511千円
　　　島根県消防学校入校（１４人）
　　　消防大学校入校（３人）

【担当課】
　消防総務課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

614 裁量 救急救命士養成事業 3,205 3,205

(3,457) (3,457)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

615 義務 通信指令管理費 15,218 15,218

(13,178) (13,178)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

616 裁量 地域における救急救命体制整備事業 3,039 3,039

(2,874) (2,874)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　「浜田市まちかど救急ステーション認定制度」を推進し、地域にお
ける救急救命体制の構築を図ることで、安全安心な市民生活の実現を
目指す

【主な内容】
　○救命講習専門員１人　　　　　　　　　              2,572千円
　○まちかど救急ステーション認定制度普及経費　　　　　   72千円
　○救急救命講習用資機材購入費　　　　　　　　　　　　　 77千円
 
【担当課】
　警防課

【事業概要】
　救急救命士の養成等を計画的に行うための研修費
　○救急救命士　　　　　　　１人

【主な内容】
　○救急救命研修所負担金　　　　　　　　　　　　　　　2,106千円
　○救急救命士病院実習委託料　　　　　　　　　　　　　　436千円

【担当課】
　消防総務課・警防課

【事業概要】
　高機能消防指令センター保守に係る経費

【主な内容】
　○高機能消防指令センター保守委託料　　　　　　　　　5,588千円
　○高機能消防指令センター消耗部品交換委託料　　　　　6,296千円
　○高機能消防指令センター機器リース料　　　　　　　　3,188千円

【担当課】
　通信指令課

［まちかど救急ステーション認定制度］
誰もが使用することができる場所に常時使

用可能な状態でＡＥＤを設置し、救命講習等
を修了した従業員等が所属している事業所等
を「まちかど救急ステーション」として認定

「まちかど救急ステーション表示証」
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

127,856 98,275

(137,040) (107,454)

617 裁量 消防団員報酬等 48,518 48,518

(49,099) (49,099)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

618 義務 消防団員退職報償金 28,800 0

(28,800) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 28,800

619 裁量 非常備消防事務運営費 27,863 27,082

縮減

(30,026) (29,240)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 781

620 義務 消防団員等公務災害補償等共済基金掛金 22,675 22,675

(22,675) (22,675)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　消防団運営に係る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,485千円
　○施設維持管理費（光熱水費、修繕料外）　　　　　　  6,990千円
　○消防団活動経費（消耗品、燃料代外）                8,695千円
　○消防団員福祉共済負担金　　　　　　　　　　　　　　1,350千円
　※臨時職員　１人減

【担当課】
　警防課

非常備消防費

【事業概要】
　消防団員の損害補償及び退職報償、消防作業従事者の損害補償掛金

【主な内容】
　○消防団員等公務災害補償等共済基金掛金　　　　　 　22,675千円

【担当課】
　警防課

【事業概要】
　消防団員の報酬及び費用弁償
　（定員１，０６５人）

【主な内容】
　○報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　22,115千円
　○費用弁償　                                       26,403千円

【担当課】
　警防課

【事業概要】
　５年以上勤務した消防団員の退職者に対する報償金（６４人見込み）

【主な内容】
　○消防団員退職報償金　　　　　　　　　 　　　　　　28,800千円

【担当課】
　警防課

島根県消防操法大会
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

621 政策ソフト 皆減 島根県消防操法大会開催事業 0 0

(6,440) (6,440)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

115,802 2,602

(74,840) (1,540)

622 政策ハード 防災まちづくり事業 73,067 167

(46,449) (49)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 72,900 その他: 0

623 政策ハード 消防施設等整備事業 40,378 78

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 40,300 その他: 0

624 政策ハード 消防庁舎改修事業 2,357 2,357

(28,391) (1,491)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1,382,700 1,224,732

(1,340,696) (1,212,313)

【事業概要】
　老朽化した消防本部庁舎等の施設改修等に係る経費

【主な内容】
　○消防本部訓練塔耐震診断委託料
 
【担当課】
　消防総務課

　

消防施設費

【事業概要】
　消防団に係る消防施設・設備の整備を行う

【主な内容】
　○小型動力ポンプ付普通積載車購入　　２台（浜田１、旭１）
　○消火栓新設工事　　　　　　　　   　 ４０基（浜田４０）
　○消防ポンプ車庫統合新築工事（都川分団）　１箇所（旭１）
　
【担当課】
　警防課

消防費合計

【事業概要】
　常備消防に係る消防救急車両の更新・整備を行う

【主な内容】
　○高規格救急自動車更新

【担当課】
　警防課
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10．（教　育　費）　　　3,096,037千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

3,209 3,209

(3,311) (3,311)

625 義務 教育委員会費 3,129 3,129

(3,131) (3,131)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

626 裁量 皆減 学校統合計画審議会費 0 0

(100) (100)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

627 裁量 奨学金審査委員会費 80 80

(80) (80)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

587,593 515,699

(556,033) (496,286)

628 義務 教育長給与費 14,174 14,174

(14,214) (14,214)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　教育委員会の定例会等開催経費や委員の報酬、研修経費等教育委員会
の運営経費

【主な内容】
　○教育委員報酬　４人             　　　　　　　     2,247千円
　○教育長交際費                                        400千円

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　浜田市奨学金奨学生及び山藤功奨学金奨学生選考のための審査委員会
開催経費

【主な内容】
　○審査委員  ５人                                       60千円

【担当課】
　教育総務課

　

【事業概要】
　教育長の給与及び共済費

【主な内容】
　○給料月額　63万円
　○期末手当　３．２５月

【担当課】
　人事課

事業名及び事業概要

教育委員会費

事務局費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

629 義務 職員給与費（事務局費） 190,467 184,650

(188,089) (181,648)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,817

630 裁量 事務局事務費 10,132 9,168

(11,650) (10,733)

【特定財源】
　国県支出金: 45 地方債: 0 その他: 919

631 裁量 私立学校等運営費助成事業 285 285

(285) (285)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

632 裁量 教員住宅管理費 1,347 0

(1,347) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,347

【事業概要】
　教員住宅の修繕、浄化槽保守点検等教員住宅に係る管理経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１施設　３９戸）

【主な内容】
　金城自治区：２箇所 　　　　　　　　　　　      　　   425千円
　　　　　　　（今福７戸、雲城８戸）
　旭自治区　：３箇所       　　　　　　　　　　　　　　 224千円
　　　　　　　（丸原２戸、重富３戸、木田２戸）
　弥栄自治区：４箇所     　　　　　　　　　　　　　　　 410千円
　　　　　　　（グランド前３戸、木都賀６戸、城北第一２戸、
　　　　　　　　城北第二１戸）
　三隅自治区：２箇所        　　　　　　　　　　　　　　288千円
　　　　　　　（井野２戸、向野田３戸）

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　私立幼稚園に対して、職員研修経費等の助成を行い、幼稚園運営の支
援を行う

【主な内容】
　○私立学校等運営費補助                                285千円
　○対象園：夕日ヶ丘聖母幼稚園
　○助成額：１園あたり年額28.5万円

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　教育委員会事務局に関する事務経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　２人　   　　             　    4,479千円
　○労働保険料                                        3,080千円
　○協議会等負担金　　　　　　　　　　　　               85千円

【担当課】
　教育総務課・各支所分室

【事業概要】
　教育委員会事務局に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２２人

【担当課】
　人事課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

633 裁量 スクールバス運行事業 67,470 67,470

縮減

(68,060) (66,883)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

634 裁量 児童生徒安全対策推進事業 4,068 3,676

拡充

(3,437) (3,437)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 392

635 義務 校務用ネットワーク管理事業 15,321 15,321

(15,039) (15,039)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

636 義務 教育用ネットワーク整備事業 25,552 25,552

(21,126) (21,126)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　遠距離及び交通事情の悪い児童生徒の登下校、校外活動及び中学校部
活動、学校間交流に係るスクールバス運行経費

【主な内容】
　○浜田自治区：６台　石見小、国府小、三階小児童対象 15,094千円
　　金城自治区：５台　雲城小及び今福小児童、金城中生徒対象
  　                                                　9,397千円
　　旭自治区　：５台　旭小児童、旭中生徒対象　       11,032千円
　　弥栄自治区：４台　弥栄小児童、弥栄中生徒対象     10,586千円
　　三隅自治区：８台　三隅小児童、三隅中生徒対象　　 21,361千円
　※ドライブレコーダー設置完了

【担当課】
　学校教育課・各支所分室

【事業概要】
　児童生徒用パソコンの保守及び更新に係る経費

【主な内容】
　○教育用コンピュータ保守料　　　　　　　　　　　　　4,077千円
　○教育用コンピュータ等リース料

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　浜田子ども安全センターに指導員を配置し、学校、警察、関係機関と
連携し、児童生徒を不審者等の危険から守るための取組みを行う

【主な内容】
　○会計年度任用職員（指導員）　１人　                2,221千円
　○児童生徒危機対応訓練委託料　　                    1,000千円
　○ながら見守り活動推進経費　　　　　　　　　　　　　　392千円

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　教職員用パソコンの保守及び更新、ポータルサイトの保守等に係る経
費

【主な内容】
　○校務用コンピュータ等保守料                        2,644千円
　○校務用Ｏｆｆｉｃｅ等使用料　　　　　　　　　　　　3,726千円
　○校務用コンピュータ等リース料　　　　　　　　　　　8,951千円
　
【担当課】
　学校教育課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

637 裁量 派遣指導主事負担金 11,943 11,943

(11,853) (11,853)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

638 裁量 奨学金貸与事業 10,440 0

(10,920) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,440

639 義務 奨学基金積立金 1,501 0

(1,395) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,501

640 裁量 次世代教育環境整備事業 73,437 53,537

(58,657) (37,957)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 19,900 その他: 0

【事業概要】
　次代を担う子どもたちが安全に安心して教育が受けられる環境の整備
や教育備品等の充実、文化活動や生涯学習環境の整備等を行う

【主な内容】
　○教育施設整備・備品等購入費　　　　　　　　　　　 73,437千円
　　　学校施設整備事業
　　　学校教育備品等整備事業
　　　公民館・スポーツ施設整備事業
　　　文化施設整備事業

【担当課】
　教育総務課・学校教育課・生涯学習課・文化振興課

【事業概要】
　奨学金事業に対する寄附金等の積立

【主な内容】
　○寄附金積立                                        1,000千円
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　501千円

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　児童生徒の学力向上や生徒指導等、学校支援体制の充実を目的に、島
根県から指導主事の派遣を受ける

【主な内容】
　○指導主事　３人　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,943千円
　　　１人あたり負担金　3,981千円（１／２負担）

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　保護者が市内に住所を有し、かつ学業成績優秀な生徒または学生で、
経済的理由により修学が困難な方に対して、学資を貸与し、その修学の
支援を行う

【主な内容】
　○高校生等　月額 1万円　１０人程度（新規分）        1,200千円
　○大学生等　月額 3万円　２０人程度（新規分）        7,200千円

【担当課】
　教育総務課
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641 義務 嘱託職員報酬等（学校施設） 0 0

(89,643) (89,643)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

642 裁量 学校施設エアコン整備事業 2,046 0

(4,080) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,046

643 義務 学校ネットワーク管理事業 8,011 8,011

縮減

(20,758) (20,758)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

644 政策ハード 学校施設非構造部材耐震化事業 3,800 0

(11,220) (675)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 3,800 その他: 0

645 義務 山藤功奨学基金積立金 67 0

(65) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 67

【事業概要】
　小中学校における屋内運動場等の天井等非構造部材の耐震対策を実施
する

【主な内容】
　○天井等耐震化に係る調査設計委託
　○対象：三隅中学校屋内運動場

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　教育施設の環境を整えるため、会議室、校長室及び園長室にエアコン
を設置・更新する

【主な内容】
　○校長室エアコン更新工事（三隅中）

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　学校ネットワーク全体に係るシステム保守及び機器更新等経費

【主な内容】
　○情報通信料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　853千円
　○学校ネットワーク保守料                     　　   5,958千円
　※Ｒ２年度は学校ネットワーク機器更新の該当なし

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　基金の運用利息の積立

【主な内容】
　○預金利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 67千円

【担当課】
　教育総務課

整理番号６４８　会計年度任用職員報酬等（学校施設）　に事業名変更
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646 裁量 山藤功奨学金給付事業 2,520 0

(2,160) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,520

647 義務 学校情報セキュリティ対策事業 9,221 9,221

(22,035) (22,035)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

648 義務 会計年度任用職員報酬等（学校施設） 112,537 112,537

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

649 政策ハード 新規 学校施設屋内運動場照明更新事業 23,254 154

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 23,100 その他: 0

【事業概要】
　児童生徒に関する個人情報の保護を強化するため、情報セキュリティ
強靭化対策を実施する

【主な内容】
　○学校ネットワーク強靭化に係る保守料　　 　　　 　　4,092千円
　○学校ネットワーク強靭化に係る借上料　　　　　　　　5,129千円

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　会計年度任用職員配置職場や民間委託等に伴う代替職員配置等に係る
任用経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　４５人（Ｒ１：４１人）　　　　112,537千円
　　用務員（幼稚園、小中学校）　　　３０人（Ｒ１：２６人）
　　給食調理員（三隅自治区小中学校）１５人（Ｒ１：１５人）

【担当課】
　教育総務課

【その他】
　整理番号６４１　嘱託職員報酬等（学校施設）　から事業名変更

【事業概要】
　故 山藤功氏の御遺志による寄附金を原資とした給付型奨学金制度を
運営し、経済的理由により修学が困難な方に対して、学資を給付し、そ
の修学を支援する

【主な内容】
　○大学生　月額 3万円　２人程度（新規分）  　　      　720千円

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　屋内運動場に使用されている水銀灯照明の製造・輸入中止に伴いＬＥ
Ｄ照明への更新を計画的に行う

【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ５

【主な内容】
　○学校施設屋内運動場照明灯ＬＥＤ化工事　一式

　　（※詳細はＰ２５６の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　教育総務課
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167,683 68,226

(133,340) (52,896)

650 裁量 教育支援委員会費 399 399

(340) (340)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

651 裁量 教育研究指導事務費 6,447 5,447

(4,498) (3,498)

【特定財源】
　国県支出金: 1,000 地方債: 0 その他: 0

652 裁量 教育研究活動事業 7,301 0

(6,436) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 7,301

教育研究指導費

【事業概要】
　教育研究指導に関する経費及び国県委託事業等に係る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,549千円
　○県委託事業（県１０／１０）  　　　　　　　　　　　1,000千円
　○新しい学びプロジェクト事業                          571千円
　○小・中学校問題データベース使用料                  1,884千円

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　特別な支援を必要とする子どもの教育相談、支援及び就学について、
必要な事項を審議する浜田市教育支援委員会開催経費

【主な内容】
　○委員　１３人                                         84千円
　○委員会、事前訪問、事前保護者面談

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　教職員の資質向上を図るための教育研究活動及び児童生徒が参加する
小規模校間の交流事業等

【主な内容】
　○教育研究会委託  　　　　　　　　　　　　　　　　　1,534千円
　○学校評議員設置委託　　　　　　　　　　　　　　　　　349千円
　○校長会等補助                                      2,015千円
　　　研究大会発表事業補助　他
　○小規模校等学校間交流事業補助　　　　　　　　　　　　135千円
　○文化活動費補助                                    1,000千円
　　　小中学校連合音楽祭事業補助　他
　○全国大会派遣補助                                  　960千円

【担当課】
　学校教育課
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653 裁量 児童生徒健全育成事業 13,956 8,186

(12,628) (7,624)

【特定財源】
　国県支出金: 5,770 地方債: 0 その他: 0

654 裁量 学校支援員配置事業 42,303 0

拡充

(27,739) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 2,664 地方債: 0 その他: 39,639

655 裁量 問題行動・いじめ等指導相談事業 2,848 2,848

(2,456) (2,456)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

656 裁量 学校司書等配置事業 34,612 17,723

(21,366) (10,895)

【特定財源】
　国県支出金: 16,889 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　特別な支援が必要な児童生徒（ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の障
がいを抱える児童生徒等）への対応や学力向上対策のため、学校支援員
及び学習支援員を配置し、学級運営の円滑化等を図る

【主な内容】
　○特別な支援を要する児童生徒への対応経費　　　　　 39,213千円
　　　学校支援員配置　小学校　１６校　　中学校　９校に配置予定
　○学力向上への対応経費                           　 2,070千円
　　　県立大学生による学習支援員配置
　○部活動指導員派遣経費　　　　　　　　　　　　　　　1,020千円
　
【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　不登校等児童生徒の教科指導、体験活動等演習を行う教育支援セン
ターの運営経費及び児童生徒の指導に係る諸問題の把握・対応に要する
経費

【主な内容】
　○いじめ問題対策連絡協議会　委員　１７人　　　　　　　 48千円
　○いじめ防止対策推進委員会　委員　　５人　　　　　　　 48千円
　○教育支援センター（山びこ学級）　　　　　　　　    6,709千円
　○スクールソーシャルワーカー活用事業費　　　　　　　1,882千円
　○子どもと親の相談員配置事業費　　　　　　　　　　　2,922千円
　○生徒指導調査（Ｑ－Ｕテスト）事業費　　　　　　　　2,203千円
　○ホースセラピー実施事業費　　　　　　　　　　　　　　144千円

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　問題行動、いじめ等指導上の諸問題を抱える学校、保護者に対し、相
談等を行い、義務教育の円滑な運営を支援する

【主な内容】
　○会計年度任用職員（指導主事）　１人                2,848千円

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　読書活動の推進及び学校図書館の効果的な活用・運営を図ることを目
的とする小中学校への学校司書等の配置

【主な内容】
　○会計年度任用職員（学校司書）　２２校　　　　　　 32,882千円
　○会計年度任用職員（学校図書館支援員）　３校 　　　 1,730千円

【担当課】
　学校教育課
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657 裁量 特別支援・指導推進事業 4,900 2,054

(3,630) (1,059)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,846

658 裁量 学校図書館活用事業 2,398 2,398

縮減

(2,665) (2,665)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

659 裁量 学力向上総合対策事業 10,181 10,181

拡充

縮減

(9,702) (9,702)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　家庭学習の充実、メディア接触時間の短縮、教員の授業力向上の課題
解決とともに、児童生徒の学力の向上を図る

【主な内容】
　○家庭学習の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,804千円
　○教員の授業力向上（スーパーティーチャー示範授業研修）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　470千円
　○学校図書館の活用促進（調べる学習研修会等）　        644千円
　○支援体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  5,557千円
　　　会計年度任用職員（国語、算数・数学）　２人
　○地域の教育力向上　　　　　　　　　　　　　　　　　  287千円
　○英語検定受験料補助金　　　　　　　　　　　　　　　1,419千円
　　　英語検定３級を受験した中学生の保護者に受験料（3,900円）を
　　　全額補助
　※プログラミング教育教材購入完了

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　学校図書館の効果的な活用・運営を図るため、学校図書館間及び中央
図書館との連携や各学校図書館の運営支援を行う

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　1,969千円
　※情報ＢＯＸバージョンアップ完了

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　特別支援教育の経験者を専任で配置し、発達障がい等により特別な支
援を必要とする児童生徒が在籍する小中学校への学校訪問による状況把
握や相談支援、保護者等からの相談対応等への体制を整備し、特別支援
教育の充実を図る

【主な内容】
　○会計年度任用職員（指導主事）　２人　　　　 　　   4,900千円

【担当課】
　学校教育課
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660 裁量 小中連携教育推進事業 988 988

(1,002) (1,002)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

661 裁量 外国語指導助手配置事業 41,350 18,002

(40,878) (13,655)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 23,348

107,424 93,706

(112,153) (102,483)

662 義務 皆減 職員給与費（小学校管理費） 0 0

(17,116) (17,116)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

663 裁量 小学校管理運営費 94,426 93,107

(84,743) (83,499)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,319

【事業概要】
　小・中学校での外国語教育の充実、地域の国際交流の推進を図るた
め、外国語指導助手を配置する

【主な内容】
　○外国語指導助手配置　８人　　　                   38,803千円

【担当課】
　学校教育課

学校管理費（小学校）

【事業概要】
　小学校１６校の一般管理経費
　○小学校
　　　浜田自治区：９校（原井・雲雀丘・松原・石見・美川・周布・
　　　　　　　　　　　　長浜・国府・三階）
　　　金城自治区：３校（雲城・今福・波佐）
　　　旭自治区　：１校（旭）
　　　弥栄自治区：１校（弥栄）
　　　三隅自治区：２校（三隅・岡見）

【主な内容】
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                 93,781千円
　　　普通教室エアコンの使用に伴う増

【担当課】
　教育総務課

　

【事業概要】
　中学校区を単位に小中学校が連携し、児童生徒が相互に成長できる取
り組みを実施する

【主な内容】
　○対象数：９ブロック
　○小中連携教育推進事業委託                            828千円
　　　交流学習、授業公開　他

【担当課】
　学校教育課
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664 裁量 小学校施設改修事業 2,148 49

(3,694) (1,468)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,099

665 政策ハード 小学校施設大規模改造事業 10,850 550

(6,600) (400)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 10,300 その他: 0

105,242 100,932

(66,660) (62,406)

666 裁量 小学校教育振興運営費 46,214 42,214

(45,897) (41,897)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,000

667 義務 特別支援教育就学奨励費 596 298

(484) (242)

【特定財源】
　国県支出金: 298 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　特別支援学級在籍児童の就学にあたり、保護者に経済的な支援を行う
ことにより、就学を奨励する

【主な内容】
　○特別支援教育就学奨励費扶助費                        596千円
　　　学用品費、修学旅行費、校外活動費、通学費等の補助
　○対象児童　２８人

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　小学校１６校の教育振興に必要な諸経費

【主な内容】
　○教師用教科書、副読本、準教科書代　他             26,652千円
　○クラブ活動委託費　　　　　　　　　　　              391千円
　○総合的な学習の時間推進委託費　　　　　　　　　　　1,397千円
　○ポプラディアネット使用料　　　　　　　　　　　　　　570千円
　○室内プール使用料　     　　　　　　　　　　       2,453千円
　○学校図書（ふるさと応援基金の活用）　　            4,277千円
　○学校用備品　　　　　　　　　　　　　　            3,620千円
　○義務教育教材　　　　　　　　　　　　　            5,114千円
　○体育連盟補助、社会科学習帳作成補助　　　          1,740千円

【担当課】
　学校教育課

教育振興費（小学校）

【事業概要】
　小学校施設のうち、大規模改修等が必要な施設の改造経費

【主な内容】
　○学校施設改修工事
　　　自動火災報知機受信機取替工事（三隅小）
　　　ランチルーム他防水工事（三隅小）

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　小学校１６校の小規模改修等の維持修繕経費

【主な内容】
　○維持補修費（修繕費等）　　　　                    2,148千円

【担当課】
  教育総務課
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668 義務 要保護・準要保護児童扶助費 16,027 16,015

(16,145) (16,133)

【特定財源】
　国県支出金: 12 地方債: 0 その他: 0

669 裁量 遠距離通学児童扶助費 1,581 1,581

(1,262) (1,262)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

670 裁量 特色ある学校づくり事業 2,846 2,846

(2,872) (2,872)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

671 裁量 新規 指導書及び教師用教科書購入事業 37,978 37,978

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

69,486 54,841

(89,309) (62,886)

672 義務 皆減 職員給与費（中学校管理費） 0 0

(8,762) (8,762)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

学校管理費（中学校）

　

【事業概要】
　地域の特性や児童の個性を活かした創意工夫による特色ある学校づく
りを推進するため、活動に要する経費を交付金として各校へ交付する

【主な内容】
　○特色ある学校づくり事業交付金　　　　　　　　　　　2,846千円
　○対象：小学校　１６校
　○単価：学校割　100,000円／校、児童数割　500円／人

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　経済的理由により就学が困難と認められる児童の就学支援

【主な内容】
　○要保護・準要保護児童扶助費                     　16,027千円
　　　学用品費、修学旅行費、校外活動費、遠距離通学費等の補助
　○対象児童　５６４人

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　家庭から学校までの通学距離が遠距離となる児童の通学費の助成

【主な内容】
　○遠距離通学児童扶助費                              1,581千円
　○対象児童：３２人（４ｋｍ以上、全額助成）
　　　美川小、周布小、国府小、雲城小

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　小学校の教科書改訂に伴う教師用指導書等の購入経費

【主な内容】
　○指導書等購入経費　 　　　　　　　　　　　　　　　37,978千円

【担当課】
　学校教育課
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673 裁量 中学校管理運営費 53,026 52,911

(50,947) (50,832)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 115

674 裁量 中学校施設改修事業 2,310 1,180

(11,200) (2,292)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,130

675 政策ハード 中学校施設大規模改造事業 14,150 750

(18,400) (1,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 13,400 その他: 0

【事業概要】
　中学校９校の小規模改修等の維持修繕経費

【主な内容】
　○維持補修費（修繕費・工事費等）                    2,310千円

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　中学校９校の一般管理経費
　○中学校
　　　浜田自治区：５校（浜田一中・浜田二中・浜田三中・
　　　　　　　　　　　　浜田四中・浜田東中）
　　　金城自治区：１校（金城中）
　　　旭自治区  ：１校（旭中）
　　　弥栄自治区：１校（弥栄中）
　　　三隅自治区：１校（三隅中）

【主な内容】
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                 52,676千円
　　　普通教室エアコンの使用に伴う増

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　中学校施設のうち、大規模改修等が必要な施設の改造経費

【主な内容】
　○学校施設改修工事
　　　自動火災報知機受信機取替工事（浜田一中）
　　　小荷物専用昇降機改修工事（浜田三中、弥栄中）
　　　トイレ環境整備工事（旭中）

【担当課】
　教育総務課
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65,730 62,672

(68,072) (62,231)

676 裁量 中学校教育振興運営費 36,780 34,180

(39,558) (34,251)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,600

677 義務 特別支援教育就学奨励費 819 410

(877) (439)

【特定財源】
　国県支出金: 409 地方債: 0 その他: 0

678 義務 要保護・準要保護生徒扶助費 21,484 21,435

(19,992) (19,896)

【特定財源】
　国県支出金: 49 地方債: 0 その他: 0

679 裁量 遠距離通学生徒扶助費 5,122 5,122

(5,070) (5,070)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　家庭から学校までの通学距離が遠距離となる生徒の通学費の助成

【主な内容】
　○遠距離通学生徒扶助費                              5,122千円
　○対象生徒：３４人（６ｋｍ以上、全額助成）
　　　浜田一中、浜田三中、浜田東中、金城中

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　経済的理由により就学が困難と認められる生徒の就学支援

【主な内容】
　○要保護・準要保護生徒扶助費                       21,484千円
　　　学用品費、修学旅行費、校外活動費、遠距離通学費等の補助
　○対象生徒　３０１人

【担当課】
　学校教育課

教育振興費（中学校）

【事業概要】
　特別支援学級在籍生徒の就学にあたり、保護者に経済的な支援を行う
ことにより、就学を奨励する

【主な内容】
　○特別支援教育就学奨励費扶助費                        819千円
　　　学用品費、修学旅行費、校外活動費、通学費等の補助
　○対象生徒　１２人

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　中学校９校の教育振興に必要な諸経費

【主な内容】
　○教師用教科書、副読本、準教科書代　他             17,397千円
　○総合的な学習の時間推進委託費　　　　　　　　　　　　785千円
　○学校図書（ふるさと応援基金の活用）　　            3,540千円
　○学校用備品　　　　　　　　　　　　　　            2,678千円
　○義務教育教材　　　　　　　　　　　　　            3,680千円
　○部活動補助、体育連盟補助　他　　　　　            8,700千円

【担当課】
　学校教育課
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680 裁量 特色ある学校づくり事業 1,525 1,525

(1,545) (1,545)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

681 裁量 皆減 指導書及び教師用教科書購入事業 0 0

(1,030) (1,030)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

328,456 163,133

(260,703) (140,445)

682 義務 職員給与費（幼稚園費） 67,696 67,696

(65,828) (63,109)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

683 裁量 幼稚園管理運営費 19,532 19,107

新規

(17,658) (17,213)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 425

【事業概要】
　地域の特性や生徒の個性を活かした創意工夫による特色ある学校づく
りを推進するため、活動に要する経費を交付金として各校へ交付する

【主な内容】
　○特色ある学校づくり事業交付金　　　　　　　　　　　1,525千円
　○対象：中学校　９校
　○単価：学校割　100,000円／校、生徒数割　500円／人

【担当課】
　学校教育課

　

【事業概要】
　幼稚園に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　　　　　　　９人
　○任期付職員（短時間）　３人

【担当課】
　人事課

幼稚園費

【事業概要】
　幼稚園３園の一般管理費及び教育振興経費
　浜田自治区：３園（石見・長浜・美川）

【主な内容】
　○学校医報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　760千円
　○維持補修費（修繕費等）                    　　　　2,829千円
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                  5,399千円
　○幼稚園遊具整備工事
　※嘱託園長人件費は整理番号６８２　職員給与費（幼稚園費）へ移行

【担当課】
　子育て支援課
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684 義務 私立幼稚園保育事業 241,228 76,330

(177,217) (60,123)

【特定財源】
　国県支出金: 164,898 地方債: 0 その他: 0

211,202 211,202

(193,686) (193,686)

685 裁量 社会教育委員費 606 606

(691) (691)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

686 義務 職員給与費（社会教育総務費） 184,934 184,934

(184,313) (184,313)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

687 裁量 社会教育総務事務費 2,613 2,613

(2,299) (2,299)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　子ども・子育て支援制度の適用を受ける教育・保育施設に対して「施
設型給付費」を支給するとともに、新制度未移行の施設に対しては「施
設等利用費」を支給する

【主な内容】
　○私立幼稚園施設型給付費　　　 　　　　　　　　　　65,007千円
　　浜田自治区：夕日ヶ丘聖母幼稚園
　○認定こども園（幼児部）施設型給付費　　　　　 　 175,912千円
　　浜田自治区：日脚保育園、こくふ子ども園、みなと子ども園
　　　　　　　　ながさわ子ども園（新規）
　　旭自治区　：あさひ子ども園
　○新制度未移行幼稚園施設等利用費　　　　　　　　　    309千円
　※幼児教育無償化の影響による増

【担当課】
　子育て支援課

【事業概要】
　市の社会教育に関する意見を聴くほか、調査・研究を行う社会教育委
員の会の運営経費

【主な内容】
　○委員　１３人　　　　　　　　　　　　        　      504千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　社会教育総務に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　２２人
　○再任用職員　１人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　生涯学習に係る事務経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,523千円
　○島根県社会教育委員連絡協議会負担金                   61千円

【担当課】
　生涯学習課

社会教育総務費
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688 裁量 派遣社会教育主事負担金 6,415 6,415

(6,383) (6,383)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

689 政策ソフト 新規 社会教育施設長寿命化計画策定事業 16,634 16,634

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

429,439 198,808

(291,233) (177,222)

690 裁量 公民館管理運営費 174,918 170,067

(166,294) (156,064)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,851

【事業概要】
　地域と学校、行政と学校、市と県のパイプ役を担う教育コーディネー
ターとして島根県から社会教育主事の派遣を受ける

【主な内容】
　○派遣社会教育主事　２人（１／２負担）              6,415千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　地域生涯学習活動の拠点となる公民館の管理運営経費
　本館：２６館
　（浜田自治区：７館、金城自治区：６館、旭自治区：５館、
　　弥栄自治区：２館、三隅自治区：６館）
　分館：　９館
　（浜田自治区：９館）

【主な内容】
　○会計年度任用職員報酬等　　　　　                123,271千円
　　　公民館館長　　　　　　　　　　　２６人
　　　公民館主事　　　　　　　　　　　４０人
　　　パート主事　　　　　　　　　　　１６人
　○維持補修費（修繕費等）　　　　                   　 100千円
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                 43,491千円
　○分館管理委託費（８館）　　　　　　　　　　　　　　4,000千円
　
【担当課】
　生涯学習課・各支所分室

【事業概要】
　中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減と予算の平準化を
図りつつ、より良い社会教育環境を確保するため、今後の施設改修等に
おける指針となる社会教育施設の長寿命化計画を策定する

【事業期間】
　Ｒ２～Ｒ３

【主な内容】
　○社会教育施設長寿命化計画策定委託

　　（※詳細はＰ２５７の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　生涯学習課・文化振興課

公民館費
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691 裁量 公民館活動推進事業 7,490 7,490

(9,490) (7,490)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

692 政策ハード 公民館施設改修事業 17,280 0

(76,646) (165)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 10,000 その他: 7,280

693 裁量 公民館行政サービス提供事業 16,150 16,150

(13,189) (13,189)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

694 政策ハード （仮称）杵束コミュニティ施設整備事業 213,601 5,101

(25,614) (314)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 193,500 その他: 15,000

【事業概要】
　杵束地区に現存する老人憩いの家及び老人福祉センターの２施設の機
能を統合した、地区まちづくりの拠点となる複合施設を建設する

【主な内容】
　○本体工事
　○備品購入

【担当課】
　弥栄分室

【事業概要】
　行政サービスの提供業務を公民館において行い、地域住民に対する行
政サービスの維持を図る

【主な内容】
　○会計年度任用職員　８人　　　　　                 16,150千円
　○対象地区：７館（国府、長浜、美川、周布、大麻、有福、杵束）

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　公民館施設の維持修繕経費及び大規模改修等の経費

【主な内容】
　○公民館施設等改修工事
　　　白砂公民館　　　　　：空調更新工事　等
　○照明灯ＬＥＤ化工事　一式

　　（※詳細はＰ２５６の新規事業等実施に伴う説明シート参照）
　
【担当課】
　生涯学習課・三隅分室

【事業概要】
　各公民館の事業、活動を公民館連絡協議会に委託する経費

【主な内容】
　○公民館活動委託料　                               7,490千円
　　　本館１館あたり　　　　：218,000円
　　　分館１館　　　　　　　： 82,000円
　　　公民館運営推進委員加算： 40,000円（本館１館あたり）
　　　公民館事務費加算　　　： 25,000円（本館１館あたり）
　※公民館プラットフォーム推進事業を整理番号７０１　ふるさと郷
　　育推進事業へ移行

【担当課】
　生涯学習課・各支所分室
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

118,125 106,982

(106,031) (92,682)

695 裁量 図書館管理運営費 118,125 106,982

(106,031) (92,682)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 11,143

10,049 10,049

(9,477) (9,477)

696 裁量 人権教育推進事業 2,857 2,857

(2,886) (2,886)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

697 裁量 同和教育推進事業 7,192 7,192

(6,591) (6,591)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

同和教育費

【事業概要】
　人権・同和教育を効果的に推進するため、指導主事を配置し、様々な
ニーズに対応した専門的指導・助言や関係機関・関係諸団体との連携を
行う

【主な内容】
　○会計年度任用職員（指導主事）　２人　　　　　　　　4,545千円
　○人権・同和教育推進協議会等補助金　　　　　　　　　1,763千円

【担当課】
　人権同和教育室・各支所分室

【事業概要】
　人権・同和教育実践者による講演会などを実施する

【主な内容】
　○人権を考える集い開催委託費　　　　　　　　　　　　　710千円
　○視察研修経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　132千円
　○講演会講師謝金、コンクール指導者謝金等報償費　　　1,407千円
　　　人権作品コンクール
　　　人権・同和教育研究集会
　　　地域ぐるみで育てる人権意識講座　他

【担当課】
　人権同和教育室・各支所分室

【事業概要】
　図書館図書、郷土資料等の整備経費及び施設の維持管理に係る経費
　　中央図書館：黒川町　　　　　金城図書館：金城町下来原
　　旭図書館　：旭町今市　　　　弥栄図書館：弥栄町木都賀
　　三隅図書館：三隅町古市場

【主な内容】
　○中央図書館　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　89,469千円
　○金城図書館      　　　　　　　　　　　　　　　    5,439千円
　○旭図書館　　　　　                              　5,443千円
　○弥栄図書館　　　　                         　       361千円
　○三隅図書館　　                           　  　　17,413千円

【担当課】
　生涯学習課

図書館費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

23,289 8,376

(25,211) (8,820)

698 裁量 生涯学習推進本部事業 813 0

(813) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 813

699 裁量 成人式開催事業 0 0

(1,233) (1,233)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

700 裁量 個性ある生涯学習推進事業 461 0

縮減

(986) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 461

701 裁量 ふるさと郷育推進事業 8,765 3,050

中山間地対策

(9,205) (3,445)

　国県支出金: 4,435 地方債: 0 その他: 1,280

整理番号７０５　二十歳の集い開催事業　に事業名変更

【特定財源】

【事業概要】
　体験活動、行事への参加・参画、文化伝承を通して、子どもと地域の
繋がりをつくる「ふるさと郷育」を推進する

【主な内容】
　○「浜田市の人物読本　ふるさと５０人」の活用事業　　　 60千円
　　　読み聞かせ等、授業での活用（継続）
　○ふるさと教育推進事業　　　　　　　　　　　　　　　1,966千円
　　　小中学校授業連携委託（継続）
　　　中学校区ごとのエリアコーディネーター謝金（継続）
　○社会教育推進に係る研修の開催（継続）　　　　　　　　539千円
　○公民館を核としたふるさと郷育推進事業（新規）　　　2,000千円
　○中山間地域ふるさと郷育推進事業（基金事業）（新規）1,000千円
　　※旧　公民館プラットフォーム推進事業
　○自然体験活動推進事業（継続）　　　　　　　　　　　2,300千円
　　　自然体験授業を委託
　　　　幼稚園：10万円／園
　　　　小学校：14万円（小規模校 10万円）／校
　○海洋教育推進事業（継続）　　　　　　　　　　　　　　900千円

【担当課】
　生涯学習課

【その他】
　整理番号７０４　海洋教育推進事業　を統合

【事業概要】
　三隅自治区内において、生涯学習による地域づくり、まちづくりに資
する事業を実施する

【主な内容】
　○生涯学習地域づくり推進事業委託料　　　　　　　　　　690千円
　　　６公民館（三隅、三保、岡見、井野、黒沢、白砂）
　　　１公民館あたり115千円

【担当課】
　三隅分室

【事業概要】
　家庭､地域､学校等が連携し地域で子どもを育てるためのボランティア
活動推進費等の経費

【主な内容】
　○地域における教育推進事業（三隅）　　　　　　　　　　461千円
　※旭分室・弥栄分室分終了

【担当課】
　三隅分室

生涯学習推進費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

702 裁量 教育魅力化推進事業 2,654 664

(2,664) (666)

【特定財源】
　国県支出金: 1,990 地方債: 0 その他: 0

703 裁量 はまだっ子共育推進事業 9,375 3,441

(9,410) (3,476)

【特定財源】
　国県支出金: 5,934 地方債: 0 その他: 0

704 裁量 皆減 海洋教育推進事業 0 0

(900) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

705 裁量 二十歳の集い開催事業 1,221 1,221

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　島根県が取組む「教育の魅力化」を進めるため、市内高校の連携促進
及び校種を越えた教育の魅力化推進を担う魅力化コーディネーターを配
置する

【主な内容】
　○会計年度任用職員（魅力化コーディネーター）　１人　2,454千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　学校支援、放課後支援、家庭教育支援の３つの柱で学校、家庭、地域
の連携・協働による教育支援活動を組織的に進める事業を実施する

【主な内容】
　○地域学校協働活動の推進　　　　　　　　　　　　　　3,919千円
　○ＨＯＯＰ！（浜田親子共育応援プログラム）　　　　　　646千円
　○外部人材を活用した教育支援活動　　　　　　　　　　　 10千円
　○放課後子ども教室・地域学習支援事業委託料　　　　　4,800千円

【担当課】
　生涯学習課

　整理番号７０１　ふるさと郷育推進事業　に統合

【事業概要】
　二十歳の集い開催に係る経費

【主な内容】
　○二十歳の集い開催経費　　　　　　　　　　　　　　　1,221千円

【担当課】
　生涯学習課

【その他】
　整理番号６９９　成人式開催事業　から事業名変更

- 224 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

169,879 84,847

(169,940) (68,732)

706 裁量 文化財審議会費 169 169

(169) (169)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

707 裁量 文化振興事務費 5,243 5,104

(5,666) (5,527)

【特定財源】
　国県支出金: 99 地方債: 0 その他: 40

708 裁量 文化振興事業 5,857 5,626

縮減

(12,479) (5,507)

【特定財源】
　国県支出金: 50 地方債: 0 その他: 181

709 裁量 市内遺跡発掘調査事業 3,003 1,503

(3,003) (1,503)

【特定財源】
　国県支出金: 1,500 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　文化財の指定・取扱いに関し、教育委員会の諮問に応じて意見の具申
を行うとともに、文化財の調査研究、文化財の審議、保存活用の検討等
を行う

【主な内容】
　○委員　１１人                                        132千円

【担当課】
　文化振興課

文化費

【事業概要】
　市民に対して芸術文化への参加、鑑賞する機会を提供するため、自主
事業や各文化活動団体への助成等を行う経費

【主な内容】
　○市美術展開催委託料                                1,130千円
　○石本正日本画大賞展補助　　　　　　　　　　　　　　3,000千円
　○スクールコンサート補助　　　　　　　　　　　　　　　894千円
　○浜田市文化協会補助　　　　　　　　　　　　　　　　　640千円
　○西中国山地民具を守る会補助　　　　　　　　        　 86千円
　※芸術と文化のまちづくり事業補助（三隅）終了

【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　地域の歴史、文化を象徴する指定文化財を維持、継承する経費や基礎
的資料の収集、整理及び調査を行う経費

【主な内容】
　○史跡等の維持管理委託                              1,107千円
　○文化財保存事業補助　　　　　　　　　　　　　　　　　400千円
　※歴史資料館検討会議開催経費を整理番号７１９　歴史文化保存展示
　　施設専門検討事業　へ移行

【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　市内に所在する遺跡の分布調査、試掘確認調査等の実施及び台帳等の
整理、調査報告書の刊行経費

【主な内容】
　○調査実施・調査報告書刊行等経費                    3,003千円
　○Ｒ２調査予定地区：浜田自治区

【担当課】
　文化振興課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

710 義務 石央文化ホール管理事業 58,090 58,090

(48,772) (48,772)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

711 義務 資料館管理運営事業 10,751 0

(10,927) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,751

712 裁量 歴史文化公園管理事業 842 842

(838) (838)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　所在地：黒川町
　石央文化ホールの管理運営経費及び自主事業運営助成

【主な内容】
　○石央文化ホール
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　 23,511千円
　○管理補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 31,279千円
　○自主事業補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,500千円
　○突発修繕費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　800千円

【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　各自治区の歴史・文化拠点として資料収集と保存、展示を行う資料館
５館、展示室１室の管理運営費
　　浜田郷土資料館　　　　　　　　　　：黒川町
　　金城民俗資料館・金城歴史民俗資料館：金城町波佐
　　旭歴史民俗資料館　　　　　　　　　：旭町今市
　　弥栄郷土資料展示室　　　　　　　　：弥栄町長安本郷
　　三隅歴史民俗資料館　　　　　　　　：三隅町三隅
 
【主な内容】
　○浜田郷土資料館
　　　指定管理者：浜田市文化協会（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　  9,265千円
　○金城民俗資料館・金城歴史民俗資料館
　　　指定管理者：西中国山地民具を守る会（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　  　939千円
　
【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　旭ふるさと歴史公園及び島村抱月公園の管理運営経費
　　旭ふるさと歴史公園：旭町本郷
　　島村抱月公園　　　：金城町小国、久佐、今福

【主な内容】
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                  　842千円

【担当課】
　文化振興課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

713 裁量 資料館運営協議会費 129 129

(129) (129)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

714 裁量 浜田城資料館管理事業 8,762 8,722

(4,011) (3,971)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 40

715 義務 皆減 浜田城に関する資料館及び城山整備基金積立金 0 0

(30) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

716 政策ハード 石央文化ホール改修事業 69,353 2,053

(8,600) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 67,300 その他: 0

717 裁量 市誌編纂事業 2,609 2,609

(2,316) (2,316)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　市誌編纂時の効率的な編集、作成に備え、資料の整理収集を図る経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人                            2,487千円

【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　所在地：黒川町
　経年劣化が激しい施設内設備の改修等を実施する経費

【主な内容】
　○音響設備改修工事
　○水銀灯ＬＥＤ化工事

　　（※詳細はＰ２５６の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　市内に所在する文化財展示施設（６館１室）の円滑な運営を図るため
に実施する資料館運営協議会開催経費

【主な内容】
　○委員　９人　                                        108千円

【担当課】
　文化振興課

　

【事業概要】
　所在地：殿町
　浜田城資料館を保存管理するための経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　２名　　　　　　　　　　　　　　4,592千円
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                  2,591千円

【担当課】
　文化振興課

【その他】
　（仮称）浜田城資料館管理事業　から事業名変更

- 227 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
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事業名及び事業概要

718 政策ハード 皆減 （仮称）浜田城資料館整備事業 0 0

(73,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

719 裁量 新規 歴史文化保存展示施設専門検討事業 5,071 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,071

125,527 125,431

(117,099) (117,003)

720 義務 世界こども美術館創作活動館管理事業 77,377 77,281

(73,523) (73,427)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 96

721 義務 石正美術館管理事業 45,160 45,160

(42,576) (42,576)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　歴史文化保存展示施設の整備方針案に対する意見等を踏まえ、具体的
検討を進めるための経費

【主な内容】
　○検討組織費用（委員１２人）　　　　　　　　　　　　2,071千円
　○検討組織運営支援業務委託料　　　　　　　　　　　　3,000千円

　　（※詳細はＰ２５８の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
文化振興課

　

【事業概要】
　所在地：三隅町古市場
　石正美術館の管理運営経費及び自主事業運営助成

【主な内容】
　○石正美術館
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　  4,914千円
　○管理補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 34,793千円
　○自主事業補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　  5,282千円

【担当課】
　文化振興課

【事業概要】
　所在地：野原町
　世界こども美術館の管理運営経費及び自主事業運営助成

【主な内容】
　○世界こども美術館
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　 16,506千円
　○管理補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 39,929千円
　○自主事業補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　  8,700千円
　○教育文化振興事業団事務局運営費補助　　　　　　　 11,676千円
　○突発修繕費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　文化振興課

美術館費
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722 裁量 美術館絵画収蔵事業 990 990

(1,000) (1,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

723 政策ソフト 新規 石本正生誕１００年記念展事業 2,000 2,000

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

17,977 16,865

(14,669) (13,557)

724 裁量 青少年自立支援事業 13,249 13,037

(10,984) (10,772)

【特定財源】
　国県支出金: 212 地方債: 0 その他: 0

725 裁量 青少年健全育成事業 1,956 1,956

(1,665) (1,665)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　故石本正画伯の生誕１００年を記念して開催される記念展開催に係る
費用の一部助成

【主な内容】
　○石本正生誕１００年記念展補助金　　　　　 　　　 　2,000千円
 
　　（※詳細はＰ２５９の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　文化振興課

青少年指導育成費

【事業概要】
　青少年の健全育成に関し各種団体と連携をとり、活動の活性化・発展
に取り組む

【主な内容】
　○各地区連絡協議会等補助　　　　　　　　　　　　　　1,525千円
　　　浜田市ＰＴＡ連合会
　　　浜田青少年健全育成推進会議
　　　金城自治区青少年健全育成連絡協議会
　　　旭町青少年健全育成協議会
　　　青少年育成三隅町民会議　他
　○青少年団体育成補助                                  128千円
　
【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　ひきこもり、ニート、不登校等の日常生活を送る上での困難を抱える
子どもや若者に対して、社会参加や自立に向けた総合的な支援を行う

【主な内容】
　○青少年サポートセンター運営経費                   13,249千円
　　　相談事業、居場所事業、自立支援事業、学習支援　他

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　故石本正画伯から市へ寄贈された絵画の額装等経費

【主な内容】
　○石本正画伯絵画等保全委託     　　　　　　　　　 　　990千円

【担当課】
　文化振興課
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726 裁量 子ども支援センター事業 2,772 1,872

(2,020) (1,120)

【特定財源】
　国県支出金: 900 地方債: 0 その他: 0

84,971 82,958

(87,570) (85,557)

727 裁量 学校保健管理費 12,457 11,077

(13,261) (11,796)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,380

728 裁量 幼児・児童・生徒・教職員健康管理費 21,281 21,281

(22,352) (22,288)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

729 義務 特別支援学級児童・生徒給食費助成事業 1,126 563

(834) (417)

【特定財源】
　国県支出金: 563 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　島根県からの委託業務（青少年サポートはまだ）として、浜田警察署
所管の少年サポートセンター浜田分室と連携し、子どもに関する総合相
談業務や支援活動を行う

【主な内容】
　○子ども支援センター運営経費                        2,772千円

【担当課】
　学校教育課

学校保健費

【事業概要】
　特別支援学級在籍児童生徒の給食費について、保護者に経済的な支援
を行うことにより、就学を奨励する

【主な内容】
　○特別支援学級児童・生徒給食費扶助費                1,126千円
　○対象人数　４０人

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　幼稚園３園、小学校１６校､中学校９校の幼児・児童・生徒・教職員
の健康管理のための経費

【主な内容】
　○健康診査委託  　　　　　　　　　　                8,020千円
　　　心電図検診、教職員健康診断検査、結核検診精密検査　他
　○学校医等報酬　　　　　　　　　　　               11,294千円
　○児童生徒動脈硬化危険因子調査補助　　　            1,187千円

【担当課】
　学校教育課

【事業概要】
　小学校１６校､中学校９校の学校保健衛生に関する経費

【主な内容】
　○災害共済給付等保険料　　　　　　　　              3,875千円
　○医薬材料、消耗品、保健備品等購入費                4,536千円
　
【担当課】
　学校教育課
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730 義務 要保護・準要保護児童・生徒扶助費 50,107 50,037

(51,123) (51,056)

【特定財源】
　国県支出金: 70 地方債: 0 その他: 0

227,936 200,144

(200,475) (200,475)

731 裁量 共同調理場管理運営費 195,546 195,546

(195,375) (195,375)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

732 裁量 学校給食審議会費 98 98

(100) (100)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　学校給食についての諸問題等を審議する浜田市学校給食審議会の開催
経費

【主な内容】
　○委員　１３人                                         84千円

【担当課】
　教育総務課

【事業概要】
　経済的理由により就学が困難と認められる児童生徒の医療費、給食費
を支援する

【主な内容】
　○医療扶助（対象人数８８２人）                      1,173千円
　○給食扶助（対象人数８６２人）                     48,934千円

【担当課】
　学校教育課

学校給食費

【事業概要】
　小・中学校への学校給食の提供及び調理場の管理に係る経費
　共同調理場所在地
　　浜田学校給食センター：原井町　　　　　　　　    140,074千円
　　金城学校給食センター：金城町下来原　　　　　     24,343千円
　　旭学校給食センター　：旭町今市　　　　　　 　    16,811千円
　　弥栄学校給食センター：弥栄町長安本郷　　 　　     9,496千円
　単独校調理場
　　三隅自治区：三隅小、岡見小、三隅中　　　　　      4,822千円

【主な内容】
　○学校給食業務委託料　　　                        190,012千円
　○単独校調理場施設管理費　                          4,822千円

【担当課】
　教育総務課
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733 政策ハード 共同調理場施設改修機器更新事業 25,000 4,500

(5,000) (5,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 20,500 その他: 0

734 裁量 新規 学校給食費激変緩和対策事業 7,292 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 7,292

21,446 21,008

(17,317) (16,879)

735 裁量 スポーツ推進委員費 1,274 1,274

(1,221) (1,221)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　地域における生涯スポーツ振興のため、スポーツ推進委員を育成し、
指導普及を図る

【主な内容】
　○委員　３６人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　864千円
　　　浜田１５人、金城６人、旭５人、弥栄４人、三隅６人
　○スポーツ推進委員研修会参加経費                      315千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　令和２年度に予定している学校給食費の値上げに対して、１年間限定
の激変緩和措置を実施する

【主な内容】
　○学校給食費補助金　　　　　　　                    7,292千円
　
　（※詳細はＰ２６０の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　教育総務課

体育費

【事業概要】
　共同調理場の施設や調理機器の修繕、更新に係る経費
　共同調理場所在地
　　浜田学校給食センター：原井町
　　金城学校給食センター：金城町下来原
　　旭学校給食センター　：旭町今市
　　弥栄学校給食センター：弥栄町長安本郷
　単独校調理場
　　三隅自治区：三隅小、岡見小、三隅中

【主な内容】
　○維持補修費　　　　　　　　　　                    2,636千円
　○調理用機器等更新費等　　　　　　                 22,364千円

【担当課】
　教育総務課
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736 裁量 スポーツ推進審議会費 64 64

(64) (64)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

737 裁量 社会体育推進事業 14,698 14,698

(14,285) (14,285)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

738 裁量 学校体育施設開放事業 438 0

(438) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 438

739 裁量 浜田－益田間駅伝競走大会助成事業 1,309 1,309

(1,309) (1,309)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　各種スポーツ大会やスポーツ教室の実施及び各スポーツ団体の育成を
図る

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１人　　　　　　　　　　　　　　2,487千円
　○全国規模大会出場等激励金　　　　　　　　　　　　　　920千円
　○浜田市体育協会補助　　　　　　　　　　　　　　　　8,834千円
　○ＪＦＡこころのプロジェクト「夢の教室」開催経費　　　460千円
　○島根県雪合戦大会補助金 　　　　　　　　　　　　 　  850千円
　
【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　スポーツ振興及びスポーツ施設環境の整備のため、スポーツ推進審議
会を設置し、今後のスポーツ施設の整備等について諮問する

【主な内容】
　○委員　１０人                                         54千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　第２９回浜田―益田間駅伝競走大会（しおかぜ駅伝）運営経費助成及
び浜田市代表チーム（各自治区チーム）の派遣と強化に係る経費

【主な内容】
　○浜田―益田間駅伝競走大会補助（本部）            　  800千円
　○浜田―益田間駅伝競走大会実行委員会補助　　　　　　　434千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　市民が主体的にスポーツに親しめるよう学校体育施設を有効利用し、
生涯スポーツの活動の場を提供する

【主な内容】
　○学校施設開放に伴う消耗品費等                      　438千円

【担当課】
　生涯学習課
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740 政策ソフト 新規 東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業 3,663 3,663

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

221,374 173,857

(319,836) (163,604)

741 義務 運動施設管理費 124,712 123,876

(119,729) (118,872)

　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 836

運動施設管理費

【事業概要】
　２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会に関連し
て、各種記念事業等を行う

【主な内容】
　○オリンピック聖火リレー　　　　                 　 1,491千円
　○パラリンピック聖火リレー採火式　　　　　　　　　　　613千円

　（※詳細はＰ２６１の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　東公園運動場等の運動施設の維持管理経費

【主な内容】
　○東公園運動施設　　　　　　　　　　　　　　　　 　18,927千円
　　所在地：黒川町
　　指定管理者：北陽ビル管理(株)（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　 14,383千円
　○サン・ビレッジ浜田　　　　　　　　　　　　　　 　16,922千円
　　所在地：上府町
　　指定管理者：北陽ビル管理(株)（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　 15,785千円
　○サンマリン浜田　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,956千円
　　所在地：原井町
　　指定管理者：北陽ビル管理(株)（Ｈ２９～Ｒ３）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　  4,703千円
　○ラ・ペアーレ浜田　　　　　　　　　　　　　　　　　7,771千円
　　所在地：浅井町
　　指定管理者：シンコースポーツ中国（株）（Ｈ３０～Ｒ４）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　6,971千円
　○三隅中央会館（多目的研修集会施設）　　　　　　　　3,651千円
　　所在地：三隅町古市場
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　  3,451千円
　○三隅中央公園　　　　　　　　　　　　　　 　　　　63,765千円
　　所在地：三隅町古市場
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　 　　   　　 48,166千円
　○田の浦公園　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,808千円
　　所在地：三隅町西河内
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　 　   　　  2,608千円
　○岡見地区スポーツセンター　　　　　　　　　　　　　1,170千円
　　所在地：三隅町岡見
　　指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　970千円
　○健康増進センター「すまいる」　　　　　 　　　　　 1,386千円
　　所在地：松原町
　○フットサルやさか競技場・弥栄運動広場　他　　　　　2,991千円
　　所在地：弥栄町長安本郷

【担当課】
　生涯学習課

【特定財源】

- 234 -



整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

742 義務 海洋センター管理費 11,351 11,351

(9,486) (9,486)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

743 政策ハード 運動施設改修事業 46,206 106

(154,373) (674)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 46,100 その他: 0

744 義務 金城総合運動公園管理費 19,131 19,131

(18,961) (18,961)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

745 義務 今福スポーツ広場管理費 2,527 2,527

(2,506) (2,506)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　運動施設の維持修繕経費及び大規模改修等の経費

【主な内容】
　○改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 46,206千円
　　健康増進センター（所在地：松原町）
　　　照明灯ＬＥＤ化工事
　　金城総合体育館（金城町七条）
　　　照明灯ＬＥＤ化工事
　　旭公園市民体育館（所在地：旭町今市）
　　　防災型非常用電源装置更新工事

　　（※詳細はＰ２５６の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　所在地：三隅町西河内
　三隅Ｂ＆Ｇ海洋センターの管理運営費

【主な内容】
　○指定管理者：(公財)浜田市教育文化振興事業団（Ｒ２～Ｒ６）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　 11,040千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　所在地：金城町今福
　今福スポーツ広場の維持管理経費

【主な内容】
　○指定管理者：共同事業体　浜田Ｂ＆Ｆ（Ｈ３０～Ｒ４）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　　2,292千円

【担当課】
　生涯学習課

【事業概要】
　所在地：金城町七条
　金城総合運動公園の維持管理経費

【主な内容】
　○指定管理者：共同事業体　浜田Ｂ＆Ｆ（Ｈ３０～Ｒ４）
　　　　　　　　指定管理委託料　　　　　　　　　　　 18,538千円

【担当課】
　生涯学習課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

　　
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

746 裁量 旭公園運動施設管理費 17,447 16,866

(14,781) (13,105)

　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 581

3,096,037 2,302,945

(2,842,125) (2,130,638)
教育費合計

【特定財源】

【事業概要】
　所在地：旭町今市
　旭公園運動施設の維持管理経費

【主な内容】
　○会計年度任用職員　１０人　　　　                 12,688千円
　○施設管理費（光熱水費・委託料等）                  4,759千円

【担当課】
　生涯学習課
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11．（災害復旧費）　　 　90,000千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

10,000 2,564
(10,000) (2,564)

747 政策ハード 皆減 ３１年農地災害復旧費 0 0

(10,000) (2,564)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

748 政策ハード ２年農地災害復旧費 10,000 2,564

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 3,750 地方債: 3,300 その他: 386

10,000 2,825
(10,000) (2,825)

749 政策ハード 皆減 ３１年農業用施設災害復旧費 0 0

(10,000) (2,825)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

750 政策ハード ２年農業用施設災害復旧費 10,000 2,825

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 4,875 地方債: 2,300 その他: 0

20,000 8,500
(20,000) (8,500)

751 政策ハード 皆減 ３１年林業施設災害復旧費 0 0

(20,000) (8,500)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

農業用施設災害復旧費

事業名及び事業概要

農地災害復旧費

　

　

　

【事業概要】
　豪雨や台風等の災害発生時に、被災した農地の応急的な対応を図る
　国庫負担率：０．５

【主な内容】
　○単独　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 2,500千円
　○補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 7,500千円

【担当課】
　農林振興課

林業施設災害復旧費

【事業概要】
　豪雨や台風等の災害発生時に、被災した農業用施設の応急的な対応を
図る
　国庫負担率：０．６５

【主な内容】
　○単独　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 2,500千円
　○補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 7,500千円

【担当課】
　農林振興課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

752 政策ハード ２年林業施設災害復旧費 20,000 8,500

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 7,800 地方債: 3,700 その他: 0

50,000 7,020
(582,672) (42,268)

753 義務 皆減 職員給与費（道路橋梁災害復旧費） 0 0

(18,991) (18,991)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

754 政策ハード 皆減 ２９年公共土木施設災害復旧費 0 0

(513,681) (16,257)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

755 政策ハード 皆減 ３１年公共土木施設災害復旧費 0 0

(50,000) (7,020)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

756 政策ハード ２年公共土木施設災害復旧費 50,000 7,020

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 26,680 地方債: 16,300 その他: 0

90,000 20,909
(622,672) (56,157)

事業名及び事業概要

　

【事業概要】
　豪雨や台風等の災害発生時に、被災した公共土木施設の応急的な対応
を図る
　国庫負担率：０．６６７

【主な内容】
　○単独　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　10,000千円
　○補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　40,000千円

【担当課】
　維持管理課

災害復旧費合計

　

　

道路橋梁災害復旧費

【事業概要】
　豪雨や台風等の災害発生時に、被災した林業施設の応急的な対応を図
る
　国庫負担率：０．６５

【主な内容】
　○単独　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  8,000千円
　○補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　12,000千円

【担当課】
　農林振興課
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12．（公　債　費）　　　5,527,176千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

5,224,526 5,086,565

(5,835,699) (5,679,625)

757 義務 長期債元金 5,224,526 5,086,565

縮減
縮減

(5,835,699) (5,679,625)

【特定財源】
　国県支出金: 737 地方債: 0 その他: 137,224

302,572 302,572

(351,530) (351,530)

758 義務 長期債利子 299,790 299,790

(347,877) (347,877)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

759 義務 一時借入金利子 2,782 2,782

(3,653) (3,653)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

78 78

(78) (78)

760 義務 住民参加型市場公募地方債発行手数料 78 78

(78) (78)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

5,527,176 5,389,215
(6,187,307) (6,031,233)

【事業概要】
　長期債借り入れに伴う元金償還

【主な内容】
　○通常分　　　　　                           　 5,224,526千円
　※繰上償還分
　※きらめき債積立分

【担当課】
　財政課

利子

【事業概要】
　住民参加型市場公募地方債発行手数料

【主な内容】
　○元金支払事務手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　 77千円
　○利子支払事務手数料　　　　　　　　　　　　　　　   　 1千円

【担当課】
　財政課

公債費合計

公債諸費

事業名及び事業概要

元金

【事業概要】
　長期債借り入れに伴う利子償還

【主な内容】
　○長期債償還利子                                  299,790千円

【担当課】
　財政課

【事業概要】
　一時借入金利子

【主な内容】
　○借入の限度額：10,000,000千円

【担当課】
　財政課
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13．（予　備　費）　　　　 45,000千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

  
事業費

（前年度）
一般財源
（前年度）

45,000 45,000
(45,000) (45,000)

761 義務 予備費 45,000 45,000

(45,000) (45,000)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

45,000 45,000
(45,000) (45,000)

予備費合計

予備費

【事業概要】
　予備費の計上

【主な内容】
　○予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 25,000千円
　○支所予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,000千円

【担当課】
　財政課

事業名及び事業概要

- 240 -



 

 

 

 

１４．新規事業等実施に伴う説明シート 

 
 
 



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

振興 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

28,198 28,198 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 28,198 28,198 0 0

なし 0 0 0 0

事務事業名
弥栄自治区サービスステーション

維持支援補助金(定住対策基金事業)
74

弥栄支所防災自治課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　弥栄自治区唯一となる給油所の改修工事に対する支援を行うことによって、地域における石油製品の安定供給を維
持・確保するとともに、住民の生活環境の維持を図る。

　弥栄自治区に2か所あった給油所（サービスステーション）のうち、1か所が令和元年8月末をもって閉店となった。
　残り1か所となる給油所についても、今後、営業継続には法改正に対応する地下貯蔵タンク等の改修が必要であり、
多額の改修費用が掛かることが大きな課題となっている。
　地域内に給油所がなくなれば自家用車の利用のみならず、農作業機械や暖房機器の利用等、住民生活に大きな支
障が出ることが予想されるため対応を検討してきた。

　地域における石油製品の安定供給を維持・確保することにより、自家用車の利用、農作業機械や暖房機器の利用と
いった住民の生活環境が維持できるとともに、定住・移住に向けた生活基盤が保たれる。

　地域における石油製品の安定供給を維持・確保するため、弥栄自治区において揮発油販売事業者が行う給油所の
改修工事に要する経費に対して、当該経費の一部を補助する。

【補助対象者】
　弥栄自治区内で給油所を営業する揮発油販売事業者

【補助金】
　上記事業内容に係る工事費及び設備費の2/3

【工事概要】
　・設計監理　一式
　・地下タンク改修工事　一式
　・事務所改修工事　一式
　・電気設備改修工事　一式

【位置図】

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

7．協働による持続可能なまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

7-2．人がつながる定住環境づくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（地域振興基金）

一般財源
3．定住・移住の促進
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

基盤 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

8,000 8,000 0 0

0 0 0 0

3,000 3,000 0 0

あり 0 0 0 0

なし 5,000 5,000 0 0

事務事業名 三隅ＣＡＴＶ機器整備事業
77

三隅支所防災自治課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和　2　年度 ～ 令和　2　年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　島根県ケーブルテレビ協議会加盟の全15局において県議会放送を実施するため、三隅局においても、第2チャンネ
ルの取得をはじめ、放送が可能となる環境を整える。

　県議会放送については、かねてから島根県議会事務局と島根県ケーブルテレビ協議会とで協議を行い、協議会に
加盟している県内全局（15局）で放送することを条件としている。
　平成29年度に隠岐地方も含め、協議会に加盟している県内全局が光ケーブルで接続され、県内全域での同時放送
が可能となった。
　県・協議会ともに、県民の皆様へ県政を伝えることができるのは、地域に根差したケーブルテレビ局だからこそできる
サービスであると考え、県議会中継を行うよう各局が準備を進めている。

　第2チャンネルの取得、受信設備の整備により、県議会放送を行うことができる環境を整えることができる。
　本来、三隅局でも受信設備を整備しなければならないが、石見ケーブルビジョン（株）と共用することで、投資が大幅
に減らすことができる。

○石見ケーブルビジョン（株）がセンター設備を整備し、第2チャンネル（第2ID）を取得
○既存の連携線（光ケーブル）を利用して放送波を伝送
○三隅局は、第2IDの取得手続きとセンター内に調整機材（レベルコントローラ―）を整備
○石見ケーブルビジョン（株）が新設する設備経費に対し、その一部を負担する

　

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

5．生活基盤が整った快適に暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

5-3．地域情報化の推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（過疎債）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

振興 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

未定 2,812 未定 未定

0

0

あり 0

なし 2,812

事務事業名 関係人口創出拡大事業
94

地域政策部　政策企画課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和　　　年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　市出身者や県外の若者を中心とした「関係人口※」と継続的に関わる仕組みをつくることにより、人口減少や高齢化
等により担い手が不足している地域の活性化に繋げる。また、関係人口との関わりを継続することで、将来的な移住・
定住に繋げる。
　※「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関
わる者。（総務省資料「これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会報告書」より）

　浜田市では、当初ふるさとの応援を目的に都市部で市人会が設置されたが、近年は会員同士の懇親が中心となっ
ている。一方で、会員やその子には、ふるさとを応援したい想いを持っている方が少なからず存在していると考えられ
る。
　また、都市部の若者等のふるさとや関わる地域に貢献したい想いに着目して、地域活性化に生かす取組が生まれて
いることから、こうした関係人口と継続的につながる仕組みづくりが求められている。

○浜田応援団（仮称）による浜田市の情報発信・PR
○浜田市のイベントや地域づくり等に積極的に関わる出身者等（関係人口）による地域活性化
○関係人口の将来的な浜田市への移住・定住

①浜っ子ＬＩＮＥクラブ
　　浜田市在住及び出身の若者等とＬＩＮＥを通じて結びつき、浜田市のイベント情報や就職、定住情報等を発信
②浜田応援団（仮称）【857千円】
　　浜田市との関わりの入口づくり、会員による浜田市の情報発信・PR、浜田市を応援する人のネットワークづくり
③ガイダンスセミナー（東京・大阪）【1,332千円】
　　浜田市との関わり方の提案、課題解決型スタディツアーの案内、浜田応援団会員の獲得
④課題解決型スタディツアー（浜田市）【623千円】
　　関係人口が現地で浜田市とより深く関わる機会の創出、地域との継続的な関わりをコーディネート
⑤特定地域づくり事業協同組合※
　　令和2年度から国が制度化する上記組合の設立に向けた研究
　　※地域内外の若者等を雇用し、地域内の事業者（組合員）の事業に従事するためのマッチングを行う組織

【事業イメージ】：関係人口の想い（関心の度合い）によるステップごとに関わりの取組（ステージ）を提供

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

7．協働による持続可能なまち

【関係人口の施策上の位置づけ】
国：第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略
県：島根県創生計画
市：浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に追加予定（令
和2年度）

　市民参加の実施　（有　・　無）　

7-2．人がつながる定住環境づくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
3．定住・移住の促進

- 243 -



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

16,895 16,895 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 16,895 16,895 0 0

なし 0 0 0 0

事務事業名 防災ハザードマップ作成事業
128

総務部　防災安全課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　平成20年3月に作成した浜田市防災ハザードマップ（洪水害・土砂災害）を更新するとともに、全戸配布等広く周知
することにより、浜田市で起こりうる災害に対しての備えとする。

　平成27年5月の水防法改正により、洪水に係る浸水想定区域について、河川整備において基本となる降雨（計画規
模降雨）を前提とした区域から、想定しうる最大規模の降雨（想定最大規模降雨）を前提とした区域に拡充され、浜田
市では令和元年度中に想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域が示される予定である。
　また、平成31年4月1日には、土砂災害特別警戒区域(レッドゾーン)が新たに指定された。

　最大想定規模降雨の洪水浸水想定区域及び土砂災害警戒区域（イエロー・レッドゾーン）等を広く周知し、本市で起
こりうる災害に対する防災意識の高揚を図ることで早期の避難行動の一助となる。

　○防災ハザードマップ作成業務委託　※自治区ごとに作成
　○防災ハザードマップ印刷製本

（洪水浸水想定区域・土砂災害警戒区域イメージ）
※洪水浸水想定区域は今年度中に更新される予定

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

6．安全で安心して暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

6-1．災害に強いまちづくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

239,396 18,266 221,130 0

8,330 0 8,330 0

220,700 18,000 202,700 0

あり 0 0 0 0

なし 10,366 266 10,100 0

2-3．子どもを安心して産み育てる環境づくり 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（過疎債）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
2．少子化対策

○施設の目的・役割
　妊娠期から出産、子育て期にわたるまで、切れ目なく総合的に子育て支援を行うワンストップ拠点として、未就学児、
妊婦、その家族等を利用の中心に据え、その方々を取り巻く多様な世代の方々にも利用していただける施設とする。

○施設整備の方向性
　⑴　子ども自身が持つ、育つ力を尊重し支援する施設
　⑵　妊娠・出産・育児の切れ目のない支援を行う施設
　⑶　誰もが快適に過ごせるユニバーサルデザインに配慮した施設
　⑷　安全かつ効率的な利用や管理運営が可能な諸室配置・動線計画
　⑸　利用者から広く親しまれ、浜田を感じられる施設
　⑹　環境配慮やコスト低減を重視した施設

○今後のスケジュール
　令和2年度　実施設計
　令和3年度　建設工事、遊具・備品整備
　令和4年4月　新施設オープン

・浜田市子育て支援センター建設検討委員会での基本構想の
検討（平成29年11月～平成30年7月（7回開催））
・浜田市子ども・子育て支援専門部会での建設地の意見聴取
（平成31年3月～令和元年6月（2回開催））
・子育て支援センターの建設地等に関する市民アンケート（平成
30年3月実施）
・浜田市子育て世代包括支援センター基本構想（案）のパブリッ
クコメント（令和元年12月～令和2年1月）

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

2．健康でいきいきと暮らせるまち

【視察先】
いずも子育て支援センター、
加茂子育て支援センター、木次子育て支援センター、
江津市子育てサポートセンター、あさりこども園

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　子育て支援センターの老朽化に伴い、市内全域の子育ての拠点となる施設として浜田市子育て世代包括支援セン
ターを整備し、子どもを安心して産み育てる環境づくりを推進する。

　現施設は、建築後50年以上が経過した施設であり、基礎や壁の亀裂、雨漏り等の箇所が多数あるほか、柱にも傾き
や腐食が見られる。また、縦長で事務室から各室への見通しが悪いといった構造上の問題もあることから、現施設を改
修して継続使用することは困難である。

　新たに整備する施設を子育て世代包括支援センターとして位置付け、複数の保健師を配置することにより、現在の
子育て支援センターに比べ体制を強化することができる。これにより、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援
体制が構築されるとともに、母子保健分野と子育て支援分野の両面からの支援が一体的に提供できるようになる。

　整備する子育て世代包括支援センターの概要
　　【建設地】　浜田市野原町859番1
　　【構造】　鉄骨造平家建（実施設計時に木造との比較・検討を行ったうえで、主体構造の部材を決定する）
　　【床面積】　約600㎡

事務事業名 子育て世代包括支援センター整備事業
239

健康福祉部　子育て支援課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 3 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

子育て世代包括支援センター建設地
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

16,073 6,264 5,308 4,501

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 16,073 6,264 5,308 4,501

なし 0 0 0 0

1-2．農林業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（農業振興基金）

一般財源
1．雇用の確保

＜TC浜田農場の事業概要＞
　○栽培品目：大玉トマト
　○栽培規模：25,920㎡（1棟　18m×72m=1,296㎡　20棟）
　○栽培施設：低コスト耐候性ハウス・高度環境制御栽培施設（太陽光利用型）
　○システム ：TC-21トマト養液栽培システム
　○計画生産量：460t/年
　○計画販売額：184,000千円
　○令和元年度の雇用状況：新規社員12名（うち7名UIターン者採用）
　○第1期生産実績：生産量164t、販売額： 55,842千円

＜元谷団地農業用水の水質について＞
　元谷団地の農業用水は地下約120ｍから汲み上げており、他の地下水と比べマンガン及び鉄が多く含まれている。
マンガン及び鉄は作物が生育する上で必要な栄養素である一方、養液栽培においては固形化したマンガン等が
チューブや養液栽培シートの詰まりを起こす要因となり、生育に影響を及ぼすことが懸念されている。

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　元谷団地で大型トマトの栽培に取り組むＴＣ浜田農場株式会社に対し、償却資産（ハウス）の固定資産相当額を助成
することで経営の安定化を支援する。

　TC浜田農場株式会社は、平成29年度に企業誘致により拠点農業団地である元谷団地（金城町今福地内）に進出
し、20棟のハウス（25,920㎡）で大玉トマトの栽培に取り組んでいる。
　しかしながら、創業初期で経営が安定しないことや地下水質の問題等により、当初の計画生産量に達してない状況
である。

＜TC浜田農場株式会社の沿革＞
　平成29年　4月　  TC浜田農場株式会社設立
　平成30年　2月　　ハウス建設工事完了（1期10棟）
　平成30年　7月　　第1期栽培開始（1期10棟分に定植）
　平成30年10月　　初出荷式
　平成31年　2月　　ハウス建設工事完了（2期10棟）
　令和元年　6月　　第1期栽培終了
　令和元年　7月　　第2期栽培開始（20棟分に定植）

　地域をけん引する農業経営体の育成を支援することにより、雇用の創出等の地域経済効果をもたらすとともに、中国
地方で有数のトマト産地を形成し、浜田産農産物の流通拡大を図ることができる。

　平成29年度竣工分10棟のハウスにかかる固定資産税（償却資産）3か年分を支援する。

＜TC浜田農場株式会社の固定資産税（償却資産）概算金額＞
　○平成29年度竣工分（10棟）
　　1年目　　　　　 6,264千円
　　2年目　　　　 　5,308千円
　　3年目　　　　　 4,501千円
　　3か年合計　　16,073千円

事務事業名 元谷団地誘致農業経営体支援事業
372

産業経済部　農林振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

1,487 1,487 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 1,487 1,487 0 0

事務事業名 全国植樹祭・全国林業後継者大会運営事業
406

産業経済部　農林振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　令和2年度に島根県大田市で開催される第71回全国植樹祭及び浜田市で開催される第49回全国林業後継者大会
において、記念イベントを実施し、全国へ浜田市の林業を発信する機会とする。

　全国植樹祭は、豊かな国土の基盤である森林・緑に対する国民の理解を深めるため毎年開催されている行事であ
り、令和2年度は島根県大田市で開催され、浜田市はサテライト会場となっている。
　また関連行事として全国林業後継者大会が全国植樹祭の前日に行われ、浜田市がその本会場となっている。

1　林業振興の広域的なＰＲ
2　全国からの参加者に対する浜田市のPR
3　森林環境教育の普及

【第49回全国林業後継者大会】

1　大会テーマ　　木の温もりと森林（もり）の恵みを次世代へ
2　開催日　　　　　令和2年5月30日（土）
3　開催場所　　　 石央文化ホール
4　主催　　　　　　 島根県林業研究グループ連絡協会、全国林業研究グループ連絡協議会、島根県、浜田市
5　後援　　　　　　 林野庁、（一社）全国林業改良普及協会、（公社）大日本山林会
6　参加者数        400名
7　内容　　　　　　 オープニング（石見神楽上演）、式典、活動発表、パネルディスカッション、記念品の配布、
　　　　　　　　　     特産品の販売、懇親会

【全国植樹祭サテライト会場　浜田会場】

1　開催日時　　　 令和2年5月31日（日）　10時～12時30分
2　開催場所        浜田市総合福祉センター、浜田市世界こども美術館創作活動館
3　内容              全国植樹祭式典会場（大田市）からの中継映像の放映、パネル展、出展、苗木の配布等

【予算の内訳】
・全国林業後継者大会記念品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　1,030,000円
・全国林業後継者大会引継き旅費（次回開催地：滋賀県甲賀市2名） 　 　　  　97,000円
・全国植樹祭サテライト会場イベント出演料　　　　　　　　　　　　　　　             300,000円
・世界こども美術館観覧料（300円×200人）　　　　　　　　　　　　                     60,000円

　※全国林業後継者大会及び全国植樹祭は島根県が事務局となっており、運営経費については島根県が負担する
が、参加者へ配布する記念品や会場周辺で行うイベント等については浜田市が負担する。

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

1-2．農林業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

58,360 58,360 0 0

0 0 0 0

58,300 58,300 0 0

あり 0 0 0 0

なし 60 60 0 0

事務事業名 緊急自然災害防止対策事業
407

産業経済部　農林振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　国の制度を活用し、緊急性の高い治山施設（堰堤）の流末水路整備工事を行い、市民の安全・安心な生活の確保を
図る。

　昭和58年豪雨災害以降、市内には土砂災害を防止するため、多くの治山施設（堰堤）が設置されている。
　しかしながら、治山施設が整備できる範囲が保安林内に限られることから、流末処理が適切に行われていない施設
が存在しており、平成25年8月や平成29年7月に発生した豪雨災害時には、通水断面不足による家屋への浸水、公共
用施設の破損及び農地冠水などの被害が発生し、早急な対策が求められている。
　また、昨今全国的に豪雨による激甚災害が頻発している状況を受け、国は平成30年度に「防災･減災､国土強靱化の
ための３か年緊急対策」（平成30年度～令和2年度）を決定し、地方自治体の災害防止対策について新たな地方債
（緊急自然災害防止対策事業債等）を創設するなどの支援策を定めた。

　流末水路を整備することにより、家屋への浸水、公共用施設の破損及び農地冠水被害を防止し、住民の不安を解消
するとともに民生の安定を図ることができる。

実施年度：令和2年度
総事業費：58,360千円
事業内容：水路工　L=605ｍ（9箇所）

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

6．安全で安心して暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

6-1．災害に強いまちづくりの推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（緊急自然災害防止対策事業債）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

外 ８箇所
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

33,750 16,875 0 16,875

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 33,750 16,875 0 16,875

なし 0 0 0 0

1-1．水産業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　 浜田漁港における高度衛生管理型荷捌所の運用開始に先立ち、仲買業者が調達する電動フォークリフトについて
その購入費用の一部を補助することで、一時的な負担増の軽減を図り、高度衛生管理型荷捌所への移行を円滑に進
める。

　高度衛生管理型荷捌所では、現在使用している木製の魚箱、パレットやフォークリフトなどは衛生管理上の問題から
使用できないため、仲買業者は新たにプラスチック製の魚箱・パレット、電動フォークリフトを整備することが必要とな
る。特に電動フォークリフトの購入について多額の費用負担が生じる。

　高度衛生管理型荷捌所への円滑な移行による整備効果の早期発現及び産地競争力の向上を図ることができる。
＜整備効果＞
　1　消費者ニーズに対応した安全安心な水産物の提供
　2　山陰浜田港ブランドの強化
　3　国内外への販売力強化　　など

１．事業内容
　⑴　計画期間　令和2年度～令和4年度
　⑵　補助制度の内容

　⑶　総事業費　　67,500千円 （うち補助金額：33,750千円）

２．令和2年度実施内容
　　（7号荷捌所用）　2,250千円/台×1/2×15台分＝16,875千円

事務事業名 高度衛生管理型荷捌所移行円滑化事業
441

産業経済部　水産振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成 2 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

補助対象 電動フォークリフト
補助対象者（事業主体） 仲買業者

補助率 補助対象経費の2分の1以内
補助金上限額 1,125千円/台

補助対象経費
荷捌所内で使用できなくなるエンジンフォークリフトの代替えとして
調達する、電動フォークリフトの購入に要する経費。

その他
高度衛生管理型荷捌所へ移行する際に導入する初回のみ助成
するものとする。

（単位：千円）

市 実施主体

（1/2） （1/2）

33,750計 67,500 33,750

令和4年度 33,750 16,875 16,875 4号荷捌所用：15台

備考

令和2年度 33,750 16,875 16,875 7号荷捌所用：15台

区分 事業費
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

3,000 3,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 3,000 3,000 0 0

事務事業名 水産基盤施設開設イベント事業
443

産業経済部　水産振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　令和2年度に開設を予定する、以下の水産基盤施設について、落成式典等を実施し、市内外に向けて新規開設施
設を情報発信する。
　○浜田漁港7号荷捌所
　○山陰浜田港公設市場

　浜田漁港7号荷捌所については、浜田地区高度衛生管理計画に基づき、まき網漁業で漁獲した水産物を陸揚げか
ら搬出まで一貫した高度な衛生管理を行うための施設として整備を進めており、令和2年7月に供用開始を予定してい
る。
　山陰浜田港公設市場は、仲買機能の強化と商業施設の併設による相乗効果を図り、水産物の販売やPRを推進する
賑わい創出の拠点として整備を進めており、令和2年11月のオープンを予定している。

　浜田漁港7号荷捌所については、高度衛生管理の徹底により、安全・安心な水産物が供給できる施設として、市内外
へ情報発信することにより、浜田産水産物の流通拡大に繋げることができる。
　山陰浜田港公設市場については、「市民に愛され、観光客にも訪れていただける賑わい施設」として、新規オープン
を市内外に広報することにより、多くの方の来場に繋げることができる。

　○浜田漁港7号荷捌所　落成式典
　○山陰浜田港公設市場　落成式典及び一般客を対象としたオープニングイベント

　○浜田漁港7号荷さばき所
　　　 落成式典開催　　　　　　　 　   1,041千円

　

　○山陰浜田港公設市場
　　　 落成式典開催　　　　　　　　  　　590千円
　　　 オープンニングイベント開催　   667千円
　　　 広報媒体等印刷製本費　　　　　702千円

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

1-1．水産業の振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

3,500 3,500 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 3,500 3,500 0 0

なし 0 0 0 0

事務事業名 第３回全国未成線サミット開催事業
513

産業経済部　観光交流課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　令和2年度に浜田市で開催が決定している第3回全国未成線サミットについて、サミット運営に対する支援を行い、サ
ミット開催後の交流人口・関係人口の拡大を目指す。

　未成線の跡地を活用した地域活性の取組事例について情報交換を行い、効果的な利活用のノウハウを共有するこ
とを目的に、平成29年3月に奈良県五條市のNPO法人五新線再生推進会議の主催で、第1回全国未成線サミットが開
催された。
　平成30年10月には福岡県赤村で第2回サミットが開催され、第3回の開催地として当市の広浜鉄道今福線が選出さ
れた。

1　サミットの開催による交流人口・関係人口の拡大
2　広浜鉄道今福線遺構を活用することによる地域活性化

　サミットの内容は、講演会、パネルディスカッション、懇親会、エクスカーション（広浜鉄道今福線について、現地で専
門家の説明を聞きながら意見交換等を行うこと）等を予定。

【主催】
　第3回全国未成線サミットin浜田実行委員会
【内容】
　○未成線の活用策について情報交換
　○未成線を活用した地域振興への方策の検討
　○未成線関係団体間の交流の促進
【当日スケジュール（案）】
　1日目　13：00～　開会式
　　　　　　　　　　　　基調講演
　　　　　　　　　　　　パネルディスカッション
　　　　　　　　　　　　大会引継式
　　　　　　18：00～　懇親会

　2日目　  9：00～　エクスカーション
　　　　　　　　　　　　 昼食後、解散

【歳出予算内訳（案）】

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるまち

福岡県赤村より、第2回全国未成線サミットの開催の必要経
費等の情報提供を受けており、それを基に予算編成等を
行った。

　市民参加の実施　（有　・　無）　

1-5．観光・交流の推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

科⽬ 予算額
報償費（講師謝⾦等） 900千円
旅費（関係団体との協議） 715千円
需⽤費（記念品・プログラム印刷等） 315千円
役務費（鉄道雑誌広告掲載料、郵券料、保険料） 519千円
委託料（チラシ等の製作委託、環境整備委託） 541千円
使⽤料及び賃借料（会場代、借上バス代） 434千円
予備費 76千円

合計 3,500千円
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

経済 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

1,851 1,851 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 1,851 1,851 0 0

なし 0 0 0 0

事務事業名 スマートガイド構築事業
514

産業経済部　観光交流課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　市内の観光地に、多言語化された音声ガイド等が表示されるＱＲコードを設置することにより、観光ボランティアガイド
不在時の観光案内や外国観光客の対応を充足し、観光客の増加を図る。

　市内観光地の説明や案内については従来観光ボランティアガイドを活用しているが、観光ボランティアガイドの不在
時には設置されている案内看板以外に情報がなく、また外国語対応ができていない。

　観光ボランティアガイド不在時の観光案内や外国語対応について充足できる。
　また、スマートガイド使用料のみで利用でき、ナレーションの編集方法等も容易であるため、説明内容や箇所の変更
に柔軟に対応できる。

　設置個所：最大27地点（市内全域から設置場所を選定）
　言語数　 ：4言語（日本語、英語、中国語、韓国語）
　※翻訳やナレーションは、国際交流員を活用する。(韓国語については、外部発注。)

イメージ　※設置場所は、今後、関係者と協議し選定

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

1．活力のある産業を育て雇用をつくるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

1-5．観光・交流の推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

各観光地の看板やパンフレットに
あるＱＲコードを読み込む

石見畳ヶ浦 浜田城跡 浜田城資料館

①⽇本語、②英語、③中国語、④韓国

自分のスマホ、タ
ブレットで観光地
の音声ガイドを受
けることができる。

⾳声ガイドシステム

外ノ浦

写真

紹介テキスト

音声

位置情報
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

80,000 16,000 16,000 48,000

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 80,000 16,000 16,000 48,000

なし 0 0 0 0

3-5．歴史・文化の伝承と創造 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

【補助対象団体採択基準】

　採択要件(案)：　○下記採択基準を満たし、当市の観光への貢献度が高い団体（定期公演の出演回数など）
　　　　　　　　　　　　※申請件数が多い場合は各自治区1件は採択し、その他は年間公演回数などが多い団体から
　　　　　　　　　　　　　 選出
　　　　　　　　　　　【必須事項】
　　　　　　　　　　　　①後継者育成、団体継続の活動を行っていること
　　　　　　　　　　　　②浜田の夜神楽定期公演、アクアスはっしー広場定期公演など、市内で開催された定期公演で
                             過去3年間の内に1度でも上演したことのある団体
　　　　　　　　　　　【貢献度】
　　　　　　　　　　　　①年間の上演回数（奉納神楽・各施設での出張上演など）
　　　　　　　　　　　【その他の条件】
　　　　　　　　　　　　①他の類似補助事業を過去1年間活用していない団体を優先
　　　　　　　　　　　　②補助金に採択された団体は以降3年は当補助事業を受けることはできないものとする

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　市内の神楽団体が用具の新調又は更新をするために必要な経費を補助することで、団体の保存・継承を促進し、神
楽の観光需要に対応する体制強化を行う。

　日本遺産「神々や鬼たちが躍動する神話の世界～石見地域で伝承される神楽」の構成文化財である石見神楽は、
当市の観光振興において重要な地域資源に位置付けられている。また夜神楽定期公演を始め、観光における神楽の
需要は増加傾向にあり、今後も神楽団体の協力が必要である。
　しかしながら、石見神楽で使用する用具は高額なものが多く、その購入や修繕をする経費負担が活動の支障となっ
ている。また、それらを対象とした民間の助成事業があるものの助成額が少額であることや、高額な助成事業は採択数
が少ない等の問題があり、煩雑な申請を繰り返している状況である。
　特に石見神楽は日本遺産認定を機に、出張神楽上演が増加傾向にあるなど、上演に必要な衣裳等の用具の整備
は喫緊の課題となっている。

　市内の神楽団体が用具の新調又は更新をするために必要な経費を補助することで、団体の保存・継承を促進し、神
楽の観光需要に対応する体制強化を行うことができる。

　石見神楽を継承する団体に対して、現在使用している衣裳の更新や新たな演目上演のために必要な用具の新調に
要する経費を助成する。

【補助内容】

　補助事業名　：　日本遺産石見神楽保存・継承支援事業補助金

　補助対象者　：　各自治区神楽協議会・保存会に所属している神楽団体または浜田市観光協会の会員神楽団体

　対 象 経 費　：　○昭和年間以前から使用している用具の更新（新調）
　　　　　　　　　　　○新たな演目上演のために必要な用具の新調

　補助金額等　：　補助率　4/5　1団体あたりの上限額200万円
　　　　　　　　　　　採択数　8団体程度を想定

事務事業名 日本遺産石見神楽保存・継承支援事業
515

産業経済部　観光交流課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 6 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

67,500 5,000 5,000 57,500

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 67,500 5,000 5,000 57,500

6-2．地域防犯力の強化・交通安全対策の推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

【工事内容】
　水銀灯の灯具をＬＥＤ照明に交換する。
【対象】
　道路及び公園照明灯590基

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

6．安全で安心して暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　水銀灯が令和2年12月を以って製造、輸出又は輸入禁止になることに伴い、計画的に道路及び公園の照明灯をＬＥ
Ｄ照明灯に取替える。これにより、道路及び公園の夜間の安全を維持するとともに電気料の削減を図る。

　令和2年度から水銀が人の健康や環境に与えるリスクを低減するため、一般照明用の高圧水銀ランプの製造、輸出
又は輸入が禁止となる。これにより、現在使用している水銀灯が切れた場合交換が出来なくなるため、順次灯具をＬＥ
Ｄ化していく必要がある。

　長寿命であるＬＥＤへの取替により、交換にかかる費用の削減が図られる。
　また、ＬＥＤ化による省エネ効果から電気料の削減が図られる。

　水銀灯が製造中止となるため、現在水銀灯を使用している道路照明灯及び公園照明灯を環境負荷が少なく、長寿
命のＬＥＤに計画的に取替える。

事務事業名 道路･公園照明灯ＬＥＤ化改修事業
533

都市建設部　維持管理課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 10 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

消防 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

150,000 50,000 50,000 50,000

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 150,000 50,000 50,000 50,000

なし 0 0 0 0

6-2．地域防犯力の強化・交通安全対策の推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金 ）

一般財源

【安全対策概要】
　〇側溝蓋の設置
　〇転落防止柵の設置
　〇外側線、カラー舗装、視線誘導標設置等により歩行空間の創出
　〇注意喚起の看板設置や路面標示

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

6．安全で安心して暮らせるまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

（1）事業の概要・全体計画等

　各小中学校の通学路や未就学児が日常的に集団で移動する経路のうち、点検により危険と判断された箇所等につ
いて安全対策を行い、安心安全な歩行空間を確保する。

　全国的に登下校中の事故が多発しており、また毎年行われる「通学路安全推進会議」でも安全対策に関して多数要
望が出され、早期の安全対策が求められている。

　危険箇所の対策をすることにより、子ども及びその他通行者の安心安全な歩行空間を確保することができる。

　3か年計画で小中学校、保育園等から要望を受けている箇所について安全対策を行う。

事務事業名 通学路等緊急安全対策事業
576

都市建設部　維持管理課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 4 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

減
速

対策予定：視線誘導標設置 対策予定：路面標示
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

338,150 69,200 92,656 176,294

0 0 0 0

337,400 69,000 92,500 175,900

あり 0 0 0 0

なし 750 200 156 394

3-1．学校教育の充実
3-4．生涯スポーツの振興
3-5．歴史・文化の伝承と創造

財
源
内
訳

国県支出金

地方債（過疎債　等）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

　　　　　令和元年度サマーレビューをベースとした集計

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち
事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　水銀灯が令和2年度末を以って製造、輸出又は輸入禁止になることに伴い、計画的に教育施設の照明灯をLED照
明灯に取替える。これにより、施設の安全運営に資するとともに電気料の削減を図る。

　令和2年度から水銀が人の健康や環境に与えるリスクを低減するため、一般照明用の高圧水銀ランプの製造、輸出
又は輸入が禁止となる。これにより、現在使用している水銀灯が切れた場合交換ができなくなるため、順次灯具をLED
化していく必要がある。

　長寿命であるLEDへの取替により、交換にかかる費用の削減が図られる。
　また、LED化による省エネ効果から電気料の削減が図られる。

　水銀灯が製造中止となるため、環境負荷が少なく、長寿命のLEDに計画的に取替える。

事務事業名 教育施設照明ＬＥＤ化更新事業
649・692・716・743

教育部　教育総務課・生涯学習課・文化振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 5 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（単位：千円）
R2 R3 R4 R5 合計

学校施設 23,254 28,941 25,718 25,872 103,785
文化施設 660 585 3,088 0 4,333
公民館施設 10,000 10,000 10,000 10,035 40,035
スポーツ施設 35,286 53,130 48,620 52,961 189,997
合計 69,200 92,656 87,426 88,868 338,150
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

25,073 16,634 8,439 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 25,073 16,634 8,439 0

3-3．社会教育の推進 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

1　対象施設数：84施設（生涯学習課所管施設：73施設、文化振興課所管施設：11施設）
　(1)　公民館　　　　 35施設（分館を含む）
　(2)　図書館　        2施設
　(3)　社会体育施設　 36施設
　(4)　美術館　        2施設
　(5)　石央文化ホール  1施設
　(6)　資料館　        8施設

2　スケジュール
　(1)　令和2年度　計画準備・資料収集整理、施設の実態把握外　　　　　　　　16,634千円
　(2)　令和3年度　施設整備の基本的な方針等の検討、実施計画の検討・作成外　 8,439千円

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち
事業費

施策大綱

（1）事業の概要・全体計画等

　社会教育施設に関して、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を図るため、
個別施設ごとの長寿命化計画を策定する。

　社会教育施設長寿命化計画策定業務は、「インフラ長寿命化基本計画」（平成25年11月29日インフラ老朽
化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）に基づき、各インフラの管理者である各地方公共団体は「個
別施設毎の長寿命化計画」を策定することとなっている。
　また、文部科学省は、地方公共団体における計画策定状況を毎年度調査しており、計画策定時期が未定の
地方公共団体にあっては当該地方公共団体を公表することとしている。

　今後の施設改修等の内容、時期、費用等を整理し、実施計画及び年次計画を策定することで、施設の適切
な維持管理が図られる。

　社会教育施設を対象に、現地調査等を踏まえて現状の評価を行いながら、ライフサイクルコスト、保全優
先度を勘案して、今後の施設の維持保全方向性を検討し、実際の整備内容や時期、費用等の具体的な長寿命
化計画を策定する。
　なお、策定にあたっては、「浜田市公共施設等総合管理計画」、「浜田市公共施設再配置方針」等の内容
を踏まえ、社会教育施設の長寿命化計画の策定に当たっての背景、目的、計画期間、対象施設を整理するも
のとする。

事務事業名 社会教育施設長寿命化計画策定事業
689

教育部　生涯学習課、文化振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 3 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

11,098 5,071 6,027 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 11,098 5,071 6,027 0

なし 0 0 0 0

事務事業名 歴史文化保存展示施設専門検討事業
719

教育部　文化振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 3 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　歴史、美術、教育等の専門家による検討組織を設置し、歴史文化保存展示施設における展示内容や施設の活用方
法について検討を行い、その検討結果を施設の具体的な整備内容に反映させる。

　 「歴史文化保存展示施設」については、「（仮称）浜田歴史資料館検討会」の報告や市議会等の意見も踏まえて、浜
田郷土資料館を中核施設として建替え整備するものとし、世界こども美術館に増設して複合化を図る方針である。

　 専門家による検討組織を設置して整備内容を検討するとともに、整備に向けた計画を作成することで、歴史文化保
存展示施設の在り方を具体的に議会や市民等へ説明することができる。

　 本専門検討事業は2ヶ年事業とし、専門家による検討組織を設置する。組織は委員12人程度で組織し、展示部会と
活用部会を置くものとする。

   検討内容については下記のとおり。
　 ・全体会        市内展示資料把握、展示内容、展示ソフト、活用内容、運営全般及び計画の検討ととりまとめを
　　　　　　　　　　　行う。
　　　　　　　　　　　また、検討を行うにあたって、既存資料館や先進地の視察も行う。
　 ・展示部会　   資料の保存や展示方法、展示企画、展示ソフト等に関する検討を行う。
　 ・活用部会　　 学校教育との連携、生涯学習との連携、デジタル等の情報ソフトの活用に関する検討を行う。

   検討組織の意見をお聴きしながら、施設や資料の保存、展示、活用等の具体的な内容や展示、活用手法の検討、
展示配置の作成を行い、整備に向けた計画の作成を行う。
　 令和2年度委託料3,000千円、令和3年度委託料5,000千円  合計8,000千円＜債務負担行為＞

開催予定数

　

（仮称）浜田歴史資料館検討会

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち

　市民参加の実施　（有　・　無）　

3-5．歴史・文化の伝承と創造 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

令和2年度 令和3年度 合計
全体会 6回 4回 10回
展示部会 7回 2回 9回
活用部会 7回 2回 9回
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

2,000 2,000 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 2,000 2,000 0 0

　市民参加の実施　（有　・　無）　

3-5．歴史・文化の伝承と創造 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

1　浜田市出身の画家・石本正の精神を様々な形で市民に紹介し、その偉業を郷土の誇りと感じてもらう。
2　児童生徒に向けた鑑賞授業や講演会等を開催するとともに、制作する展覧会図録等を学校、図書館等に配布する
　　ことで、視聴覚に訴えるふるさと郷育や社会教育活動に役立つ取組を実施する。
3　記念展に併せて開催する全国巡回展により、石本正画伯の存在価値を更に高めるとともに、同時に浜田市のPRも
　　行うことで、交流人口の拡大にも寄与する。

1　記念展「生誕100年 回顧展 石本正」の開催
 （1）　会期　令和3年3月23日～（6月20日）
 （2）　会場　石正美術館
2　全国巡回展
 （1）　開催場所　島根県立美術館、一宮市三岸節子記念美術館、浜松市秋野不矩美術館ほか
 （2）　経費負担　開催館がそれぞれ負担（石正美術館の持ち出しはなし）
3　展覧会図録等の制作
　  石本画伯に関する研究に欠くことのできない、基礎となる資料的価値の高い図録の制作

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　当市の芸術文化振興に多大なる貢献をされた故石本正画伯が令和2年に生誕100年を迎えることを記念して開催す
る回顧展に要する経費に対し、補助金を交付することで、当市の更なる芸術文化の振興及び郷土の偉人の功績を学
ぶふるさと郷育に資する。

1　故石本正画伯生誕100年を記念する展覧会の開催の機会は、当該年度しかなく、時期を逃さず実施する必要があ
　　る。
2　石正美術館に収蔵する石本正画伯の作品は館外への貸出を石本正画伯から禁じられていたが、ご遺族が生誕
　　100年を記念して貸出を認められたことから、石本正画伯の芸術世界を日本全国に紹介する機会を得ることが可能
　　となった。
3　全国巡回展は容易に開催できるものではなく、全国の美術館等が認める画家でないと実現しない価値の高いもの
　　である。

全国巡回展

1　島根県立美術館
2　愛知県一宮市三岸節子記念美術館
3　静岡県浜松市秋野不矩美術館

このほか、全国大手百貨店で開催予定

令和2年7月3日～同年8月23日
令和2年9月1日～同年10月11日
令和2年10月24日～同年12月13日

事務事業名 石本正生誕100年記念展事業
723

教育部　文化振興課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

福祉 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

7,292 7,292 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 7,292 7,292 0 0

なし 0 0 0 0

事務事業名 学校給食費激変緩和対策事業
734

教育部　教育総務課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　平成26年4月に改定して以降据え置いている学校給食費を6年ぶりに改定するにあたり、給食費の引上改定
に伴う額について激変緩和措置を行い、保護者負担の軽減を図る。

　学校給食費を平成26年4月に改定して以降据え置いているが、牛乳の価格は、平成26年当時と比較して5円
以上上昇しており、その上昇分は学校給食費を据え置いていることから副食費に影響を及ぼしている（総務
省統計局公表の消費者物価指数（松江市）を参考とすると、平成26年を基準として平成30年は6％以上物価が
上昇している。）。
　また、平成30年8月には、学校給食摂取基準が改正されており、今後、学校給食摂取基準に基づいた給食の
提供が非常に厳しい状況となっている。
　これらのことから、令和元年度において、浜田市学校給食審議会に対し、適正な学校給食費について諮問
し、検討の結果、令和2年4月から引上改定を行うことが適当とする答申を受けたことから、答申に基づいて
学校給食費を改定することとしている。

　学校給食費の引上改定については、引上げにかかる保護者負担を求めることになるため、引上分の給食費
について激変緩和措置を講じることにより、保護者負担の軽減、子育て支援につながる。

　1食当たり給食費の改定に伴う引上額の半額を補助基準単価とし、当該単価に、児童生徒に係る学校給食の
提供食数を乗じて得た額を浜田市学校給食会、各給食センター運営委員会及び自校調理場に交付し、食材の
購入費に充てるものとする。

【事業概要】
 1　補助対象期間　　令和2年度（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
 2　補助の額
　 ⑴　計算式
　 　　1食当たりの補助単価（改定に伴う引上額の半額）× 学校給食の提供食数（児童生徒分のみ）
　 　　※予算の範囲内とする。
　 ⑵　所要見込額
　 　ア　小学校　年間 4,508,028円（給食実施日数201日にて試算）
　 　イ　中学校　年間 2,783,649円（給食実施日数201日にて試算）
　 　ウ　合　計　年間 7,291,677円
　 　※児童生徒1人当たり保護者負担月額（浜田学校給食センターの例：給食費徴収11か月として試算）
　　 　小学校　現行 4,840円 → 改定後 5,170円（330円増）〔補助後 5,005円（165円増）〕
　　 　中学校　現行 5,700円 → 改定後 6,090円（390円増）〔補助後 5,895円（195円増）〕
　　 ※要保護・準要保護世帯
　　　 全額公費負担であるため、保護者負担は生じない。
 3　補助対象者
　 ⑴　浜田自治区　　浜田市学校給食会
　 ⑵　金城自治区　　金城学校給食センター運営委員会
　 ⑶　旭自治区　　  旭学校給食センター運営委員会
　 ⑷　弥栄自治区　　弥栄学校給食センター運営委員会
 　⑸　三隅自治区
 　  ア　三隅小学校長（自校方式のため）
     イ　岡見小学校長（自校方式のため）
     ウ　三隅中学校長（自校方式のため）

　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

2．健康でいきいきと暮らせるまち
事業費

施策大綱 2-3．子どもを安心して産み育てる環境づくり 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ふるさと応援基金）

一般財源

- 260 -



新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

文化 全体計画 2年度 3年度 4年度以降

3,663 3,663 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

あり 0 0 0 0

なし 3,662 3,662 0 0

事務事業名 東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業
740

教育部　生涯学習課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

令和 2 年度 ～ 令和 2 年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・明るい未来・中山間地対策

（1）事業の概要・全体計画等

　聖火が象徴するオリンピックの価値を伝え、東京2020大会に向けた機運を全国で高めるために、47都道府県の様々
な場所で聖火リレーが実施される。
　浜田市では、令和2年5月16日（土）に実施することが決定し、また、令和2年8月15日（土）には、パラリンピック聖火リ
レーの採火式が行われる予定であることから、聖火リレーを盛り上げ、東京2020大会への機運を高めることを目的とす
る。
　オリンピック聖火リレーは令和2年3月26日（木）に福島県からスタートし、7月24日（金）に終了する。浜田市において
は、5月16日（土）に約2.7ｋｍのコースを12人のランナーが走り、聖火リレーの冒頭にはミニセレブレーションを実施す
る。
　パラリンピック聖火リレーは各自治体が独自の採火を行い、全国で採火された火が東京に集められる。
　なお、島根県では8市3町が実施し、8月17日（月）に松江市で出立式を実施予定。

　オリンピック、パラリンピックに対して浜田市民の機運醸成を図ることができる。
　ＴＶ、新聞等で報道され、日本全国及び世界に対して、浜田市をＰＲすることが期待できる。

⑴オリンピック聖火リレー　1,491千円
　　出発前のミニセレブレーション、ランナー走行
⑵パラリンピック聖火リレー　613千円
　　浜田市は石見神楽のかがり火をコンセプトに採火予定
⑶その他　1,559千円
　　オリンピック機運醸成のため、市民ロビーでの展示やパブリックビューイングの実施

⑴オリンピック聖火リレー島根県内ルート
　令和2年5月16日（土）：津和野町→知夫村→益田市→浜田市→江津市→川本町→邑南町
　令和2年5月17日（日）：大田市→出雲市→雲南町→奥出雲町→隠岐の島町→安来市→松江市
⑵パラリンピック採火式等実施市町
　松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市、雲南市、川本町、邑南町、津和野町

◆浜田市におけるオリンピック聖火リレールート(スタート：旧水産物販売施設前、ゴール：浜田市役所前）

　県内の実施団体は上記のとおり 　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱

3．夢を持ち郷土を愛する人を育むまち
事業費

施策大綱 3-4．生涯スポーツの振興 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

START

GOAL

旧水産物販売施設

浜田市役所
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【国民健康保険特別会計】　（事業勘定）　

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 885,079 13.6 1,070,724 16.3 △ 185,645 △ 17.3

2. 2 0.0 4 0.0 △ 2 △ 50.0

3. 900 0.0 1,000 0.0 △ 100 △ 10.0

4. 4,444 0.1 4,190 0.1 254 6.1

5. 4,933,431 76.0 4,818,530 73.5 114,901 2.4

6. 776 0.0 501 0.0 275 54.9

7. 660,282 10.2 655,491 10.0 4,791 0.7

（１）一 般 会 計 繰 入 金 650,282 10.0 645,491 9.8 4,791 0.7

（２）財政調整基 金繰 入金 10,000 0.2 10,000 0.2 0 0.0

8. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

9. 5,007 0.1 6,217 0.1 △ 1,210 △ 19.5

6,489,922 100.0 6,556,658 100.0 △ 66,736 △ 1.0歳 入 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 民 健 康 保 険 料

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率
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【国民健康保険特別会計】　（事業勘定）

歳出の状況

１．（総　務　費）　　         　272,080千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

262,655 3,778
(133,483) (3,465)

1 義務 職員給与費 110,899 0

(107,115) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 110,899

2 裁量 国保事務費 150,424 3,778

新規
縮減

新規

(24,869) (3,465)

【特定財源】
　国県支出金: 110,357 地方債: 0 その他: 36,289

3 裁量 レセプト点検事業 1,332 0

(1,499) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,332 地方債: 0 その他: 0

3,153 3,153
(3,167) (3,167)

4 義務 連合会負担金 3,153 3,153

(3,167) (3,167)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業内容】
　島根県国民健康保険団体連合会への負担金

【主な内容】
　○島根県国民健康保険団体連合会負担金               　3,153千円

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　国民健康保険に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　１４人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　国民健康保険事業運営に係る事務経費

【主な内容】
　○被保険者証等の作成・送付　                         6,086千円
　○国保事業報告システム共同利用手数料　　　　　　　　　 350千円
　※各種システムの保守委託料の減
　○国保集約システム連携手数料　　　　　　　　　　　　 3,360千円
　○国保事務処理標準システム導入経費　　　　　　　　 129,013千円

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　島根県国民健康保険団体連合会へのレセプト内容点検事業負担金等

【主な内容】
　○レセプト点検共同事業負担金                       　1,332千円

【担当課】
　保険年金課

連合会負担金
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

5,171 0
(4,441) (0)

5 裁量 賦課事務費 4,632 0

(3,778) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,632

6 裁量 徴収事務費 539 0

(663) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 539

311 0
(439) (0)

7 裁量 運営協議会費 311 0

(439) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 311

790 0
(790) (0)

8 裁量 趣旨普及費 790 0

(790) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 790

272,080 6,931
(142,320) (6,632)

運営協議会費

【事業概要】
　浜田市国民健康保険運営協議会の運営経費（委員１７人）

【主な内容】
　○委員報酬　                                           204千円
　○費用弁償　                                            82千円

【担当課】
　保険年金課

趣旨普及費

【事業概要】
　国民健康保険制度の普及・啓発に係る経費

【主な内容】
　○パンフレット作成・送付　                             790千円

【担当課】
　保険年金課

総務費合計

事業名及び事業概要

賦課徴収費

【事業概要】
　国民健康保険料の賦課に係る事務経費

【主な内容】
　○納付書等の作成・送付　                             4,632千円

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　国民健康保険料の徴収に係る事務経費

【主な内容】
　○督促状等の作成　                                     529千円

【担当課】
　税務課
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２．（保険給付費）　       　4,626,298千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

3,978,531 0
(4,000,067) (0)

9 義務 一般被保険者療養給付費 3,978,531 0

(4,000,067) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 3,978,531 地方債: 0 その他: 0

80 0
(3,678) (0)

10 義務 退職被保険者等療養給付費 80 0

(3,678) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 80 地方債: 0 その他: 0

11,223 0
(16,369) (0)

11 義務 一般被保険者療養費 11,223 0

(16,369) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 11,223 地方債: 0 その他: 0

1 0
(25) (0)

12 義務 退職被保険者等療養費 1 0

(25) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　一般被保険者の療養費（本人立替等）の給付

【主な内容】
　○療養費（現物給付＋償還払分）　                　  11,223千円
 
【担当課】
　保険年金課

退職被保険者等療養費

【事業概要】
　退職被保険者等の療養費（本人立替等）の給付

【主な内容】
　○療養費（現物給付＋償還払分）　                 　  　  1千円
  　※一般被保険者への移行に伴う対象者の減

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要

一般被保険者療養給付費

【事業概要】
　一般被保険者の療養給付費(医療費）の負担　保険者負担分

【主な内容】
　○療養給付費（現物給付）　                       3,978,531千円

【担当課】
　保険年金課

退職被保険者等療養給付費

【事業概要】
　退職被保険者等の療養給付費(医療費）の負担　保険者負担分

【主な内容】
　○療養給付費（現物給付）　                              80千円
　  ※一般被保険者への移行に伴う対象者の減

【担当課】
　保険年金課

一般被保険者療養費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

13,794 147
(11,510) (149)

13 義務 審査支払手数料 13,794 147

(11,510) (149)

【特定財源】
　国県支出金: 13,647 地方債: 0 その他: 0

609,298 0
(605,849) (0)

14 義務 一般被保険者高額療養費 609,298 0

(605,849) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 609,298 地方債: 0 その他: 0

1 0
(686) (0)

15 義務 退職被保険者等高額療養費 1 0

(686) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1 地方債: 0 その他: 0

1,200 0
(1,500) (0)

16 義務 一般被保険者高額介護合算療養費 1,200 0

(1,500) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 1,200 地方債: 0 その他: 0

一般被保険者高額療養費

【事業概要】
　一般被保険者の高額療養費の給付

【主な内容】
　○高額療養費（現物給付＋償還払分）                 609,298千円

【担当課】
　保険年金課

退職被保険者等高額療養費

【事業概要】
　退職被保険者等の高額療養費の給付

【主な内容】
　○高額療養費（現物給付＋償還払分）　                 　  1千円
　　※一般被保険者への移行に伴う対象者の減

【担当課】
　保険年金課

一般被保険者高額介護合算療養費

【事業概要】
　一般被保険者の高額介護合算療養費の給付

【主な内容】
　○高額介護合算療養費                                 1,200千円

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要

審査支払手数料

【事業概要】
　診療報酬明細書の審査支払手数料

【主な内容】
　○診療報酬審査支払手数料　　　　                  　13,647千円
　○レセプト電算処理システム手数料　                  　 147千円

【担当課】
　保険年金課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

0 0
(50) (0)

17 義務 皆減 退職被保険者等高額介護合算療養費 0 0

(50) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

105 0
(180) (0)

18 義務 一般被保険者移送事業 105 0

(180) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 105 地方債: 0 その他: 0

0 0
(30) (0)

19 義務 皆減 退職被保険者等移送事業 0 0

(30) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

8,820 2,940
(10,080) (3,360)

20 義務 出産育児一時金 8,820 2,940

(10,080) (3,360)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,880

5 5
(6) (6)

21 義務 支払手数料 5 5

(6) (6)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

　

出産育児一時金

【事業概要】
　出産育児一時金の給付（１件あたり420千円）

【主な内容】
　○出産育児一時金（条例に定める額　　404千円／件）　  8,484千円
　○出産育児一時金（産科医療補償制度　 16千円／件） 　 　336千円

【担当課】
　保険年金課

支払手数料

【事業概要】
　出産育児一時金の医療機関への直接支払いに伴う事務手数料

【主な内容】
　○出産育児一時金直接支払手数料　                         5千円

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要

退職被保険者等高額介護合算療養費

　

一般被保険者移送費

【事業概要】
　一般被保険者の移送費の給付

【主な内容】
　○移送費　                                             105千円

【担当課】
　保険年金課

退職被保険者等移送費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

3,240 3,240
(3,300) (3,300)

22 義務 葬祭費 3,240 3,240

(3,300) (3,300)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

4,626,298 6,332
(4,653,330) (6,815)

３．（国保事業費納付金）　1,412,809千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

1,057,971 566,838
(1,189,075) (737,897)

23 義務 一般被保険者医療給付費分事業費納付金 1,057,971 566,838

(1,189,075) (737,897)

【特定財源】
　国県支出金: 144,355 地方債: 0 その他: 346,778

92 92
(595) (595)

24 義務 退職被保険者等医療給付費分事業費納付金 92 92

(595) (595)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

275,727 203,921
(293,853) (215,744)

25 義務 一般被保険者後期高齢者支援金分事業費納付金 275,727 203,921

(293,853) (215,744)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 71,806

事業名及び事業概要

一般被保険者後期高齢者支援金分事業費納付金

【事業概要】
　島根県に対する一般被保険者後期高齢者支援金分の納付金

【主な内容】
　○後期高齢者支援金分納付金　　　                　 275,727千円
 
【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要

一般被保険者医療給付費分事業費納付金

【事業概要】
　島根県に対する一般被保険者医療給付費分の納付金

【主な内容】
　○医療給付費分納付金　　　                       1,057,971千円

【担当課】
　保険年金課

退職被保険者等医療給付費分事業費納付金

【事業概要】
　島根県に対する退職被保険者等医療給付費分の納付金

【主な内容】
　○医療給付費分納付金　　　                           　 92千円

【担当課】
　保険年金課

葬祭費

【事業概要】
　葬祭費の給付（１件あたり30千円）

【主な内容】
　○葬祭費　                                           3,240千円

【担当課】
　保険年金課

保険給付費合計
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

31 31
(180) (180)

26 義務 退職被保険者等後期高齢者支援金分事業費納付金 31 31

(180) (180)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

78,988 59,106
(76,249) (60,245)

27 義務 介護納付金分事業費納付金 78,988 59,106

(76,249) (60,245)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 19,882

1,412,809 829,988
(1,559,952) (1,014,661)

４．（共同事業拠出金）　　       　3千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

3 3
(3) (3)

28 義務 その他共同事業拠出金 3 3

(3) (3)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

3 3
(3) (3)

その他共同事業事務費拠出金

【事業概要】
　退職者医療制度に伴う年金受給者一覧表の作成費拠出金

【主な内容】
　○年金受給者一覧表作成に係る共同事業拠出金　             3千円

【担当課】
　保険年金課

共同事業拠出金合計

国保事業費納付金合計

事業名及び事業概要

退職被保険者等後期高齢者支援金分事業費納付金

【事業概要】
　島根県に対する退職被保険者等後期高齢者支援金分の納付金

【主な内容】
　○後期高齢者支援金分納付金　　　                　 　   31千円
 
【担当課】
　保険年金課

介護納付金分事業費納付金

【事業概要】
　島根県に対する介護納付金分の納付金

【主な内容】
　○介護納付金分納付金　　　　　　　　              　78,988千円

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要
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５．（保健事業費）　        　　81,422千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

59,735 28,584
(64,146) (28,838)

29 裁量 特定健康診査事業 51,890 25,363

(56,875) (26,100)

【特定財源】
　国県支出金: 26,417 地方債: 0 その他: 110

30 裁量 特定保健指導事業 7,845 3,221

(7,271) (2,738)

【特定財源】
　国県支出金: 4,624 地方債: 0 その他: 0

21,687 14,046
(23,077) (15,364)

31 裁量 保健衛生普及費 14,046 14,046

(15,364) (15,364)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

32 裁量 医療費適正化事業 7,641 0

(7,713) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 7,641 地方債: 0 その他: 0

81,422 42,630
(87,223) (44,202)

【事業概要】
　脳ドック・人間ドック検査料の助成

【主な内容】
　○脳ドック・人間ドック委託料　                      13,623千円

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　後発医薬品普及促進等医療費に関する啓発、医療費通知の送付

【主な内容】
　○医療費通知等作成　　　                           　1,662千円
　○医療費通知等送付　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,916千円
　○医療分析委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,626千円
　○保健指導委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 225千円

【担当課】
　保険年金課

保健事業費合計

事業名及び事業概要

特定健康診査等事業費

【事業概要】
　４０歳以上７５歳未満の被保険者を対象とした生活習慣病等の早期発
見のための健康診査

【主な内容】
　○特定健診委託料　　　　　　　　　                　47,620千円

【担当課】
　保険年金課

【事業概要】
　４０歳以上７５歳未満の被保険者を対象として健康状態の自覚や生活
習慣の改善のための自主的な取り組みが行えるよう指導する

【主な内容】
　○会計年度任用職員（特定保健指導員）　２人　　　　　 5,844千円
　○特定保健指導事業委託料　                           1,828千円

【担当課】
　保険年金課

保健衛生普及費
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６．（基金積立金）　           　　777千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

777 1
(502) (1)

33 義務 財政調整基金積立金 777 1

(502) (1)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 776

777 1
(502) (1)

７．（公　債　費）　                 　1千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

1 1
(1) (1)

34 義務 一時借入金利子 1 1

(1) (1)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1 1
(1) (1)

８．（諸支出金）　　             86,532千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

4,000 4,000
(4,200) (4,200)

35 義務 一般被保険者保険料還付金 4,000 4,000

(4,200) (4,200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

事業名及び事業概要

一般被保険者保険料還付金

【事業概要】
　過年度に係る一般被保険者に対する保険料の還付

【主な内容】
　○過年度保険料還付金　                               4,000千円

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要

利子

【事業概要】
　一時借入金利子

【主な内容】
　○一時借入金利子　                                   　　1千円

【担当課】
　保険年金課

公債費合計

事業名及び事業概要

財政調整基金積立金

【事業概要】
　基金の利息分の積立

【主な内容】
　○財政調整基金積立金　                               　777千円

【担当課】
　保険年金課

基金積立金合計
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

1 1
(200) (200)

36 義務 退職被保険者等保険料還付金 1 1

(200) (200)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1 1
(1) (1)

37 義務 償還金 1 1

(1) (1)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

100 100
(120) (120)

38 義務 一般被保険者還付加算金 100 100

(120) (120)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

1 1
(10) (10)

39 義務 退職被保険者等還付加算金 1 1

(10) (10)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　退職被保険者等に対する保険料の過納・誤納の還付金に対する加算金

【主な内容】
　○還付加算金　                                           1千円
　　※一般被保険者への移行に伴う対象者の減

【担当課】
　保険年金課

償還金

【事業概要】
　実績精算に係る償還金

【主な内容】
　○国庫支出金等過年度分返還金　                           1千円

【担当課】
　保険年金課

一般被保険者還付加算金

【事業概要】
　一般被保険者に対する保険料の過納・誤納の還付金に対する加算金

【主な内容】
　○還付加算金　                                         100千円

【担当課】
　保険年金課

退職被保険者等還付加算金

退職被保険者等保険料還付金

【事業概要】
　過年度に係る退職被保険者等に対する保険料の還付

【主な内容】
　○過年度保険料還付金　                                 　1千円
　　※一般被保険者への移行に伴う対象者の減

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

50 50
(50) (50)

40 義務 手数料等過誤納還付金 50 50

(50) (50)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

50 50
(50) (50)

41 義務 延滞金 50 50

(50) (50)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

82,329 0
(98,696) (0)

42 義務 直営診療施設勘定繰出金 82,329 0

(98,696) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 29,063 地方債: 0 その他: 53,266

86,532 4,203
(103,327) (4,631)

直営診療施設勘定繰出金

【事業概要】
　へき地･保健事業調整交付金及び直診運営補助金の繰出金

【主な内容】
　○特別調整交付金分　                                29,063千円
　○直診運営費補助分　                                53,266千円

【担当課】
　保険年金課

諸支出金合計

諸費

【事業概要】
　過年度に係る督促手数料の還付

【主な内容】
　○督促手数料還付金　                                    50千円

【担当課】
　保険年金課

延滞金

【事業概要】
　過年度収入に係る延滞金の返還

【主な内容】
　○延滞金　                                              50千円

【担当課】
　保険年金課

事業名及び事業概要
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９．（予備費）　              　　10,000千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

10,000 0
(10,000) (0)

43 義務 予備費 10,000 0

(10,000) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,000

10,000 0
(10,000) (0)

事業名及び事業概要

予備費

【事業概要】
　予備費の計上

【主な内容】
　○予備費　                                          10,000千円

【担当課】
　保険年金課

予備費合計
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【国民健康保険特別会計】　（直診勘定）　

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 154,012 63.2 169,288 62.0 △ 15,276 △ 9.0

（１）大 麻 診 療 所 5,276 2.2 7,609 2.8 △ 2,333 △ 30.7

（２）波 佐 診 療 所 44,068 18.1 59,283 21.7 △ 15,215 △ 25.7

（３）あ さ ひ 診 療 所 46,579 19.1 48,174 17.6 △ 1,595 △ 3.3

（４）弥 栄 診 療 所 58,089 23.8 54,222 19.9 3,867 7.1

2. 27 0.0 27 0.0 0 0.0

3. 1,240 0.5 1,695 0.6 △ 455 △ 26.8

4. 82,329 33.8 98,696 36.2 △ 16,367 △ 16.6

5. 6,064 2.5 3,267 1.2 2,797 85.6

243,672 100.0 272,973 100.0 △ 29,301 △ 10.7

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

診 療 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

繰 入 金

諸 収 入

歳 入 合 計

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率
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【国民健康保険特別会計】　（直診勘定）　

歳出の状況

１．（総　務　費）　　　　　182,970千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

182,970 98,637
(203,849) (106,307)

1 義務 職員給与費 103,386 98,637

(98,599) (98,269)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,749

2 義務 嘱託医・嘱託職員報酬等 0 0

(63,194) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

3 裁量 施設管理事務費 40,907 0

(42,056) (8,038)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 40,907

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　医療統括監、波佐・あさひ・弥栄診療所における医師、看護師及び事
務職員の給与費

【主な内容】
　○医　師　　４人
　　　内１人　医療統括監兼務
　　　内１人　医療専門監兼務
　○看護師　　４人
　○事務員　　１人
　　　計　　　９人

【担当課】
　人事課

　整理番号４　会計年度任用職員報酬等　に事業名変更

【事業概要】
　大麻・波佐・あさひ・弥栄診療所の施設管理費及び直診勘定に係る
事務費

【主な内容】
　○施設管理費（修繕料・光熱水費・委託料等）         19,652千円
　○医師派遣委託料  　　　　　　　　　　　　　　　　 13,860千円
　○まめネット利用諸経費　　　　　　　　　　　　　　　  231千円
　○学会参加等経費（旅費・負担金）　　　　　　　　　　2,052千円
  ○歯科衛生士謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 60千円

【担当課】
　健康医療対策課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

4 義務 会計年度任用職員報酬等 38,677 0

拡充

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 38,677

182,970 98,637
(203,849) (106,307)

２．（医　業　費）　　　　　　 56,642千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

47,979 47,979
(54,673) (54,673)

5 裁量 医薬品衛生材料費 47,979 47,979

(54,673) (54,673)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

【事業概要】
　大麻・波佐・あさひ・弥栄診療所
の会計年度任用職員報酬等

【主な内容】
　○看護師　　　８人
　○事務員　　　７人
　○栄養士　　　１人
　　　計　　　１６人

【担当課】
　健康医療対策課

事業名及び事業概要

総務費合計

医薬品衛生材料費

【事業概要】
　大麻・波佐・あさひ・弥栄診療所の処方薬剤及び医療用消耗品等の医
薬品衛生材料費

【主な内容】
　○医薬材料費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 38,792千円
　○血液検査等手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　5,175千円
　○医療機器リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　4,012千円

【担当課】
　健康医療対策課

※島根県からの派遣医師１人を含む
※弥栄診療所の医師が大麻診療所長を兼務

令和２年度当初人員体制

診療所
医

師

看
護
師

事
務
員

栄
養
士

波佐診療所 1 4 2

あさひ診療所 1 3 2

弥栄診療所 3 4 3 1

大麻診療所 1 1
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

事業名及び事業概要

8,663 7,423
(10,390) (8,695)

6 裁量 医療用機械器具費 8,663 7,423

(10,390) (8,695)

【特定財源】
　国県支出金: 1,240 地方債: 0 その他: 0

56,642 55,402
(65,063) (63,368)

３．（公　債　費）　　　　　　4,060千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

3,946 0
(3,906) (0)

7 義務 長期債元金 3,946 0

(3,906) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 3,946

114 0
(155) (0)

8 義務 長期債利子 114 0

(155) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 114

4,060 0
(4,061) (0)

事業名及び事業概要

元金

【事業概要】
　長期債に係る償還元金

【主な内容】
　○長期債償還元金　　　　　　　　　　　　　　　　　  3,946千円

【担当課】
　健康医療対策課

利子

医業費合計

【事業概要】
　長期債に係る償還利子

【主な内容】
　○長期債償還利子　　　　　　　　　　　　　　　　　  　114千円

【担当課】
　健康医療対策課

公債費合計

【事業概要】
　大麻・波佐・あさひ・弥栄診療所の医療用機械器具の購入経費及び維
持管理に係る経費

【主な内容】
　○維持管理費（修繕料・委託料）　　　　　　　　　　　5,372千円
　○医療用機械器具購入費　　　　　　　　　　　　　　　3,291千円
　　（波佐診療所）
　　　昇降式Ｘ線撮影台
　　　救護用ベルトタンカ
　　（あさひ診療所）
　　　身長計付デジタルコラムスケール　他
　　（弥栄診療所）
　　　レントゲン一般撮影管球
　　　ＨｂＡｃ測定器　他
　
【担当課】
　健康医療対策課

医療用機械器具費
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【駐車場事業特別会計】
歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 32,488 99.6 29,440 89.8 3,048 10.4

（１）栄 町 駐 車 場 1,155 3.5 906 2.8 249 27.5

（２）道 分 山 立 体 駐 車 場 31,333 96.0 28,534 87.1 2,799 9.8

2. 27 0.1 26 0.1 1 3.8

3. 106 0.3 3,307 10.1 △ 3,201 △ 96.8

4. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

32,622 100.0 32,774 100.0 △ 152 △ 0.5

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

歳 入 合 計
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【駐車場事業特別会計】　　　

歳出の状況

１．（駐 車 場 費）　　　14,617千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

2,600 0

(1,429) (0)

1 義務 公課費 2,573 0

(1,403) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,573

2 義務 財政調整基金積立金 27 0

(26) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 27

12,017 13

(13,341) (13)

3 裁量 栄町駐車場管理運営費 629 0

(629) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 629

【事業概要】
　栄町駐車場の管理運営に係る経費

【主な内容】
　○維持補修費（消耗品費・修繕料等）　　　　　　　　　　129千円
　○駐車場利用券負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円
　
【担当課】
　行財政改革推進課

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　駐車場事業に係る消費税、地方消費税

【主な内容】
　○消費税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,007千円
　○地方消費税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　566千円

【担当課】
　行財政改革推進課

【事業概要】
　基金の利息分の積立

【主な内容】
　○利息分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 27千円

【担当課】
　行財政改革推進課

施設維持管理費
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

4 裁量 道分山立体駐車場管理運営費 11,388 13

(12,712) (13)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 11,375

14,617 13

(14,770) (13)

２．（公　債　費）　　　　18,005千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

17,509 0

(17,232) (0)

5 義務 長期債元金 17,509 0

(17,232) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 17,509

496 0

(772) (0)

6 義務 長期債利子 496 0

(772) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 496

18,005 0

(18,004) (0)

事業名及び事業概要

元金

【事業概要】
　長期債に係る償還元金

【主な内容】
　○長期債償還元金　　　　　　　　　　 　　　　　　　17,509千円

【担当課】
　行財政改革推進課

利子

【事業概要】
　長期債に係る償還利子

【主な内容】
　○長期債償還利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　 496千円

【担当課】
　行財政改革推進課

公債費合計

事業名及び事業概要

【事業概要】
　道分山立体駐車場の管理運営に係る経費

【主な内容】
　○維持補修費（消耗品費・修繕料等）　　　　　　　　　1,188千円
　○駐車場利用券販売委託料　　　　　　　　　　　　　　　330千円
　○駐車場利用券負担金　　　　　　　　　　　　　　　　6,000千円
　○駐車場鉄骨塗装工事等

【担当課】
　行財政改革推進課

駐車場費合計
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【公設水産物仲買売場特別会計】

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 9,251 14.0 15,840 99.5 △ 6,589 △ 41.6

2. 82 0.1 72 0.5 10 13.9

3. 56,666 85.9 0 0.0 56,666 皆増

4. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5. 2 0.0 2 0.0 0 0.0

66,002 100.0 15,915 100.0 50,087 314.7

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

繰 入 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率
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【公設水産物仲買売場特別会計】

歳出の状況
１．（水産物仲買売場費）　　66,002千円

整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

55,734 55,652

(73) (1)

1 義務 財政調整基金積立金 83 1

(73) (1)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 82

2 義務 一般会計繰出金 55,651 55,651

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 0

10,268 1,017

(15,842) (2)

3 裁量 水産物仲買売場維持管理費 10,268 1,017

縮減

(15,842) (2)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 9,251

66,002 56,669
(15,915) (3)

水産物仲買売場費合計

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　歳入超過分の一般会計への繰出金

【主な内容】
　○一般会計繰出金　　　　　　　　　　　　　　　　　 55,651千円
　　　公設水産物仲買売場特別会計の廃止により生じる財政調整基金の
　　　処分に伴う調整

【担当課】
　水産振興課

施設維持管理費

【事業概要】
　公設水産物仲買売場に係る維持管理費
　○施設概要
　　１階　売場面積　８００㎡
　　　　　４０区画×２０㎡
　　２階　貸事務所
　※１０月末までの運営（１１月以降は山陰浜田港公設市場へ機能を移
　　転）

【主な内容】
　○指定管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,056千円
　　　指定管理者：浜田魚商協同組合（Ｈ２９～Ｒ２）
　○土地借上料、浜田漁港排水浄化管理センター利用料等　3,661千円

【担当課】
　水産振興課

【事業概要】
　基金の利息分の積立

【主な内容】
　○財政調整基金積立金　　　　　　　　　　　　　　　 　　83千円

【担当課】
　水産振興課
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【農業集落排水事業特別会計】

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 260 0.0 391 0.1 △ 131 △ 33.5

2. 81,927 11.6 83,888 12.9 △ 1,961 △ 2.3

（１）浜 田 地 区 14,165 2.0 13,761 2.1 404 2.9

（２）金 城 地 区 19,237 2.7 19,560 3.0 △ 323 △ 1.7

（３）旭 地 区 7,967 1.1 9,088 1.4 △ 1,121 △ 12.3

（４）弥 栄 地 区 11,520 1.6 12,150 1.9 △ 630 △ 5.2

（５）三 隅 地 区 29,038 4.1 29,329 4.5 △ 291 △ 1.0

3. 2,560 0.4 1,200 0.2 1,360 113.3

4. 397,035 56.0 381,590 58.8 15,445 4.0

5. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6. 44,299 6.2 1 0.0 44,298 4,429,800.0

7. 182,900 25.8 181,400 28.0 1,500 0.8

（１）過 疎 対 策 事 業 債 14,700 2.1 6,600 1.0 8,100 122.7

（２）下 水 道 事 業 債 30,300 4.3 5,300 0.8 25,000 471.7

（３）資 本 費 平 準 化 債 137,900 19.5 169,500 26.1 △ 31,600 △ 18.6

708,982 100.0 648,471 100.0 60,511 9.3

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率

市 債

歳 入 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入
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【農業集落排水事業特別会計】

歳出の状況

１．（農業集落排水費）　　　　  244,578千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

64,912 54

(45,542) (54)

1 義務 職員給与費 28,835 0

(28,340) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 600 その他: 28,235

2 裁量 農業集落排水事務費 10,464 30

(9,920) (30)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 10,434

3 裁量 使用料等賦課徴収費 2,486 24

縮減

(4,726) (24)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,462

4 政策ソフト 長寿命化計画策定事業 5,122 0

(2,556) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 2,560 地方債: 2,500 その他: 62

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　農業集落排水事業に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　４人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　農業集落排水事業運営に要する事務費

【主な内容】
　○（一社）地域環境資源センター負担金　 　　　　　 　 　20千円
　○消費税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   10,080千円

【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　受益者分担金及び農業集落排水施設使用料の賦課徴収事務費

【主な内容】
　○納付書等印刷及び郵送料　　　　　　　　　　　　 　 　348千円
　○検針業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,541千円
　○使用料システム保守委託料
　※嘱託職員の減

【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　農業集落排水施設の機能診断を行い、長寿命化計画を策定する

【主な内容】
　○長寿命化計画（最適化構想）策定業務委託

【担当課】
　下水道課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

5 義務 新規 公営企業会計適用事業 18,005 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 18,000 その他: 5

169,666 81,848

(113,399) (83,809)

6 裁量 施設維持管理費 167,638 81,848

新規

(111,398) (83,809)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 13,900 その他: 71,890

7 裁量 個別浄化槽維持管理費 2,028 0

(2,001) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 2,028

事業名及び事業概要

【事業概要】
　国からの要請による公営企業会計への移行作業に係る経費

【主な内容】
　○固定資産調査・評価業務委託料

【担当課】
　下水道課

施設維持管理費

【事業概要】
　終末処理場及びマンホールポンプ、資源循環施設等の維持管理に係る
経費
　○美川地区農業集落排水処理施設（内村町）
　○雲城地区農業集落排水処理施設（金城町七条）
　○あさひ東部地区農業集落排水処理施設
　　　　　　　　　　　　　　　　（旭町都川・市木（２箇所））
　○あさひ和田地区農業集落排水処理施設（旭町本郷）
　○杵束地区農業集落排水処理施設（弥栄町木都賀）
　○安城地区農業集落排水処理施設（弥栄町長安本郷）
　○地方地区農業集落排水処理施設（三隅町三隅）
　○河内地区農業集落排水処理施設（三隅町河内）
　○岡見地区農業集落排水処理施設（三隅町岡見）
　○三隅地区農業集落排水資源循環施設（三隅町黒沢）

【主な内容】
　○施設等維持管理委託料　　　　　　　　　　　　　　 60,968千円
　○施設等維持修繕工事　　　　　　　　　　　　　　 　17,581千円
　○県道改良事業に伴う下水道管路の移設工事

【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　個別浄化槽の維持管理に係る経費
　○美川地区　１２基
　○雲城地区　１３基

【主な内容】
　○個別浄化槽等維持管理委託料

【担当課】
　下水道課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

10,000 0
(10,616) (0)

8 政策ハード 長寿命化改修事業 10,600 0

(10,616) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 10,600 その他: 0

政策ハード 支弁人件費 △ 600 0

(△ 600) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: △ 600 その他: 0

244,578 81,902
(169,557) (83,863)

事業名及び事業概要

農業集落排水建設費

【事業概要】
　補修等が必要な施設について計画的な補修・更新工事を実施する
　
【主な内容】
　○ポンプ場改修工事

【担当課】
　下水道課

農業集落排水費合計
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２．（公　債　費）　　　　　　　　　　464,404千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

412,039 0

(421,607) (0)

9 義務 長期債元金 412,039 0

(421,607) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 123,900 その他: 288,139

52,365 0

(57,907) (0)

10 義務 長期債利子 52,365 0

(57,907) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 14,000 その他: 38,365

464,404 0
(479,514) (0)

事業名及び事業概要

元金

【事業概要】
　長期債に係る償還元金

【主な内容】
　○長期債償還元金　　　　　　　　　　　　　 　　 　412,039千円

【担当課】
　下水道課

利子

【事業概要】
　長期債に係る償還利子

【主な内容】
　○長期債償還利子　　　　　　　　　　　　　　 　　　52,365千円

【担当課】
　下水道課

公債費合計
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【漁業集落排水事業特別会計】

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 26 0.1 26 0.1 0 0.0

2. 12,480 25.7 13,882 31.8 △ 1,402 △ 10.1

3. 32,831 67.5 29,678 68.1 3,153 10.6

4. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6. 3,300 6.8 0 0.0 3,300 皆増

48,639 100.0 43,588 100.0 5,051 11.6

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

市 債

歳 入 合 計

諸 収 入

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率
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【漁業集落排水事業特別会計】

歳出の状況

１．（漁業集落排水費）　　　　　21,087千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

3,988 626

(632) (630)

1 裁量 漁業集落排水事務費 632 626

(632) (630)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 6

2 義務 新規 公営企業会計適用事業 3,356 0

(0) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 3,300 その他: 56

17,099 11,850

(12,777) (12,777)

3 裁量 施設維持管理費 17,099 11,850

新規

(12,777) (12,777)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 5,249

21,087 12,476
(13,409) (13,407)

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　漁業集落排水事業運営に要する事務費

【主な内容】
　○消費税　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　450千円
　
【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　国からの要請による公営企業会計への移行作業に係る経費

【主な内容】
　○固定資産調査・評価業務委託料
　
【担当課】
　下水道課

施設維持管理費

【事業概要】
　終末処理場及びマンホールポンプ等の維持管理に係る経費
　○古湊地区漁業集落排水処理施設（三隅町古市場）
　○福浦地区漁業集落排水処理施設（三隅町西河内）
　○須津青浦地区漁業集落排水処理施設（三隅町岡見（２箇所））

【主な内容】
　○施設等維持管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　4,977千円
　○施設等維持修繕工事　　　　　　　　　　　　　 　 　3,487千円
　○不明水対策工事

【担当課】
　下水道課

漁業集落排水費合計

- 290 -



２．（公　債　費）　　　　　　　　　27,552千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

23,224 0

(25,298) (475)

4 義務 長期債元金 23,224 0

(25,298) (475)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 23,224

4,328 0

(4,881) (0)

5 義務 長期債利子 4,328 0

(4,881) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,328

27,552 0
(30,179) (475)

【事業概要】
　長期債に係る償還利子

【主な内容】
　○長期債償還利子　　　　　　　　　　　　　　　 　　 4,328千円

【担当課】
　下水道課

公債費合計

事業名及び事業概要

元金

【事業概要】
　長期債に係る償還元金

【主な内容】
　○長期債償還元金　　　　　　　　　　　　　 　　　　23,224千円

【担当課】
　下水道課

利子
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【生活排水処理事業特別会計】

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 17,409 31.6 17,505 31.0 △ 96 △ 0.5

（１）旭 地 区 6,212 11.3 6,284 11.1 △ 72 △ 1.1

（２）弥 栄 地 区 4,392 8.0 4,325 7.7 67 1.5

（３）三 隅 地 区 6,805 12.3 6,896 12.2 △ 91 △ 1.3

2. 37,733 68.4 38,906 69.0 △ 1,173 △ 3.0

3. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

55,143 100.0 56,412 100.0 △ 1,269 △ 2.2

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率

歳 入 合 計

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金
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【生活排水処理事業特別会計】

歳出の状況

１．（生活排水処理費）　　 　　41,643千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

702 1

(720) (1)

1 裁量 生活排水処理事業事務費 640 1

(658) (1)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 639

2 裁量 水洗化促進事業 62 0

(62) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 62

40,941 17,402

(40,693) (17,497)

3 裁量 施設維持管理費 40,941 17,402

(40,693) (17,497)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 23,539

41,643 17,403
(41,413) (17,498)

生活排水処理費合計

施設維持管理費

【事業概要】
　個別浄化槽の維持管理に係る経費
　○旭地区　　２００基
　○弥栄地区　１１９基
　○三隅地区　１８７基

【主な内容】
　○個別浄化槽清掃管理委託料
　○個別浄化槽等修繕工事　　　　　　　　　　　　　 　 4,998千円

【担当課】
　下水道課

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　生活排水処理事業運営に要する事務費

【主な内容】
　○消費税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円

【担当課】
　下水道課

【事業概要】
　排水設備工事費の融資あっせん及び利子補給

【主な内容】
　○利子補給　１件　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  61千円

【担当課】
　下水道課
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２．（公　債　費）　　　　　　　 　13,500千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

11,530 0
(12,866) (0)

4 義務 長期債元金 11,530 0

(12,866) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 11,530

1,970 0

(2,133) (0)

5 義務 長期債利子 1,970 0

(2,133) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,970

13,500 0
(14,999) (0)

元金

【事業概要】
　長期債に係る償還元金

【主な内容】
　○長期債償還元金　　　　　　　　　　　　　　　　   11,530千円

【担当課】
　下水道課

利子

【事業概要】
　長期債に係る償還利子

【主な内容】
　○長期債償還利子　　　　　　　　　　　　　　　　 　 1,970千円

【担当課】
　下水道課

公債費合計

事業名及び事業概要
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【後期高齢者医療特別会計】

歳入の状況

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1. 640,673 67.9 524,932 66.7 115,741 22.0

2. 200 0.0 200 0.0 0 0.0

3. 267,337 28.4 228,322 29.0 39,015 17.1

4. 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5. 34,707 3.7 33,809 4.3 898 2.7

942,918 100.0 787,264 100.0 155,654 19.8

（単位：千円・％）

科 目

令和２年度 令和元年度

増減 伸率

※上記の構成比は、端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計
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【後期高齢者医療特別会計】

歳出の状況

１．（総　務　費）　　　35,317千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

34,151 2
(30,469) (2)

1 義務 職員給与費 29,297 0

(25,703) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 29,297

2 裁量 後期高齢者医療事務費 4,854 2

(4,766) (2)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 4,852

1,166 0
(1,027) (0)

3 裁量 賦課徴収事務費 1,166 0

(1,027) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,166

35,317 2
(31,496) (2)

事業名及び事業概要

一般管理費

【事業概要】
　後期高齢者医療に係る職員の給与費

【主な内容】
　○一般職員　４人

【担当課】
　人事課

【事業概要】
　後期高齢者医療に係る市町村業務の事務経費

【主な内容】
　○被保険者証等発送に係る郵便料　　　                3,551千円
　○後期高齢者医療制度対応システム使用料                924千円

【担当課】
　保険年金課

賦課徴収費

【事業概要】
　後期高齢者医療保険料の徴収に係る市町村業務の事務経費
　
【主な内容】
　○納付書等印刷費                                      521千円
　○納付書等発送に係る郵便料                            645千円

【担当課】
　保険年金課

総務費合計
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２．（後期高齢者医療広域連合納付金）　　　884,822千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

884,822 640,674
(732,920) (524,933)

4 義務 保険料等負担金 884,822 640,674

(732,920) (524,933)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 244,148

884,822 640,674
(732,920) (524,933)

３．（保健事業費）　　21,279千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

21,279 0
(21,348) (0)

5 裁量 後期高齢者医療健康診査事業 21,279 0

(21,348) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 21,279

21,279 0
(21,348) (0)

４．（諸支出金）　　   　1,500千円
整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

1,480 0
(1,480) (0)

6 義務 保険料還付金 1,480 0

(1,480) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 1,480

事業名及び事業概要

保険料等負担金

【事業概要】
　島根県後期高齢者医療広域連合へ納付する保険料等負担金

【主な内容】
　○保険料徴収分　　　　　　　　　                  637,673千円
　○保険料軽減分に係る保険基盤安定負担金            244,148千円

【担当課】
　保険年金課

後期高齢者医療広域連合納付金合計

事業名及び事業概要

後期高齢者健康診査事業費

【事業概要】
　島根県後期高齢者医療広域連合からの委託を受け、被保険者に対する
健康診査を医療機関において実施

【主な内容】
　○健康診査委託料　                                 18,625千円
　○共同電算処理及び審査支払手数料　　　　　　　 　　 1,021千円

【担当課】
　保険年金課

保健事業費合計

事業名及び事業概要

保険料還付金

【事業概要】
　過年度に係る保険料の還付

【主な内容】
　○保険料等還付金　                                  1,480千円

【担当課】
　保険年金課
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整理
番号

事業
区分

前年
比較

事業費
（前年度）

一般財源
（前年度）

20 0
(20) (0)

7 義務 還付加算金 20 0

(20) (0)

【特定財源】
　国県支出金: 0 地方債: 0 その他: 20

1,500 0
(1,500) (0)

諸支出金合計

事業名及び事業概要

還付加算金

【事業概要】
　過年度保険料還付金に係る加算金

【主な内容】
　○還付加算金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20千円

【担当課】
　保険年金課
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【参考資料】

引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（歳入）　　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

※地方消費税交付金の12/22として機械的に算出。

（歳出）　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国県支出金 市債 その他 引上げ分の
地方消費税交付金 その他

社会福祉総務費 116,829 326 8,610 15,180 92,713

障がい者福祉費 2,087,448 1,520,416 1,400 79,579 486,053

老人福祉費 698,522 4,095 17,500 229,430 62,959 384,538

児童福祉総務費 526,141 200,882 18,000 70,634 33,291 203,334

児童措置費 3,342,282 2,410,293 17,600 82,157 117,087 715,145

母子福祉費 22,396 14,930 1,050 6,416

生活保護総務費 38,265 21,830 2,312 14,123

扶助費 753,357 591,550 2 22,765 139,040

小計 7,585,240 4,764,322 53,100 392,233 334,223 2,041,362

後期高齢者医療費 1,028,556 183,252 3,510 118,433 723,361

介護保険事業費 1,027,856 144,610 883,246

国民健康保険事業費 497,722 235,662 36,869 225,191

小計 2,554,134 418,914 0 3,510 299,912 1,831,798

福祉医療費 195,017 76,924 40,399 10,931 66,763

保健衛生総務費 175,416 10,960 7,700 86,046 9,948 60,762

感染症予防費 216,420 9,033 8,200 18,909 25,363 154,915

乳幼児等医療費 164,350 40,575 57,000 8,799 8,157 49,819

休日診療所管理費 10,000 10,000 0 0

小計 761,203 137,492 72,900 164,153 54,399 332,259

10,900,577 5,320,728 126,000 559,896 688,534 4,205,419

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

計

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

688,534千円

10,900,577千円

（単位：千円）

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源
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